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平成 30 年 3 月 1 日

各  位

上場会社名  積 水 ハ ウ ス 株 式 会 社

代表者氏名  代表取締役社長  仲井 嘉浩

(コード番号 １９２８ 東証･名証 市場第一部)

本社所在地 大阪市北区大淀中一丁目１番８８号

問 合 せ 先     

責任者役職名

氏    名

執行役員 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部長

畔柳 均

  ＴＥＬ （０６）６４４０－３１１１

過年度法人税等の計上に関するお知らせ

当社は、大阪国税局による平成 27 年 1 月期から平成 29 年 1 月期までの 3 事業年度を対象とし

た定期税務調査を受け、以下の通り修正申告をいたしましたのでお知らせいたします。

主な指摘事項については次のとおりです。

・賃貸マンションの経費等の仕入れに係る消費税額について、控除対象仕入税額が過大であると

されたもの

・生産設備の予備品等について、貯蔵品として棚卸計上すべきであるとされたもの

当修正申告により、所得金額 90 百万円、法人税額 25 百万円、消費税額 142 百万円を修正し、

附帯税を含めて本日付で納付しております。なお、重加算税はございません。

当局からの指摘事項については、その一部に見解の相違もありましたが、当社として改善すべき

点もあるものと思慮のうえ、本日、指摘事項に基づく修正申告書を提出したものです。

当社と致しましては、今回の指摘事項を謙虚に受け止め、今後とも継続して税務コンプライアン

スの徹底と適正な納税に努めて参る所存です。

以 上
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税法データベース　検索結果詳細
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検索文字列

選択税区分

選択情報区分

平成25年 06月 26日　～　平成25年 06月 26日日付範囲（裁決・判決）

日付範囲（TAINS登録）

税区分

消費税

情報区分

地裁

TAINSコード

Ｚ２６３－１２２４１

年月日

平25-06-26

関連判決

関連雑誌目次

平２５．６．２６さいたま地裁

タイトル

さいたま地方裁判所平成２３年（行ウ）第３３号消費税等の更正処分等取消請求事件（棄

却）（確定）

国側当事者・国（処分行政庁　本庄税務署長）

平成２５年６月２６日判決　【税務訴訟資料　第２６３号－１１７（順号１２２４１）】

【税務大学校ホームページ】

【情報公開法第９条第１項による開示情報】

【個別対応方式／賃貸用マンションの用途区分／破産による信託受益権売買契約の解除】

概要

判　　示　　事　　項

１　本件は、Ｂ社を吸収合併した原告が、Ｂ社の平成２０年７月１日から平成２１年５月

　３０日までの課税期間の消費税等の更正処分等を受けたことから、消費税法３０条２項

　１号の個別対応方式により控除しなければならない課税仕入れ税額が控除されていない

　として、その一部取消しを求めた事案である。

２　仕入税額控除は、その譲渡が実際に課税資産譲渡に該当したか否かを考慮することな

　く、仕入れた時点において、課税仕入れに当たるか否かを判断するものとしたと解され

　る。このような制度趣旨にかんがみると、用途区分は、課税仕入れを行った日の状況等

　に基づき、課税仕入れをした事業者が有する目的、意図等諸般の事情を勘案し、事業者

　において行う将来の多様な取引のうちどのような取引に要するものであるのかを客観的

　に判断すべきものと解するのが相当である。

３　本件マンションはもともとＤ社への信託受益権の売却を目的として建設・購入された

　ものであるといえる。また本件受益権売買契約は課税仕入れの日より後の平成２０年１

　０月３１日の経過をもって解除されたものとみなされたのであるから、課税仕入れ時に
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　は、同契約は存続していたといわざるを得ない。加えて、Ｂ社は、Ｄ社が破産しそうだ

　という情報を得た後には、マンションの再査定を依頼してＤ社以外の第三者に売却する

　準備を進め、Ｄ社の破産手続開始決定の直後にはＤ社以外に売却する方針を固め、最終

　的には戊にマンションを売却した。これらの経緯からすると、マンションを販売する又

　はその信託受益権を譲渡する目的で取得したということは否定できない。

４　一方、Ｂ社は本件課税仕入れの日と同日にＥ社との間で、マンションの賃貸借業務管

　理委託契約を締結し、間もなく、丁及び丙との賃貸借契約を締結している。そして、両

　契約とも、マンションの使用目的を住宅に限定している。さらにＢ社は、課税期間にお

　いて、マンション賃料収入を得ている。これらの経緯からすると、マンションの取得時

　に、住宅として貸し付ける目的でも取得したと認めるのが相当である。

５　このように、課税仕入れであるＢ社によるマンションの取得は、課税仕入れの日であ

　る平成２０年９月３０日当時において、マンションを販売する（信託受益権を譲渡する

　）目的とともに、住宅として貸し付けることを目的としてされたと認められる。

６　さらにＢ社が賃貸を前提とした資金調達方法を採っていなかったことや原告の本件マ

ンション等の賃料収入の売却代金に対する割合が０．０００１７に過ぎないこと等の事

情があるとしても、そのことをもって、課税仕入れ時にマンションの取得について販売

する目的とともに住宅として貸し付ける目的があったとする前記５の認定を覆すには足

りない。

７　原告は、付随的取引に過ぎない賃貸目的を仕入れ時の本来の目的に付け加えることは

　できないと主張するが、Ｂ社の事業目的には不動産の賃貸があげられているから、「事

　業に付随して対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け」（施行令２条３項）に過ぎな

　いとはいえず、原告の主張はその前提を欠き、失当である。

８　基本通達１１－２－２０は、課税仕入れの日に用途区分が定まっていない場合におい

　て、課税期間の末日までに区分が明らかにされたときには、例外的に、この明らかにさ

　れた区分によって個別対応方式を適用できるとしたものである。そして、Ｂ社がマンシ

　ョンを住宅の貸付の目的でも取得していたことは明らかであるから、課税仕入れの日に

　おいて既に用途区分は定まっていたといえ、本通達が適用される余地はない。

９　以上から、本件課税仕入れは、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」ではなく、「

　課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に該当する。

１０　原告は、課税仕入れの一部しか仕入税額控除がされないことは、合法性の原則（憲

　法８４条）、法３０条１項に反すると主張する。しかしながら、法３０条１項の例外規

　定として同条２項が定められているところ、本件においては、上述のように、同項１号

　を適用して、仕入税額の一部のみを控除すべきなのであるから、一部しか仕入税額控除

　がされないことは、何ら法３０条１項に反するものではない。

　判決年月日　Ｈ２５－０６－２６

　国税庁訴資　Ｚ２６３－１２２４１

本文

判　　決

原　　　　告　　　　Ａ株式会社

同代表者代表取締役　甲

同訴訟代理人弁護士　清　水　利　夫

同補佐人 乙

被　　　　告 国

同代表者法務大臣　　谷　垣　禎　一

処分行政庁 本庄税務署長

山　本　克　己

被告指定代理人　　　新　保　裕　子

同 菊　池　　　豊
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　長　田　光　弘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　横　山　正　司

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　齋　藤　秀　樹

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　小　川　哲　裕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　多　田　俊　彦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　丹　羽　一　浩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　鈴　木　啓　之

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　長　澤　聡　子

　　　　　　　　　主　　文

１　原告の請求をいずれも棄却する。

２　訴訟費用は、原告の負担とする。

　　　　　　　　　事　実　及　び　理　由

第１　請求

　１　本庄税務署長が平成２１年１２月２２日付けで原告に対してした、Ｂ株式会社に係

　　る平成２０年７月１日から平成２１年５月３０日までの課税期間分の消費税及び地方

　　消費税の更正のうち、納付すべき消費税の額－６８２万３１６０円、納付すべき地方

　　消費税の譲渡割額－１７０万５７９０円をそれぞれ超える部分並びに過少申告加算税

　　賦課決定（ただし、いずれも裁決により一部取り消された後のもの）を取り消す。

　２　訴訟費用は、被告の負担とする。

第２　事案の概要

　　本件は、Ｂ株式会社（以下「Ｂ」という。）を吸収合併した原告が、本庄税務署長が

　　平成２１年１２月２２日付けで原告に対してした、Ｂに係る平成２０年７月１日から

　　平成２１年５月３０日までの課税期間（以下「本件課税期間」という。）の消費税及

　　び地方消費税（以下、これらを併せて、「消費税等」という。）の更正（以下「本件

　　更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定（以下「本件賦課決定処分」と

　　いい、本件更正処分と併せて「本件各処分」という。）について、消費税法（以下「

　　法」という。）３０条２項１号により控除しなければならない課税仕入れ税額が控除

　　されていないとして、その一部取消しを求めた事案である。

　１　法令等の定め

　　（１）　消費税額の算定の概要

　　　　　　事業者が納付すべき消費税の税額は、課税標準額に税率を乗じて計算した税

　　　　　額（以下「売上税額」という。）から法定の各種控除を行った金額である。

　　　　　　この各種控除の一つに、後記（３）の仕入税額控除がある。

　　（２）　課税標準額

　　　　　ア　消費税における課税標準額は、課税期間中の課税資産の譲渡等の対価の額

　　　　　　の合計額である（法４５条１項１号）。

　　　　　イ　課税資産の譲渡等とは、資産の譲渡等のうち、法定の非課税取引を除いた

　　　　　　ものをいう（法２条１項９号）。

　　　　　ウ　資産の譲渡等とは、事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け

　　　　　　並びに役務の提供（代物弁済による資産の譲渡その他対価を得て行われる資

　　　　　　産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に類する行為として政令で定めるも

　　　　　　のを含む。）をいう（法２条１項８号）。

　　　　　　　また、消費税法施行令（以下「施行令」という。）２条３項は、資産の譲

　　　　　　渡等には、その性質上事業に付随して対価を得て行われる資産の譲渡及び貸

　　　　　　付け並びに役務の提供を含むと規定している。

　　　　　エ　法定の非課税取引の中には、国内で行われる資産の譲渡等のうち、住宅（

　　　　　　人の居住の用に供する家屋又は家屋のうち人の居住の用に供する部分をいう

　　　　　　。）の貸付け（当該貸付けに係る契約において人の居住の用に供することが

　　　　　　明らかにされているものに限るものとし、一時的に使用させる場合その他の

　　　　　　政令で定める場合を除く。）がある（法６条１項、別表第１第１３号）。
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　　　　　　　上記の「その他の政令に定める場合」の１つとして、「住宅の貸付けに係

　　　　　　る期間が１月に満たない場合」がある（施行令１６条の２）。

　　（３）　仕入税額控除

　　　　　ア　仕入税額控除とは、消費税が付加価値税としての性質を持つことに鑑み、

　　　　　　税負担の累積を防止するため、事業者が、国内において課税仕入れを行った

　　　　　　場合において、当該課税仕入れを行った日の属する課税期間の売上税額から

　　　　　　、当該課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額（以下「

　　　　　　仕入税額」という。）の全部又は一部を控除することができる制度である（

　　　　　　法３０条）。

　　　　　イ　課税仕入れとは、事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若し

　　　　　　くは借り受け、又は役務の提供を受けること（当該他の者が事業として当該

　　　　　　資産を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合

　　　　　　に課税資産の譲渡等に該当することとなるもので、資産の譲渡等に該当する

　　　　　　もの及び法律等の規定により消費税が免除されるもの以外のものに限る。）

　　　　　　をいう（法２条１項１２号）。

　　　　　ウ　当該課税仕入れを行った日の属する課税期間における課税売上割合〔当該

　　　　　　事業者が国内において行った資産の譲渡等の対価の額の合計額のうちに当該

　　　　　　事業者が国内において行った課税資産の譲渡等の対価の額の合計額の占める

　　　　　　割合として計算した割合をいう（法３０条６項）。〕が１００分の９５に満

　　　　　　たない場合には、仕入税額全額ではなく、次の区分に応じ、次の（ア）及び

　　　　　　（イ）に定める方法で計算される消費税額のみが控除される。

　　　　　　（ア）　当該課税期間中に国内において行った課税仕入れにつき、課税資産

　　　　　　　　　の譲渡等にのみ要するもの、課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等に

　　　　　　　　　のみ要するもの、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通し

　　　　　　　　　て要するもの、の３つの区分（以下、この区分を「用途区分」という

　　　　　　　　　。）が明らかにされている場合は、「課税資産の譲渡等にのみ要する

　　　　　　　　　課税仕入れの税額の合計額」に、「課税資産の譲渡等とその他の資産

　　　　　　　　　の譲渡等に共通して要する課税仕入れの税額の合計額に課税売上割合

　　　　　　　　　を乗じて計算した金額」を加算する方法（以下「個別対応方式」とい

　　　　　　　　　う。）によって得られる額を控除する（法３０条２項１号）。

　　　　　　（イ）　前記（ア）に掲げる場合以外の場合は、当該課税期間における課税

　　　　　　　　　仕入れ等の税額の合計額に課税売上割合を乗じて計算する方法（以下

　　　　　　　　　「一括比例配分方式」という。）によって得られる額を控除する（法

　　　　　　　　　３０条２項２号）。

　　　　　エ　消費税法基本通達（以下「基本通達」という。）１１－２－２０は、課税

　　　　　　仕入れの用途区分は課税仕入れ等を行った日の状況により行うが、課税仕入

　　　　　　れ等を行った日において当該区分が明らかにされていない場合で、その日の

　　　　　　属する課税期間の末日までに当該区分が明らかにされたときは、その明らか

　　　　　　にされた区分によって個別対応方式により税額を計算して差し支えない旨定

　　　　　　めている。

　　（４）　地方消費税

　　　　　　地方消費税は、消費税額を課税標準として課される地方税であり、税率は２

　　　　　５％である（地方税法７２条の７７第２号、７２条の８３）。

　２　前提となる事実（証拠等を付さない事実は、当事者間に争いがない。）

　　（１）　当事者等

　　　　　ア　Ｂ

　　　　　　　Ｂは、不動産及びコンテナの売買、仲介、賃貸、リース及び管理等を目的

　　　　　　とする株式会社であった。（乙２）

　　　　　イ　Ｃ株式会社（以下「Ｃ」という。）

　　　　　　　Ｃは、総合建設業を営む株式会社である。
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　　　　　　　Ｂは、後記ウのとおり原告に吸収合併されるまで、Ｃの１００パーセント

　　　　　　子会社であった。（甲１９、乙１５）

　　　　　ウ　原告

　　　　　　　原告は、土木、建築工事の請負等を目的とする株式会社である。（乙１）

　　（２）　本件における課税仕入れの経緯

　　　　　ア　Ｂは、平成１９年１１月２９日、Ｃとの間で、千葉県松戸市の土地上の居

　　　　　　住用ワンルームマンションの建物（以下「本件建物」という。）及びこれに

　　　　　　付随する機械式駐車場（以下、本件建物と合わせて「本件マンション」とい

　　　　　　う。）の建築工事をＣが代金計２億５０３２万円で請け負う旨の工事請負契

　　　　　　約（以下「本件請負契約」という。）を締結した。

　　　　　イ　Ｂは、平成１９年１２月１９日、株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）との

　　　　　　間で、ＢがＤに本件マンション及びその敷地等（以下「本件マンション等」

　　　　　　という。）の信託受益権を３億７７００万円で譲渡する旨の信託受益権売買

　　　　　　契約（以下「本件受益権売買契約」という。）を締結した。

　　　　　ウ　東京地方裁判所は、平成２０年９月●日、Ｄについて破産手続開始の決定

　　　　　　をした。

　　　　　エ　Ｂは、平成２０年９月３０日、本件請負契約に基づき、Ｃから本件マンシ

　　　　　　ョンの引渡しを受けた（以下「本件課税仕入れ」という。）。

　　　　　　　Ｂは、同日、株式会社Ｅ（以下「Ｅ」という。）との間で、本件マンショ

　　　　　　ンの賃貸借及び管理業務を委託する旨の契約（以下「本件管理委託契約」と

　　　　　　いう。）を締結した。同契約には、本件マンションは居住用で、居住以外の

　　　　　　事務所使用は不可との記載がある。

　　　　　オ　Ｂは、平成２０年１０月３日、Ｄの破産管財人に対し、本件受益権売買契

　　　　　　約について、確答期限を同月３１日として、破産法５３条２項１文に基づく

　　　　　　催告をしたが、同日までに確答がなく、同契約は同項２文により解除された

　　　　　　ものとみなされた。

　　　　　カ　Ｂは、平成２０年１０月２０日、Ｅを代理人として、丙（以下「丙」とい

　　　　　　う。）及び丁（以下「丁」という。）に対し、本件マンションの居室を賃貸

　　　　　　した（以下この賃貸借契約を「本件各賃貸借契約」という。）。

　　（３）　本件各処分の経緯

　　　　　ア　Ｂは、平成２１年５月３０日、戊（以下「戊」という。）に対し、本件受

　　　　　　益権売買契約の対象であった本件マンション等を２億７０００万円で売却す

　　　　　　る旨契約し、同年６月２３日売買を原因として、同日付けで、戊への所有権

　　　　　　移転登記がされた。（乙１１、１２）

　　　　　イ　原告は、平成２１年５月３１日、Ｂを吸収合併した。

　　　　　ウ　本件課税期間におけるＢの課税売上割合は９５％未満であったところ、原

　　　　　　告は、本庄税務署長に対し、本件課税期間の消費税等につき、課税標準額が

　　　　　　１４６万９０００円、控除対象となる仕入税額が６８８万１９２０円である

　　　　　　として、納付すべき消費税額を△６８２万３１６０円、地方消費税額を△１

　　　　　　７０万５７９０円とする確定申告を法定申告期限までに行った。

　　　　　エ　本庄税務署長は、上記確定申告を受けて、平成２１年１２月２２日、同課

　　　　　　税期間の消費税等につき、課税標準額は原告の申告どおりであるが、控除対

　　　　　　象となる仕入税額は１３１万６０６０円であるとして、納付すべき消費税額

　　　　　　を△１２５万７３００円（差引納付すべき税額５５６万５８００円）、納付

　　　　　　すべき地方消費税を△３１万４３２５円（差引納付すべき税額１３９万１４

　　　　　　００円）とする本件更正処分及び過少申告加算税を１０１万７５００円とす

　　　　　　る本件賦課決定処分を行った。（甲２）

　　（４）　本件訴訟提起に至る経緯

　　　　　ア　原告は、平成２２年１月２０日付けで、本件各処分に対する異議申立てを

　　　　　　行ったところ、本庄税務署長は、同年３月１１日、異議申立てを棄却する旨
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の決定をした。

イ 原告は、平成２２年４月１日、上記決定を不服として、審査請求をしたと

ころ、国税不服審判所長は、平成２３年３月２３日、課税標準額は原告の申

告どおりであるが、控除対象となる仕入税額は１５２万１８０４円であると

して、納付すべき消費税額を△１４６万３０４４円（差引納付すべき税額５

３６万０１００円）、納付すべき地方消費税額を△３６万５７６１円（差引

納付すべき税額１３４万円）、過少申告加算税を９８万円にそれぞれ減額す

る旨の裁決をした。（甲１）

ウ 原告は、平成２３年７月３０日、上記裁決を不服として、本訴を提起した

。（顕著）

　３　争点

（１） 本件課税仕入れの目的（Ｂによる本件マンションの取得が、「課税資産の譲

渡等にのみ要するもの」と「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通

して要するもの」のいずれに区分されるか。）

（２） 一部の仕入税額が控除できないことは合法性の原則等に反するか。

　４　争点に関する当事者の主張

（１） 争点（１）（本件課税仕入れの目的）について

（被告の主張）

ア 本件マンションについては、本件受益権売買契約においても住宅としての

賃貸をすることが予定されていた。また、Ｂとしても、Ｄが破産状態に陥っ

て同契約が履行されるとは考えていなかったといえ、本件課税仕入れの日で

ある平成２０年９月３０日に本件管理契約を締結して本件マンンョンを住宅

の貸付けに供している。そして、Ｂは、本件課税期間において、本件マンシ

ョンの貸付け等に係る収入として８０７万７８８０円の賃料収入を得ている

。

このほか、Ｂは本件マンションを固定資産として認識しており、原告も本

件各処分がされる直前に修正申告するまで本件マンションの会計処理上の科

目を「固定資産」としていたのである。

そうすると、本件課税仕入れであるＢによる本件マンションの取得は、本

件課税仕入れの日である平成２０年９月３０日当時において、本件マンショ

ンを販売する（受益権を譲渡する）目的ではなく、あるいはその目的ととも

に、住宅として貸し付けることを目的としてされたことは明らかである。

そして、販売も、住宅としての貸付けも、「資産の譲渡等」には該当する

ものの、販売は「課税資産の譲渡等」に該当するが、住宅の貸付けは法定の

非課税取引に該当する〔前記１（２）エ〕のであるから「課税資産の譲渡等

」には該当しない。なお、Ｂも本件マンションの賃貸料を非課税取引として

会計処理している。

したがって、Ｂによる本件マンションの取得は、「課税資産の譲渡等にの

み要するもの」ではなく、「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共

通して要するもの」に該当するというべきである。

イ 施行令２条３項は、課税物件たる「資産の譲渡等」（法２条１項８号）の

範囲について更に定めたものであり、他方で、法３０条２項１号は「資産の

譲渡等」から一応の消費税額である売上税額を算定した後に、そこから控除

されるべき課税仕入れの額を用途区分に応じて決することを定めるものであ

るから、双方の規定は明らかにその適用の場面を異にするのであり、原告の

主張するように、施行令２条３項を根拠に本件課税仕入れの目的を決するこ

とはできない。

また、Ｂの事業目的には不動産の賃貸があげられているから、本件マンシ

ョンの賃貸はＢの事業として行われていることは明らかであり、「事業に付

随して対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け」（施行令２条３項）に過
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ぎないともいえない。

ウ 基本通達１１－２－２０は、課税仕入れの用途区分は課税仕入れの日の状

況で判断するべきであるとの原則を示した上、課税仕入れの日に用途区分が

定まっていない場合において、課税期間の末日までに当該区分が明らかにさ

れたときには、例外的に明らかにされた区分によって個別対応方式を適用で

きるとしたものである。

本件では、Ｂが本件課税仕入れの日において住宅の貸付目的を有していた

ことは明らかであるから、本件課税仕入れの日において既に用途区分は定ま

っていた。

したがって、本件では同通達が適用される余地はない。

エ 本件における消費税額及び地方消費税額の計算は別表１、２のとおりであ

って、納付すべき消費税額は△１４６万３０４４円、納付すべき地方消費税

額は△３６万５７６１円となり、過少申告加算税の計算は別紙「過少申告加

算税の算定」のとおり９８万円となる。

（原告の主張）

ア 本件マンションについては、テナントへの事業用貸付けが予定されていた

に過ぎず、本件受益権売買契約において住宅としての賃貸をすることは予定

されていなかった。もともと、本件マンションは、Ｄへの信託受益権の売却

を目的として建設・購入されたものであり、Ｂとしては、Ｄが破産状態に陥

ったとはいえ、同契約が全く履行されないと考えていたわけではなく、また

、他に買い手を探していたのである。そして、Ｂは、本件課税仕入れの日で

ある平成２０年９月３０日に本件管理契約を締結して本件マンションを住宅

の貸付けに供しているけれども、これも投資家の抱くリスクを少なくするこ

とで、本件マンションをできる限り値崩れさせないで早期に売却しようと考

えたものであり、入居者の募集活動は、正に販売活動そのものである。

このほか、原告が本件マンションの会計処理上の科目を「固定資産」から

「棚卸資産」に修正したこと、Ｂが賃貸を前提とした資金調達方法を採って

いなかったこと、本件マンション等の賃料収入の売却代金に対する割合が０

．０００１７に過ぎないことも併せ考慮すると、本件課税仕入れであるＢに

よる本件マンションの取得は、本件課税仕入れの日である平成２０年９月３

０日当時において、Ｄに転売する目的でなされたことは明らかであるといえ

る。なお、Ｂは最終的に本件マンションを戊に売却しているが、仕入物件が

同じものであるのに、売却先が違うだけで仕入目的が変更されたとはいえな

い。

そして、販売は「課税資産の譲渡等」に該当するのであり、法定の非課税

取引である「その他の課税資産の譲渡等」には該当しない。本件受益権売買

契約上の信託受益権の売買期日は、本件マンションを賃貸してから１か月も

経過しない平成２０年１０月末日であるから、Ｂの行った本件マンションの

貸付けは、施行令１６条の２に規定する「住宅の貸付けに係る期間が１月に

満たない」ものとして、課税取引に当たる。

したがって、Ｂによる本件マンションの取得は、「課税資産の譲渡等にの

み要するもの」に該当するというべきである。

イ 施行令２条３項は、付随取引は「資産の譲渡等」の範囲に入るとしている

のであるから、付随取引の存否によって資産の譲渡等の性質が影響されるも

のではないといえる。

そして、Ｂの本件マンションの取得に賃貸目的があったとしても、それは

付随取引に過ぎず、賃貸収入が発生したとしても、仕入れ時の本来の目的に

付け加えることはできない。

したがって、本件課税仕入れである本件マンションの取得は「課税資産の

譲渡等のみに要する」という用途に区分されるべきものであり、それにもか
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かわらず、本件各処分において、本件課税仕入れの用途の区分の判断に際し

て賃貸目的を考慮したことは、施行令２条３項に反する。

ウ 仮に、Ｄの破産手続開始決定により、Ｂにおいて、本件課税仕入れを行っ

た日である本件マンションの引渡しの日（平成２０年９月３０日）当時にお

いて課税仕入れの目的が明らかでなかったとすれば、その日の属する課税期

間の末日である平成２１年５月３０日時点では、Ｂが戊に本件マンションを

売却したことにより、本件マンションの取得が「課税資産の譲渡等のみに要

するもの」に該当することが明確になったのであるから、基本通達１１－２

－２０により、やはり、この区分によって個別対応方式により税額を計算す

べきである。

（２） 争点（２）（一部の仕入税額が控除できないことは合法性の原則等に反する

か。）について

（原告の主張）

ア 本件課税仕入れが「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して

要するもの」にあたるとすれば、実際に消費税が支払済みであるにもかかわ

らず、仕入税額控除できる金額の支払済み消費税に対する割合はわずか０．

００４７２となり、結果的に全く仕入税額控除ができなくなることになる。

これは、課税売上高に対応する課税仕入れ額を控除するという法３０条１項

の趣旨に反し違法である。

イ 入居者の募集活動をすることは販売するための手段でしかなく、全売上高

の５％未満なら計算便宜上支払っていないものまで支払ったものと考える法

３０条２項の解釈から、公平原則にもはや反するものである。法３０条１項

と２項の関係は目的と手段の関係であり、１項の趣旨から大きく外れた結果

が生ずる場合には２項の適用がおかしいのであり、そのための方策は法の中

に用意されている。法３３条から３５条までは調整固定資産についての配慮

を定めた条文で、法３０条３項も配慮規定を設けていることから、本件のよ

うな場合に、法３０条２項の他に控除額の計算方法がないということではな

い。

消費税額の更正時点では、実際の課税売上高、非課税売上高が判明してい

たのであり、実態とかけ離れて、課税売上高に０．００４７２を乗じて仕入

税額控除を少なくすることは、合法性の原則（憲法８４条）、法３０条１項

にも反する。

（被告の主張）

ア 控除対象の仕入税額は課税仕入れを行った日の属する課税期間において控

除される仕組みになっていること（法３０条１項）及び「課税資産の譲渡等

とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に区分されるものは、控除

対象仕入税額が課税売上割合に従って計算されること（同条２項１号ロ）は

、法が予定するところであり、税法の本質に反しない。

本件では、本件マンションの課税仕入れの日（平成２０年９月３０日）と

譲渡日（平成２１年６月２３日）の属する各課税期間が異なり、本件課税期

間の課税売上割合を乗じた金額しか控除できなかったとしても、法に何ら反

することはない。

イ 課税売上割合が９５％以上となる場合において、５％未満の非課税売上げ

があったとしても仕入税額全額の控除を認めるとする規定は、単に納税者の

負担を考慮して法が定めた例外的措置に過ぎず、それ以外の場合において全

額控除を認める趣旨ではないから、本件において非課税売上げである賃料収

入が本件建物の売却予定額に比して少額であったとしても、そのことによっ

て非課税売上げに対応する仕入税額が控除の対象とならないという原則が左

右されるものではない。

したがって、本件各処分が、合法性の原則（憲法８４条）や法３０条１項
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に反することはない。

第３　当裁判所の判断

　１　認定事実

　　　後掲各証拠等によれば、以下の事実（前記争いのない事実等を含む。）が認められ

　　、これを覆すに足りる証拠はない。なお、証拠等を付さない事実は、当事者間に争い

　　がない。

（１） ＢとＤとの間の本件受益権売買契約の経緯

ア Ｂは、平成１９年１１月２９日、原告の親会社であるＣとの間で、Ｃが本

件マンションの建築工事を代金計２億５０３２万円で請け負う旨の本件請負

契約を締結した。

イ Ｂは、平成１９年１２月１９日、Ｄとの間で、本件受益権売買契約を締結

した。同契約では、Ｂが、本件マンションの竣工後、信託受益者との間で、

本件マンション等を信託財産とする不動産管理信託契約又は不動産管理処分

信託契約（以下両者を併せて「本件信託契約」という。）を締結し、不動産

管理信託又は不動産管理処分信託（以下両者を併せて「本件信託」という。

）に係る信託受益権（以下両者を併せて「本件受益権」という。）を取得し

た上で、本件受益権を、３億７７００万円でＤに譲り渡すものとされた。

また、本件受益権売買契約では、Ｄがテナントを募集し、入居させること

をＢが承諾すること（同契約書８条３項）、及びＢ自らがテナントを募集し

、賃貸借契約を締結することができることが定められており（同契約書８条

５項）、本件受益権の譲渡の効力発生日である本件売買日（平成２０年１０

月末日、同契約書４条３項）の前日までに生じる賃料はＢが、その後に生じ

るべき賃料はＤがそれぞれ取得するものとされた（同契約書８条４項）。（

　　　　　　乙６）

（２） Ｄの破産に至る経緯

ア Ｂの取締役であるＦ（以下「Ｆ」という。）は、平成２０年９月１６日、

Ｄの担当者Ｇ（以下「Ｇ」という。）からＤが倒産しそうである旨を聞き、

その場でＧに対して本件受益権売買契約の合意解除を依頼した。

しかし、Ｇは合意解除をするために必要な手続を行わなかった。

イ Ｂは、同日、本件マンションの新たな売却先を探す必要から、Ｈ株式会社

（以下「Ｈ」という。）に本件マンションの再査定を依頼した。Ｈは、この

依頼を受けて、１か月の募集総家賃、借上げの場合の保証家賃及び入居者を

埋めることによる利回り等を検討した。（乙２６）

ウ 東京地方裁判所は、平成２０年９月●日、Ｄについて破産手続開始の決定

をした。

Ｄの破産手続開始通知書には、「当裁判所は、本破産事件について、破産

者の財産で債権者に対する配当ができない可能性が高いと考え」る旨記載さ

れていた。

また、Ｄの破産管財人は、破産債権者に対し、「破産会社からの破産手続

開始申立書等によれば、破産会社は、回収可能な資産に乏しく、一般債権に

優先する公租公課や多額な労働債権があることから、破産債権に対する配当

財源の確保が難しい状況です。このため、本件破産手続は、配当には至らず

、異時廃止で終了する可能性があり、そうなると、残念ながら、破産債権者

の皆様に対する配当はできないこととなります。」との通知をした。（乙７

の３）

エ Ｆは、同日、Ｄが破産開始決定を受けたことをインターネットで確認し、

Ｃの甲社長（以下「甲」という。）と協議した上で、Ｄが本件受益権売買契

約を履行できる可能性が低いことから、本件マンション等を他に売却する方

針を固めた。（甲１９、Ｆ証人）

（３） Ｂによる本件マンション取得以後の経緯
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ア Ｂは、平成２０年９月３０日、本件請負契約に基づき、Ｃから本件マンシ

ョンの引渡しを受けた。

イ Ｂは、平成２０年９月３０日、Ｅとの間で、本件管理委託契約を締結した

。

本件管理委託契約においては、本件マンションは居住用で、居住以外の事

務所使用は不可とされ、また、賃貸借募集条件として契約期間は２年と定め

られた。さらには、賃貸料の振込先の名義はＢになっており、Ｅは、賃借人

からの入金を確認した敷金、賃貸料及びその他更新料等を毎月１０日、Ｂに

支払うことと規定されていた。（乙８）

ウ Ｂは、平成２０年１０月３日、Ｄの破産管財人に対し、本件受益権売買契

約について、確答期限を同月３１日として、破産法５３条２項１文に基づく

催告書を送付したが、同日までに確答がなく、同契約は同項２文により解除

されたものとみなされた。

エ Ｂは、平成２０年１０月２０日、Ｅを代理人として、丙及び丁との間で、

本件マンションの居室について本件各賃貸借契約をそれぞれ締結し、同日か

ら賃貸を開始した。

本件各賃貸借契約書では、賃貸期間につき契約日から２４か月と定められ

、また、使用目的につき「本物件を住宅として賃貸し、・・その目的以外に

使用してはならない」と規定されている。（乙１０の１、２）

オ Ｂは、本件課税期間において、本件マンションの賃貸に係る各売上（賃料

、共益費、駐車場代）合計８０７万７８８０円を収受した。

また、Ｂは、本件建物の賃料、共益費を非課税売上げとして経理していた

。（乙１９）

カ Ｂは、平成２１年５月３０日、戊に対して本件マンション等を２億７００

０万円で売却し、同年６月２３日、戊への所有権移転登記がされた。

（４） 物件台帳の記載

Ｂが作成していた物件台帳（対象期間が平成２０年７月１日から平成２１年

６月３０日までのもの）には、「資産種類」欄に本件マンションについて「建

物（定額）」と記載されており、同台帳の右下には１１月１１日付けで確認印

が押され、定額法で減価償却の処理がされている。（乙１４）

（５） 法人税確定申告書を修正した経緯

原告は、平成２１年６月２５日、Ｂの平成２０年７月１日から平成２１年５

月３１日までの事業年度の法人税確定申告書（以下「本件法人税確定申告書」

という。）において、本件建物を固定資産として申告した（乙１５）が、税務

署担当官から指摘を受けて、同年１２月１１日、本件建物を棚卸資産（販売用

不動産）と修正する修正申告書及び修正申告理由書を提出し、受理された。（

　　　　　乙１６の１及び２、弁論の全趣旨）

　２　争点（１）（本件課税仕入れの目的）について

（１） 課税仕入れの用途区分（法３０条２項１号）の判断基準

ア 個別対応方式（法３０条２項１号）により控除対象となる仕入税額を計算

する場合には、当該課税仕入れが「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」、

「課税資産の譲渡以外の資産の譲渡等にのみ要するもの」又は「課税資産の

譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」のいずれに区分され

るものかを明らかにする必要がある。

仕入税額控除は、流通過程における税負担の累積を防止するため、一定の

要件の下に、資産等の譲渡に係る税額から仕入税額を控除する制度であるが

、法３０条の規定に照らすと、仕入れた資産が、仕入日の属する課税期間中

に譲渡されるとは限らないため、控除額の算定においては、仕入れと売上げ

の対応関係を切断し、当該資産の譲渡が実際に課税資産譲渡に該当したか否

かを考慮することなく、仕入れた時点において、課税仕入れに当たるか否か
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　　　　　　を判断するものとしたと解される。

　　　　　　　このような制度趣旨にかんがみると、上記用途区分は、課税仕入れを行っ

　　　　　　た日の状況等に基づき、当該課税仕入れをした事業者が有する目的、意図等

　　　　　　諸般の事情を勘案し、事業者において行う将来の多様な取引のうちどのよう

　　　　　　な取引に要するものであるのかを客観的に判断すべきものと解するのが相当

　　　　　　である。

　　　　　イ　「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」とは、課税資産の譲渡等を行うた

　　　　　　めにのみ必要な課税仕入れ等をいう。すなわち、直接、間接を問わず、また

　　　　　　、実際に使用する時期を問わず、その対価の額が最終的に課税資産の譲渡等

　　　　　　のコストに入るような課税仕入れ等だけをいうと解される。

　　　　　ウ　上記用途区分の基準となる課税仕入れを行った日とは、課税仕入れに該当

　　　　　　する資産の譲受け若しくは借受けをした日又は役務の提供を受けた日をいう

　　　　　　ものと解される。

　　　　　　　もっとも、課税仕入れを行った日において、当該区分が明らかにされてい

　　　　　　ない場合で、その日の属する課税期間の末日までに、当該区分が明らかにさ

　　　　　　れたときは、その明らかにされた区分によって法３０条２項１号の規定を適

　　　　　　用しても差し支えないとされている（基本通達１１－２－２０）。

　　（２）　本件課税仕入れの目的について

　　　　　ア　Ｂは平成２０年９月３０日、本件請負契約に基づいてＣから本件マンショ

　　　　　　ンの引渡しを受けている〔前記１（３）ア〕のであるから、本件課税仕入れ

　　　　　　である本件マンションの取得を行った日は、「資産の譲受け」をした同日と

　　　　　　なる。

　　　　　　　したがって、本件マンションの取得の用途区分は、同日の状況に基づいて

　　　　　　客観的に判断すべきことになる。

　　　　　イ　本件請負契約及び本件受益権売買契約の経緯〔前記１（１）〕からすると

　　　　　　、本件マンションはもともとＤへの信託受益権の売却を目的として建設・購

　　　　　　入されたものであったといえる。また、本件受益権売買契約は本件課税仕入

　　　　　　れの日より後の平成２０年１０月３１日の経過をもって解除されたものとみ

　　　　　　なされた〔同（３）ウ〕のであるから、客観的には、本件課税仕入れ時には

　　　　　　、同契約は存続していたといわざるを得ない。加えて、Ｂは、Ｄが破産しそ

　　　　　　うだという情報を得た後には、Ｈに本件マンションの価値の再査定を依頼し

　　　　　　てＤ以外の第三者に売却する準備を進め〔同（２）ア、イ〕、Ｄの破産手続

　　　　　　開始決定の直後にはＤ以外に売却する方針を固め〔同（２）エ〕、最終的に

　　　　　　は戊に本件マンションを売却したのである〔同（３）カ〕。これらの経緯か

　　　　　　らすると、Ｂにおいて、本件課税仕入れである本件マンションの取得時に、

　　　　　　Ｄが破産状態に陥ったために同契約が履行されないと考えていたかどうかは

　　　　　　ともかく、客観的に見て、本件マンションを販売する又はその信託受益権を

　　　　　　譲渡する目的で取得したということは否定できない。

　　　　　　　一方、Ｂは本件課税仕入れの日と同日にＥとの間で本件管理委託契約を締

　　　　　　結し、その後間もなく、Ｅを通じ丙及び丁との本件各賃貸借契約を締結して

　　　　　　いる〔前記１（３）イ、エ〕。そして、本件管理委託契約及び本件各賃貸借

　　　　　　契約とも、本件マンションの使用目的を住宅に限定している〔同（３）イ、

　　　　　　エ〕。さらに、Ｂは、本件課税期間において、本件マンションの貸付け等に

　　　　　　係る収入として８０７万７８８０円の賃料収入を得ている〔同（３）オ〕。

　　　　　　これらの経緯からすると、Ｂにおいて、本件課税仕入れである本件マンショ

　　　　　　ンの取得時に、客観的にみて、本件マンションを住宅として貸し付ける目的

　　　　　　でも取得したと認めるのが相当である。

　　　　　　　このように、本件課税仕入れであるＢによる本件マンションの取得は、本

　　　　　　件課税仕入れの日である平成２０年９月３０日当時において、本件マンショ

　　　　　　ンを販売する（信託受益権を譲渡する）目的とともに、住宅として貸し付け
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ることを目的としてされたと認められる。

ウ 原告は、投資家の抱くリスクを少なくすることで、本件マンションをでき

る限り値崩れさせないで早期に売却しようと考えて本件管理委託契約を締結

したのであり、入居者の募集活動は正に販売活動そのものであるとか、原告

が本件マンションの会計処理上の科目を「固定資産」から「棚卸資産」に修

正したこと、Ｂが賃貸を前提とした資金調達方法を採っていなかったこと、

原告の本件マンション等の賃料収入が売却するまで６万４０００円に過ぎず

売却代金に対する割合が０．０００１７に過ぎないこと等を指摘して、本件

マンションの取得には住宅として貸し付ける目的はなかった旨主張する。

しかしながら、本件管理委託契約の締結や、入居者の募集は、客観的にみ

て、賃貸のための行動であることが明らかであり、仮に同契約が本件マンシ

ョンの値崩れ防止を目的としてされたとしても、そのことから直ちに「入居

者の募集活動は正に販売活動そのものである」とはいえないし、本件マンシ

ョンの取得に住宅としての貸付け目的がなかったともいえない。また、本件

法人税確定申告書において、会計処理上、本件マンションを長期保有を前提

とする「固定資産」から早期売却を前提とする「棚卸資産」に修正している

〔認定事実１（５）〕けれども、このことは、かえって、修正申告以前であ

る本件課税仕入れ時には本件マンションを「固定資産」として長期保有しよ

うと認識していたことを裏付けるというべきである。また、このことは、資

産の種類を「建物（定額）」とした上で減価償却の処理がされているＢの物

件台帳の記載〔同（４）〕から、利用目的の記載いかんにかかわらず、Ｂが

本件マンションを固定資産と認識していたと認められることとも一致する。

さらに、Ｂが賃貸を前提とした資金調達方法を採っていなかったことや原

告の本件マンション等の賃料収入の売却代金に対する割合が０．０００１７

に過ぎないこと等の事情があるとしても、そのことをもって、本件課税仕入

れ時に本件マンションの取得について販売する目的とともに住宅として貸し

付ける目的があったとする前記イの認定を覆すには足りない。

したがって、原告の前記主張は採用できない。

エ 原告は、Ｂが締結した本件各賃貸借契約について、同契約を締結した平成

２０年１０月２０日から本件受益権売買契約においてＤに本件マンションを

引き渡す期限となっていた同月末日までは１月に満たないから課税取引に当

たる（施行令１６条の２）との主張をする。しかし、本件各賃貸借契約にお

ける賃貸期間は２４か月であり〔前記１（３）エ〕、同契約が施行令１６条

の２所定の「住宅の貸付けに係る期間が１月に満たないもの」に当たらない

ことは明らかであって、原告のこの主張も失当である。

（３） 施行令２条３項について

原告は、Ｂの本件マンションの取得に賃貸目的があったとしても、それは付

随的取引（施行令２条３項）に過ぎず、仕入れ時の本来の目的に付け加えるこ

とはできない等と主張する。

この主張は、趣旨が若干不分明であるが、いずれにせよ、Ｂの事業目的には

不動産の賃貸があげられているから〔第２の２（１）ア〕、本件マンションの

賃貸はＢの事業として行われていると認められ、「事業に付随して対価を得て

行われる資産の譲渡及び貸付け」（施行令２条３項）に過ぎないとはいえず、

原告の主張はその前提を欠き、失当である。

（４） 基本通達１１－２－２０について

原告は、仮に、Ｂが本件課税仕入れを行った日である本件マンションの引渡

しの日（平成２０年９月３０日）において、その目的が明らかでなかったとす

れば、その日の属する課税期間の末日である平成２１年５月３０日時点では、

Ｂが戊に本件マンションを売却したことにより、本件マンションの取得が「課

税資産の譲渡等のみに要するもの」に該当することが明確になったのであるか
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ら、基本通達１１－２－２０に従い、この区分によるべきである旨主張する。

しかしながら、基本通達１１－２－２０は、課税仕入れの用途区分は課税仕

入れの状況で判断すべきであるとの原則を示した上、課税仕入れの日に用途区

分が定まっていない場合において、課税期間の末日までに当該区分が明らかに

されたときには、例外的に、この明らかにされた区分によって個別対応方式を

適用できるとしたものである。そして、前記（１）で判断したとおり、Ｂが本

件課税仕入れの日において本件マンションを住宅の貸付の目的でも取得してい

たことは明らかであるから、この日において既に用途区分は定まっていたとい

える。

したがって、本件では基本通達１１－２－２０が適用される余地はないので

あり、本件課税仕入れの日にその目的が明らかでなかったことを前提とする原

告の前記主張は採用できない。

（５） 結論

以上からすると、本件課税仕入れは、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの

」ではなく、「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するも

の」に該当することとなる。

　３　争点（２）（一部の仕入税額が控除できないことは合法性の原則等に反するか。）

　　について

　　　原告は、本件課税仕入れについて一部しか仕入税額控除がされないことは、合法性

　　の原則（憲法８４条）、法３０条１項に反すると主張する。

　　　しかしながら、法３０条１項の例外規定として同条２項が定められているところ、

　　本件においては、上述のように、同項１号を適用して、仕入税額の一部のみを控除す

　　べきなのであるから、一部しか仕入税額控除がされないことは、何ら法３０条１項に

　　反するものではない。

　　　また、合法性の原則とは、憲法８４条の定める租税法律主義の１原則として、恣意

　　的な課税を防止するため、税を減免する場合には法律の根拠を要するとするものであ

　　るが、本件課税仕入れについて一部しか仕入税額控除がされないことが、かような合

　　法性の原則との関係で問題を生じさせるものでないことは明らかである。

　　　原告のその余の主張も、その趣旨が不分明で、仕入税額控除に関する判断に影響を

　　及ぼすものではない。

　　　したがって、原告の前記主張はいずれも失当である。

　４　本件各処分の適法性について

　　　以上判断したところに、弁論の全趣旨を総合すると、本件における消費税額及び地

　　方消費税額の算定は別表１、２のとおりとなり、納付すべき消費税額は△１４６万３

　　０４４円、納付すべき地方消費税額は△３６万５７６１円となる。

　　　また、過少申告加算税については別紙「過少申告加算税の算定」のとおりとなり、

　　その額は９８万円となる。

　　　そうすると、上記と同額となる本件各処分（ただし、裁決により一部取り消された

　　後のもの）は適法である。

　５　結論

　　　以上の次第であり、原告の本訴各請求は理由がないから棄却することとし、主文の

　　とおり判決する。

（口頭弁論終結日　平成２５年４月２４日）

（さいたま地方裁判所第４民事部　裁判長裁判官　原啓一郎　裁判官　鈴木拓児　裁判官

　今西由佳子）

＜別紙リンクに収録＞

別表１　被告が本訴で主張する消費税等の金額

別表２　課税売上割合・個別対応方式により控除する課税仕入れ等の税額の計算表
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（別紙）　過少申告加算税の算定

　原告は、本件課税期間に係る消費税等について、還付金の額に相当する税額を過大に申

告していたものであり、これについて国税通則法（以下「通則法」という。）６５条４項

に規定する正当な理由があるとは認められない。

　したがって、本件更正処分に伴って賦課されるべき過少申告加算税の額は、以下の金額

の合計額９８万円である。

（１）　通則法６５条１項、２項及び地方税法附則９条の９第１項及び３項の規定により

　　　本件更正処分によって原告が新たに納付すべきこととなった消費税額及び譲渡割額

　　　の合計額６７０万円（ただし、通則法１１８条３項により１万円未満の端数を切り

　　　捨てた後のもの。）に、通則法６５条１項に基づき１００分の１０を乗じて計算し

　　　た金額６７万円

（２）　通則法６５条２項に基づき、原告が新たに納付すべきこととなった前記（１）の

　　　消費税額及び譲渡割額の合計額のうち、５０万円を超える部分に相当する金額６２

　　　０万円に、１００分の５を乗じて計算した金額３１万円

TAINSキーワード

一時貸付け、一時的使用、解除、課税売上割合、課税期間、課税仕入れ、課税仕入れを行

った日、課税資産の譲渡等、課税取引、課税用、還付申告、管理委託契約、吸収合併、共

通用、居住用賃貸建物、居住用マンション、機械式駐車場、契約解除、控除対象仕入税額

、個別対応方式、合法性の原則、合理性、催告、査定、趣旨、取得、取得の日、取得目的

、消費税、仕入税額控除、資産の譲渡等、信託財産、信託受益権、信託受益権売買契約、

住宅の貸付け、状況、譲渡の日、情報公開、租税法律主義、建物、調整対象固定資産、地

方消費税、賃貸借契約、賃料収入、転売、入居者、認識、破産手続開始決定、判定、売買

、非課税、非課税取引、付随、付随行為、別表第一、補佐人、補佐人税理士、募集、マン

ション、用途区分、リンク、ワンルームマンション、★税資２６３号、Ｚ２６３－１２２

４１、憲法８４、消令１６の２、消令２、消基通１１－２－２０、消法別表１－１３、消

法２、消法３０、消法３３、消法３４、消法３５、消法４、消法６、税理士法２の２、２

１、Ｈ１１法律４２号９、Ｈ１６法律７５号５３、Ｈ２３（行ウ）３３さいたま地裁、Ｚ

２６３－０１１７、Ｚ８８８－１７８７、Ｈ２５－０６－２６
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税法データベース　検索結果詳細
2018年05月15日 08:22

検索文字列

選択税区分

選択情報区分

平成24年 01月 19日　～　平成24年 01月 19日日付範囲（裁決・判決）

日付範囲（TAINS登録）

税区分

消費税

情報区分

裁決

TAINSコード

Ｊ８６－６－２５

年月日

平24-01-19

関連判決

関連雑誌目次

平２４．１．１９裁決

タイトル

（課税仕入れ等の用途区分の判定）　住宅の貸付け等の用に供している建物を販売用とし

て取得したとしても、課税仕入れの用途区分は、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡

等に共通して要するものに該当するとした事例（平１８．１０．○～平１９．８．３１の

課税期間の消費税及び地方消費税の更正処分並びに過少申告加算税の賦課決定処分・一部

取消し・平２４－０１－１９公表裁決）　　　　　　　【国税不服審判所ホームページ】

概要

《ポイント》

　個別対応方式により仕入れに係る消費税額を計算する場合において、課税仕入れを「課

税資産の譲渡等にのみ要するもの」、「その他の資産の譲渡等にのみ要するもの」及び「

課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に区分する場合の当該

区分（いわゆる用途区分）は、課税仕入れを行った日の状況により行うと解されている（

消費税法基本通達１１－２－２０）ところ、この事例は、住宅の貸付け等の用に供してい

る建物を販売用として取得した場合の用途区分について判断を示したものである。

《要旨》

　請求人は、販売する目的で本件各建物を取得したのであるから、その取得に伴い住宅貸

付けによる収入が発生する場合であっても、その取得は、消費税法第３０条《仕入れに係

る消費税額の控除》第２項第１号に規定する個別対応方式による課税仕入れ等に係る消費

税の控除額の計算において、「課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ」に該当する旨

主張する。

　しかしながら、課税仕入れ等の用途区分の判定は、課税仕入れ等を行った日の状況によ
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り、当該課税仕入れ等の目的及び当該課税仕入れ等に対応する資産の譲渡等の内容を勘案

して行うのであるから、本件各建物の取得は、たとえその取得目的が販売用であったとし

ても、その取得の時点において本件各建物は住宅の貸付け等の用に供されていたのである

から、「課税資産の譲渡等と課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税

仕入れ」に該当する。

《参照条文等》

　消費税法第３０条第２項第１号

　消費税法基本通達１１－２－１２、１１－２－２０

《参考判決・裁決》

　平成１７年１１月１０日裁決（裁決事例集№７０・３６９頁）

　裁決年月日　Ｈ２４－０１－１９

　裁決事例集　Ｊ８６－６－２５

本文

《裁決書（抄）》

１　事　　実

　（１）　事案の概要

　　　　　本件は、不動産販売業を営む審査請求人（以下「請求人」という。）が取得し

　　　　た各建物について、原処分庁が、当該各建物はその取得時において住宅の貸付け

　　　　の用に供されていたから、これらが販売を目的として取得されたものであるとし

　　　　ても、その取得は、課税仕入れに係る消費税の控除額の計算において、「課税資

　　　　産の譲渡等と課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ

　　　　」に該当するとして、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の更

　　　　正処分並びに過少申告加算税の賦課決定処分をしたことに対し、請求人が、当該

　　　　各建物は請求人が販売することを目的として取得したものであるから、その取得

　　　　は、「課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ」に該当するとして、原処分の

　　　　全部の取消しを求めた事案であり、争点は、当該各建物の取得が「課税資産の譲

　　　　渡等と課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ」に該

　　　　当するか否かである。

　（２）　審査請求に至る経緯

　　　　　平成１８年１０月○日から平成１９年８月３１日までの課税期間（以下「本件

　　　　課税期間」という。）の消費税等について、審査請求（平成２３年３月２２日）

　　　　に至る経緯は、別表１のとおりである。なお、異議決定書謄本の請求人への送達

　　　　日は、平成２３年２月２３日である。

　　　　　また、別表１を含め、以下、消費税法第３０条《仕入れに係る消費税額の控除

　　　　》第１項に規定する課税仕入れに係る消費税の控除額を「控除対象仕入税額」と

　　　　いい、控除対象仕入税額の計算につき、同条第２項第１号に規定する計算の方法

　　　　を「個別対応方式」という。

　（３）　関係法令等

　　　　　別紙２のとおりである。

　（４）　基礎事実

　　　　　次の事実については、請求人と原処分庁との間に争いがなく、当審判所の調査

　　　　の結果によってもその事実が認められる。

　　　　イ　請求人について

　　　　　（イ）　請求人は、平成１８年１０月○日に賃貸マンションの建設、運営及び
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　　　　　　　　管理、不動産の管理、賃貸、売買、仲介及びコンサルタント業務並びに

　　　　　　　　これらに附帯関連する一切の業務を行うことを目的として資本金１，０

　　　　　　　　００，０００円で設立された法人である。

　　　　　（ロ）　請求人の設立時の代表取締役はＫ（以下、個人としてのＫのことを「

　　　　　　　　Ｋ」という。）であったが、同人は、平成２２年１月１２日付で辞任し

　　　　　　　　、その後任には、同人の妻であるＨが就任して、現在に至っている。

　　　　ロ　請求人が取得した建物等について

　　　　　（イ）　本件の各建物について

　　　　　　　　　請求人は、本件課税期間において、①ａ市ｊ町○－○、同番○及び同

　　　　　　　　番○の各土地並びに同町○番地○に所在する建物（以下「Ｌ建物」とい

　　　　　　　　い、これら各土地と併せて「Ｌ物件」という。）、②ａ市ｄ町○－○及

　　　　　　　　び同番○の各土地並びに同町○番地○に所在する建物（以下「Ｍ建物」

　　　　　　　　といい、これら各土地と併せて「Ｍ物件」という。）、③ａ市ｅ町○－

　　　　　　　　○の土地及び同町○番地○に所在する建物（以下「Ｎ建物」といい、こ

　　　　　　　　の土地と併せて「Ｎ物件」という。）、④ａ市ｆ町○－○及び同町○番

　　　　　　　　○の各土地並びに同町○番地○及び同町○番地○に所在する建物（以下

　　　　　　　　「Ｐ建物」といい、これら各土地と併せて「Ｐ物件」という。）をそれ

　　　　　　　　ぞれ取得した。

　　　　　　　　　なお、上記各物件の明細は、別表２の「Ｌ物件」、「Ｍ物件」、「Ｎ

　　　　　　　　物件」及び「Ｐ物件」の各欄のとおりであり、以下、Ｌ建物、Ｍ建物、

　　　　　　　　Ｎ建物及びＰ建物を併せて「本件４建物」といい、また、Ｌ物件、Ｍ物

　　　　　　　　件、Ｎ物件及びＰ物件を併せて「本件４物件」という。

　　　　　（ロ）　本件４物件の不動産売買契約について

　　　　　　　　Ａ　Ｌ物件について

　　　　　　　　　　請求人は、平成１９年１月１６日付で、Ｌ物件の買主として、売主

　　　　　　　　　であるＫとの間で、要旨次のとおりの不動産売買契約書に係る契約を

　　　　　　　　　締結した。

　　　　　　　　　（Ａ）　売主は、Ｌ物件を売買代金１５５，５００，０００円で買主

　　　　　　　　　　　　に売り渡し、買主はこれを買い受ける。（第１条）

　　　　　　　　　（Ｂ）　買主は、売買代金１５５，５００，０００円を平成１９年２

　　　　　　　　　　　　月１日までに支払う。（第５条）

　　　　　　　　　（Ｃ）　Ｌ物件の所有権は、買主が売主に売買代金全額を支払った時

　　　　　　　　　　　　に、売主から買主に移転する。（第６条）

　　　　　　　　　（Ｄ）　売主は、売買代金全額の受領と引換えに、Ｌ物件を買主に引

　　　　　　　　　　　　き渡す。（第８条）

　　　　　　　　　（Ｅ）　Ｌ物件から生じる収益又は本物件に賦課される公租公課及び

　　　　　　　　　　　　ガス、水道、電気等の料金については、本物件の引渡しを受け

　　　　　　　　　　　　る前日までは売主の帰属又は負担とし、当日以降は買主の帰属

　　　　　　　　　　　　又は負担とする。なお、公租公課の起算日は４月１日（以下、

　　　　　　　　　　　　買主が負担する未経過固定資産税等の相当額のことを「未経過

　　　　　　　　　　　　固定資産税等相当額」という。）とする。（第１１条）

　　　　　　　　　（Ｆ）　買主は、売主とＱ社との間で締結された賃貸借契約を承継す

　　　　　　　　　　　　るものとする。（特約条項）

　　　　　　　　Ｂ　Ｍ物件について

　　　　　　　　　　請求人は、平成１９年１月１６日付で、Ｍ物件の買主として、売主

　　　　　　　　　であるＫとの間で、要旨次のとおりの不動産売買契約書に係る契約を

　　　　　　　　　締結した。

　　　　　　　　　（Ａ）　売主は、Ｍ物件を売買代金１００，０００，０００円で買主

　　　　　　　　　　　　に売り渡し、買主はこれを買い受ける。（第１条）

　　　　　　　　　（Ｂ）　買主は、売買代金１００，０００，０００円を平成１９年２
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月１日までに支払う。（第５条）

（Ｃ）　Ｍ物件の所有権は、買主が売主に売買代金全額を支払った時

に、売主から買主に移転する。（第６条）

（Ｄ）　売主は、売買代金全額の受領と引換えに、Ｍ物件を買主に引

き渡す。（第８条）

（Ｅ）　Ｍ物件から生じる収益又は本物件に賦課される公租公課及び

ガス、水道、電気等の料金については、本物件の引渡しを受け

る前日までは売主の帰属又は負担とし、当日以降は買主の帰属

又は負担とする。なお、公租公課の起算日は４月１日とする。

（第１１条）

（Ｆ）　買主は、売主と入居者との間で締結された賃貸借契約及び売

主とＲ社との間で締結された管理契約を承継するものとする。

（特約条項）

Ｃ　Ｎ物件について

請求人は、平成１９年６月５日付で、Ｎ物件の買主として、売主で

あるＲ社との間で、要旨次のとおりの不動産売買契約書に係る契約を

締結した。

（Ａ）　売主は、Ｎ物件を売買代金１５９，０００，０００円で買主

に売り渡し、買主はこれを買い受ける。売買代金の内訳は、土

地代金５４，０００，０００円、建物代金１００，０００，０

００円及び消費税額５，０００，０００円とする。（第１条）

（Ｂ）　買主は、売買代金１５９，０００，０００円を平成１８年６

月末日（日付は、平成１９年６月末日と記載すべきところを誤

記したものと認められる。）までに支払う。（第５条）

（Ｃ）　Ｎ物件の所有権は、買主が売主に売買代金全額を支払った時

に、売主から買主に移転する。（第６条）

（Ｄ）　売主は、売買代金全額の受領と引換えに、Ｎ物件を買主に引

き渡す。（第８条）

（Ｅ）　Ｎ物件から生じる収益又は本物件に賦課される公租公課及び

ガス、水道、電気等の料金については、本物件の引渡しを受け

る前日までは売主の帰属又は負担とし、当日以降は買主の帰属

又は負担とする。なお、公租公課の起算日は４月１日とする。

（第１１条）

Ｄ　Ｐ物件について

請求人は、平成１９年８月１０日付で、Ｐ物件の買主として、売主

であるＳ社との間で、要旨次のとおりの不動産売買契約書に係る契約

を締結した。

（Ａ）　売主は、Ｐ物件を売買代金１１０，０００，０００円で買主

に売り渡し、買主はこれを買い受ける。売買代金の内訳は、土

地代金５０，０００，０００円、建物代金５７，１４２，８５

８円及び消費税額２，８５７，１４２円とする。（第１条）

（Ｂ）　買主は、売買代金１１０，０００，０００円を平成１９年８

月３１日までに支払う。（第５条）

（Ｃ）　Ｐ物件の所有権は、買主が売主に売買代金全額を支払った時

に、売主から買主に移転する。（第６条）

（Ｄ）　売主は、売買代金全額の受領と引換えに、Ｐ物件を買主に引

き渡す。（第８条）

（Ｅ）　Ｐ物件から生じる収益又は本物件に賦課される公租公課及び

ガス、水道、電気等の料金については、本物件の引渡しを受け

る前日までは売主の帰属又は負担とし、当日以降は買主の帰属
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又は負担とする。なお、公租公課の起算日は４月１日とする。

（第１１条）

（ハ） 本件４物件の取得及び経理処理の状況について

Ａ　Ｌ物件について

請求人は、平成１９年２月１日に、Ｋに対して売買代金１５５，５

００，０００円及び未経過固定資産税等相当額１０５，１１６円の合

計額１５５，６０５，１１６円を支払ってＬ物件を取得し、この支払

金額を、同物件の土地及び建物の固定資産税評価額を基にしたあん分

計算等により、土地仕入高勘定に７４，７０１，７４３円、建物仕入

高勘定に７７，０５０，８３２円、仮払消費税勘定に３，８５２，５

４１円それぞれ計上した。

Ｂ　Ｍ物件について

請求人は、平成１９年３月２３日に、Ｋに対して売買代金のうち、

７６，０００，０００円を支払い、また残金２４，０００，０００円

を未払金勘定に計上してＭ物件を取得し、この売買代金の合計金額１

００，０００，０００円を、同物件の土地及び建物の固定資産税評価

額を基にしたあん分計算等により、土地仕入高勘定に４４，３５０，

０００円、建物仕入高勘定に５３，０００，０００円、仮払消費税勘

定に２，６５０，０００円それぞれ計上した。

また、請求人は、平成１９年４月１日に、Ｋから引き継いだ敷金返

還債務１，２００，０００円を預り敷金勘定に計上するとともに、土

地仕入高勘定に５４６，７１０円、建物仕入高勘定に６２２，１８１

円、仮払消費税勘定に３１，１０９円それぞれ計上し、更に、Ｍ物件

に係る未経過固定資産税等相当額８，３４４円を仮受金勘定に計上す

るとともに、土地仕入高勘定に３，８０１円、建物仕入高勘定に４，

３２７円、仮払消費税勘定に２１６円それぞれ計上した。

Ｃ　Ｎ物件について

請求人は、平成１９年６月２８日に、Ｒ社に対して売買代金１５９

，０００，０００円を支払ってＮ物件を取得し、この支払金額を、土

地仕入高勘定に５４，０００，０００円、建物仕入高勘定に１００，

０００，０００円、仮払消費税勘定に５，０００，０００円それぞれ

計上した。また、Ｒ社から引き継いだ敷金返還債務１，６５０，００

０円を預り敷金勘定に計上するとともに、土地仕入高勘定に５７８，

５７１円、建物仕入高勘定に１，０２０，４０９円、仮払消費税勘定

に５１，０２０円それぞれ計上した。

Ｄ　Ｐ物件について

請求人は、平成１９年８月３１日に、Ｓ社に対して売買代金１１０

，０００，０００円を支払ってＰ物件を取得し、この支払金額を、土

地仕入高勘定に５０，０００，０００円、建物仕入高勘定に５７，１

４２，８５８円、仮払消費税勘定に２，８５７，１４２円それぞれ計

上し、また、同物件の土地に係る未経過固定資産税等相当額２４５，

０７２円を支払い、土地仕入高勘定に計上した。

（ニ） 本件課税期間末日の経理処理の状況について

請求人は、本件課税期間の末日である平成１９年８月３１日に、本件

４物件について、上記（ハ）のとおり、土地仕入高勘定及び建物仕入高

勘定に計上した金額を、それぞれ棚卸土地勘定及び棚卸建物勘定に一括

して振り替えた。

ハ 請求人の本件４建物に係る消費税等の申告状況等について

請求人は、本件課税期間の消費税等に係る確定申告書（以下「本件確定申告

書」という。）を別表１の「確定申告」欄のとおり記載して法定申告期限内で
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　　　　　ある平成１９年１０月２３日に原処分庁に提出した。

　　　　　　請求人は、控除対象仕入税額の計算について、課税資産の譲渡等にのみ要す

　　　　　るもの、その他の資産の譲渡等にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とその

　　　　　他の資産の譲渡等に共通して要するものにその区分を明らかにして個別対応方

　　　　　式を適用しており、本件確定申告書において、本件４建物の取得はいずれも「

　　　　　課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ」に該当するとして、その取得に係

　　　　　る消費税額の全額を控除した。

　　　　　　なお、請求人は、平成１９年８月３１日に、本件課税期間を適用開始課税期

　　　　　間とする消費税課税事業者選択届出書を原処分庁に提出した。

　　　　ニ　原処分の内容について

　　　　　　原処分庁は、本件４建物の取得はいずれも「課税資産の譲渡等とその他の資

　　　　　産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ」に該当するとして、平成２２年１０

　　　　　月２９日付で、別表１の「更正処分等」欄のとおり、更正処分（以下「本件更

　　　　　正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下「本件賦課決定

　　　　　処分」という。）をした。

２　主　　張

┌───────────────────┬──────────────────┐

｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　　｜　　　　　　請　求　人　　　　　　　｜

├───────────────────┼──────────────────┤

｜　以下のとおり、本件４建物の取得は、控｜　以下のとおり、本件４建物の取得は、｜

｜除対象仕入税額の計算において、個別対応｜控除対象仕入税額の計算において、個別｜

｜方式の適用上、「課税資産の譲渡等とその｜対応方式の適用上、「課税資産の譲渡等｜

｜他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕｜にのみ要する課税仕入れ」に該当する。｜

｜入れ」に該当する。　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜（１）　基本通達１１－２－２０において｜（１）　基本通達１１－２－２０におい｜

｜　　　、個別対応方式により控除対象仕入｜　　　て、個別対応方式により控除対象｜

｜　　　税額を算定する場合、課税仕入れ等｜　　　仕入税額を算定する場合、課税仕｜

｜　　　の用途区分は、「課税仕入れを行っ｜　　　入れ等の用途区分は、「課税仕入｜

｜　　　た日の状況により行う」とされてい｜　　　れを行った日の状況により行う」｜

｜　　　るところ、本件４建物のうち、Ｎ建｜　　　とされており、課税仕入れを行っ｜

｜　　　物は、その取得日において、住宅及｜　　　た日の状況とは、当該課税仕入れ｜

｜　　　び店舗の貸付けの用に供されていた｜　　　の目的及び当該課税仕入れに対応｜

｜　　　こと、Ｎ建物以外の建物は、住宅の｜　　　する資産の譲渡等がある場合には｜

｜　　　貸付けの用に供されていたこと及び｜　　　その資産の譲渡等の内容を勘案し｜

｜　　　請求人は、本件４物件を販売用不動｜　　　て判断すべきであるところ、請求｜

｜　　　産として経理して販売広告等を行っ｜　　　人は、不動産販売業を営む法人で｜

｜　　　ていることなどから、本件４建物の｜　　　あり、本件４建物を販売する目的｜

｜　　　取得は、「課税資産の譲渡等とその｜　　　で取得している。また、その取得｜

｜　　　他の資産の譲渡等に共通して要する｜　　　に伴って住宅の貸付けによる収入｜

｜　　　課税仕入れ」に該当する。　　　　｜　　　が発生しているが、これは販売用｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　不動産としての商品価値を高める｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　ものであり、その収入を得ること｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　を目的に取得したものではない。｜

｜（２）　基本通達１１－２－１２は、課税｜（２）　基本通達１１－２－１２は、課｜

｜　　　資産の譲渡等にのみ要する課税資産｜　　　税資産の譲渡等にのみ要する課税｜

｜　　　として、「そのまま他に譲渡される｜　　　資産として、「そのまま他に譲渡｜

｜　　　課税資産」を例示しているが、棚卸｜　　　される課税資産」を例示している｜

｜　　　資産であれば必ず課税資産の譲渡等｜　　　が、この例示は棚卸資産を想定し｜

｜　　　にのみ要するものに該当するとして｜　　　たものであって、請求人は、販売｜

｜　　　いるものではなく、また、本件４建｜　　　目的で取得した本件４建物を棚卸｜
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｜　　　物が棚卸資産であり、その譲渡が課｜　　　資産に計上し、その後、用途変更｜

｜　　　税資産の譲渡等に該当するとしても｜　　　や改修工事をすることなく、その｜

｜　　　、本件４建物の取得により、その他｜　　　まま他に譲渡しようとしていたこ｜

｜　　　の資産の譲渡等に該当する住宅の貸｜　　　と、また、本件４建物を譲渡した｜

｜　　　付けによる収入を得る状況であるこ｜　　　場合には、課税資産の譲渡等に該｜

｜　　　とから、本件４建物は、「そのまま｜　　　当することなどから、本件４建物｜

｜　　　他に譲渡される課税資産」に該当し｜　　　は、同通達の「そのまま他に譲渡｜

｜　　　ない。　　　　　　　　　　　　　｜　　　される課税資産」に該当する。　｜

└───────────────────┴──────────────────┘

３　判　　断

　（１）　法令解釈

　　　　イ　課税仕入れ等の用途区分の判定時期について

　　　　　　消費税法第３０条第２項第１号は、課税売上割合が１００分の９５に満たな

　　　　　い課税期間中に国内において行った課税仕入れ等について、①課税資産の譲渡

　　　　　等にのみ要するもの、②その他の資産の譲渡等にのみ要するもの及び③課税資

　　　　　産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するものにその区分が明らか

　　　　　にされている場合には、当該課税期間の課税標準額に対する消費税額から控除

　　　　　される課税仕入れ等に係る消費税額の合計額は、①課税資産の譲渡等にのみ要

　　　　　する課税仕入れ等の税額の合計額に、③課税資産の譲渡等とその他の資産の譲

　　　　　渡等に共通して要する課税仕入れ等の税額の合計額に課税売上割合を乗じて計

　　　　　算した金額を加算する個別対応方式による旨規定している。

　　　　　　基本通達１１－２－２０は、個別対応方式により控除対象仕入税額を計算す

　　　　　る場合において、上記①ないし③の区分は、原則として課税仕入れ等を行った

　　　　　日の状況により行う旨及び課税仕入れ等を行った日において当該区分が明らか

　　　　　にされていない場合でも、その日の属する課税期間の末日までに当該区分が明

　　　　　らかにされたときは、その明らかにされた区分によることを認める旨定めてい

　　　　　るが、この通達は、消費税法第３４条《課税業務用調整対象固定資産を非課税

　　　　　業務用に転用した場合の仕入れに係る消費税額の調整》第１項第１号及び同法

　　　　　第３５条《非課税業務用調整対象固定資産を課税業務用に転用した場合の仕入

　　　　　れに係る消費税額の調整》第１項第１号がそれぞれ課税仕入れ等を行った課税

　　　　　期間中に当該課税仕入れ等に係る資産の用途変更をした場合についての仕入れ

　　　　　に係る消費税額の調整をあえて規定していることなどに照らせば、当審判所に

　　　　　おいても相当と認める。

　　　　ロ　課税資産の譲渡等にのみ要するものの意義について

　　　　　　基本通達１１－２－１２は、上記イの個別対応方式により控除対象仕入税額

　　　　　を計算する場合の課税資産の譲渡等にのみ要するものの意義について、課税資

　　　　　産の譲渡等にのみ要するものとは、課税資産の譲渡等を行うためにのみ必要な

　　　　　課税仕入れ等をいうこと、また、そのまま他に譲渡される課税資産は、課税資

　　　　　産の譲渡等を行うためにのみ必要な課税仕入れ等に該当すること、そして、当

　　　　　該課税仕入れ等を行った課税期間において当該課税仕入れ等に対応する課税資

　　　　　産の譲渡等があったかどうかは問わないことなどを定めているが、この通達は

　　　　　、個別対応方式により仕入控除税額を計算する場合の課税資産の譲渡等にのみ

　　　　　要するものとは、規定の文言どおり課税資産の譲渡等を行うためにのみ必要な

　　　　　課税仕入れ等であって、課税資産の譲渡等を行うために要した課税仕入れ等で

　　　　　はなく、その課税期間中に課税資産の譲渡等が行われていないとしても、その

　　　　　ことをもって仕入税額控除が認められないというものではないことを念のため

　　　　　に明らかにしたものであり、当審判所においても相当と認める。

　　　　ハ　課税仕入れ等を行った日の状況の意義について

　　　　　　上記イ及びロに照らせば、個別対応方式により控除対象仕入税額を計算する

　　　　　場合において、上記イの①ないし③の区分は、当該課税仕入れ等の目的及び当
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　　　　　該課税仕入れ等に対応する資産の譲渡等がある場合にはその資産の譲渡等の内

　　　　　容などの課税仕入れ等を行った日の状況を勘案して判断すべきものと解するの

　　　　　が相当である。

　　　　ニ　店舗、駐車場及び住宅の貸付けについて

　　　　　　消費税法第２条第１項第８号、第９号、第４条第１項、第６条第１項及び同

　　　　　法別表第一第１３号の規定によれば、店舗又は駐車場を貸付けの用に供するこ

　　　　　とは、原則として、課税資産の譲渡等に該当し、住宅を貸付けの用に供するこ

　　　　　とは、原則として、その他の資産の譲渡等に該当すると解するのが相当である

　　　　　。

　（２）　認定事実

　　　　　原処分関係資料、請求人提出資料及び当審判所の調査の結果によれば、次の事

　　　　実が認められる。

　　　　イ　本件４建物の利用状況等について

　　　　　（イ）　Ｌ建物について

　　　　　　　　　Ｌ建物は、住宅２４戸の共同住宅であるところ、上記１の（４）のロ

　　　　　　　　の（ハ）のＡのとおり、請求人がＬ建物を取得した平成１９年２月１日

　　　　　　　　から、Ｑ社が居住用転貸事業の目的に使用するため、請求人は同社にＬ

　　　　　　　　建物を賃貸しており、請求人が同物件を取得した日には、Ｌ建物は、住

　　　　　　　　宅の貸付けの用に供されていたものである。

　　　　　　　　　また、請求人は、別途、Ｒ社から８台分の駐車場を賃借しており、当

　　　　　　　　該駐車場をＬ建物と一括してＱ社に賃貸していた。

　　　　　（ロ）　Ｍ建物について

　　　　　　　　　Ｍ建物は、住宅１０戸の共同住宅であるところ、上記１の（４）のロ

　　　　　　　　の（ハ）のＢのとおり、請求人がＭ建物を取得した平成１９年３月２３

　　　　　　　　日には、全戸が賃貸されており、請求人が同物件を取得した日には、Ｍ

　　　　　　　　建物は、住宅の貸付けの用に供されていたものである。

　　　　　　　　　また、Ｍ建物には、１台分の駐車場が設置されており、当該駐車場の

　　　　　　　　貸付けの用にも供されていたものである。

　　　　　（ハ）　Ｎ建物について

　　　　　　　　　Ｎ建物は、店舗１戸及び住宅２６戸の店舗付の共同住宅であるところ

　　　　　　　　、上記１の（４）のロの（ハ）のＣのとおり、請求人がＮ建物を取得し

　　　　　　　　た平成１９年６月２８日には、店舗１戸及び住宅１６戸が賃貸されてお

　　　　　　　　り、請求人が同物件を取得した日には、Ｎ建物は、店舗及び住宅の貸付

　　　　　　　　けの用に供されていたものである。

　　　　　（ニ）　Ｐ建物について

　　　　　　　　　Ｐ建物は、住宅６戸の共同住宅であるところ、上記１の（４）のロの

　　　　　　　　（ハ）のＤのとおり、請求人がＰ建物を取得した平成１９年８月３１日

　　　　　　　　には、住宅５戸が賃貸されており、請求人が同物件を取得した日には、

　　　　　　　　Ｐ建物は、住宅の貸付けの用に供されていたものである。

　　　　ロ　本件４物件の販売活動の実施状況について

　　　　　（イ）　Ｌ物件について

　　　　　　　　　請求人は、Ｌ物件を取得した平成１９年２月頃、同物件を他に販売し

　　　　　　　　たい旨の意向をＱ社の担当者に示していた。

　　　　　（ロ）　Ｍ物件について

　　　　　　　　　請求人は、Ｒ社にＭ物件の販売広告を依頼し、同社は、「不動産投資

　　　　　　　　物件情報Ｍ」と題する販売用資料を作成して、請求人が同物件を取得し

　　　　　　　　た平成１９年３月２３日から平成２２年２月１０日までの間、同物件の

　　　　　　　　販売広告を行った。

　　　　　（ハ）　Ｎ物件について

　　　　　　　　　請求人は、平成１９年１１月６日付で、Ｎ物件の売主として、買主で
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あるＴとの間で、同物件を売買代金１６０，０００，０００円で売り渡

す旨の不動産売買契約を締結して同物件を売却した。

このことから、請求人は、本件課税期間中に、取得した同物件の販売

活動を行っていたものと推認される。

（ニ） Ｐ物件について

請求人は、Ｒ社にＰ物件の販売広告を依頼し、同社は、「不動産投資

物件情報Ｐ」と題する販売用資料を作成して、請求人が同物件を取得し

た平成１９年８月３１日から平成２２年２月１０日までの間、同物件の

販売広告を行った。

ハ 本件４物件以外に取得された物件について

（イ） 物件の取得及び経理処理の状況について

請求人は、平成１９年１月１６日付で、ｇ市ｈ町○－○の土地及び同

○番地○に所在する建物（以下「Ｕ建物」といい、この土地と併せて「

Ｕ物件」という。なお、当該物件の明細は、別表２の「Ｕ物件」欄のと

おりである。）の買主として、売主であるＫとの間で不動産売買契約を

締結し、平成１９年２月１日に、Ｋに対して売買代金１００，０００，

０００円及び未経過固定資産税等相当額２２，９８６円の合計額１００

，０２２，９８６円を支払ってＵ物件を取得し、この支払金額を、同物

件の土地及び建物の固定資産税評価額を基にしたあん分計算等により、

土地勘定に３７，００８，７６７円、建物勘定に４８，０１０，８３５

円、建物附属設備勘定に１２，００２，７０８円、仮払消費税勘定に３

，０００，６７６円それぞれ計上した。

（ロ） Ｕ建物の利用状況等について

Ｕ建物は、住宅２０戸の共同住宅であるところ、上記（イ）のとおり

、請求人がＵ建物を取得した平成１９年２月１日から、Ｑ社が居住用転

貸事業の目的に使用するため、請求人は同社にＵ建物を賃貸しており、

請求人が同物件を取得した日には、Ｕ建物は、住宅の貸付けの用に供さ

れていたものである。

なお、Ｕ建物には、９台分（現在、うち２台分は来客用）の駐車場が

設置されており、請求人は、この駐車場をＵ建物と一括してＱ社に賃貸

していた。

（３） 判断

イ 個別対応方式により控除対象仕入税額を計算する場合の本件４建物の区分に

ついて

上記（１）のとおり、個別対応方式により控除対象仕入税額を計算する場合

において、課税資産の譲渡等にのみ要するもの、その他の資産の譲渡等にのみ

要するもの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するも

のの区分は、原則として、課税仕入れ等を行った日の状況により行うものと解

され、当該区分は、当該課税仕入れ等の目的及び当該課税仕入れ等に対応する

資産の譲渡等がある場合にはその資産の譲渡等の内容などを勘案して判断すべ

きものと解される。

ところで、請求人は、本件４物件について、上記１の（４）のロの（ハ）の

とおり、取得時においては、それぞれ土地仕入高勘定及び建物仕入高勘定に計

上し、上記１の（４）のロの（ニ）のとおり、本件課税期間の末日において、

いずれも棚卸土地勘定及び棚卸建物勘定に振り替えているが、上記（２）のロ

のとおり、請求人は、本件課税期間において本件４物件の販売活動をしていた

こと及び上記（２）のハの（イ）のとおり、Ｕ物件については、請求人は、固

定資産として土地勘定、建物勘定及び建物附属設備勘定にそれぞれ計上し、本

件４物件とは明らかに異なる経理処理を行っている上その取得後に当該物件の

販売活動を行った様子がうかがわれないことに照らせば、請求人は、Ｕ物件は
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、自社所有の賃貸用の固定資産として使用することを目的として取得したのに

対し、本件４物件は、いずれも販売することを目的として取得したものと認め

られる。

そうであるところ、上記（２）のイのとおり、請求人が本件４建物を取得し

課税仕入れを行った日には、本件４建物はいずれも住宅の貸付けの用に供され

ていたことが認められ、併せて、Ｍ建物は駐車場の貸付けの用、Ｎ建物は店舗

の貸付けの用にも供されていたことが認められる。

そうであるとすれば、本件４建物は、いずれも販売することを目的として取

得されたものであるとしても、本件４建物を取得した時点では、同時に住宅の

貸付け等の用にも供されていたのであるから、個別対応方式により控除対象仕

入税額を計算する場合において、本件４建物は、課税資産の譲渡等とその他の

資産の譲渡等に共通して要するものに区分すべきものと解される。

ロ 請求人の主張について

請求人は、本件４建物は販売する目的で取得したものであること、また、そ

の取得に伴って住宅の貸付けによる収入が発生しているが、これは販売用不動

産としての商品価値を高めるものであってその収入を得ることを目的に取得し

たものではないことから、本件４建物は、個別対応方式により控除対象仕入税

額を計算する場合において、課税資産の譲渡等にのみ要するものに該当する旨

主張する。

しかしながら、上記イで認定説示したとおり、個別対応方式により控除対象

仕入税額を計算する場合における資産の区分は、課税仕入れ等を行った日にお

ける当該課税仕入れ等の目的だけではなく、当該課税仕入れ等に対応する資産

の譲渡等がある場合にはその資産の譲渡等の内容などを勘案して判断すべきも

のであり、請求人が主張するように、本件４建物がいずれも販売することを目

的として取得されたものであるとしても、本件４建物は、請求人が同物件を取

得した時点で、いずれも住宅の貸付け等の用に供されていたのであるから、課

税資産の譲渡等にのみ要するものに該当するということはできない。

また、請求人は、本件４建物は棚卸資産に計上した後、用途変更や改修工事

をすることなく、そのまま他に譲渡しようとしていることなどから、本件４建

物は、基本通達１１－２－１２の「そのまま他に譲渡される課税資産」に該当

する旨主張するが、消費税法第２条第１項第８号及び同９号によれば、課税資

産の譲渡等とは、事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに

役務の提供のうち、同法第６条第１項の規定により消費税を課さないこととさ

れるもの以外のものをいうところ、上記イのとおり、本件４建物は、課税資産

の譲渡等に該当する販売を目的として取得されたものであるだけではなく、取

得時において消費税を課さないこととされる資産の譲渡等に該当する住宅の貸

付けの用にも供されていたのであるから、基本通達１１－２－１２の「そのま

ま他に譲渡される課税資産」には該当しないというべきである。

したがって、請求人の主張は、いずれも採用することができない。

ハ 原処分の適否について

上記イ及びロのとおり、個別対応方式により控除対象仕入税額を計算する場

合の本件４建物の区分は、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通し

て要するものに区分すべきであり、その限りにおいては、原処分庁の主張は相

当であるが、本件課税期間における消費税等についての当審判所の認定額等は

、以下のとおりである。

（イ） 本件課税期間の課税売上額等について

Ａ　Ｌ建物の駐車場の賃貸料について

原処分庁は、Ｌ建物の駐車場の賃貸料月額２８，８００円を非課税

売上げとして計算しているが、上記（１）のニのとおり、当該駐車料

は課税売上げに該当するものと認められる。本件課税期間における駐
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　　　　　　　　　車場の賃貸料の額は、月額２８，８００円に賃貸期間の７か月を乗じ

　　　　　　　　　た２０１，６００円（税抜き額１９１，９９６円）である。なお、請

　　　　　　　　　求人は、本件課税期間の末日に当該駐車場に係る賃借料２０１，６０

　　　　　　　　　０円を地代家賃勘定に計上している。

　　　　　　　　Ｂ　Ｍ建物の駐車場の賃貸料について

　　　　　　　　　　原処分庁は、平成１９年４月分のＭ建物の駐車場の賃貸料額１０，

　　　　　　　　　０００円を非課税売上げとして計算しているが、上記（１）のニのと

　　　　　　　　　おり、当該駐車料は課税売上げ（税抜き額９，５２３円）に該当する

　　　　　　　　　ものと認められる。

　　　　　　　　Ｃ　Ｕ建物の駐車場の賃貸料について

　　　　　　　　　　原処分庁は、Ｕ建物の駐車場の賃貸料月額２４，３００円を非課税

　　　　　　　　　売上げとして計算しているが、上記（１）のニのとおり、当該駐車料

　　　　　　　　　は課税売上げに該当するものと認められる。本件課税期間における当

　　　　　　　　　該駐車場の賃貸料の額は、月額２４，３００円に賃貸期間の７か月を

　　　　　　　　　乗じた１７０，１００円（税抜き額１６１，９９４円）である。

　　　　　　　　Ｄ　小括

　　　　　　　　　　本件課税期間における課税売上額の原処分庁の主張額は、別表３の

　　　　　　　　　「原処分庁主張額」欄の「課税売上額」欄のとおりであるが、上記Ａ

　　　　　　　　　ないしＣの各駐車場の賃貸料収入は本件課税期間の課税売上額となる

　　　　　　　　　から、本件課税期間の課税売上額は、別表３の「審判所認定額」欄の

　　　　　　　　　「課税売上額」欄のとおり、計○○○○円である。

　　　　　（ロ）　本件課税期間の課税売上割合について

　　　　　　　　　本件課税期間における課税売上割合の原処分庁の主張額は、別表３の

　　　　　　　　「原処分庁主張額」欄の「課税売上割合」欄のとおりであるが、上記（

　　　　　　　　イ）により課税売上割合を計算すると、本件課税期間の課税売上割合は

　　　　　　　　、別表３の「審判所認定額」欄の「課税売上割合」欄のとおり、○○○

　　　　　　　　○分の○○○○（９５％未満）である。

　　　　　（ハ）　本件４物件及びＵ物件の土地及び建物の取得価額について

　　　　　　　　　請求人は、上記１の（４）のロの（ロ）及び（ハ）並びに上記（２）

　　　　　　　　のハの（イ）のとおり、Ｌ物件、Ｍ物件及びＵ物件の各売買代金が土地

　　　　　　　　及び建物に区分されていなかったことから、当該各物件の土地及び建物

　　　　　　　　の固定資産税評価額を基にあん分計算をして土地及び建物それぞれの取

　　　　　　　　得価額等を算出しており、原処分庁も、このあん分価額に基づき計算を

　　　　　　　　行っている。この算出方法は、固定資産税評価額が売買実例等を基に算

　　　　　　　　定した正常売買価格を基礎として求められたものであることからも合理

　　　　　　　　性が認められ、当審判所においても、当該算出方法を採用することとす

　　　　　　　　る。

　　　　　　　　　また、請求人は、Ｎ物件に係る預り敷金については、土地及び建物の

　　　　　　　　売買代金の割合に応じてあん分計算をして土地及び建物の取得価額に区

　　　　　　　　分するとともに、Ｐ物件に係る未経過固定資産税等相当額については、

　　　　　　　　その全額が土地に係るものであることから、土地の取得価額としている

　　　　　　　　が、この算出方法は合理性が認められ、当審判所においても、当該算出

　　　　　　　　方法を採用することとする。

　　　　　　　　　そうすると、当審判所が認定する本件４物件及びＵ物件に係る土地及

　　　　　　　　び建物の取得価額は、別表４ないし別表８の「審判所認定額」欄の「取

　　　　　　　　得価額」欄の「土地」欄及び「建物」欄の各「計」欄のとおりであり、

　　　　　　　　同各表の「原処分庁主張額」と同額である。

　　　　　（ニ）　本件課税期間の控除対象仕入税額について

　　　　　　　　　本件課税期間の控除対象仕入税額の原処分庁の主張額は、別表９の「

　　　　　　　　原処分庁主張額」欄のとおりであるが、以下のとおり、当審判所の認定
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　　　　　　　　額は、上記（イ）ないし（ハ）を含め、別表９の「審判所認定額」欄の

　　　　　　　　とおりである。

　　　　　　　　Ａ　上記（ロ）のとおり、本件課税期間の課税売上割合は９５％未満で

　　　　　　　　　あり、本件課税期間の控除対象仕入税額は、個別対応方式により計算

　　　　　　　　　される。

　　　　　　　　Ｂ　上記（２）のイの（イ）及び上記（イ）のＡのとおり、Ｌ建物の駐

　　　　　　　　　車場の賃借に係る課税仕入れは、「課税資産の譲渡等にのみ要するも

　　　　　　　　　の」に該当する。

　　　　　　　　Ｃ　上記イのとおり、本件４建物の取得に係る課税仕入れは、「課税資

　　　　　　　　　産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に該当す

　　　　　　　　　る。

　　　　　　　　Ｄ　上記（２）のハの（ロ）のとおり、Ｕ建物は住宅及び駐車場の貸付

　　　　　　　　　けの用に供されていたものと認められることから、Ｕ建物の取得に係

　　　　　　　　　る課税仕入れは、「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通

　　　　　　　　　して要するもの」に該当する。

　　　　　　　　Ｅ　小括

　　　　　　　　　　以上ＡないしＤのとおり、本件課税期間の控除対象仕入税額は、別

　　　　　　　　　表９の「審判所認定額」欄の「控除対象仕入税額」欄のとおり、○○

　　　　　　　　　○○円である。

　　　　　（ホ）　還付される消費税等の合計税額について

　　　　　　　　　本件課税期間の還付される消費税等の合計税額の原処分庁の主張額は

　　　　　　　　、別表１０の「原処分庁主張額」欄の「消費税等の合計税額」欄のとお

　　　　　　　　り、○○○○円であるが、本件課税期間の課税売上額は上記（イ）のＤ

　　　　　　　　のとおりであり、また、本件課税期間の控除対象仕入税額は上記（ニ）

　　　　　　　　のＥのとおりであるから、本件課税期間の還付される消費税等の合計税

　　　　　　　　額の当審判所の認定額は、別表１０の「審判所認定額」欄の「消費税等

　　　　　　　　の合計税額」欄のとおり、○○○○円の還付金の額に相当する税額とな

　　　　　　　　り、別紙１の「取消額等計算書」の「３　課税標準額及び税額等の計算

　　　　　　　　」の「裁決後の額Ｂ」の「⑬、⑲及び⑳の差引納付する税額又は合計税

　　　　　　　　額」の各欄の金額は、別紙１の「取消額等計算書」の「３　課税標準額

　　　　　　　　及び税額等の計算」の「原処分の額Ａ」の「⑬、⑲及び⑳の差引納付す

　　　　　　　　る税額又は合計税額」の各欄の金額をいずれも下回るから、本件更正処

　　　　　　　　分は、その一部を別紙１のとおり、取り消すべきである。

　　　　　（ヘ）　本件賦課決定処分について

　　　　　　　　　上記（ホ）のとおり、本件更正処分の一部が取り消されることに伴い

　　　　　　　　、本件賦課決定処分については、別紙１の「取消額等計算書」の「加算

　　　　　　　　税の額の計算」及び同付表の「過少申告加算税」の「裁決後の額Ｂ」の

　　　　　　　　「加算税の額」の各欄の金額は、別紙１の「取消額等計算書」の「加算

　　　　　　　　税の額の計算」及び同付表の「過少申告加算税」の「原処分の額Ａ」の

　　　　　　　　「加算税の額」の各欄の金額をいずれも下回るから、本件賦課決定処分

　　　　　　　　は、その一部を別紙１のとおり取り消すべきである。

　（４）　その他

　　　　　原処分のその他の部分については、請求人は争わず、当審判所に提出された証

　　　　拠資料等によっても、これを不相当とする理由は認められない。

別表１　審査請求に到る経緯

別表２　本件４物件及びＵ物件の明細（省略）

別表３　課税売上高・課税売上割合の計算明細（省略）

別表４　Ｌ物件に係る土地及び建物の取得価額の計算（省略）

別表５　Ｍ物件に係る土地及び建物の取得価額の計算（省略）
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別表６　Ｎ物件に係る土地及び建物の取得価額の計算（省略）

別表７　Ｐ物件に係る土地及び建物の取得価額の計算（省略）

別表８　Ｕ物件に係る土地及び建物の取得価額の計算（省略）

別表９　控除対象仕入税額の計算明細（省略）

別表１０　還付される消費税等の合計税額（省略）

別紙１　取消額等計算書（省略）

別紙２　関係法令等

１　消費税法第２条《定義》第１項第８号は、資産の譲渡等とは、事業として対価を得て

　行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供（代物弁済による資産の譲渡その他対

　価を得て行われる資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に類する行為として政令で

　定めるものを含む。）をいう旨、また、同項第９号は、課税資産の譲渡等とは、資産の

　譲渡等のうち、第６条《非課税》第１項の規定により消費税を課さないこととされるも

　の以外のものをいう旨規定している。

２　消費税法第４条《課税の対象》第１項は、国内において事業者が行った資産の譲渡等

　には、この法律により、消費税を課する旨規定している。

３　消費税法第６条第１項は、国内において行われる資産の譲渡等のうち、同法別表第一

　に掲げるものには、消費税を課さない旨規定している。そして、消費税法別表第一第１

　３号は、住宅（人の居住の用に供する家屋又は家屋のうち人の居住の用に供する部分を

　いう。）の貸付け（当該貸付けに係る契約において人の居住の用に供することが明らか

　にされているものに限るものとし、一時的に使用させる場合その他の政令で定める場合

　を除く。）を掲げている。

４　消費税法第３０条第１項は、事業者が、国内において行う課税仕入れ等については、

　当該課税仕入れ等を行った日の属する課税期間の課税標準額に対する消費税額から、当

　該課税期間中に国内において行った課税仕入れ等に係る消費税額の合計額を控除する旨

　規定し、同条第２項は、同条第１項の場合において、当該課税期間における課税売上割

　合（当該事業者が国内において行った資産の譲渡等の対価の額の合計額のうちに当該事

　業者が国内において行った課税資産の譲渡等の対価の額の合計額の占める割合として計

　算した割合をいう（同条第６項）。以下同じ。）が１００分の９５に満たないときは、

　同項の規定により控除する課税仕入れ等に係る消費税額の合計額は、同項の規定に関わ

　らず、同条第２項各号に定める方法により計算した金額とする旨規定している。

　　そして、消費税法第３０条第２項第１号は、課税売上割合が１００分の９５に満たな

　い課税期間中に国内において行った課税仕入れ等につき、課税資産の譲渡等にのみ要す

　るもの、課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等（以下「その他の資産の譲渡等」という

　。）にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する

　ものにその区分が明らかにされている場合には、当該課税期間の課税標準額に対する消

　費税額から控除される課税仕入れ等に係る消費税額の合計額は、課税資産の譲渡等にの

　み要する課税仕入れ等の税額の合計額に、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に

　共通して要する課税仕入れ等の税額の合計額に課税売上割合を乗じて計算した金額を加

　算する方法による旨規定している。

５　消費税法基本通達（以下「基本通達」という。）１１－２－１２《課税資産の譲渡等

　にのみ要するものの意義》は、消費税法第３０条第２項第１号（個別対応方式による仕

　入税額控除）に規定する課税資産の譲渡等にのみ要するものとは、課税資産の譲渡等を

　行うためにのみ必要な課税仕入れ等をいい、①そのまま他に譲渡される課税資産、②課

　税資産の製造用にのみ消費し、又は使用される原材料、容器、包紙、機械及び装置、工

　具、器具、備品等、③課税資産に係る倉庫料、運送費、広告宣伝費、支払手数料又は支

　払加工賃等がこれに該当する旨例示し、当該課税仕入れ等を行った課税期間において当

　該課税仕入れ等に対応する課税資産の譲渡等があったかどうかは問わないことに留意す

　る旨定めている。

13/ 14
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６　基本通達１１－２－２０《課税仕入れ等の用途区分の判定時期》は、個別対応方式に

　より仕入れに係る消費税額を計算する場合において、課税仕入れ等を課税資産の譲渡等

　にのみ要するもの、その他の資産の譲渡等にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とそ

　の他の資産の譲渡等に共通して要するものに区分する場合の当該区分は、課税仕入れ等

　を行った日の状況により行うこととなるのであるが、課税仕入れ等を行った日において

　、当該区分が明らかにされていない場合で、その日の属する課税期間の末日までに、当

　該区分が明らかにされたときは、その明らかにされた区分によって消費税法第３０条第

　２項第１号の規定を適用することとして差し支えない旨定めている。

TAINSキーワード

１１０課税売上割合、１１０控除対象仕入税額、１１０個別対応方式、１１０消費税、９

５パーセント、９５パーセントルール、按分、意義、一部取消し、改修工事、課税売上げ

、課税売上対応分、課税売上割合、課税仕入れ、課税仕入れを行った日、課税資産の譲渡

等、共通仕入れ、共通対応分、共通用、共同住宅、区分、控除対象仕入税額、固定資産税

評価額、個別対応方式、合理性、取得価額、取得の日、取得目的、消費税、仕入税額控除

、資産の譲渡等、住宅の貸付け、その他の資産の譲渡等、対価の区分、建物、棚卸資産、

駐車場、駐車場賃貸料、駐車場の貸付け、地方消費税、賃貸の用、賃料収入、土地、判定

、判定時期、販売目的、販売用、販売用建物、非課税売上げ、非課税売上対応分、不動産

販売業、別表第一、用途区分、用途変更、リンク、Ｊ８６－６－２５、消基通１１－２－

１２、消基通１１－２－２０、消法２、消法３０、消法３４、消法３５、消法４、消法６

、１９、Ｈ２４－０１－１９
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平成 29 年７月 31 日 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 ム ゲ ン エ ス テ ー ト 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長   藤田 進一 

（ コード番号：3299  東証第一部 ） 

問 合 せ 先 常務取締役 管理本部長 吉岡 隆夫 

 （ TEL. 03-5623-7442 ） 

東京国税局からの更正通知書の受領について 

当社は、平成 29 年７月 31 日、東京国税局（日本橋税務署長）より、平成 25 年 12 月期な

いし平成 27 年 12 月期の各課税期間について「消費税及び地方消費税の更正通知書並びに

加算税の賦課決定通知書」を受領いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、同通知書に係る更正処分及び加算税の賦課決定（以下「本件更正処分等」という）

は、平成 29 年１月 31 日付け「税務調査に伴う過年度消費税（特別損失）の見積り計上及び

業績予想の修正に関するお知らせ」にてご説明していたものです。 

記 

１．本件更正処分等の経緯・内容及び今後の方針 

 消費税法は、その課税対象である「課税資産の譲渡等」（同法２条１項９号）のために

のみ要する課税仕入れに係る消費税額については、納付すべき課税売上げに係る消費税

額から全額控除することを認めていますが、「課税資産の譲渡等」と「課税資産の譲渡等

以外の資産の譲渡等」（同法 30 条２項１号柱書）に共通して要する課税仕入れに係る消費

税額については、その一部（所定の割合を乗じて算出した額）のみしか上記納付すべき課

税売上げに係る消費税額からの控除を認めていません。 

当社では、従前、販売用建物の仕入れは同建物の販売（課税資産の譲渡等）のためにの

み必要な仕入れであるとして、同仕入れに係る消費税額全額を課税売上げに係る消費税額

から控除していましたが、東京国税局（以下「当局」という）は、消費税非課税の住宅の

賃貸による収入が発生する販売用建物の仕入れは、同建物の販売（課税資産の譲渡等）の

みならず、住宅の賃貸（課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等）のためにも必要なもので

あるとし、その仕入れに係る消費税額については、その一部のみしか課税売上げに係る消

費税額から控除することができないとして、本件更正処分等を行いました。 
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この処分により、追加納付が必要とされる税額は過少申告加算税を含めて約６億 39 百

万円です。 

当社としましては、当社の従前の会計・税務処理に誤りはないものと考えており、本件

更正処分等は到底承服できるものではないため、これに対して速やかに不服申立てを行う

予定です。 

２．本件更正処分等が業績に与える影響 

 当社は、平成 29 年１月 31 日付けの上記お知らせにより開示のとおり、本件更正処分

等を見込んで、平成 28 年 12 月期決算において７億 91 百万円を過年度消費税（特別損失）

として見積計上し、平成 28 年 12 月以降については、少なくとも上記不服申立てに対す

る結論が出るまでの間、当局の見解に従った会計・税務処理を行うこととしております。 

 本件更正処分等により追加納付が必要となる消費税・地方消費税及び過少申告加算税

の額は見積計上した額より約１億 33 百万円減少しましたが、当該差額の発生は当局の判

断に起因する一時的なものであり、当該差額につきましては第２四半期決算において特

別利益として計上する予定です。 

これらのほか、現時点では、本件更正処分等が当期以降の業績に与える影響はありませ

ん。 

以上 

62



 

 

 

 

 

2020年 2月 13日 

各      位 

 

 

 

 

 

 

 

特別損失の計上による業績予想の修正 

 

当社は、2020 年 2 月 13 日開催の取締役会において、2019 年７月 25 日に公表した業績予想を下記の通り修

正することとしましたので、お知らせいたします。 

 

１．業績予想の修正について 

2019年 12月期通期業績予想の修正(2019年 1月 1日～2019年 12月 31日) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 29,000 2,800 2,700 1,500 118円 76銭 

今回修正予想（Ｂ） 29,333 3,030 3,000 △ 1,753 △ 138円 81銭 

増 減 額（Ｂ－Ａ） 333 230  300 △ 3,253 － 

増 減 率（ ％ ）  1.1  8.2  11.1  － － 

（参考）前期実績

（2018年 12月期） 
28,828 2,782 2,536 1,810 145円 47銭 

（単位：百万円、％） 

２．修正の理由 

不動産運用サービス事業において、当社が販売したコンテナをお客様から再度購入するなどの対応を行う

可能性が生じたため、買戻損失引当金繰入額を約 50 億円計上するなど、合計約 59 億円の特別損失を計上す

る見込みとなったことから、当期純利益に関し、従来の 1,500 百万円の黒字予想から 1,753 百万円の赤字予

想へと修正致します。 

一方で、不動産運用サービス事業及び不動産再生・流動化サービス事業共に事業自体は順調に進捗したこ

とから、売上高は従来の業績予想から 333百万円増の 29,333百万円、営業利益は同じく 230百万円増の 3,030

百万円、経常利益は同じく 300百万円増の 3,000百万円に業績予想を修正致します。 

 

 

 

 

 

 

会 社 名  エ リ ア リ ン ク 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長   林   尚道 

（コード番号 ８９１４ 東証マザーズ） 

問 合 せ 先  執行役員管理本部長 佐々木 亘 

  TEL 03－3526－8555 

63



３．買戻損失引当金繰入額について 

当社がお客様に販売した上で借上げしストレージとして運営するコンテナについては、税務上、耐用年数

表に基づき「器具・備品」のうちの「コンテナー」として減価償却することが一般的です。しかしながら、

2019年度上期に、当社がコンテナを販売したお客様が、税務当局より、建築基準法に基づく建築確認の申請

をしているコンテナについて「器具・備品」ではなく「建物」としての耐用年数を適用すべき旨の更正処分

を受ける事態が発生し、また、その後も同様の指摘を受けて修正申告を行う事例が数件発生しております。

当社としては、税務、法務の専門家の意見をふまえ、このような指摘は限定的かつ個別的な一過性の事象と

捉えておりました。しかし、当年に入り税務当局から、建築確認の申請をしているコンテナについて、当社

のお客様が「器具・備品」として減価償却をしていることに関し、当社に対して、建築確認の申請をしてい

るコンテナの販売状況等の任意の情報提供を要請を受けるに至りました。このような経過から、当社として

は、今後も当局から同様の指摘を受ける事例が発生する可能性が高まっていると予想するに至りました。 

 当社としては、建築確認の申請は、あくまでコンテナを利用したストレージの安全性を担保することを目

的としているもので、コンテナに適用される税務上の耐用年数が変更されることを想定しておりません。か

かるコンテナを耐用年数表上「建物」として取り扱うということが適正・妥当な解釈であるのか否かについ

ては、複数の税務・法務の専門家の意見を踏まえても、議論の余地が十分にあると考えておりますので、当

社としては積極的に税務当局との議論を重ねていく所存です。 

しかしながら、本件については長期に亘る議論を要する可能性があり、また、当社の今後の努力の如何に

かかわらず、引き続き税務当局から上記のような指摘を受ける事例が発生する可能性があります。その場合、

「器具・備品」として償却できることを前提に購入されているお客様としては、商品の大きな特長の一つが

失われるため、買い取りを希望されるケースが一定程度生じることを見込んでおります。そこで、当社とし

ては、お客様の保有されるコンテナを購入させて頂く可能性も含めて、法令に従って誠実かつ真摯に対応さ

せて頂くことを本日の取締役会で決定いたしました。当社としては、自社保有するコンテナを運営すること

で当社のストレージ運用利益率を改善させることができることから、もとより、お客様にコンテナを販売し

借上げした上で運営するというビジネスモデルから自社保有のビジネスモデルへの転換を開始しておりまし

た。従いまして、お客様の保有するコンテナを購入させて頂くという上記方針は、当社の経営方針にも沿っ

たものとなります。 

また、上記のとおり、当社がコンテナをお客様から購入させて頂く可能性も含めた対応方針を決定したこ

とから、後述の通り、2019 年 12 月期に一時的な損失が発生いたします。しかし、コンテナを自社で保有し

てハローストレージとして運用する際には、お客様に対してお支払いする使用料負担がなくなり、コンテナ

の減価償却及び多少のメンテナンス費用の負担のみとなるため、ストレージの運用利益の計上が大きくなり

長期的な会社の収益性改善に大きく寄与することを見込んでおります。 

上記の税務当局への対応、及びコンテナ購入も含めた当社のお客様への対応方針に基づき、建築確認を申

請したコンテナについて当社が購入させて頂く場合は、お客様が投資金額を回収できる額で購入することを

基本方針としており、原則として、お客様への売却価額から支払済みの賃料を控除した金額で購入させて頂

くことを予定しております。建築確認を申請したコンテナをすべて購入した場合、購入金額の見込み総額は

約 131 億円になると見積もっております（なお、お客様との協議の結果次第では、売却価額が増減する可能

性もございます。）。これに対し、当社が資産として計上する際の簿価の見込み総額は、コンテナの設置当初

から当社が保有していたと仮定して減価償却相当額等を控除した額（一部の低稼働物件については、回収不

能見込額を反映した額）として約 80億円と見積もられたことから、購入価額と資産受入額等の見込み総額の

差額である約 50億円を特別損失に計上致します。 
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上記の処理の結果をはじめとした特別損失の計上により、2019 年 12 月期は当期純損失となることを予想

しておりますが、自己資本比率はおよそ 38％となる見込みで、当社の財務体質に大きな影響はありません。

また、建築確認を申請したコンテナをすべて購入した場合には、年間ベースで営業利益を 10 億円程度押し上

げるメリットがあることから、中長期的な会社の収益性の改善、成長に対して大きく寄与するものと考えて

おります。 

当社は経営方針として「ストレージ運用利益を柱とする会社」を掲げ、現場毎の細かな収益性を改善する

ことで全社収益の向上を図っておりますが、合わせてコンテナストレージの自社保有化は収益性の改善に大

きく寄与するものであり、2020年 12月期以降の安定的な事業運営に資するものと期待しております。 

今後とも、税務当局の動向に注視しつつ、お客様との誠意ある関係を構築して参ります。 

以上 
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建設省住指発第 239 号 
平 成 元 年 7 月 1 8 日 

特定行政庁建築主務部長 殿

建設省住宅局建築指導課長

 最近、コンテナを専用装置による伴奏音楽に合わせて歌唱する用に供する個室（いわゆ

るカラオケルーム）に転用し、不特定多数の者の利用に供している例等が見受けられるが、

これらのコンテナは、その形態及び使用の実態から建築基準法（以下「法」という。）第

2条第一号に規定する建築物に該当する。 
 したがつて、これらのコンテナを利用した建築物については、下記の事項に留意の上、

適切に対処されたい。

記

１ 構造耐力上主要な部分の材質がアルミニウムであるもの、複数のコンテナが連結され

ているもの、その他の法の予想しない特殊の建築材料又は構造方法を用いる建築物につ

いては、法第38条の規定に基づく建設大臣の認定が必要であること。 

２ 構造耐力上の安全性の確認に当たつては、コンテナの転用という特殊性にかんがみ、

以下の点に留意すること。

（1） 構造耐力上主要な部分が腐食、腐朽していないコンテナを使用すること。

（2） コンテナを鉄筋コンクリート造等の基礎に緊結し、コンテナに作用する荷重及び

外力を安全に地盤に伝えること。

（3） コンテナに開口部を新たに設けること等により構造耐力上支障を生ずるおそれの

ある場合には、適切な補強を行うこと。

３ コンテナをカラオケルームとして使用する場合には、特に以下の点に留意すること。

（1） カラオケルームとして使用されるコンテナは、法別表第一（い）欄（4）項に規定

する遊技場に該当すること。

（2） 有効な換気を確保するため、機械換気設備その他の換気設備を設けること。
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国 住 安 第 5 号 

平成２６年１２月２６日 

都道府県建築主務部長 殿 

国土交通省住宅局 

建築指導課建築安全調査室長 

コンテナを利用した建築物に係る違反対策の徹底について

コンテナを利用した建築物については、平成元年 7 月 18 日住指発第 239 号

建設省住宅局建築指導課長通達により、その取扱いを通知するとともに、「コ

ンテナを利用した建築物の取扱いについて」（平成 16 年 12 月 6 日国住指第

2174 号）により、建築基準法に適合しない事項がある場合には、違反建築物

として扱い、是正指導又は必要に応じ是正命令されるよう依頼しているとこ

ろです（別添１、２参照）。

しかしながら、コンテナを倉庫として設置し、継続的に使用する物件等に

おいて、建築基準法の構造関係規定や用途規制への違反が疑われるものが依

然として見受けられ、これらの物件においては、地震等に対する構造耐力不

足や周辺の住環境への悪影響が懸念されます。  

このため、貴職におかれましては、コンテナを利用した建築物について、

別紙の主な違反内容の例及び特定行政庁の取り組み事例を参考としつつ、下

記に留意の上、新たな違反建築物の発生を防止するとともに、是正指導を徹

底していただくようお願いいたします。  

また、貴管内の特定行政庁に対しても、この旨周知していただくようお願いい

たします。 

記 

１ すでに設置されている又は設置されようとしているコンテナを利用した

建築物について、建築基準法に適合しない事項がある場合には、違反建築物

として扱い、是正指導を徹底すること。  

特に、コンテナを複数積み重ねる場合には、地震発生時等に転倒し、周囲

に危害を及ぼすおそれがあることに留意すること。  
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２ コンテナを利用した建築物は、短時間での設置が可能なため、建築パト

ロールの実施等により、コンテナを利用した建築物の設置の早期発見に努め

ること。  

 

３ コンテナを倉庫として設置し、継続的に使用する物件等は、その形態及

び使用の実態から建築基準法第 2 条第 1 号に規定する建築物に該当するた

め、新たにこれらのコンテナを利用する建築物を設置する場合には建築基準

法に基づく建築確認申請が必要となること等について、ホームページに掲載

すること等により広く周知すること。  

 

以上 
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＜参考１＞ コンテナを利用した建築物における主な違反内容の例 

１ 建築基準法第 20 条（構造耐力）違反 

・適切な基礎が設けられていない。

・コンテナと基礎とが適切に緊結されていない。

・複数積み重ねる場合に、コンテナ相互が適切に接合されていない。

等

２ 建築基準法第 48 条（用途地域等）違反 

・当該用途を建築できない用途地域内に建築している。

例）コンテナを利用した貸し倉庫を、第一種低層住居専用地域、第二種低

層住居専用地域又は第一種中高層住居専用地域内に建築している。 

別 紙 
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＜参考２＞ 違法コンテナ倉庫等に対する特定行政庁の取り組み事例 

１ 三鷹市における違法コンテナ倉庫に対する取り組み 

＜三鷹市建築安全マネジメント計画（H24 年 11 月策定）（抜粋）＞ 

Ⅲ 建築安全マネジメント計画の施策 

２ 違反建築対策の徹底 

(3) 違法コンテナ倉庫の未然防止

コンテナの継続的な倉庫への使用は、国土交通省の技術的助言「コンテ

ナを利用した建築物の取扱いについて」により建築物に該当し建築基準法

の適用を受ける。

 確認申請することなく違法に設置されたコンテナ倉庫は、震災時の転倒

により道路閉鎖や歩行者への危害の原因となるおそれが高い。 

コンテナ倉庫は、短時間での設置が可能なため、ホームページによる周

知や雑居ビル等連絡協議会を構成する警察、消防、保健所及び市関係各課

と連携した早期発見・是正に取り組む。 

市内での是正指導事例（平成 19 年度～23 年度） 

  是正指導件数 6 件（うち除却 3 件、建築申請 2 件、是正指導中 1 件） 

２ 大阪府におけるホームページへの掲載による周知 

＜大阪府のホームページ（抜粋）＞ 

コンテナを利用した倉庫について

 継続的に倉庫として利用し、随時かつ任意に移動できないコンテナは、建築

基準法第２条第一号に規定される「建築物」に該当するため、建築基準法に基

づく確認申請が必要となり、「確認済証」がないと設置できません。 

 確認申請の審査では、法律に適合した基礎を設けるなど、地震その他の振動

や衝撃に対して、建築物としての安全性を確保するための基準を満足しなけれ

ばなりません。 

 また、都市計画で定められた市街化調整区域はもとより、用途地域内の建築

制限により第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域及び第一種中高

層住居専用地域では、原則としてコンテナを倉庫として設置することはできま

せん。 
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３ 横浜市における違法コンテナ倉庫の是正事例 

 

 ○物件概要： 

・構造   ：鉄骨造２階建て（コンテナの二段積み） 

  ・用途   ：倉庫（レンタルボックスとして利用者を募集） 

  ・用途地域等：第 1 種低層住居専用地域内、建築協定区域内 

 

 ○違反内容： 

① 当該建築物の敷地の用途地域は、第 1 種低層住居専用地域であり倉庫は建

築することができない（法第 48 条） 

  ② 構造規定等に適合していない（法第 20 条） 

  ③ 確認済証の交付を受けず建築工事を行った（法第 6 条）等 

 

 ○是正指導状況： 

  ・建築基準法に違反するため、除却命令及び除却されるまでの間、使用を禁

止する命令を発令。 

 ・設置者が撤去し、是正完了。 

 

 ○現場写真（撤去前の状況） 
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建設省住指発第 239 号 
平 成 元 年 7 月 1 8 日 

特定行政庁建築主務部長 殿

建設省住宅局建築指導課長

 最近、コンテナを専用装置による伴奏音楽に合わせて歌唱する用に供する個室（いわゆ

るカラオケルーム）に転用し、不特定多数の者の利用に供している例等が見受けられるが、

これらのコンテナは、その形態及び使用の実態から建築基準法（以下「法」という。）第

2条第一号に規定する建築物に該当する。 
 したがつて、これらのコンテナを利用した建築物については、下記の事項に留意の上、

適切に対処されたい。

記

１ 略

２ 構造耐力上の安全性の確認に当たつては、コンテナの転用という特殊性にかんがみ、

以下の点に留意すること。

（1） 構造耐力上主要な部分が腐食、腐朽していないコンテナを使用すること。

（2） コンテナを鉄筋コンクリート造等の基礎に緊結し、コンテナに作用する荷重及び

外力を安全に地盤に伝えること。

（3） コンテナに開口部を新たに設けること等により構造耐力上支障を生ずるおそれの

ある場合には、適切な補強を行うこと。

３ コンテナをカラオケルームとして使用する場合には、特に以下の点に留意すること。

（1） カラオケルームとして使用されるコンテナは、法別表第一（い）欄（4）項に規定

する遊技場に該当すること。

（2） 有効な換気を確保するため、機械換気設備その他の換気設備を設けること。

別添１
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国住指第 2 1 7 4 号 
平成1 6年1 2月6日 

 
各都道府県建築主務部長殿 
 

国土交通省住宅局建築指導課長 
 
 

コンテナを利用した建築物の取扱いについて(技術的助言) 
 
 
コンテナを利用した建築物については、平成元年7 月18 日住指発第239 号により建設

省住宅局建築指導課長通達により、その取扱いを通知しているところであるが、最近、コ

ンテナを倉庫として設置し、継続的に使用する例等が見受けられる。このような随時かつ

任意に移動できないコンテナは、その形態及び使用の実態から建築基準法第2 条第一号に

規定する建築物に該当する。 
したがって、貴職におかれては、すでに設置されているコンテナを利用した建築物につ

いて、建築基準法に適合しない事項がある場合には、違反建築物として扱い、是正指導又

は、必要に応じ是正命令されるようお願いする。 
また、貴管内特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対しても、この

旨周知方お願いする。 
 
 

別添２
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不動産所得の範囲について 

―「貸付けによる所得」の意義―

福 田 善 行

税 務 大 学 校

研 究 部 教 育 官
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要 約 

１ 研究の目的（問題の所在） 

  近年、不動産所得を利用した節税スキームが考え出されるなど、不動産等

の貸付けの態様が多様化、複雑化するにつれ、貸付けに関連して得る収入（関

連収入）も増加し、それに伴って、関連収入の不動産所得該当性についての

争訟も増加している。その原因としては、不動産所得が、単に「不動産等の

貸付けによる所得をいう」としか定義されていないことに加え、取引の内容

が比較的単純であったことなどから、不動産所得の意義について、これまで

あまり議論されてこなかったことにもあると思われる。

 本研究は、法令の規定を解釈した上で、関連収入の不動産所得該当性が争

われた裁判・裁決例を基に、不動産所得と判断された（されなかった）基準

の整理・検証を行うことにより、不動産所得の範囲を明確にすることを目的

とするものである。 

２ 研究の概要 

（１）不動産所得について 

イ 不動産所得の沿革

現行所得税法は、所得をその源泉ないし性質に応じて、利子所得ない

し雑所得の 10 種類に分類しているが、その趣旨は、各種所得の金額の計

算においてそれぞれの担税力の相違を加味しようという考慮に基づくも

のであって、分類所得税の 1 つの名残であるとされる。 
不動産所得という所得分類が最初に設けられたのは、昭和 15 年の改

正所得税法であり、その後、昭和 22 年改正により分類所得税が廃止され

たことに伴い、不動産所得の分類も廃止され、現行の事業所得と雑所得

とともに「事業等所得」とされた。シャウプ勧告に基づく昭和 25 年改正

では、原則として、所得者個々に課税する個人単位課税が採用されたが、
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例外として、資産所得については、生計を一にする夫婦と未成年の子等、

最小の世帯単位での合算課税制度（資産所得合算課税制度）が設けられ

た。この合算課税制度の対象となる資産所得の範囲に関連して、それま

での「事業等所得」から「不動産所得」が取り出されたが、資産合算課

税制度が廃止された現在もそのまま存置されている。

ロ 論点 

本稿では、不動産所得とすべき関連収入の範囲を明らかにするため、

法令解釈を基に、裁判・裁決においてどのような基準で不動産所得と判

断されたかを整理・検討していく。取り上げる裁判・裁決例は、大別し

て、不動産所得該当性を①所得税法 26 条 1 項の貸付けによる所得に当た

るか否かにより判断したもの、②所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の収益

補償金に当たるとしたもの、③不動産所得の必要経費を補填する性質の

ものは不動産所得の収入金額とすべきとしたものに分けられるため、こ

れらの別に従って考察を行うこととする。

（２）不動産等の貸付けによる所得の意義 

イ 法令解釈 

不動産所得の創設当時の規定が、「貸付ニ因ル所得」とされていたこと

から「貸付に起因する所得」あるいは「貸付に原因がある所得」と言い

換えることができる。更に、不動産所得の金額の計算において「総収入

金額」という語が使用されていることからすると、当初から、貸付けの

対価のみでなく、様々な関連収入が生じることが予定されていたと考え

られる。そして、分類所得税の下で不動産所得が他の所得分類よりも高

い税率で課税されていたのは、資産所得が不労所得とされ、最も担税力

が強いと考えられていたこと、資産所得合算課税制度の対象となる資産

所得の範囲を確定するために、再度、不動産所得分類が設けられたこと

からすると、不動産所得とは、使用収益の対価たる地代、家賃等に限定

されるものではなく、他の所得に分類される場合や明文の規定により不

動産所得から除かれている場合を除き、不動産等を使用収益させること
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  近年、不動産所得を利用した節税スキームが考え出されるなど、不動産等

の貸付けの態様が多様化、複雑化するにつれ、貸付けに関連して得る収入（関
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あまり議論されてこなかったことにもあると思われる。 
  本研究は、法令の規定を解釈した上で、関連収入の不動産所得該当性が争

われた裁判・裁決例を基に、不動産所得と判断された（されなかった）基準

の整理・検証を行うことにより、不動産所得の範囲を明確にすることを目的

とするものである。 
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では、原則として、所得者個々に課税する個人単位課税が採用されたが、
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例外として、資産所得については、生計を一にする夫婦と未成年の子等、

最小の世帯単位での合算課税制度（資産所得合算課税制度）が設けられ

た。この合算課税制度の対象となる資産所得の範囲に関連して、それま

での「事業等所得」から「不動産所得」が取り出されたが、資産合算課

税制度が廃止された現在もそのまま存置されている。 
  ロ 論点 

    本稿では、不動産所得とすべき関連収入の範囲を明らかにするため、

法令解釈を基に、裁判・裁決においてどのような基準で不動産所得と判

断されたかを整理・検討していく。取り上げる裁判・裁決例は、大別し

て、不動産所得該当性を①所得税法 26 条 1 項の貸付けによる所得に当た

るか否かにより判断したもの、②所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の収益

補償金に当たるとしたもの、③不動産所得の必要経費を補填する性質の

ものは不動産所得の収入金額とすべきとしたものに分けられるため、こ

れらの別に従って考察を行うこととする。 

（２）不動産等の貸付けによる所得の意義 

イ 法令解釈 

    不動産所得の創設当時の規定が、「貸付ニ因ル所得」とされていたこと

から「貸付に起因する所得」あるいは「貸付に原因がある所得」と言い

換えることができる。更に、不動産所得の金額の計算において「総収入

金額」という語が使用されていることからすると、当初から、貸付けの

対価のみでなく、様々な関連収入が生じることが予定されていたと考え

られる。そして、分類所得税の下で不動産所得が他の所得分類よりも高

い税率で課税されていたのは、資産所得が不労所得とされ、最も担税力

が強いと考えられていたこと、資産所得合算課税制度の対象となる資産

所得の範囲を確定するために、再度、不動産所得分類が設けられたこと

からすると、不動産所得とは、使用収益の対価たる地代、家賃等に限定

されるものではなく、他の所得に分類される場合や明文の規定により不

動産所得から除かれている場合を除き、不動産等を使用収益させること
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を原因として発生する利益であれば不動産所得に該当すると考えるのが

所得税法 26 条 1 項の文理解釈として相当であろう。したがって、不動産

所得の範囲はある程度広いものと考えられる。 
  ロ 裁判・裁決例の検証 

    不動産等の貸付けによる所得に当たるか否かにより不動産所得該当性

が判断された裁判・裁決においては、①賃貸借契約により通常予定でき

る経済的利益、②賃貸借契約と直接の因果関係のある経済的利益、③賃

貸借契約に係る収益構造と不可分一体の経済的利益という点から判断

されている。 
    「貸付けによる所得」が「貸付けに原因がある所得」と言い換えるこ

とができることからすると、貸付けを原因としてその結果発生する所得、

すなわち、貸付けと因果関係のある所得ということができる。因果関係

とは、「あれなければこれなし」の関係とされるが、不動産所得が、担

税力の違いや資産所得合算課税制度の対象とする必要性から他の所得

と区別された経緯を踏まえると、当該因果関係をたどることによって貸

付けによる所得の範囲が無制限に広がってしまうことは適当ではない。

その意味において、判決では「直接の因果関係」としたものと考えられ

る。また、民法では、債務不履行による損害賠償の範囲を「通常生ずべ

き損害」に限っており、これは、一般に「相当の因果関係に立つ損害」

といわれる。このように、「貸付けによる所得」との文言からは、貸付

けと所得との間には、因果関係（あれなければこれなしの関係）があれ

ば足りると解されるものの、その範囲が無制限に広がってしまうことは

適当ではないこと、一方で、相当の因果関係（通常生ずべき関係）まで

も要するとは解することはできないことからすると、「通常予定できる

経済的利益」とした判決は妥当といえる。そうすると、賃貸借契約に係

る収益構造と不可分一体の経済的利益も賃貸借契約により通常予定で

きる経済的利益ということができる。 
（３）不動産等の貸付けによる所得に代わる性質を有するものの意義 
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  イ 保険金等及び収益補償金 

    所得税法施行令 94 条 1 項では、不動産所得を生ずべき業務において

受ける保険金等及び収益補償金は、所得税法 26 条 1 項に定める「不動

産等の貸付けによる所得」に代わる性質を有するものとして不動産所得

の収入金額とする旨規定されている。本規定の創設当時の解説では、課

税方法の変更ではなく、取扱いに疑義があったものについて明確化した

と説明されていること、また、不動産所得の所得計算規定において「総

収入金額」という語を用いることによって、副収入や付随収入が生ずる

ことも予定されていることからすると、所得税法は、本来の「不動産等

の貸付けによる所得」以外にも、不動産所得となるものがあることを予

定しているものと考えられる。 
  ロ 裁判例の検証 

    収益補償金に当たるか否かは、法令の解釈が問題となるというよりも、

収益を補償するものであるか否かの事実認定が問題となることが多い。

裁判例においては、合意解約に至る経緯あるいは失われる将来の賃料収

入を補償するという条項の趣旨に沿っているかという点から判断がさ

れているが、一方で、賃貸借契約と一体としてなされた合意に基づく経

済的利益、賃貸借契約中の条項の趣旨に沿った合意に基づく経済的利益

であるとした点は、賃貸借契約と関連性を有する経済的利益として、上

記(2)の「不動産等の貸付けによる所得」の判断基準と同じであるともい

える。したがって、収益補償金であっても、賃借人から取得する場合で、

賃貸借契約に基づくものと認定できる場合には、本来の「不動産等の貸

付けによる所得」にも該当するということができる。 
（４）必要経費を補填する性質を有するものの取扱い 

イ 裁決例の検証 

    不動産所得の金額の計算規定及び所得税法の立法趣旨から、不動産所

得に係る必要経費の補填金及び支払免除益は、不動産所得の収入金額に

算入すべきとした裁決例がある。 
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    必要経費に関して補填を受けた場合、経済的には、必要経費支払の負

担が減少することになるが、支払額自体が減少するわけではないため、

補填金を当該必要経費に算入した所得の収入金額に算入しなければ、所

得金額が過少に計算されてしまうことになり、公平な課税とはならない。

更に、現行所得税法が、総合所得税制度を採用しつつも、所得分類によっ

て異なる計算方法を定めていることからすると、当該必要経費に算入し

た所得と異なる所得に分類されることになれば、担税力に応じた公平な

課税が行われないおそれがある。 
    所得税法は、適正公平な課税の実現を図る目的で、所得分類及び所得

の計算方法を定めているのであって、必要経費の補填金を、必要経費に

算入した所得とは別の所得分類の収入金額として計算することは全く

予定していないものと考えられる。必要経費の補填金を、必要経費に算

入した所得と同じ所得分類の収入金額とすることは、所得税法の立法趣

旨を踏まえた所得分類及び所得計算規定に基づく解釈によるものであ

り、このことが直ちに租税法律主義に反するとはいえないだろう。この

ことは、所得税施行令 94 条 1 項 1 号の創設理由が、保険料が必要経費

として控除されていることと対応させて、保険金収入も、事業所得等の

収入金額とすべきであるとされていること、所得税法 33 条 2 項におい

て譲渡所得から除かれる少額減価償却資産等の譲渡による所得が、当該

資産等の取得価額を必要経費に算入した所得とされることとも軌を一

にするものである。 
    また、必要経費の支払免除を受けた場合、必要経費相当額の経済的利

益を受けることになるため、当該経済的利益は、必要経費の補填金と同

様の取扱いがされるべきである。これらは、貸付けによる所得そのもの

ではないが、これに代わる性質を有するものというべきである。 
    以上のことから、不動産所得に係る必要経費の補填金及び支払免除益

は、不動産所得に係る総収入金額に算入すべきとした裁決は相当である

と考える。 
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  ロ 必要経費を補填する性質を有するもの 

    所得税法は、本来の所得に限らず、それに代わる性質を有するものも、

本来の所得の総収入金額に算入することを予定していると考えられる

ことから、裁決においても、必要経費の補填金は、必要経費に算入した

所得と同じ所得分類の収入金額に算入すべきとされたことからすると、

当該必要経費には、減価償却費として必要経費に算入されることとなる

減価償却資産の取得費用も含まれるとするのが相当である。また、資産

の取得費用や必要経費支払のために借り入れた借入金については、その

返済額が必要経費となるわけではないが、借入金をもって支払った必要

経費や資産の取得費用が、不動産所得の必要経費に算入すべきものであ

ることからすると、当該借入金の返済免除益も、必要経費を補填する性

質を有しているというべきである。また、不動産所得を生ずべき業務に

係る少額減価償却資産等の譲渡による所得が不動産所得の収入金額と

されることについても、既になされた必要経費算入の修正という考え方

に基づくものであることからすると、必要経費を補填する性質を有する

ものということができる。 

 

３ まとめ 

（１）不動産所得の範囲 

   不動産等の貸付けによる所得とは、不動産等の貸付けと因果関係を有す

る所得、すなわち、貸し付けることにより生ずることが通常予定されてい

る所得と解することができる。具体的には、賃貸借契約に係る収益構造と

不可分一体の経済的利益であるか、賃貸借契約と一体としてなされた合意

に基づく経済的利益であるか、賃貸借契約中の条項の趣旨に沿った合意に

基づく経済的利益であるかといった点から判断がされることになる。 
   また、不動産等の貸付けによる所得のほか、これに代わる性質を有する

ものも不動産所得の収入金額とされる。この不動産等の貸付けによる所得

に代わる性質を有するものには、所得税法施行令 94 条 1 項各号に掲げる
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保険金等及び収益補償金のほか、不動産所得を生ずべき業務に係る必要経

費の補填金や少額減価償却資産等の譲渡による所得など、不動産所得の必

要経費を補填する性質を有するものも含まれる。 

（２）不動産所得の課税要件 

  ① 不動産等を貸し付けていること（不動産の上に存する権利の設定その

他他人に不動産等を使用させることも含む。）。 
   Ａ 不動産（土地及びその定着物） 

Ｂ 不動産の上に存する権利（地上権、永小作権、借地権など） 

Ｃ 船舶 

Ｄ 航空機 

② 次のいずれかの所得であること。 
Ａ 貸付けによる所得であること。 

ａ 不動産等を使用収益させる対価としての性質を有するものである 

  こと。 

    ｂ 貸付けと因果関係のある経済的利益（貸付けを行うことによって

生ずることが通常予定されている利益）であること。 

    例：➢ 賃貸借契約に係る収益構造と不可分一体の経済的利益 

      ➢ 賃貸借契約と一体としてなされた合意に基づく経済的利益 

       ➢ 賃貸借契約中の条項の趣旨に沿った合意に基づく経済的利益 

   Ｂ Ａに代わる性質を有するものであること。 

    ａ 不動産所得を生ずべき業務に係るたな卸資産に準ずる資産等につ

き損失を受けたことにより取得する保険金等 

ｂ 不動産所得を生ずべき業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止

その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金そ

の他これに類するもの 

ｃ 不動産所得に係る必要経費を補填する性質を有するもの 

    例：➢ 必要経費の金額の補填金 

      ➢ 必要経費の支払免除益 

 

253 
 

      ➢ 減価償却資産の取得費用の補填金 
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     不動産等の貸付けが事業として行われている場合であっても、人的

役務が伴わない場合や人的役務が付随的なものにすぎない場合は、不

動産所得となる。 

   Ｂ 譲渡所得 

     借地権等の設定の対価のうち一定のものは、譲渡所得とみなされる。 

     不動産所得を生ずべき業務に係るたな卸資産に準ずる資産、少額重

要資産以外の少額減価償却資産及び一括償却資産の譲渡による所得は、

不動産所得となる。 
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はじめに 

 
 本稿の目的は、不動産所得の課税要件を明確にすることにより、不動産所得

とすべき貸付業務に関連する収入の範囲を明らかにすることにある。 
所得税法 26 条 1 項は、「不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利、

船舶又は航空機（以下「不動産等」という。）の貸付け（地上権又は永小作権の

設定その他他人に不動産等を使用させることを含む。）による所得（事業所得又

は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう」旨規定している。したがって、不

動産所得の課税要件は、①貸付けの対象が不動産等であること及び②貸付けに

よる所得であることであり、通常、この課税要件を満たすものは、不動産等の

貸付けの対価である賃料が考えられる。 
ところが、実際の取引においては、不動産貸付業務に関連して、賃料以外に

も様々な収入（金銭以外の経済的利益も含む。）が発生することがある。代表的

なものとしては、更新料や権利金、返還を要しない保証金などであるが、過去

には、不動産貸付業務に関連して得た収入（以下「関連収入」という。）(1)につ

いては、単純に、不動産所得の付随収入として、不動産所得とされた事例もあっ

た(2)。 
                                                        
(1) 本稿では、事業所得の収入金額とされる事業の遂行に付随して生じた収入（付随収

入）のように、不動産等の貸付けの対価である賃料以外で不動産所得の収入金額とさ

れるべき付随収入と区別するため、賃料を含む広い意味での不動産等の貸付業務に関

連して得た収入として、関連収入という語を用いている。 
(2) 国税不服審判所平成 21 年 12 月 16 日裁決（裁決事例集 78 集 131 頁）。本件は、賃

貸用土地建物の買主である X が、売買代金の一部の支払に代えて売主から建物建設に

係る借入金の残債務を引き受け、元金は完済したものの、当該債務について発生した

遅延損害金については、債権者（R 社）から支払免除を受けた。当該免除により X に

経済的利益が生ずるか否かが争われた事例である。経済的利益を受けていないから、

不動産所得の金額の計算上総収入金額に算入されることはなく、仮に、経済的利益が

生じているとしても、法人から受けた債務免除であるから、一時所得の金額の計算上

総収入金額に算入されるべきものであるとの請求人（X）の主張に対し、審判所は、

債務免除に至る経緯から、請求人に経済的利益が生じたと認定しているが、所得区分

や不動産所得の意義については詳しく述べておらず、単に、不動産所得の貸付けに関

連して享受した経済的利益であるから、不動産所得の付随収入として、不動産所得の
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た(2)。 
                                                        
(1) 本稿では、事業所得の収入金額とされる事業の遂行に付随して生じた収入（付随収

入）のように、不動産等の貸付けの対価である賃料以外で不動産所得の収入金額とさ

れるべき付随収入と区別するため、賃料を含む広い意味での不動産等の貸付業務に関

連して得た収入として、関連収入という語を用いている。 
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しかしながら、近年、不動産所得を利用した節税スキーム(3)が考え出される

など、不動産等の貸付けの態様が多様化、複雑化するにつれ、関連収入も増加

し、それに伴って、関連収入の不動産所得該当性についての争訟も増加してい

る。所得税法は、所得の種類を 10 種類に分類し、その分類ごとに計算方法を

定めているため、所得の分類が異なれば課税所得の金額も異なるというのが主

たる理由であろうが (4)、不動産所得が、単に「不動産等の貸付けによる所得を

いう」としか定義されていないことに加え、取引の内容が比較的単純であった

ことなどから、不動産所得の意義について、今まであまり議論されてこなかっ

たことにも原因があると思われる。 
不動産所得の範囲という観点からすると、所得税法 26 条 1 項の文言から、

大きく分けると「不動産等」と「貸付けによる所得」の意義が問題になってく

るが、本稿では「貸付けによる所得」の意義を中心に考察を行う。「貸付けによ

る所得」の意義について、名古屋高裁平成 17 年 9 月 8 日判決（税資 255 号

順号 10120）(5)は、「不動産所得は、あくまでも、貸主が借主に対して一定の

期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有する経済的利益、

                                                                                                                  
金額の計算上総収入金額に算入されるとしている。主たる争点が経済的利益の有無で

あり、所得区分でなかったことにも原因があるが、このような判断は、貸付けと何ら

かの関連性を有していれば不動産所得であると見ることもできるため、「貸付けによる

所得」の範囲を最大限広く解することも可能である。実務上もそのように取り扱われ

ることが多かったように思われるが、不動産所得該当性を判断するという点において

は、不十分な裁決内容であるといわざるを得ない。なお、本裁決については、「本件引

受債務は、不動産所得という果実を得るためのものであり、本件土地建物の取得と表

裏一体の関係にある。したがって、本件引受債務から派生した遅延損害金の免除は、

不動産所得を得るための活動の過程で生じたもので不動産所得の付随収入であると考

えるべきである。」として裁決に賛成する意見（西村享「判批」税務事例 43 巻 7 号 20
頁～23 頁）や、請求人が主債務者として債務免除を受けたのか、連帯保証人ではある

が実質的な主債務者として債務免除を受けたのか、裁決は明確には言及しておらず、

また、遅延損害金の額は最終的に R 社と合意した 100 万円であり、経済的利益を受け

ていないとする請求人の主張も一応の合理性があるとして、裁決に反対する意見（川

崎浩「判批」税弘 59 巻 10 号 132 頁～139 頁）がある。 
(3) いわゆる航空機リースなどが有名である。 
(4) 不動産所得とは異なり、雑所得には損益通算が認められていないこと（所法 69①）

や、総所得金額の計算において、一時所得は、その 2 分の 1 の金額で計算されること

（所法 22②）などが挙げられる。 
(5) 第 2 章第 2 節 1 参照。 
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若しくはこれに代わる性質を有するものに限定されるのであって、おおよそそ

のような性質を有しないものは、これが借主から貸主に移転されるとしても、

含まれないというほかない。」と示した。この解釈については、不動産所得の範

囲を狭く解釈する立場に立っているとする見解もあるが(6)、「これに代わる性質

を有するもの」について明確には示されておらず、不動産所得の範囲が明らか

にされたとは言い切れない。 
そこで、本稿では、関連収入の不動産所得該当性が争われた裁判・裁決例を

基に、不動産所得と判断された（されなかった）基準の整理・検討を行うこと

により、不動産所得の範囲を明らかにしていく。具体的には、第 1 章で不動産

所得について、その沿革と論点の整理を行った上で、第 2 章ないし第 4 章にお

いて、論点別に法令解釈及び裁判・裁決例の整理・検討を行う。第 5 章では、

考察の結果をまとめるとともに、その他の関連収入についての検討事例を示す

こととする。 
 

                                                        
(6) 酒井克彦『所得税法の論点研究－裁判例・学説・実務の総合的検討－』116 頁（財

経詳報社、2011）。 
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第１章 不動産所得について 

 

第１節 不動産所得の沿革 

 
 現行所得税法は、所得をその源泉ないし性質に応じて、利子所得ないし雑所

得の 10 種類に分類しているが、その趣旨は、各種所得の金額の計算において

それぞれの担税力の相違を加味しようという考慮に基づくものであって(7)、分

類所得税(8)の 1 つの名残であるとされる(9)。 

                                                        
(7) 担税力の測定基準としては所得、資産及び消費の 3 つがあるとされているが、中で

も特に所得は、累進税率の適用や基礎控除その他の人的諸控除を組み合わせることに

より、担税力に応じた課税をより実質的なものにすることが可能であるとされてきた。

我が国では所得税、法人税を中心として、相続税、消費税をバランスよく組み合わせ

ることにより、担税力に応じた課税が実現される。このように、租税法の立法目的は、

担税力に応じた公平な課税を実現することにあるといえる。そして、その立法原理は、

法の下の平等を定めた憲法 14 条 1 項が要請する租税公平主義に求められる（増田英敏

『リーガルマインド租税法〔第 4 版〕』17～23 頁（成文堂、2013））。 
(8) 分類所得税は、所得をその源泉ないし性質に応じていくつかの種類に分類し、各種

類の所得ごとに別々に課税する方式であり、極端な場合には、所得の種類ごとに控除

の金額や適用税率が異なる。これに対し、総合所得税は、課税の対象とされる所得を

すべて合算したうえ、それに一本の累進税率表を適用する方式である。現在のわが国

の制度は基本的には総合所得税であるといってよい（金子宏『租税法〔第 20 版〕』187
～188 頁（弘文堂、2015）） 

(9) 谷口勢津夫教授は、「わが国の場合、戦前の所得税における所得分類の名残という沿

革的側面も無視できないであろう。……資産所得がその源泉の安定性の故に最も担

税力が強く、勤労所得がその源泉の不安定性の故に最も担税力が弱いというような

考え方が、現行所得税法の基本構想（資産所得重課＝勤労所得軽課）に影響を与え

ていることは、確かであろう。」と述べられる（谷口『税法基本講義〔第 4 版〕』257
～258 頁（弘文堂、2014））。また、中里実教授は、「所得税における所得分類には、

さしたる理論的根拠があるわけではなく、主に、歴史的な理由からそれが存在して

いると見ることができる。」と述べられる（中里「個人所得課税の基本概念―所得分

類」税研 24 巻 6 号 95 頁（2009））。なお、東京地裁昭和 57 年 5 月 31 日判決（行裁

例集 33 巻 5 号 1105 頁）も、「所得税法は、租税負担の公平を図るため、所得をその

発生の源泉に応じて 10 種類に区分し、それぞれの所得金額の計算方法を定めている

……右 10 種類の所得の分類に当たっては、所得を担税力の観点から資産性所得、資

産と勤労の結合所得及び勤労性所得に区分し、このうち資産性所得が担税力が最も

強く、勤労性所得が最も弱いとの考え方を右所得分類の基本として採用しているも

のと解することができる。」としている。 
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 不動産所得という所得分類が最初に設けられたのは、昭和 15 年の改正所得

税法（法律 24 号）である(10)。同法では、第 10 条で分類所得税の対象となる所

得について列挙し(11)、その第 1 で不動産所得を、「不動産、不動産上ノ権利又

ハ船舶ノ貸付（永小作権又ハ地上権ノ設定其ノ他他人ヲシテ不動産、不動産上

ノ権利又ハ船舶ヲ使用セシムル一切ノ場合ヲ含ム以下同ジ）ニ因ル所得但シ甲

種ノ事業所得ニ属スルモノヲ除ク」と規定していた。分類所得税制の下におい

ては、資産所得である不動産所得が、最も担税力が強いものと考えられていた

ため、各種所得中最も高い 10％の税率が課された(12)。 
 その後、昭和 22 年の改正所得税法（法律 27 号）により、分類所得税が廃止

されたことに伴い、不動産所得の分類も廃止され、現行の事業所得と雑所得と

共に「事業等所得」とされた(13)。 
 シャウプ勧告(14)に基づく昭和 25 年の改正所得税法（法律 71 号）では、原則

                                                        
(10) それ以前の所得税法においては、不動産所得について不動産の賃貸による所得とい

うような例示的な規定も設けられていなかった。このように不動産所得の分類につ

いて特別の規定が設けられていなかったのは、昭和 15 年前においては、不動産所得

について課税上特別の取扱いをしていなかったところから、不動産所得の分類を設

けておく必要がなかったためである（武田昌輔監修『DHC コンメンタール所得税法』

1551～1551 の 2 頁（第一法規、加除式））。なお、昭和 15 年改正所得税法において

は、分類所得税と総合所得税の二本立ての税制が採用された。すなわち、所得をそ

の性質に応じて区分し、異なる税率を適用することにより、担税力に即した課税を

行う（分類所得税）とともに、各種の所得の合計額が 5,000 円を超える場合に、そ

の超過額に累進税率で課税を行う（総合所得税）というものであった。 
(11) 不動産所得の他、配当利子所得、事業所得、勤労所得、山林の所得及び退職所得が

あった。 
(12) 資産所得の源泉となる資産は、労働価値の一部を蓄積したものであるが、その蓄積

によって経済的社会価値が生じ、労働を離れて単独かつ経常的に所得を生むに至っ

たために、不労所得と命名されて、もっとも担税力の大きい所得とされている（阿

南主税『所得税法体系』581 頁（ビジネス教育出版社、1969））。 
(13) 事業等所得の他、利子所得、配当所得、臨時配当所得、給与所得、退職所得、山林

所得及び譲渡所得の分類を設け、それぞれについて所得計算方法を定めるとともに、

分類所得税が廃止され、超過累進税率による課税に一本化された。なお、注解所得

税法研究会編『〔5 訂版〕注解所得税法』390 頁（大蔵財務協会、2011）は、「当時は、

現行制度と違い、同居親族の所得は資産所得に限らず、すべて合算して課税する建

前が採られており、そのため、とくに『不動産所得』の分類を設けておく必要性が

なかったためである。」としている。 
(14) シャウプ勧告では、個別申告制にはある程度の制限を設けておかないと、要領のよ
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(10) それ以前の所得税法においては、不動産所得について不動産の賃貸による所得とい
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(14) シャウプ勧告では、個別申告制にはある程度の制限を設けておかないと、要領のよ
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として、所得者個々に課税する個人単位課税が採用されたが、例外として、資

産所得については、生計を一にする夫婦と未成年の子等、最小の世帯単位での

合算課税制度（資産所得合算課税制度）が設けられた(15)。この合算課税制度の

対象となる資産所得の範囲に関連して、それまでの「事業等所得」から「不動

産所得」が取り出された(16)。当該不動産所得については「不動産、不動産の上

に存する権利又は船舶の貸付（地上権又は永小作権の設定その他他人をして不

動産、不動産の上に存する権利又は船舶を使用せしめる一切の場合を含む。）に

因る所得（第四号に規定する所得（筆者注：事業所得）を除く。以下不動産所

得という。）」と規定された。 
 昭和 34 年の改正所得税法（法律 79 号）では、地上権の設定その他の契約に

より他人に不動産を長期間使用させることにより受ける権利金その他の対価で

一定の要件に該当するものは、譲渡所得とされ(17)、不動産所得から除かれた。 
 その後、昭和 40 年の改正所得税法（法律 33 号）で、それまで雑所得として

課税されていた航空機の貸付けによる所得について、船舶の貸付けによる所得

と同一の性質を有するものであるとの理由から、不動産所得の範囲に加えられ、

                                                                                                                  
い納税者は、配偶者または子供に財産およびこれから生ずる所得を譲渡することに

よって税負担を軽減しようとするから、相当の問題の起ることが予想されるとして、

納税者と同居する配偶者および未成年の子供の資産所得は、どのような場合にも納

税者の申告書に記載させ、合算して課税することが勧告された（シャウプ使節団「日

本税制報告書」第 1 編第 4 章 E 節（1949）参照）。 
(15) 資産所得合算課税制度の対象となる資産所得は、利子所得、配当所得、不動産所得

であった。なお、資産所得合算課税制度は、税制の簡素化を図る趣旨から、昭和 26
年改正所得税法（法律 63 号）により一旦廃止されたものの、資産名義の分割等によ

る不当な所得税の軽減を防ぐため、昭和 32 年改正所得税法（法律 27 号）において

復活した。その後、昭和 63 年改正所得税法（法律 109 号）により廃止され、現在に

至っている。 
(16) 西野襄一氏は、「不動産所得は 22 年当初の税法では独立しておらず、事業所得、雑

所得とともに事業等所得として一括されていたわけです。元来不動産所得と事業所

得とは所得の計算、損益通算、青色申告制度において全く共通しており、これを区

分するのは専ら資産所得の合算の関係だといっていいでしょう。」と述べられる（大

島隆夫＝西野『所得税法の考え方・読み方〔第 2 版〕』81 頁（税務経理協会、1988））。
また、政府税制調査会においても、「現行の不動産所得は、この合算課税の対象とな

る資産所得の範囲を確定するために設けられたものである。」とされている（税制調

査会基礎問題小委員会平成 17 年 6 月「個人所得課税に関する論点整理」5 頁）。 
(17) 次章第 1 節 4 参照。 
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現在に至っている(18)。 
 

第２節 論点 

   
本稿では、不動産所得とすべき関連収入の範囲を明らかにするため、法令解

釈を基に、裁判・裁決においてどのような基準で不動産所得と判断された（さ

れなかった）かを整理・検討していく。 
取り上げる裁判・裁決例は、大別して、不動産所得該当性を①所得税法 26

条 1 項の貸付けによる所得に当たるか否かにより判断したもの、②所得税法施

行令 94 条 1 項 2 号の収益補償金に当たるとしたもの、③不動産所得の必要経

費を補填する性質のものは不動産所得の収入金額とすべきとしたものに分けら

れるため、以下では、これらの別に従って考察を行うこととする。 
すなわち、論点①として、不動産等の貸付けによる所得の意義（第２章）、論

点②として、不動産等の貸付けによる所得に代わる性質を有するものの意義（第

３章）、論点③として、必要経費を補填する性質を有するものの取扱い（第４章）

である。 

                                                        
(18) 国税庁「昭和 40 年改正税法のすべて」27 頁。 
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(18) 国税庁「昭和 40 年改正税法のすべて」27 頁。 
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第２章 不動産等の貸付けによる所得の意義 

 

第１節 法令解釈 

 
１ 不動産所得の定義 

  不動産所得の定義が規定されているのは、所得税法 26 条 1 項である。同

項は、「不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利、船舶又は航空機

（以下「不動産等」という。）の貸付け（地上権又は永小作権の設定その他他

人に不動産等を使用させることを含む。）による所得（事業所得又は譲渡所得

に該当するものを除く。）をいう」旨規定している。本稿における研究の中心

は、「貸付けによる所得」の意義であるが、不動産所得の範囲を考察するに当

たり、貸付けの対象となる不動産等の範囲についても触れておきたい。 
（１）不動産等 
   所得税法上、「不動産」についての定義規定はない。そのため、最高裁昭

和 37 年 3 月 29 日第一小法廷判決（民集 16 巻 3 号 643 頁）(19)は、「民法

86 条は動産、不動産の区別を定めた基本的な規定であって、動産、不動産

の観念は、特段の事由の認められない限り概ね右民法の法条に定められる

ところに従うものと解するを相当」としている(20)。民法上、不動産とは、

                                                        
(19) 石油タンクが不動産取得税の対象となる不動産には当たらないとされた事例であ

るが、所得税法における不動産も同様に考えられる。 
(20) 金子宏教授は、租税法が用いている概念のうち、他の法分野（主として民商法）で

用いられている概念を借用概念と呼び、「借用概念は他の法分野におけると同じ意義

に解釈するのが、租税法律主義＝法的安定性の要請に合致している。すなわち、私

法との関連で見ると、納税義務は、各種の経済活動ないし経済現象から生じてくる

のであるが、それらの活動ないし現象は、第一次的には私法によって規律されてい

るから、租税法がそれらを課税要件規定の中にとりこむにあたって、私法上におけ

ると同じ概念を用いている場合には、別意に解すべきことが租税法規の明文または

その趣旨から明らかな場合は別として、それを私法上におけると同じ意義に解する

のが、法的安定性の見地からは好ましい。その意味で、借用概念は、原則として、

本来の法分野におけると同じ意義に解釈すべきであろう。」と述べられる。また、他

の法分野では用いられておらず、租税法が独自に用いている概念を固有概念と呼び、
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土地及びその定着物とされる（民 86①）。土地とは、一定の範囲の地面に、

合理的な範囲において、その上下（空中と地中）を包含させたものであり、

土地の定着物とは、土地に付着させられ、かつ、その土地に継続的に付着

させられた状態で使用されるのがその物の取引上の性質であるものをいい、

建物その他の工作物は土地定着物の適例であるとされる(21)。金属加工業を

営む法人に対して圧延機及び熔解炉を工場建物とともに貸し付けたことに

よる所得について、国税不服審判所昭和 50 年 8 月 22 日裁決（裁決事例集

10 集 16 頁）は、「本物件のうち主たる部分である圧延機及び熔解炉は、大

規模なコンクリート基礎工事によって土地に固着され、その状態で継続的

に使用される工場据付機械であって、経済的にみて独立の価値あるものと

認められるので、民法 86 条（不動産、動産）の規定による土地の定着物

の一種と認めるのが相当である。」として、当該貸付けによる所得は不動産

所得とするのが相当であるとした。したがって、一般的に機械とされるも

のであっても、大規模な基礎工事によって土地に継続して固着され、容易

に分離し難いものは土地の定着物となろう(22)。 
   「不動産の上に存する権利」には、「他人の土地において工作物又は竹木

を所有するため、その土地を使用する権利」である地上権（民 265）や、

「小作料を支払って他人の土地において耕作又は牧畜をする権利」である

永小作権（民 270）のほか、「建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃

                                                                                                                  
「固有概念は、社会生活上または経済生活上の行為や事実を、他の法分野の規定を

通ずることなしに、直接に租税法規の中にとりこんでいる場合であるから、その意

味内容は、法規の趣旨・目的に照らして租税法独自の見地から決めるべきである。」

と述べられる（金子・前掲注(8)117 頁～119 頁）。 
(21) 我妻榮＝有泉亨＝清水誠＝田山輝明『〔第 3 版〕我妻・有泉コンメンタール民法―

総則・物権・債権―』189 頁～190 頁（日本評論社、2013）。 
(22) 租税訴訟ではないが、工場内に据え付けた機械も、大規模の基礎工事によって土地

に固着させられると、定着物になるとした大審院明治 35 年 1 月 27 日判決（民録 8
輯 1 巻 77 頁）や、機械が、使用する際動揺しないように建物の一部又は基礎工事に

ボルト・釘・スパイクなどで固定されただけでは、まだ定着物とはいえないとした

大審院昭和 4 年 10 月 19 日判決（新聞 3081 号 15 頁）も参考になる。 
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(19) 石油タンクが不動産取得税の対象となる不動産には当たらないとされた事例であ
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土地及びその定着物とされる（民 86①）。土地とは、一定の範囲の地面に、
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「固有概念は、社会生活上または経済生活上の行為や事実を、他の法分野の規定を

通ずることなしに、直接に租税法規の中にとりこんでいる場合であるから、その意

味内容は、法規の趣旨・目的に照らして租税法独自の見地から決めるべきである。」

と述べられる（金子・前掲注(8)117 頁～119 頁）。 
(21) 我妻榮＝有泉亨＝清水誠＝田山輝明『〔第 3 版〕我妻・有泉コンメンタール民法―
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輯 1 巻 77 頁）や、機械が、使用する際動揺しないように建物の一部又は基礎工事に

ボルト・釘・スパイクなどで固定されただけでは、まだ定着物とはいえないとした

大審院昭和 4 年 10 月 19 日判決（新聞 3081 号 15 頁）も参考になる。 
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借権」である借地権（借地借家 2 一）など種々のものがある(23)。 
   「船舶」についても所得税法上の定義規定はない。そのため、海洋資源

掘削用の構造物（リグ）の貸付けが、所得税法 161 条 3 号の「船舶」の貸

付けに該当するか否かが争われた、東京高裁平成 26 年 4 月 24 日判決（訟

月 61 巻 1 号 195 頁）は、同号の規定の文言やその規定の設けられた経緯、

所得税法における他の規定の内容等によっても、所得税法の規定における

「船舶」の意義を直ちに明らかにすることができるものとはいい難く、さ

らに、「船舶」という用語を用いている他の主要な法令の間においても異

なる意義で用いられており、他の法令の規定を参照して、その意義を明ら

かにすることも困難であるとして、特定の物の貸付けが同法 161 条 3 号の

「船舶」の貸付けに当たるか否かについては、当該物の貸付けに関係する

各般の事情を社会通念に照らして検討して決するほかないとした(24)。 

                                                        
(23) なお、鉱業権、採石権は、不動産の上に存する権利ではないため、その使用権の設

定等による所得は、動産（所得税法 26 条 1 項に規定する船舶及び航空機を除く。）

の貸付けによる所得や工業所有権の使用料などと同様に、不動産所得ではなく、事

業所得又は雑所得に該当する（所基通 35－2）。 
(24) 同判決は、当該リグは水上に浮揚しての移動及び積載に係る特徴を備えており、租

税法以外の分野において「船舶」としての取扱いがされているなどの事実により、

これが「船舶」に含まれるとみることが格別不自然であるとはいい難いと判断し、

当該リグの貸付けが同号の「船舶」の貸付けに該当するものと認めるのが相当であ

るとしたため、所得税法上の「船舶」の意義は不明確なままである。また、船舶の

一室（本件居室）及び船内施設を他人（レンタル利用者）に利用させること（本件

業務）による対価が不動産所得に該当するか否かが争われた国税不服審判所平成 25
年 3 月 27 日裁決（裁決事例集 90 集 95 頁）において、原処分庁は、所得税法 26 条

1 項は、船舶の上に存する権利とは規定していないこと、また、一船室については（登

記の対象となることや抵当権の目的とされるなどの）不動産との類似性が認められ

ないことなどから、船舶の一船室の又貸しによる所得は、不動産所得とはならない

などと主張した。一方、請求人は、一般的な社会通念からいえば、「船舶の一船室」

は「船舶」に含まれると解釈するのが自然であり、不動産の貸付けと船舶の貸付け

とが同様に扱われてきた所得税法の立法当初からの沿革からすれば、船舶の上に存

する権利の貸付けによる所得も不動産所得に該当するなどと主張した。これに対し、

審判所は、「船舶の一部の貸付けが船舶の貸付けに該当するかを論じるまでもなく、

請求人が、本件業務において、レンタル利用者に対し、単に本件居室を利用させて

いるだけでなく、相当程度のサービスと一体となったクルーズを提供していること

からすると、本件業務に係る所得がほとんど又は専ら船舶（不動産等）を利用に供

することにより生じるものとは言えないことは明らかである。」として不動産所得に
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なお、船舶は、登記の対象となり所有権の移転についてはその登記が船

舶国籍証書の記載と相まって対抗要件とされることや、抵当権の目的とさ

れること、強制執行等については不動産の手続が適用されることなどの点

で、その性格が不動産に類似していることから、所得税法上、不動産所得

の基因となる資産とされているものと思われる(25)。しかし、小型船舶等に

ついては、登記の対象とはされず（商 686、船舶 20）、不動産と同様の扱

いを受けないことから、総トン数 20 トン未満の船舶及び端舟その他ろか

いのみで運転し、又は主としてろかいで運転する舟は、所得税法 26 条 1
項に規定する船舶から除かれている（所基通 26－1）。 
「航空機」についても所得税法上の定義規定はないが、航空機燃料税法

では、人が乗って航空の用に供することができる飛行機、回転翼航空

機、飛行船及び発動機を有する滑空機をいうとされている（航燃法 2
一、航燃令 2）。また、航空法においても、人が乗って航空の用に供す

ることができる飛行機、回転翼航空機、滑空機及び飛行船その他政令

で定める航空の用に供することができる機器をいうとされおり（航空 2
①）、両者は、ほぼ同様の規定となっている。 

（２）不動産等の貸付け 
民法の貸借には、「当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせ

ることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払うことを約する」賃

貸借（民 601）のほか、「当事者の一方が種類、品質及び数量の同じ物をもっ

て返還することを約して相手方から金銭その他の物を受け取る」消費貸借

（民 587）、「当事者の一方が無償で使用及び収益をした後に返還すること

を約して相手方からある物を受け取る」使用貸借（民 593）があるが、不

動産等を相手方に使用及び収益させた後返還されるという点からすると賃

貸借と使用貸借が考えられる。更に、所得を生ずるという前提に立てば、

                                                                                                                  
は当たらない（雑所得）とした。 

(25) 武田・前掲注(10)1553 頁、森谷義光ほか共編『平成 26 年版所得税基本通達逐条解

説』138 頁（大蔵財務協会、2014）。 
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賃料が支払われる賃貸借が「不動産等の貸付け」となるのは当然であるが、

所得税法 26条 1項の規定上は、賃貸借契約に限定しているわけではなく、

地上権等の設定については、各権利の設定契約ということになる。そして、

同項括弧書で「その他他人に不動産等を使用させることを含む」と規定さ

れていることからすると、不動産等の貸付けの形態が多岐にわたることが

予定されていることは明らかであろう。 
所得税基本通達 26－2 では、いわゆるケース貸しは、不動産の貸付けに

該当するとされている。これは、デパート地下街の食料品売場に見られる

ように店舗の一画を使用させるような場合であるから、建物の一部を貸し

付けるというよりも建物内の場所の一部を使用させるというものであるが、

それは飽くまで不動産の貸付けであるとの解釈である。一方、デパート内

の店舗であっても、場所を使用させるのが目的ではなく、委託販売契約な

どにより、単にデパートの商品を販売させる場合には、不動産の貸付けに

は当たらないのはいうまでもない。 
いずれにせよ、「貸す」とは、あとで返してもらう約束で一時的に他人に

金品や場所を渡したり、使わせたりすることを意味し(26)、地上権等の設定

についても土地を使用させることに他ならないため、「不動産等の貸付け」

とは、括弧書の「他人に不動産等を使用させること」に帰結するといえよ

う。なお、相手方が自ら不動産等を使用する場合のほか、第三者に転貸す

るような場合もあるため、当該「使用させること」には、民法が規定する

ように、「収益させること」も当然に含まれる。 
（３）貸付けによる 
   次に「貸付けによる」であるが、不動産所得の創設当時の規定が、「貸付

ニ因
、
ル
、
」（傍点筆者）とされていたことから「貸付に起因する」あるいは「貸

付に原因がある」と言い換えることができる(27)。裁判例では、これを「貸

                                                        
(26) 新村出編『広辞苑〔第 6 版〕』527 頁（岩波書店、2008）。 
(27) 「よる」には二通りの意味がある。昔の片仮名の法文の当時「依る」と書かれてい

たものは、「準拠する」という意味で、「規定による」とか「政令で定めるところに
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付けに基づく」又は「貸付けを原因とする」と解している(28)。しかしなが

ら、このような解釈によっても、不動産所得が貸付けの直接の対価のみを

その範囲としているのか、それとも、関連収入までもその範囲としている

のか判然としない。また、「による」と「に基づく」の意味は、厳密に言う

と異なっており(29)、所得税法においてもそれぞれ区別して用いられている

と思われる。例えば、同法 31 条 1 号は、「……独立行政法人農業者年金基

金法（平成 14 年法律第 127 号）の規定に基づく
、、、、

一時金その他これらの法

律の規定による
、、、

社会保険……」（傍点筆者）と規定している。ここでいう一

時金とは、年金基金法の規定を根拠に計算をした結果の
、、、、、、、、、、、、

一時金のことであ

り、社会保険とは法律で規定され
、、

ているところの
、、、、、、、

社会保険のことである。

このように、「に基づく」の方が「による」よりも広い意味で用いられてい

るといえる(30)。そうすると、「貸付けによる」を「貸付けに基づく」とした

                                                                                                                  
よる」というのは、その規定なり定めをあてはめ、これに従うという意味である。

そのほか、「書面による」などのように「手段とする」という意味がある。また、「因

る」と書かれていたものは、因果関係をあらわし、「起因する」「原因がある」とい

う意味で用いられる（荒井勇『税法解釈の常識－税法条文の読み方教室－』177 頁～

178 頁（税務研究会出版局、1975））。泉美之松『税法条文の読み方－条文解釈の手

引き－』150 頁～151 頁（東京教育情報センター、2004）も同旨。 
(28) 名古屋高判平 17・9・8 税資 255 号順号 10120（第 2 章第 2 節 1 参照）、東京地判

平 21・7・24 税資 259 号順号 11250（第 3 章第 2 節 1 参照）など。 
(29) 例えば、「所得税法の規定に基づき」といえば、「所得税法の規定を根拠として」の

意味で、場合によっては、同法の規定に基づく命令の規定も含んで用いられる。ま

た、「契約に基づき」といえば、契約を基礎とし、それに根拠をおいてという意味で、

具体的にはその細目取決めその他契約当事者の運用上の合意事項によっているかも

知れない。すなわち、「基づき」というのは、「根拠とする」、「基礎とする」という

意味で、「その規定だけによって」という意味より広い背景がある（荒井・前掲注

(27)177 頁）。 
(30) 酒井克彦教授は、みなし退職所得に関して「所得税法 30 条 1 項が『退職により』

としているのに対して、同法 31 条 2 号は『退職に基因して』として、明確に文言を

使い分けている。『基因』は『より』と比較して直接的な因果関係を予定していない

という点から、『基因』という文言を使う所得税法 31 条 2 号にいう因果関係は、同

法 30条にいう因果関係に比してそれほど直接的なものが要求されていないのではな

いかという考えも起こり得よう。しかし、この点を捉えて、みなし退職所得を広く

捉える根拠とすることは妥当でないと考える。所得税法 31 条が『基因』という文言

を使っているのは、一時金が雇用関係にない厚生年金基金から支給されるもので、

勤務先等を退職したことによって支給されるわけではないという点にあると思われ
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賃料が支払われる賃貸借が「不動産等の貸付け」となるのは当然であるが、
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(26) 新村出編『広辞苑〔第 6 版〕』527 頁（岩波書店、2008）。 
(27) 「よる」には二通りの意味がある。昔の片仮名の法文の当時「依る」と書かれてい
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裁判所の解釈は正確ではないということになるし、また、どの程度であれ

ば「貸付けに基づく」というのか、という疑問も生ずる。 
   なお、所得税法における所得の定義規定において、「……による所得」と

いう語を用いているのは不動産所得及び譲渡所得であり、利子所得、配当

所得、給与所得及び退職所得はそれぞれ「……に係る所得」と、事業所得

は「（事業）から生ずる所得」と規定されている。このように使い分けられ

ていることからすると、「……に係る所得」とは、関連収入が含まれる余地

のない、一定の源泉から生ずる直接の所得のみを意味し、「（事業）から生

ずる所得」とは、（事業）に関連して生ずる一切の所得を意味するとすれば、

「……による所得」とは、その中間的な範囲（例えば、直接の所得に限ら

ず、その源泉と関連性の強い所得を含む等）を意味すると考えられるので

はないだろうか。 
（４）貸付けによる所得 

   上述したとおり、「貸付けによる」の範囲は不明確であるものの、「貸付

け」が不動産等を使用又は収益させることであるであれば、少なくとも、

使用収益期間に対応して定期的かつ継続的に支払われる賃料が、「貸付けに

よる所得」に該当することは明らかであり、裁判例においても、その典型

例として賃料が挙げられている(31)。しかしながら、通常の不動産賃貸にお

いては、賃料のほかにも、権利金や敷金などが支払われることが一般的で

あろう。権利金は、借地権、借家権の設定の対価として支払われるもので

あり、場所的利益の対価あるいは、賃料の前払いとしての性質を有するも

のである。したがって、明らかに営業権譲渡の対価であるようなものは除

き、通常は、賃貸人が賃借人に対して一定の期間不動産を使用収益させる

対価の一部として、不動産所得に当たるとされている(32)。また、敷金は、

                                                                                                                  
るからである。なお、所得税法 31 条 3 号の『退職により』との関係も同様に整理で

きよう。」として、一般的には、「より」は「基因」よりも直接的な因果関係を指す

ことを説明されている（酒井・前掲注(6)157 頁）。 
(31) 本稿で取り上げる各裁判例参照。 
(32) 最二小判昭 45・10・23 民集 24 巻 11 号 1617 頁。 
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賃料債務その他の賃貸借に基づいて生ずる賃借人の賃貸人に対する金銭の

給付を目的とする債務を担保する目的で、賃借人が賃貸人に交付する金銭

である(33)。敷金は、通常、返還を要するものであるため、交付された時点

では、賃貸人の所得として認識しないが、未払賃料に充てられた時には、

当然、貸付けによる所得として不動産所得となる。 
   賃料、権利金及び未払賃料に充てられた敷金は、貸付けによる所得の中

でも中心的な貸付けそのものの対価ということができる。 

 
２ 不動産所得の金額 

（１）総収入金額 
所得税法 26 条 2 項は、「不動産所得の金額は、その年中の不動産所得に

係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする」旨規定している。所

得税法における所得計算規定には、利子所得や配当所得のように収入金額

という語を用いているものと、不動産所得や事業所得のように総収入金額

という語を用いているものがある。そのように使い分けている理由につい

ては、「利子所得、配当所得、給与所得及び退職所得については、その収益

の内容が比較的単純であるので『収入金額』の語を用い、これに対し不動

産所得、事業所得、山林所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得については、

副収入や付随収入等も加わってその収益の内容は複雑な場合が多いところ

から『総収入金額』という語を使用することによって、利子、配当、給与

及び退職手当等のように、収入とそれに対する必要経費とを個別対応主義

で計算するのではなく、一方において、その所得に係る収入金額の総額を

計算し、これに総体として対応する必要経費をそれから控除して、それら

の所得の金額を計算するという所得税法の所得計算の態度を示したもので、

両者の間には概念上の差異はない」とされている(34)。したがって、不動産

                                                        
(33) 民法の一部を改正する法律案（平成 27 年 3 月 31 日閣議決定）において示されて

いるものであるが、敷金の意義については従前と変わるところはない（第 622 条の 2）。 
(34) 武田・前掲注(10)3135 頁。谷口勢津夫教授も、「利子、配当、給与、退職の各所得
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所得において総収入金額という語が用いられているのは、不動産所得を生

ずべき業務については、副収入や付随収入もあり、その内容が複雑・多様

であるから、貸付けの対価である賃料以外にも何らかの不動産所得となる

べき収入があり得るということができるが、総収入金額という語が用いら

れているからといって全ての関連収入が含まれるわけではないのであろ

う (35)。 
（２）必要経費 
   所得金額の計算上、必要経費を控除するのは、いわば投下資本の回収部

分に課税が及ぶことを避けるためであり、原資を維持しつつ拡大再生産を

図るという資本主義経済の要請に沿うゆえんであるとされる(36)。また、投

下資本の回収にあたる部分を課税の対象から除外するという純所得課税は、

担税力に応じた公平な課税を実現するという租税理論の要請でもある(37)。 
所得税法 37 条 1 項は、「その年分の不動産所得の金額……の計算上必要

経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の

総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した

費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他これらの所得を生

ずべき業務について生じた費用……の額とする」旨定めている。同項は、

前段の「これらの所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額

を得るため直接に要した費用」（いわゆる個別対応の必要経費）と後段の「そ

                                                                                                                  
については、その内容が比較的単純で類型化しやすいのに対して、事業所得、譲渡

所得等の他の種類の所得については、その基因となる活動や資産の種類・範囲が複

雑・多様であることに対応して、その内容も複雑・多様であることを考慮した用語

の使い分けであ」り、「内容の点で異なるところはない。」と述べられる（谷口・前

掲注(9) 306 頁）。なお、金子宏教授は、事業所得の総収入金額について、「総収入金

額とは、事業から生じた一切の収入の合計額を意味する。」とされている（金子・前

掲注 (8)222 頁）。 
(35) 昭和 15 年当時の所得税法においても、不動産所得、事業所得及び山林の所得では

「総収入金額」と、配当利子所得、勤労所得及び退職所得では「支払ヲ受クベキ金

額」あるいは「収入金額」と使い分けられていた。 
(36) 金子・前掲注 (8)282 頁。 
(37) 碓井光明「所得税における必要経費」租税法研究 3 号『所得税法の諸問題』63～

64 頁（有斐閣、1975）。 
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の年における販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務につ

いて生じた費用」（いわゆる一般対応の必要経費）に区分できる。個別対応

の必要経費については、条文上、収入金額との直接的な関係性が求められ

ており、この点について問題が生ずることは少ない。一方、一般対応の必

要経費については、業務関係性について争われることが多い。学説及び過

去の裁判例は、業務との直接関係性及び業務遂行上の必要性の 2 つの要件

を要するとしたものが多数であり(38)、金子宏教授も、「ある支出が必要経

費として控除されうるためには、それが事業活動と直接の関連をもち、事

業の遂行上必要な費用でなければならない。」(39)と述べられるが、「一般対

応の必要経費に係る所得稼得業務関連性の要件について直接性（直接的関

連性・関係性）が要求されることがあるが、そのように解釈する根拠は所

得税法には存在しない。」とする谷口勢津夫教授の見解(40)や、業務遂行上

の必要性は要するが、業務との直接関係性は要しないとした、東京高裁平

成 24 年 9 月 19 日判決（判時 2170 号 20 頁）(41)もあり、業務との直接関

                                                        
(38) 最三小判平 9・10・28（税資 229 号 340 頁）、東京高判平 18・3・16（税資 256

号順号 10346）など。 
(39) 金子・前掲注(8)283 頁。 
(40) 谷口・前掲注(9)317 頁。 
(41) 弁護士会の役員を務めている弁護士が当該役員としての活動に伴い支出した懇親

会費等が、所得税法 37 条 1 項の必要経費に当たるか否かが争われた事例である。第

一審東京地裁平成 23 年 8 月 9 日判決（判時 2145 号 17 頁）は、「ある支出が事業所

得の金額の計算上必要経費として控除されるためには、当該支出が所得を生ずべき

事業と直接関係し、かつ当該業務の遂行上必要であることを要する」としたのに対

し、控訴審判決は、「所得税法施行令 96 条 1 号が、家事関連費のうち必要経費に算

入することができるものについて、経費の主たる部分が『事業所得を……生ずべき

業務の遂行上必要』であることを要すると規定している上、ある支出が業務の遂行

上必要なものであれば、その業務と関連するものでもあるというべきである。それ

にもかかわらず、これに加えて、事業の業務と直接関係を持つことを求めると解釈

する根拠は見当たらず、『直接』という文言の意味も必ずしも明らかではない」とし

た。なお、上告審である最高裁平成 26 年 1 月 17 日第二小法廷決定（LEX/DB 文献

番号 25504992）は、上告受理申立てを不受理とした。三木義一教授も、所得税法

37 条の文理及び立法趣旨から、高裁判決を妥当なものとする立場である（三木「必

要経費概念における『事業直接関連性』―東京高裁平成 24 年 9 月 19 日判決の意義

―」青法 54 巻 4 号 15～21 頁（2013））。 
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係性の要否については、今後も議論されることとなるだろう(42)。 
   不動産所得についていえば、不動産貸付業務において未だ収入が生じて

いない場合に、土地取得のための借入金利子、土地・家屋に係る固定資産

税、家屋の修繕費、土地・家屋の管理費用などの業務関連性が問題となる。

業務上の支出か否かという点からすれば、現実に不動産の貸付けがなされ

ていない場合であっても、客観的に業務の用に供されていることが明らか

な場合は、業務用不動産として、これらの費用は、不動産所得の必要経費

となるのであろう(43)。 
 

３ 事業所得との関係 

  所得税法 26 条 1 項は、不動産等の貸付けによる所得から事業所得又は譲

渡所得に該当するものを除いている。一方、同法 27 条 1 項の委任を受けた同

法施行令 63 条では、事業所得を生ずべき事業について列挙しているが、不動

産の貸付業又は船舶若しくは航空機の貸付業に該当するものを除くとしてい

る。不動産所得は資産所得であり、事業所得は資産勤労結合所得(44)であるこ

                                                        
(42) 今村隆教授は、東京高裁平成 24 年 9 月 19 日判決について、「本判決は、所得税法

37 条 1 項の文言解釈を重視して、業務との直接関係性が不要であるとする見解に

立ったものであるが、このような所得税における必要経費を考えるに当たり、家事

費との区別や所得分類制度を採っていることとの関係で考えると、多数説（筆者注：

業務との直接関係性及び業務遂行上の必要性の 2 つを要件とする説）の考えも十分

採り得ると考える。……被控訴人国の上告受理申立てが、不受理となっている。そ

のため、最高裁が本件についてどのように考えたかは定かではなく、必要経費の要

件については、今後も議論されることとなろう。」と述べられる（今村「判批」税研

30 巻 4 号 74～76 頁（2014））。 
(43) 碓井光明「必要経費の意義と範囲」日税研論集 31 号『必要経費』30 頁（日本税務

研究センター、1995）。また、東京地裁平成 3 年 7 月 10 日判決（判時 1402 号 35 頁）

は、現に貸付けの用に供されていない土地に係る固定資産税の必要経費該当性につ

いて、「不動産貸付業を営む者がその主観としては、当該土地を貸付の用に供する意

図を持っているというだけでは足りず、当該土地が、その形状、種類、性質その他

の状況に照らして、近い将来において確実に貸付の用に供されるものと判定できる

ような客観的な状態にあることを必要とするものと解される。」とし、控訴審（東京

高判平 5・12・13 行裁例集 44 巻 11・12 号 1026 頁）においても支持された。 
(44) 金子・前掲注(8)203 頁、谷口・前掲注(9)258 頁など。なお、阿南・前掲注(12)584

頁では、事業所得は労働、資産の協合所得とされ、「事業所得の特長とするところは、

自己の責任と計算における資産（資本）と労働によって経済的成果を得、これによっ
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とからすると、不動産等の貸付が事業として行われている場合であっても、

人的役務が伴わない場合や人的役務が付随的なものにすぎない場合（たとえ

ば、貸間業・船舶貸付業）は、そこから生ずる所得は事業所得ではなく不動

産所得であると解すべきであろう(45)。このような解釈は、所得税基本通達に

おいても示されており、同通達では、いわゆる裸用船契約に係る所得は不動

産所得、船員とともに利用させるいわゆる定期用船契約又は航海用船契約に

係る所得は事業所得（又は雑所得）とし、アパート、貸間等のように食事を

供さない場合の所得は不動産所得、下宿等のように食事を供する場合の所得

は事業所得（又は雑所得）と、有料駐車場、有料自転車置場等の所得につい

て、自己の責任において他人の物を保管する場合の所得は事業所得（又は雑

所得）、そうでない場合の所得は不動産所所得としている(46)。 
  そうすると、不動産所得を生ずべき業務の遂行により生ずべき収入が、不

動産所得に該当するか事業所得に該当するかは、人的役務の程度によるとい

うことができるが、資産所得合算課税制度が廃止された現在では、不動産所

得と事業所得との区別はあまり意味がないともいわれる(47)。また、現行所得

税法においては、①不動産所得、事業所得及び雑所得の金額は、いずれも総

収入金額から必要経費を控除して算出するという規定(48)、②不動産所得を生

                                                                                                                  
て収得する利益から、この成果を得るために要した費用を控除し、絶対的に帰属す

る余剰価値が対象である」と説明されている。 
(45) 金子・前掲注(8)219 頁。 
(46) 所得税基本通達 26－3、26－4、27－2。なお、観光地のバンガロー等の施設は、

通常の建物とは異なり、解体、移設等が容易であり、不動産というよりも動産に近

い性質をもつもので、また、これらの貸付けは通常は不特定多数の者に短期間貸し

付けられるものであることから、当該バンガロー等の貸付けによる所得は、不動産

所得には該当せず事業所得又は雑所得に該当する（所基通 27－3、森谷ほか・前掲注

(25)144 頁）。 
(47) 水野忠恒『租税法〔第 5 版〕』180 頁（有斐閣、2011）。また、注解所得税法研究会・

前掲注(13)391 頁では、資産所得合算課税制度が廃止された後の不動産所得について、

「法文技術上は『不動産所得』の分類を設けておく必要はなくなったともいえるが、

とくにその分類を事業所得等の他の所得に統合するまでもないとして、そのまま存

置された。」と説明されている。 
(48) 所得税法 26 条 2 項、同法 27 条 2 項、同法 35 条 2 項 2 号。 
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る。不動産所得は資産所得であり、事業所得は資産勤労結合所得(44)であるこ

                                                        
(42) 今村隆教授は、東京高裁平成 24 年 9 月 19 日判決について、「本判決は、所得税法

37 条 1 項の文言解釈を重視して、業務との直接関係性が不要であるとする見解に

立ったものであるが、このような所得税における必要経費を考えるに当たり、家事

費との区別や所得分類制度を採っていることとの関係で考えると、多数説（筆者注：

業務との直接関係性及び業務遂行上の必要性の 2 つを要件とする説）の考えも十分

採り得ると考える。……被控訴人国の上告受理申立てが、不受理となっている。そ

のため、最高裁が本件についてどのように考えたかは定かではなく、必要経費の要

件については、今後も議論されることとなろう。」と述べられる（今村「判批」税研

30 巻 4 号 74～76 頁（2014））。 
(43) 碓井光明「必要経費の意義と範囲」日税研論集 31 号『必要経費』30 頁（日本税務

研究センター、1995）。また、東京地裁平成 3 年 7 月 10 日判決（判時 1402 号 35 頁）

は、現に貸付けの用に供されていない土地に係る固定資産税の必要経費該当性につ

いて、「不動産貸付業を営む者がその主観としては、当該土地を貸付の用に供する意

図を持っているというだけでは足りず、当該土地が、その形状、種類、性質その他

の状況に照らして、近い将来において確実に貸付の用に供されるものと判定できる

ような客観的な状態にあることを必要とするものと解される。」とし、控訴審（東京

高判平 5・12・13 行裁例集 44 巻 11・12 号 1026 頁）においても支持された。 
(44) 金子・前掲注(8)203 頁、谷口・前掲注(9)258 頁など。なお、阿南・前掲注(12)584

頁では、事業所得は労働、資産の協合所得とされ、「事業所得の特長とするところは、

自己の責任と計算における資産（資本）と労働によって経済的成果を得、これによっ

 

275 
 

とからすると、不動産等の貸付が事業として行われている場合であっても、

人的役務が伴わない場合や人的役務が付随的なものにすぎない場合（たとえ

ば、貸間業・船舶貸付業）は、そこから生ずる所得は事業所得ではなく不動

産所得であると解すべきであろう(45)。このような解釈は、所得税基本通達に

おいても示されており、同通達では、いわゆる裸用船契約に係る所得は不動

産所得、船員とともに利用させるいわゆる定期用船契約又は航海用船契約に

係る所得は事業所得（又は雑所得）とし、アパート、貸間等のように食事を

供さない場合の所得は不動産所得、下宿等のように食事を供する場合の所得

は事業所得（又は雑所得）と、有料駐車場、有料自転車置場等の所得につい

て、自己の責任において他人の物を保管する場合の所得は事業所得（又は雑

所得）、そうでない場合の所得は不動産所所得としている(46)。 
  そうすると、不動産所得を生ずべき業務の遂行により生ずべき収入が、不

動産所得に該当するか事業所得に該当するかは、人的役務の程度によるとい

うことができるが、資産所得合算課税制度が廃止された現在では、不動産所

得と事業所得との区別はあまり意味がないともいわれる(47)。また、現行所得

税法においては、①不動産所得、事業所得及び雑所得の金額は、いずれも総

収入金額から必要経費を控除して算出するという規定(48)、②不動産所得を生

                                                                                                                  
て収得する利益から、この成果を得るために要した費用を控除し、絶対的に帰属す

る余剰価値が対象である」と説明されている。 
(45) 金子・前掲注(8)219 頁。 
(46) 所得税基本通達 26－3、26－4、27－2。なお、観光地のバンガロー等の施設は、

通常の建物とは異なり、解体、移設等が容易であり、不動産というよりも動産に近

い性質をもつもので、また、これらの貸付けは通常は不特定多数の者に短期間貸し

付けられるものであることから、当該バンガロー等の貸付けによる所得は、不動産

所得には該当せず事業所得又は雑所得に該当する（所基通 27－3、森谷ほか・前掲注

(25)144 頁）。 
(47) 水野忠恒『租税法〔第 5 版〕』180 頁（有斐閣、2011）。また、注解所得税法研究会・

前掲注(13)391 頁では、資産所得合算課税制度が廃止された後の不動産所得について、

「法文技術上は『不動産所得』の分類を設けておく必要はなくなったともいえるが、

とくにその分類を事業所得等の他の所得に統合するまでもないとして、そのまま存

置された。」と説明されている。 
(48) 所得税法 26 条 2 項、同法 27 条 2 項、同法 35 条 2 項 2 号。 
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ずべき事業に係る所得計算について、事業所得と同じ取扱いをする規定(49)、

③不動産所得を生ずべき（事業と称するに至らない）業務に係る所得計算に

ついて、雑所得と同じ取扱いをする規定(50)があり、それらの所得計算の類似

性からも不動産所得を廃止することを検討すべきとの指摘もある(51)。 
ところで、事業所得を生ずべき事業について、所得税法施行令 63 条では、

1 号ないし 11 号において、農業、林業及び狩猟業、漁業及び水産養殖業、鉱

業（土石採取業を含む。）、建設業、製造業、卸売業及び小売業（飲食店業及

び料理店業を含む。）、金融業及び保険業、不動産業、運輸通信業（倉庫業を

含む。）、医療保健業、著述業その他のサービス業を掲げ、12 号において、前

各号に掲げるもののほか、対価を得て継続的に行なう事業を掲げている。す

なわち、事業とは、不動産貸付業以外の対価を得て継続的に行う事業という

ことができる(52)。逆にいうと、不動産所得は、不動産等の貸付けに係る事業

（業務）活動によって生じた所得であるといえる(53)。 
  事業所得を生ずべき事業の遂行に当たっては、商品の売買代金や請負代金

のような本来の事業活動による収入のほかに、事業活動に付随して収入が発

生する場合がある。所得税基本通達 27－5 では、付随収入の例を挙げ、事業

所得の金額の計算上総収入金額に算入する旨定めている。これは、所得税法

が「事業所得とは、事業から生ずる所得をいう」旨定めているのは、事業が

総合的な活動であることに着目して、たとえ個々の所得発生の基因となった

事実をみれば事業所得以外の所得とされるものであっても、事業の遂行に付

随して生じた所得については、これを事業所得に含める趣旨であると考えら

                                                        
(49) 所得税法 51 条 1 項、同法 57 条など。 
(50) 所得税法 51 条 4 項など。 
(51) 税制調査会基礎問題小委員会・前掲注(16)5 頁。 
(52) 武田・前掲注(10)1575～1576 頁も、「同条第 1 号ないし第 11 号に掲記する事業も、

当然に対価性、継続性を有するものであってみれば、それらもまた『対価を得て継

続的に行なう事業』にほかならず、そうすると事業所得を生ずべき事業とは、『対価

を得て継続的に行なう事業』であるといえよう。」としている。 
(53) 酒井克彦教授も、「不動産所得とは不動産等の貸付けに係る事業活動や業務活動に

よって生じた所得類型であるとも考えられ、その性格は事業所得や雑所得と酷似し

ているとみることもできよう。」と述べられる（酒井・前掲注(6)117 頁）。 
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れる (54)。それゆえ、不動産業者が販売の目的で取得した不動産を一時的に貸

し付けた場合の当該貸付けによる所得は、不動産業から生ずる事業所得に該

当し、また、事業所得者が当該事業に従事している使用人に寄宿舎等を利用

させることによる受ける使用料に係る所得は、当該事業から生ずる事業所得

に該当するのである(55)。したがって、事業所得を生ずべき事業からは、不動

産の貸付業又は船舶若しくは航空機の貸付業が除かれているが、上記のとお

り、事業の遂行に付随して生じた不動産等の貸付けによる所得は、事業所得

となるため、所得税法 26 条 1 項の規定により、不動産所得から除かれるので

ある。 
 
４ 譲渡所得との関係 

（１）借地権設定等の対価 
   所得税法 33 条 1 項は、「譲渡所得とは、資産の譲渡による所得をいう」

旨規定している。「譲渡」とは、一般に所有権その他の権利の移転を広く含

む概念で、売買のほか、交換、代物弁済、物納、競売、公売、収用、法人

に対する現物出資等による資産の移転が含まれるものと解されている(56)。

同項の資産の譲渡は、「建物又は構築物の所有を目的とする地上権又は賃借

権の設定その他契約により他人に土地を長期間使用させる行為で政令で定

めるものを含む」とされており、借地権の設定の対価として、支払を受け

る権利金の額がその土地の価額の 2 分の 1 を超えるなどの場合には、その

行為による所得は譲渡所得となる（所法 33①、所令 79）。したがって、通

常、借地権設定の対価は不動産等の貸付けによる所得となるが、当該規定

により資産の譲渡とみなされる行為による所得については、同法 26 条 1
                                                        
(54) 国税不服審判所平成 14 年 1 月 23 日裁決（裁決事例集 63 集 153 頁）、森谷ほか・

前掲注(25)146 頁。 
(55) 所得税基本通達 26－7、26－8。また、広告等のため、土地、家屋の屋上又は側面、

塀等を使用させる場合の所得は不動産所得に該当するが、浴場業、飲食業等におけ

る店舗内の広告の掲示による収入は、事業の付随収入として事業所得となる（所基

通 26－5、27－5(4)）。 
(56) 金子・前掲注(8)頁 238 頁、武田・前掲注(10)2521 頁。 
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ずべき事業に係る所得計算について、事業所得と同じ取扱いをする規定(49)、

③不動産所得を生ずべき（事業と称するに至らない）業務に係る所得計算に

ついて、雑所得と同じ取扱いをする規定(50)があり、それらの所得計算の類似

性からも不動産所得を廃止することを検討すべきとの指摘もある(51)。 
ところで、事業所得を生ずべき事業について、所得税法施行令 63 条では、

1 号ないし 11 号において、農業、林業及び狩猟業、漁業及び水産養殖業、鉱

業（土石採取業を含む。）、建設業、製造業、卸売業及び小売業（飲食店業及

び料理店業を含む。）、金融業及び保険業、不動産業、運輸通信業（倉庫業を

含む。）、医療保健業、著述業その他のサービス業を掲げ、12 号において、前

各号に掲げるもののほか、対価を得て継続的に行なう事業を掲げている。す

なわち、事業とは、不動産貸付業以外の対価を得て継続的に行う事業という

ことができる(52)。逆にいうと、不動産所得は、不動産等の貸付けに係る事業

（業務）活動によって生じた所得であるといえる(53)。 
  事業所得を生ずべき事業の遂行に当たっては、商品の売買代金や請負代金

のような本来の事業活動による収入のほかに、事業活動に付随して収入が発

生する場合がある。所得税基本通達 27－5 では、付随収入の例を挙げ、事業

所得の金額の計算上総収入金額に算入する旨定めている。これは、所得税法

が「事業所得とは、事業から生ずる所得をいう」旨定めているのは、事業が

総合的な活動であることに着目して、たとえ個々の所得発生の基因となった

事実をみれば事業所得以外の所得とされるものであっても、事業の遂行に付

随して生じた所得については、これを事業所得に含める趣旨であると考えら

                                                        
(49) 所得税法 51 条 1 項、同法 57 条など。 
(50) 所得税法 51 条 4 項など。 
(51) 税制調査会基礎問題小委員会・前掲注(16)5 頁。 
(52) 武田・前掲注(10)1575～1576 頁も、「同条第 1 号ないし第 11 号に掲記する事業も、

当然に対価性、継続性を有するものであってみれば、それらもまた『対価を得て継

続的に行なう事業』にほかならず、そうすると事業所得を生ずべき事業とは、『対価

を得て継続的に行なう事業』であるといえよう。」としている。 
(53) 酒井克彦教授も、「不動産所得とは不動産等の貸付けに係る事業活動や業務活動に

よって生じた所得類型であるとも考えられ、その性格は事業所得や雑所得と酷似し

ているとみることもできよう。」と述べられる（酒井・前掲注(6)117 頁）。 
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れる (54)。それゆえ、不動産業者が販売の目的で取得した不動産を一時的に貸

し付けた場合の当該貸付けによる所得は、不動産業から生ずる事業所得に該

当し、また、事業所得者が当該事業に従事している使用人に寄宿舎等を利用

させることによる受ける使用料に係る所得は、当該事業から生ずる事業所得

に該当するのである(55)。したがって、事業所得を生ずべき事業からは、不動

産の貸付業又は船舶若しくは航空機の貸付業が除かれているが、上記のとお

り、事業の遂行に付随して生じた不動産等の貸付けによる所得は、事業所得

となるため、所得税法 26 条 1 項の規定により、不動産所得から除かれるので

ある。 
 
４ 譲渡所得との関係 

（１）借地権設定等の対価 
   所得税法 33 条 1 項は、「譲渡所得とは、資産の譲渡による所得をいう」

旨規定している。「譲渡」とは、一般に所有権その他の権利の移転を広く含

む概念で、売買のほか、交換、代物弁済、物納、競売、公売、収用、法人

に対する現物出資等による資産の移転が含まれるものと解されている(56)。

同項の資産の譲渡は、「建物又は構築物の所有を目的とする地上権又は賃借

権の設定その他契約により他人に土地を長期間使用させる行為で政令で定

めるものを含む」とされており、借地権の設定の対価として、支払を受け

る権利金の額がその土地の価額の 2 分の 1 を超えるなどの場合には、その

行為による所得は譲渡所得となる（所法 33①、所令 79）。したがって、通

常、借地権設定の対価は不動産等の貸付けによる所得となるが、当該規定

により資産の譲渡とみなされる行為による所得については、同法 26 条 1
                                                        
(54) 国税不服審判所平成 14 年 1 月 23 日裁決（裁決事例集 63 集 153 頁）、森谷ほか・

前掲注(25)146 頁。 
(55) 所得税基本通達 26－7、26－8。また、広告等のため、土地、家屋の屋上又は側面、

塀等を使用させる場合の所得は不動産所得に該当するが、浴場業、飲食業等におけ

る店舗内の広告の掲示による収入は、事業の付随収入として事業所得となる（所基

通 26－5、27－5(4)）。 
(56) 金子・前掲注(8)頁 238 頁、武田・前掲注(10)2521 頁。 
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項の規定により、不動産所得から除かれることになる(57)。 
この資産の譲渡とみなされる行為による所得の規定は、昭和 34 年改正に

より創設されたが、その理由としては、①この種の権利金の性質は単に地

代の前払いというにとどまらず、いわばその土地の独占的利用権ないし場

所的利益の譲渡の対価としての意味をもっている場合が少なくなく、借地

権が設定されると、地主は単に「底地」を利用に供する対価として僅かの

地代収受権を有するにとどまる場合が多いこと、②一旦設定された借地権

を他に譲渡した場合の対価は譲渡所得としてその２分の１が課税されるの

に対し、借地権の設定に伴い一時に取得する権利金は、不動産所得として

その全額が課税されるのは税制として均衡を欠いていることなどといった

批判が寄せられていたことが挙げられる(58)。 
   不動産所得が、不動産等の貸付けによる（所有権その他の権利の移転を

伴わない）所得であるのに対し、譲渡所得は、資産の譲渡による（所有権

その他の権利の移転を伴う）所得であることからすると、その区別は比較

的容易であり、上記のような譲渡とみなされる行為による所得を除いては、

                                                        
(57) 借地権、地役権等の存続期間の更新の対価として支払を受けるいわゆる更新料に係

る所得及び借地権者等の変更に伴い支払を受けるいわゆる名義書換料に係る所得は、

その実質が契約の更改に係るものであり、かつ、所得税法施行令 79 条の規定の適用

があるものを除き、不動産所得に該当する（所基通 26－6）。なお、同条 1 項の規定

により資産の譲渡とみなされる行為が、営利を目的として継続的に行われる場合の

所得は、譲渡所得から除かれ、事業所得又は雑所得となる（所法 33②一、所令 94
②）。 

(58) 注解所得税法研究会・前掲注(13)391 頁。また、昭和 34 年の改正前に支払われた

借地権設定のための権利金の所得区分が争われた東京地裁昭和 39 年 5 月 28 日判決

（民集 24 巻 11 号 1628 頁）では、被告国の準備書面において、「借地権設定におけ

る取引実情の変遷は多額の権利金を収受することにより、借地権の設定により土地

所有権が虚有化する傾向が一層強くなり、そのためかような高額の権利金の収受に

よる所得を旧法第 9 条第 3 号に基き、不動産の貸付による所得として課税すること

は公平の観念からも疑問がもたれ、且又負担の過重のため当事者がその所得を極力

秘匿することにより実態の把握も困難となったので、これを解決するため、法第 9
条第 1 項第 8 号を改正したうえ、同法施行規則第 7 条の 10 を新設して、これを譲渡

所得に含め、もって租税負担の軽減を図ると共に、他方所得額算定の方法を明かに

するため同法施行規則第 11 条の 2 の規定を設けたのである。」と説明されている。 
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不動産等の所有権等の権利移転の有無により判断することが可能である(59)。

したがって、関連収入であったとしても、それが所有権等の権利移転の対

価に該当する場合には、その所得は譲渡所得であり、不動産所得から除か

れることになる。 
（２）少額減価償却資産等の譲渡 

   所得税法 33 条 2 項は、たな卸資産のほか、これに準ずる資産の譲渡に

よる所得は譲渡所得に含まれないものとしている。当該これに準ずる資産

とは、不動産所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務に係るたな卸資産

に準ずる資産のほか、少額重要資産(60)以外の少額減価償却資産及び一括償

却資産とされている（所令 81）。少額減価償却資産の譲渡による所得が譲

渡所得とされない理由は、「少額減価償却資産について、重要性の原則から

みて期間損益の計算上、費用配分のための減価償却の方法をとるまでもな

く、当該資産を業務の用に供した時点で一時に費用化することが認められ

ている（所令 138）ことと関連し、当該資産がその後譲渡され、譲渡収入

が得られた場合には、すでになされた必要経費算入を修正し、その収入金

額を事業所得等の収入金額に算入するのが適当であるとする考え方に立っ

ている。つまり当該資産の取得価額の全額がすでに必要経費に算入されて

いるのに、その譲渡収入について譲渡所得として 2 分の 1 課税等の措置を

適用するのは適当でないとする考え方に基づくものである。」とされており

(61)、一括償却資産やたな卸資産に準ずる資産も同じ考え方によるものであ

ろう。不動産所得を生ずべき業務に係るこれらの資産の譲渡による所得は、

「貸付けに原因がある所得」とはいえないため、雑所得に当たるとする意

見もあるが(62)、必要経費算入の修正という考え方に基づくのであれば、不

                                                        
(59) 譲渡所得に対する課税について、判例は、「資産の値上りによりその資産の所有者

に帰属する増加益を所得として、その資産が所有者の支配を離れて他に移転するの

を機会に、これを清算して課税する趣旨のものと解すべき」としている（最一小判

昭 43・10・31 訟月 14 巻 12 号 1442 頁）。 
(60) 業務の性質上基本的に重要なもの。所基通 33－1 の 2 参照。 
(61) 武田・前掲注(10)2563 頁～2564 頁、注解所得税法研究会・前掲注(13)440 頁。 
(62) 大島隆夫氏は、「33 条 2 項、令 81 条 1 号は不動産所得についてもたな卸資産に準
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項の規定により、不動産所得から除かれることになる(57)。 
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を他に譲渡した場合の対価は譲渡所得としてその２分の１が課税されるの
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(57) 借地権、地役権等の存続期間の更新の対価として支払を受けるいわゆる更新料に係
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条第 1 項第 8 号を改正したうえ、同法施行規則第 7 条の 10 を新設して、これを譲渡
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不動産等の所有権等の権利移転の有無により判断することが可能である(59)。
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「貸付けに原因がある所得」とはいえないため、雑所得に当たるとする意

見もあるが(62)、必要経費算入の修正という考え方に基づくのであれば、不

                                                        
(59) 譲渡所得に対する課税について、判例は、「資産の値上りによりその資産の所有者

に帰属する増加益を所得として、その資産が所有者の支配を離れて他に移転するの
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動産所得とすべきであろう(63)。 
（３）リース取引を行った場合 
   所得税法 67 条の 2 第 1 項は、リース取引を行った場合には、賃貸人か

ら賃借人へそのリース取引の目的となる資産の売買（譲渡）があったもの

として、各種所得の金額を計算する旨規定している(64)。したがって、この

場合、受取リース料の総額が賃貸人の譲渡所得に係る収入金額となる。こ

こでいうリース取引とは、資産の賃貸借で、①当該賃貸借に係る契約が、

賃貸借期間の中途においてその解除をすることができないものであること

又はこれに準ずるものであること(65)、②当該賃貸借に係る賃借人が当該賃

貸借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することが

でき、かつ、当該資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこ

ととされているものであること(66)の要件に該当するものとされている（所

                                                                                                                  
ずるものを予定しており、その販売収入も譲渡所得から除かれるわけです。では譲

渡所得から除かれて何所得になるかといえば、不動産所得の付随収入とも考えられ

ますが、不動産所得の定義を厳密にとるとこれは不動産の貸付による所得とはいい

がたい、不動産所得は資産合算規定が働くので拡張解釈は慎しむべきで、雑所得と

見た方が安全でしょうか。」と述べられる（大島ほか・前掲注(16)84 頁）。 
(63) 昭和 40 年改正当時の解説では、「譲渡所得の課税は、特別控除額の控除や 2 分の 1

の課税の特例を認め、他の所得よりは負担が軽減されることになっているのであり

ますが、資産の譲渡による所得のうちには、その所得の性質上このような課税の特

例を認める必要のないものもあり、これを譲渡所得の範ちゅうに含めて課税すると

きは、かえって負担の均衡を失するようにも見受けられます。そこで、今回の改正

において、次に掲げる資産の譲渡による所得は、譲渡所得の範ちゅうから除外し、

不動産所得、事業所得、山林所得または雑所得として課税することとなりました（法

第 33 条および施行令第 81 条）。(ｲ) 不動産所得、山林所得または雑所得を生ずべき

業務に係るたな卸資産に準ずる資産 (ﾛ)減価償却資産で、使用可能期間が 1 年未満

であるものまたは取得価額が 3 万円（農業または林業の用に供される減価償却資産

については、1 万 5 千円）未満であって減価償却の必要のないもの」（国税庁・前掲

注(18)27 頁）と説明されている。このことからも、不動産所得を生ずべき業務に係

るこれらの資産の譲渡については、不動産所得とすべきとされていたことが分かる。 
(64) 平成 19 年度税制改正において、それまで政令で定められていた根拠規定が法律事

項とされるとともに、いわゆる所有権移転外ファイナンス・リース取引についても

一定の要件の下で売買があったものとされるリース取引の範囲に追加された。 
(65) 解除をすることができないものに準ずるものの意義については、所基通 67 の 2－1

参照。 
(66) 資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこととされているかどうか
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法 67 の 2③）。ただし、土地の賃貸借のうち、①所得税法施行令 79 条の規

定の適用のあるもの(67)、②賃貸借期間の終了時又は賃貸借期間の中途にお

いて、無償又は事実上無償と変わらないような対価で賃借人に譲渡するこ

とになっていないようなもの、あるいは、賃貸借期間の終了時又は賃貸借

期間の中途において、無償又は事実上無償と変わらないような対価で買い

取る権利が賃借人に与えられていないようなもの(68)は、上記のリース取引

から除外されている（所法 67 の 2③、所令 197 の 2①）。 
   また、所得税法 67 条の 2 第 2 項では、譲受人から譲渡人に対する賃貸

（リース取引に該当するものに限る。）を条件に資産の売買を行った場合に

おいて、当該資産の種類、売買及び賃貸に至るまでの事情その他の状況に

照らし、これら一連の取引が実質的に金銭の貸借であると認められるとき

は、当該資産の売買はなかったものとし、かつ譲受人から譲渡人に対する

金銭の貸付けがあったものとして、各種所得の金額を計算する旨規定して

いる(69)。この場合、資産を購入した譲受人（賃貸人）にとって、購入代金

は譲渡人（賃借人）に対する貸付金であり、受取リース料は貸付金元本の

返済と受取利息となるため（所基通 67 の 2－6）、当該受取利息は、譲受人

（賃貸人）の事業所得又は雑所得となろう。 
したがって、不動産等の貸付けが賃貸借契約によるものであっても、そ

れが税法上のリース取引に該当する場合には、賃貸人が得る賃料収入は、

不動産所得ではなく、譲渡所得や事業所得等となることから、所得分類に

当たっては、契約内容などを良く検討する必要がある。 
 

                                                                                                                  
の判定については、所令 197 の 2②、所基通 67 の 2－2 参照。 

(67) 同条の規定に該当すれば、資産の譲渡があったものとされるため、ここでは除外さ

れている。 
(68) これらに準ずる土地の賃貸借については、所基通 67 の 2－3 参照。 
(69) 実質的に金銭の貸借であると認められるときに該当するかどうかについては、所基

通 67 の 2－4 参照。 
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法 67 の 2③）。ただし、土地の賃貸借のうち、①所得税法施行令 79 条の規
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の判定については、所令 197 の 2②、所基通 67 の 2－2 参照。 

(67) 同条の規定に該当すれば、資産の譲渡があったものとされるため、ここでは除外さ

れている。 
(68) これらに準ずる土地の賃貸借については、所基通 67 の 2－3 参照。 
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５ 一時所得との関係 

  所得税法 34 条 1 項が、「一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、

事業所得、給与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の
、、、

所得のうち、

営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他

の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいう」（傍点筆者）

旨規定しているとおり、不動産所得に該当すれば、一時所得には該当しない。

したがって、不動産所得該当性を判断すれば（「不動産等の貸付けによる所得」

の範囲が明確になれば）、一時所得との区別はおのずと明らかになる。なお、

同項の「営利を」以降は雑所得との区別をするための要件となる(70)。 
  一時所得は、一時的・偶発的な所得であるところに特色があるが、一時の

所得であっても、賃借権設定の際に賃貸人に支払われる権利金は、通常、賃

貸人が賃借人に対して一定の期間不動産を使用収益させる対価の一部として

支払を受けるものであるから、不動産所得に該当し、一時所得とはならない

(71)。 
なお、一時所得は、昭和 22 年の改正所得税法（法律 142 号）により、そ

れまで非課税とされていた「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以

外の一時の所得」がそのまま課税所得に取り込まれたものである。現行所得

税法においても、譲渡所得とともに所得金額の 2 分の 1 に相当する金額で課

税されることから（所法 22②）、関連収入については、不動産所得に該当す

るか一時所得に該当するかが争われるケースが多い。 
 

６ 小括 

  このように見ると、不動産所得は、昭和 15 年の分類所得税制の下で初め

                                                        
(70) 注解所得税法研究会・前掲注(13)828 頁では、「一時所得は、それ自体積極的な内

容をもった所得分類ではなく、他の所得類型に該当しない所得をいわば補充的に分

類するカテゴリーであるということができる。さらに、そのような補充的所得分類

として、現行法は『一時所得』と『雑所得』に区分し、そのうち『一時の所得』を

『一時所得』に分類する構成を採っている。」と説明されている。 
(71) 最二小判昭 45・10・23 民集 24 巻 11 号 1617 頁。ただし、資産の譲渡とみなされ

る場合は譲渡所得となる（本節 4 参照）。 
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て定義され、その後、昭和 22 年に一旦廃止されたものの、資産所得合算課税

制度の対象となる資産所得の範囲を確定するために、昭和 25 年に再度定義さ

れた。途中、若干の改正があるものの、現行所得税法に至るまで概ね同様の

規定振りであったといえる。 
  不動産所得の創設当時の規定が、「貸付ニ因

、
ル
、
所得」（傍点筆者）とされて

いたことから「貸付に起因する所得」あるいは「貸付に原因がある所得」と

言い換えることができる。更に、不動産所得の金額の計算において「総収入

金額」という語が使用されていることからすると、当初から、貸付けの対価

のみでなく、様々な関連収入が生ずることが予定されていたと考えられる(72)。

そして、分類所得税の下で不動産所得が他の所得分類よりも高い税率で課税

されていたのは、資産所得が不労所得とされ、最も担税力が強いと考えられ

ていたこと、資産所得合算課税制度の対象となる資産所得の範囲を確定する

ために、再度、不動産所得分類が設けられたことからすると、不動産所得と

は、使用収益の対価たる地代、家賃等に限定されるものではなく、他の所得

に分類される場合や明文の規定により不動産所得から除かれている場合を除

き、不動産等を使用収益させることを原因として発生する利益であれば不動

産所得に該当すると考えるのが所得税法26条1項の文理解釈として相当であ

ろう。 
  以上のことを整理すると、不動産所得とは、「不動産等を使用収益させるこ

とを原因として発生する経済的利益で、人的役務の提供が主たる目的である

ものや譲渡所得とされるもの以外の所得」と解することができる。したがっ

                                                        
(72) 最高裁昭和 45 年 10 月 23 日第二小法廷判決（民集 24 巻 11 号 1617 頁）が「第二

次大戦以前においては、土地賃貸借にあたって権利金が授受される例は少なく、ま

た、その額も比較的低額で、これを地代の一部と解しても不合理ではないようなも

のであったし、土地賃借権の売買もそれほど広く行なわれてはいなかった、そして、

昭和 25 年法律第 71 号による旧所得税法の改正によって、再度、不動産所得という

所得類型が定められた当時も、立法上特別の考慮を促すほどには権利金授受の慣行

は一般化していなかった……してみると、前記昭和25年の旧所得税法改正当時には、

近時における高額の権利金のようなものは不動産所得の対象としては予想されてい

なかったものである」と説示したように、当時想定もされていなかった高額な権利

金については、その後の税制改正により、譲渡所得とされ不動産所得から除かれた。 

282

112



 

282 
 

５ 一時所得との関係 

  所得税法 34 条 1 項が、「一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、

事業所得、給与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の
、、、

所得のうち、

営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他

の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいう」（傍点筆者）

旨規定しているとおり、不動産所得に該当すれば、一時所得には該当しない。

したがって、不動産所得該当性を判断すれば（「不動産等の貸付けによる所得」

の範囲が明確になれば）、一時所得との区別はおのずと明らかになる。なお、

同項の「営利を」以降は雑所得との区別をするための要件となる(70)。 
  一時所得は、一時的・偶発的な所得であるところに特色があるが、一時の

所得であっても、賃借権設定の際に賃貸人に支払われる権利金は、通常、賃

貸人が賃借人に対して一定の期間不動産を使用収益させる対価の一部として

支払を受けるものであるから、不動産所得に該当し、一時所得とはならない

(71)。 
なお、一時所得は、昭和 22 年の改正所得税法（法律 142 号）により、そ

れまで非課税とされていた「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以

外の一時の所得」がそのまま課税所得に取り込まれたものである。現行所得

税法においても、譲渡所得とともに所得金額の 2 分の 1 に相当する金額で課

税されることから（所法 22②）、関連収入については、不動産所得に該当す

るか一時所得に該当するかが争われるケースが多い。 
 

６ 小括 

  このように見ると、不動産所得は、昭和 15 年の分類所得税制の下で初め

                                                        
(70) 注解所得税法研究会・前掲注(13)828 頁では、「一時所得は、それ自体積極的な内

容をもった所得分類ではなく、他の所得類型に該当しない所得をいわば補充的に分

類するカテゴリーであるということができる。さらに、そのような補充的所得分類

として、現行法は『一時所得』と『雑所得』に区分し、そのうち『一時の所得』を

『一時所得』に分類する構成を採っている。」と説明されている。 
(71) 最二小判昭 45・10・23 民集 24 巻 11 号 1617 頁。ただし、資産の譲渡とみなされ

る場合は譲渡所得となる（本節 4 参照）。 

 

283 
 

て定義され、その後、昭和 22 年に一旦廃止されたものの、資産所得合算課税

制度の対象となる資産所得の範囲を確定するために、昭和 25 年に再度定義さ

れた。途中、若干の改正があるものの、現行所得税法に至るまで概ね同様の

規定振りであったといえる。 
  不動産所得の創設当時の規定が、「貸付ニ因

、
ル
、
所得」（傍点筆者）とされて

いたことから「貸付に起因する所得」あるいは「貸付に原因がある所得」と

言い換えることができる。更に、不動産所得の金額の計算において「総収入

金額」という語が使用されていることからすると、当初から、貸付けの対価

のみでなく、様々な関連収入が生ずることが予定されていたと考えられる(72)。

そして、分類所得税の下で不動産所得が他の所得分類よりも高い税率で課税

されていたのは、資産所得が不労所得とされ、最も担税力が強いと考えられ

ていたこと、資産所得合算課税制度の対象となる資産所得の範囲を確定する

ために、再度、不動産所得分類が設けられたことからすると、不動産所得と

は、使用収益の対価たる地代、家賃等に限定されるものではなく、他の所得

に分類される場合や明文の規定により不動産所得から除かれている場合を除

き、不動産等を使用収益させることを原因として発生する利益であれば不動

産所得に該当すると考えるのが所得税法26条1項の文理解釈として相当であ

ろう。 
  以上のことを整理すると、不動産所得とは、「不動産等を使用収益させるこ

とを原因として発生する経済的利益で、人的役務の提供が主たる目的である

ものや譲渡所得とされるもの以外の所得」と解することができる。したがっ

                                                        
(72) 最高裁昭和 45 年 10 月 23 日第二小法廷判決（民集 24 巻 11 号 1617 頁）が「第二

次大戦以前においては、土地賃貸借にあたって権利金が授受される例は少なく、ま

た、その額も比較的低額で、これを地代の一部と解しても不合理ではないようなも

のであったし、土地賃借権の売買もそれほど広く行なわれてはいなかった、そして、

昭和 25 年法律第 71 号による旧所得税法の改正によって、再度、不動産所得という

所得類型が定められた当時も、立法上特別の考慮を促すほどには権利金授受の慣行

は一般化していなかった……してみると、前記昭和25年の旧所得税法改正当時には、

近時における高額の権利金のようなものは不動産所得の対象としては予想されてい

なかったものである」と説示したように、当時想定もされていなかった高額な権利

金については、その後の税制改正により、譲渡所得とされ不動産所得から除かれた。 

283

113



 

284 
 

て、不動産所得の範囲はある程度広いものと考えられる。 
  不動産所得の範囲をひとまずこのように整理した上で、次節では、関連収

入の不動産所得該当性について争われた裁判・裁決例を見ていくこととする

が、その前に過去の裁判例等について少し触れておきたい。 
  昭和 34 年の改正以前に取得した借地権設定の対価（いわゆる権利金）に

ついての不動産所得該当性が争われた、最高裁昭和 45 年 10 月 23 日第二小

法廷判決（民集 24 巻 11 号 1617 頁）では、「明らかに営業権譲渡の対価であ

るようなものは格別、通常、それは賃貸人が賃借人に対して一定の期間不動

産を使用収益させる対価の一部として支払いを受ける一時の所得であるから、

前記法条（筆者注：昭和 34 年法律第 79 号による改正前の所得税法 9 条）を

その文言に従って法律的、形式的に解釈するかぎり、通常、賃借権設定の際

に賃貸人に支払われる権利金は、不動産所得に当たるものと解するほかはな

い。」とされた(73)。 
上記以外では、裁判上の和解により借地権の一部返還を受けた土地所有者

の経済的利益が不動産所得とされた東京地裁昭和 61 年 3 月 18 日判決（判時

1193 号 105 頁）、賃借人から受けた保証金返還債務免除益が賃貸人の不動産

所得とされた国税不服審判所昭和 59 年 1 月 24 日裁決（裁決事例集 27 集 63
頁）などがある。 
平成に入ってからは、親族等に対する貸付けによる所得について、それが

使用貸借に当たる場合には、不動産所得には該当しないとされた事例もある

が(74)、不動産所得の範囲という身近な問題にも関わらず、裁判まで至るケー

                                                        
(73) 昭和 34 年の改正所得税法（法律 79 号）において、更地価格の 5 割を超える等の

権利金については、不動産所得ではなく譲渡所得とされた（本節 4 参照）。なお、第

一審東京地裁昭和 39 年 5 月 28 日判決（民集 24 巻 11 号 1628 頁）は、本件におい

て権利金の授受があった昭和 33 年当時は、そのような規定はなかったものの、経済

的実質的観点において譲渡の対価としての性質をもつとして譲渡所得に当たるもの

と類推解釈するのが相当であるとし、控訴審東京高裁昭和 41 年 3 月 15 日判決（民

集 24 巻 11 号 1638 頁）もこれを支持していた。 
(74) 国税不服審判所平成 14 年 1 月 17 日裁決（裁決事例集 63 集 141 頁）、東京地裁平

成 17 年 7 月 8 日判決（税資 255 号順号 10073）など。 
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スは少なかったように思われる。また、収益の補償に当たるか否かなどの事

実認定の問題が多かったため、不動産所得の意義を示した裁判例はほとんど

ない。そのため、単に不動産貸付業務に関連して得た利益であるという理由

で不動産所得と判断している裁決もある(75)。 
このように、不動産所得の意義について十分な議論がされてこなかったこ

とに加え、近年、不動産所得を利用した節税スキームが考え出されるなど、

不動産等の貸付けの態様が多様化、複雑化するにつれ、関連収入も増加し、

それに伴って、その不動産所得該当性についての争訟も増加している (76)。そ

のため、判決においても不動産所得の意義について示されることが多くなっ

た。名古屋高裁平成 17 年 9 月 8 日判決（次節 1 参照）は、不動産所得を「貸

主が借主に対して一定の期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての

性質を有する経済的利益、若しくはこれに代わる性質を有するもの」と示し、

その後の裁判においても、これと同様の解釈が示されている。 
 

第２節 関連収入についての裁判・裁決例(77) 

 
１ 土地賃借人から無償で提供された建物利益 (78) 

（１）事例の概要 
不動産賃貸業を営む X は、昭和 52 年ころ、A 社との間で、本件土地を、

仮設モーターショップ及びモータープールの用地として一時使用目的で賃

貸する旨の契約を締結した。A 社は、同土地上に店舗として本件建物を建

                                                        
(75) 国税不服審判所平成 21 年 12 月 16 日裁決（裁決事例集 78 集 131 頁）。 
(76) いわゆる航空機リース事件（名古屋高裁平成 17 年 10 月 27 日判決（税資 255 号順

号 10180）など）、船舶リース事件（名古屋高裁平成 19 年 3 月 8 日判決（税資 257
号順号 10647）など）や本稿で取り上げる事例など。 

(77) 本稿において取り上げる裁判・裁決例では、検討に支障のない程度で簡略化して事

例の概要を記載している。 
(78) 名古屋高裁平成 17 年 9 月 8 日判決（税資 255 号順号 10120）。同判決は第一審名

古屋地裁平成 17 年 3 月 3 日判決（判タ 1238 号 204 頁）を支持し、上告審最高裁平

成 18 年 10 月 3 日第三小法廷決定（税資 256 号順号 10522）は上告受理申立てを不

受理とした。 
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い。」とされた(73)。 
上記以外では、裁判上の和解により借地権の一部返還を受けた土地所有者

の経済的利益が不動産所得とされた東京地裁昭和 61 年 3 月 18 日判決（判時

1193 号 105 頁）、賃借人から受けた保証金返還債務免除益が賃貸人の不動産

所得とされた国税不服審判所昭和 59 年 1 月 24 日裁決（裁決事例集 27 集 63
頁）などがある。 
平成に入ってからは、親族等に対する貸付けによる所得について、それが

使用貸借に当たる場合には、不動産所得には該当しないとされた事例もある

が(74)、不動産所得の範囲という身近な問題にも関わらず、裁判まで至るケー

                                                        
(73) 昭和 34 年の改正所得税法（法律 79 号）において、更地価格の 5 割を超える等の

権利金については、不動産所得ではなく譲渡所得とされた（本節 4 参照）。なお、第

一審東京地裁昭和 39 年 5 月 28 日判決（民集 24 巻 11 号 1628 頁）は、本件におい

て権利金の授受があった昭和 33 年当時は、そのような規定はなかったものの、経済

的実質的観点において譲渡の対価としての性質をもつとして譲渡所得に当たるもの

と類推解釈するのが相当であるとし、控訴審東京高裁昭和 41 年 3 月 15 日判決（民

集 24 巻 11 号 1638 頁）もこれを支持していた。 
(74) 国税不服審判所平成 14 年 1 月 17 日裁決（裁決事例集 63 集 141 頁）、東京地裁平

成 17 年 7 月 8 日判決（税資 255 号順号 10073）など。 
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スは少なかったように思われる。また、収益の補償に当たるか否かなどの事

実認定の問題が多かったため、不動産所得の意義を示した裁判例はほとんど

ない。そのため、単に不動産貸付業務に関連して得た利益であるという理由

で不動産所得と判断している裁決もある(75)。 
このように、不動産所得の意義について十分な議論がされてこなかったこ

とに加え、近年、不動産所得を利用した節税スキームが考え出されるなど、

不動産等の貸付けの態様が多様化、複雑化するにつれ、関連収入も増加し、

それに伴って、その不動産所得該当性についての争訟も増加している (76)。そ

のため、判決においても不動産所得の意義について示されることが多くなっ

た。名古屋高裁平成 17 年 9 月 8 日判決（次節 1 参照）は、不動産所得を「貸

主が借主に対して一定の期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての

性質を有する経済的利益、若しくはこれに代わる性質を有するもの」と示し、

その後の裁判においても、これと同様の解釈が示されている。 
 

第２節 関連収入についての裁判・裁決例(77) 

 
１ 土地賃借人から無償で提供された建物利益 (78) 

（１）事例の概要 
不動産賃貸業を営む X は、昭和 52 年ころ、A 社との間で、本件土地を、

仮設モーターショップ及びモータープールの用地として一時使用目的で賃

貸する旨の契約を締結した。A 社は、同土地上に店舗として本件建物を建

                                                        
(75) 国税不服審判所平成 21 年 12 月 16 日裁決（裁決事例集 78 集 131 頁）。 
(76) いわゆる航空機リース事件（名古屋高裁平成 17 年 10 月 27 日判決（税資 255 号順

号 10180）など）、船舶リース事件（名古屋高裁平成 19 年 3 月 8 日判決（税資 257
号順号 10647）など）や本稿で取り上げる事例など。 

(77) 本稿において取り上げる裁判・裁決例では、検討に支障のない程度で簡略化して事

例の概要を記載している。 
(78) 名古屋高裁平成 17 年 9 月 8 日判決（税資 255 号順号 10120）。同判決は第一審名

古屋地裁平成 17 年 3 月 3 日判決（判タ 1238 号 204 頁）を支持し、上告審最高裁平

成 18 年 10 月 3 日第三小法廷決定（税資 256 号順号 10522）は上告受理申立てを不

受理とした。 
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てて営業を開始した。 

その後、X と A 社は、上記契約を更新し、平成 12 年 4 月 30 日、本件

賃貸契約を締結（更新）した。なお、本件賃貸契約締結に際して作成され

た「借地一時使用契約書」には、賃貸借期間満了の場合、A 社は、遅滞な

く地上物件を収去し、本件土地を X に返還しなければならない旨が記載さ

れており、中途解約条項はなかった。 

しかし、A 社は、業績が低下したことなどから、この店舗を閉鎖して業

務を縮小すべく、X に対して本件賃貸契約の中途解約について協議を申し

入れ、同年 9 月 5 日付けでこれに関する A 社側の基本方針を内容とする本

件申入文書を作成し、X に交付した。本件申入文書は、A 社が、①本件建

物における営業を平成 12 年 9 月末日をもって休止し、同年 10 月中旬には

閉店する予定であること、②平成 13 年 2 月分までは現行の賃料を支払う

が、その間に新賃借人が現れたときは、本件建物を新賃借人に譲渡したい

と思っていること、③平成 13 年 1 月末日までに新賃借人が現れないとき

は、X の指示に従い本件土地を明け渡すつもりであることを内容としてい

る。 

その後、B 社が本件土地を本件建物付きで借り受けたいと申し入れてき

たため、X 及び A 社は、平成 12 年 11 月 14 日、①本件賃貸契約を同月

15 日限り解約すること、②X は、支払済みの同月分の賃料 62 万円のうち

解約日以降の賃料に相当する 31 万円及び保証金 1000 万円を A 社に返還

すること、③A 社は、本件建物を X に無償譲渡することなどを内容とする

中途解約の合意をした。 
争点は、合意解約される際に、A 社から X に無償で提供された当該土地

上の建物の利益（以下「本件建物利益」という。）が、X の不動産所得に当

たるか一時所得に当たるかである。 

（２）裁判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 
   「所得税法上、不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利、
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船舶又は航空機の貸付けによる所得であって、事業所得又は譲渡所得に

該当するものを除いたものをいう（26 条）ところ、ここでいう不動産等

の貸付けとは、これによって貸主に一定の経済的利益をもたらすもので

あるから、有償双務契約である賃貸借契約（民法 601 条）がその中心と

なる（もっとも、これと同類の経済的目的を達する地上権や永小作権の

設定も含まれる。）。 
ところで、『貸付けによる』とは、『貸付けに基づいて』あるいは『貸

付けを原因として』を意味すると解されるところ、賃貸借契約は、当事

者の一方が相手方にある物の使用及び収益をなさしめることを約し、相

手方がこれにその賃金（賃料）を払うことを約束することによって成立

する契約である（民法 601 条）から、『貸付けによる所得』とは、借主か

ら貸主に移転される経済的利益のうち、目的物を使用収益する対価とし

ての性質を有するものを指すというべきである。 
その典型例は、使用収益する期間に対応して定期的、継続的に支払わ

れる賃料である（もっとも、その支払の態様については各種のものがあ

り得る。）が、これに限られず、権利金、礼金、更新料、転貸承諾料など

のように、目的物を使用収益し得る地位を取得、確保する対価として一

時的に支払われる経済的利益も、広い意味では目的物を使用収益する対

価たる性質を有するから、『貸付けによる所得』に含まれ得る（権利金に

つき最高裁判所昭和 45 年 10 月 23 日第二小法廷判決・民集 24 巻 11 号

1617 頁参照）し、当該使用収益は、必ずしも有効な契約関係に裏付けら

れている必要はないから、占有権原を有しない者が使用収益したことに

基づいて支払われる賃料相当損害金も、これに含まれ得るというべきで

ある。また、事業所得との区別の観点からすれば、不動産所得を生ずべ

き業務に関し、当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の

事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これに類

するものについて、その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係る

収入金額に代わる性質を有するものも、不動産所得に該当するとされて
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てて営業を開始した。 

その後、X と A 社は、上記契約を更新し、平成 12 年 4 月 30 日、本件

賃貸契約を締結（更新）した。なお、本件賃貸契約締結に際して作成され

た「借地一時使用契約書」には、賃貸借期間満了の場合、A 社は、遅滞な

く地上物件を収去し、本件土地を X に返還しなければならない旨が記載さ

れており、中途解約条項はなかった。 

しかし、A 社は、業績が低下したことなどから、この店舗を閉鎖して業

務を縮小すべく、X に対して本件賃貸契約の中途解約について協議を申し

入れ、同年 9 月 5 日付けでこれに関する A 社側の基本方針を内容とする本

件申入文書を作成し、X に交付した。本件申入文書は、A 社が、①本件建

物における営業を平成 12 年 9 月末日をもって休止し、同年 10 月中旬には

閉店する予定であること、②平成 13 年 2 月分までは現行の賃料を支払う

が、その間に新賃借人が現れたときは、本件建物を新賃借人に譲渡したい

と思っていること、③平成 13 年 1 月末日までに新賃借人が現れないとき

は、X の指示に従い本件土地を明け渡すつもりであることを内容としてい

る。 

その後、B 社が本件土地を本件建物付きで借り受けたいと申し入れてき

たため、X 及び A 社は、平成 12 年 11 月 14 日、①本件賃貸契約を同月

15 日限り解約すること、②X は、支払済みの同月分の賃料 62 万円のうち

解約日以降の賃料に相当する 31 万円及び保証金 1000 万円を A 社に返還

すること、③A 社は、本件建物を X に無償譲渡することなどを内容とする

中途解約の合意をした。 
争点は、合意解約される際に、A 社から X に無償で提供された当該土地

上の建物の利益（以下「本件建物利益」という。）が、X の不動産所得に当

たるか一時所得に当たるかである。 

（２）裁判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 
   「所得税法上、不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利、
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船舶又は航空機の貸付けによる所得であって、事業所得又は譲渡所得に

該当するものを除いたものをいう（26 条）ところ、ここでいう不動産等

の貸付けとは、これによって貸主に一定の経済的利益をもたらすもので

あるから、有償双務契約である賃貸借契約（民法 601 条）がその中心と

なる（もっとも、これと同類の経済的目的を達する地上権や永小作権の

設定も含まれる。）。 
ところで、『貸付けによる』とは、『貸付けに基づいて』あるいは『貸

付けを原因として』を意味すると解されるところ、賃貸借契約は、当事

者の一方が相手方にある物の使用及び収益をなさしめることを約し、相

手方がこれにその賃金（賃料）を払うことを約束することによって成立

する契約である（民法 601 条）から、『貸付けによる所得』とは、借主か

ら貸主に移転される経済的利益のうち、目的物を使用収益する対価とし

ての性質を有するものを指すというべきである。 
その典型例は、使用収益する期間に対応して定期的、継続的に支払わ

れる賃料である（もっとも、その支払の態様については各種のものがあ

り得る。）が、これに限られず、権利金、礼金、更新料、転貸承諾料など

のように、目的物を使用収益し得る地位を取得、確保する対価として一

時的に支払われる経済的利益も、広い意味では目的物を使用収益する対

価たる性質を有するから、『貸付けによる所得』に含まれ得る（権利金に

つき最高裁判所昭和 45 年 10 月 23 日第二小法廷判決・民集 24 巻 11 号

1617 頁参照）し、当該使用収益は、必ずしも有効な契約関係に裏付けら

れている必要はないから、占有権原を有しない者が使用収益したことに

基づいて支払われる賃料相当損害金も、これに含まれ得るというべきで

ある。また、事業所得との区別の観点からすれば、不動産所得を生ずべ

き業務に関し、当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の

事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これに類

するものについて、その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係る

収入金額に代わる性質を有するものも、不動産所得に該当するとされて
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いる（所得税法施行令 94 条 1 項 2 号）。 
しかしながら、不動産所得は、あくまでも、貸主が借主に対して一定

の期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有する経済

的利益、若しくはこれに代わる性質を有するものに限定されるのであっ

て、おおよそそのような性質を有しないものは、これが借主から貸主に

移転されるとしても、含まれないというほかない。」 
 ロ 認定及び判断 

裁判所は、「本件建物の（当初は有償、その後は無償）譲渡の話は、土

地賃貸借契約である本件賃貸契約の終了に伴って、賃借人である A 社が

負担することとなる原状回復義務としての建物収去（土地明渡）義務の履

行が相当額の費用出捐を伴うことから、その負担を免れたい A 社の希望

に沿って申し入れられたものであり、もともと、X 側にとって、本来の収

去義務の履行と比較して、より多くの利益をもたらすものではなかったこ

と、もっとも、たまたま新賃借人候補となった B 社が、本件建物をその

まま借り受けたいとの意向を示したことから、A 社と X の利害関係が一

致し、本件賃貸契約の中途解約を内容とする本件合意の中で、本件建物の

無償譲受けが約された」と認定した上で、「本件建物の無償譲受けは、賃

貸借契約に基づいて目的物を使用収益させる賃貸人の義務やこれに対す

る賃料等を支払う賃借人の義務とは関連せず、専ら同契約の終了に伴う原

状回復義務の履行を賃借人が免れる（軽減する）ことを目的として行われ

たものであるから、何らかの意味で賃貸借の目的物を使用収益する対価

（あるいはこれに代わるもの）たる性質を有するものでないといわざるを

得ない。」とした。そして、「本件建物利益は、上記認定・判断のとおり、

B 社が本件建物をそのまま借り受けることを申し入れたことによって、本

来は A 社が履行すべき本件建物の収去が必要でなくなったため、X に無

償譲渡された結果、もたらされたものであって、不動産賃貸業務における

継続的行為によって生じた所得に当たらず、しかも、労務その他の役務の

対価とか資産の譲渡の対価としての性質も有しない」として、一時所得に
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当たると判示した。 
更に、本件建物の無償譲受けは本件申入文書が交付されたときから平成

13 年 2 月までの 6 か月分の賃料支払に代わるものとして約されたもので

あり、対象不動産を使用させることによって得られる対価に代わる性質を

有しているとの被告国の主張に対しては、「X としては、新賃借人が確保

され、同人との間で新しい賃貸借契約が締結された場合には、その後の期

間の賃料（ないし賃料相当損害金）の支払を求める意思がなかったと判断

することができ、法的にも、その時点からは目的物である本件建物を A
社が使用収益できなくなる以上、X がこれらの支払を求める権利を有する

ものでないことが明らかである……X が、平成 12 年 11 月 16 日、B 社と

の間で賃貸借契約を締結し、本件土地を A 社の使用収益に供することを

廃止した以上、A 社に対する同日以降の賃料等の債権は発生し得ない」と

して採用の余地がないとした。（以上原判決引用） 
なお、控訴審での補充主張に対する判断においては、「本件建物の無償

譲受けが賃貸借契約終了に伴う借主の原状回復義務の履行に代わるもの

であるとしても、貸主が土地の賃貸借契約により通常予定できる経済的利

益とはいえ」ないとして、本件建物の取得は、「賃貸借契約とは別個の合

意に基づく」ものであり、「本件賃貸契約の直接の因果関係のある」もの

でもないとしたが、一方で、「当初から賃貸借契約の内容として、契約の

終了時に建物を無償譲受けする旨を合意し、それが地代等に反映している

場合などでは、不動産所得と解する余地もあり得る。」とも述べている。 
（３）判決について 

本判決（以下「名古屋高裁平成 17 年判決」という。）の特徴は、不動産

所得を、「貸主が借主に対して一定の期間、不動産等を使用又は収益させる

対価としての性質を有する経済的利益、若しくはこれに代わる性質を有す

るものに限定される
、、、、、

のであって、おおよそそのような性質を有しないもの

は、これが借主から貸主に移転されるとしても、含まれないというほかな

い。」（傍点筆者）と解している点にある。これが、関連収入を一切含まな
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いる（所得税法施行令 94 条 1 項 2 号）。 
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の期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有する経済

的利益、若しくはこれに代わる性質を有するものに限定されるのであっ

て、おおよそそのような性質を有しないものは、これが借主から貸主に

移転されるとしても、含まれないというほかない。」 
 ロ 認定及び判断 

裁判所は、「本件建物の（当初は有償、その後は無償）譲渡の話は、土

地賃貸借契約である本件賃貸契約の終了に伴って、賃借人である A 社が

負担することとなる原状回復義務としての建物収去（土地明渡）義務の履

行が相当額の費用出捐を伴うことから、その負担を免れたい A 社の希望

に沿って申し入れられたものであり、もともと、X 側にとって、本来の収

去義務の履行と比較して、より多くの利益をもたらすものではなかったこ

と、もっとも、たまたま新賃借人候補となった B 社が、本件建物をその

まま借り受けたいとの意向を示したことから、A 社と X の利害関係が一

致し、本件賃貸契約の中途解約を内容とする本件合意の中で、本件建物の

無償譲受けが約された」と認定した上で、「本件建物の無償譲受けは、賃

貸借契約に基づいて目的物を使用収益させる賃貸人の義務やこれに対す

る賃料等を支払う賃借人の義務とは関連せず、専ら同契約の終了に伴う原

状回復義務の履行を賃借人が免れる（軽減する）ことを目的として行われ

たものであるから、何らかの意味で賃貸借の目的物を使用収益する対価

（あるいはこれに代わるもの）たる性質を有するものでないといわざるを

得ない。」とした。そして、「本件建物利益は、上記認定・判断のとおり、

B 社が本件建物をそのまま借り受けることを申し入れたことによって、本

来は A 社が履行すべき本件建物の収去が必要でなくなったため、X に無

償譲渡された結果、もたらされたものであって、不動産賃貸業務における

継続的行為によって生じた所得に当たらず、しかも、労務その他の役務の

対価とか資産の譲渡の対価としての性質も有しない」として、一時所得に
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当たると判示した。 
更に、本件建物の無償譲受けは本件申入文書が交付されたときから平成

13 年 2 月までの 6 か月分の賃料支払に代わるものとして約されたもので

あり、対象不動産を使用させることによって得られる対価に代わる性質を

有しているとの被告国の主張に対しては、「X としては、新賃借人が確保

され、同人との間で新しい賃貸借契約が締結された場合には、その後の期

間の賃料（ないし賃料相当損害金）の支払を求める意思がなかったと判断

することができ、法的にも、その時点からは目的物である本件建物を A
社が使用収益できなくなる以上、X がこれらの支払を求める権利を有する

ものでないことが明らかである……X が、平成 12 年 11 月 16 日、B 社と

の間で賃貸借契約を締結し、本件土地を A 社の使用収益に供することを

廃止した以上、A 社に対する同日以降の賃料等の債権は発生し得ない」と

して採用の余地がないとした。（以上原判決引用） 
なお、控訴審での補充主張に対する判断においては、「本件建物の無償

譲受けが賃貸借契約終了に伴う借主の原状回復義務の履行に代わるもの

であるとしても、貸主が土地の賃貸借契約により通常予定できる経済的利

益とはいえ」ないとして、本件建物の取得は、「賃貸借契約とは別個の合

意に基づく」ものであり、「本件賃貸契約の直接の因果関係のある」もの

でもないとしたが、一方で、「当初から賃貸借契約の内容として、契約の

終了時に建物を無償譲受けする旨を合意し、それが地代等に反映している

場合などでは、不動産所得と解する余地もあり得る。」とも述べている。 
（３）判決について 

本判決（以下「名古屋高裁平成 17 年判決」という。）の特徴は、不動産

所得を、「貸主が借主に対して一定の期間、不動産等を使用又は収益させる

対価としての性質を有する経済的利益、若しくはこれに代わる性質を有す

るものに限定される
、、、、、

のであって、おおよそそのような性質を有しないもの

は、これが借主から貸主に移転されるとしても、含まれないというほかな

い。」（傍点筆者）と解している点にある。これが、関連収入を一切含まな
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いとする限定的な解釈だとすれば、法文上は「貸付けによる所得」ではな

く「貸付けの所得」であるべきと考えられるが、前節で見たように、「貸付

けによる所得」とは「貸付に原因がある所得」であると解され、また、裁

判所も、「貸付けによる」を「貸付けに基づいて」あるいは「貸付けを原因

として」と解したのであれば、このような限定的解釈は、相当ではないで

あろう。また、「これに代わる性質を有するもの」として関連収入を含む趣

旨であるとしても、「これに代わる性質を有するもの」の範囲について具体

的に示していないため、不動産所得の範囲が明らかにされたとはいえない。

裁判所が、X が B 社と賃貸借契約を締結し、本件土地を A 社の使用収益に

供することを廃止した以上、A 社に対する同日以降の賃料等の債権は発生

し得ず、新賃借人との間で新しい賃貸借契約が締結された場合には、その

後の期間の賃料（ないし賃料相当損害金）の支払を求める意思がなかった

と判断し、専ら同契約の終了に伴う原状回復義務の履行をA社が免れる（軽

減する）ことを目的として行われたものであるから、何らかの意味で賃貸

借の目的物を使用収益する対価（あるいはこれに代わるもの）たる性質を

有するものでないと判示していることからすると、「これに代わる性質を有

するもの」の範囲は極めて限定されたものと解していると考えられる。 
控訴審での補充主張に対する高裁の判断については、賃貸借契約におい

て通常予定できる経済的利益や、賃貸借契約と直接の因果関係のある経済

的利益であれば不動産所得となるのか、あるいは、賃料等に反映されてい

る場合に限り不動産所得となるのかは判然としないが、「貸付けによる」を

「貸付けに基づいて」、「貸付けを原因として」と解していることを考える

と、必ずしも、賃料等に反映されている必要はなく、賃貸借契約において

通常予定できる経済的利益あるいは賃貸借契約と直接の因果関係のある経

済的利益は「これに代わる性質を有するもの」として不動産所得に当たる

とするのが相当ではないだろうか。 
そうすると、「貸付けによる所得」を、目的物を使用収益する対価として

の性質を有するもの（又はこれに代わる性質を有するもの）に限定される
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と解釈したとしても、関連収入が、賃貸借契約において通常予定できる経

済的利益あるいは賃貸借契約と直接の因果関係のある経済的利益に該当す

れば、「貸付けによる所得」に含まれるということができる。 
裁判所は、本件建物の譲渡の話は、土地賃貸借契約である本件賃貸契約

の終了に伴って、賃借人である A 社が負担することとなる原状回復義務と

しての建物収去（土地明渡）義務の履行が相当額の費用出捐を伴うことか

ら、その負担を免れたい A 社の希望に沿って申し入れられたものであり、

X にとって、本来の収去義務の履行と比較して、より多くの利益をもたら

すものではなかったこと、たまたま B 社が、本件建物をそのまま借り受け

たいとの意向を示したことから、A 社と X の利害関係が一致し、中途解約

の合意の中で、本件建物の無償譲受けが約されたと認定している。そうで

あれば、本件建物利益が、不動産の使用収益の対価としての性質を有する

ものに当たらないのは明らかであり、無償譲受けという本件賃貸契約にお

いては通常発生することが予定されない利益であることから、本件建物利

益が不動産所得に該当しないとした判決には一応の理解もできる。 
   しかしながら、中途解約の合意が、本件賃貸契約の終了を前提とするも

のであり、X は、無償で譲り受けた本件建物を、その後も不動産貸付業務

の資産として賃貸の用に供することを予定していたことからすると、「貸付

けを原因とする所得」に当たらないとも言えないのではないだろうか(79)。

また、「X が、平成 12 年 11 月 16 日、B 社との間で賃貸借契約を締結し、

本件土地を A 社の使用収益に供することを廃止した以上、A 社に対する同

日以降の賃料等の債権は発生し得ない」との説示は、本件建物利益が使用

収益の対価としての性質を有するものではないことを述べているのであっ

                                                        
(79) 判決に疑問を呈しているものとして、酒井・前掲注(6)114 頁～118 頁、荻野豊「判

批」TKC 税研情報 14 巻 6 号 53 頁～54 頁（2005）、青栁達朗「判批」ジュリ 1341
号 193 頁～195 頁（2007）、林仲宣「判批」ひろば 63 巻 3 号 53 頁（2010）。一方、

賛成しているものとして、増田英敏「判批」TKC 税研情報 15 巻 2 号 53 頁～59 頁

（2006）、古矢文子「判批」税務事例 38 巻 7 号 14 頁～16 頁（2006）、田中治「一

時所得と他の所得との区分」税務事例研究 95 号 30 頁～32 頁（2007）。 
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いとする限定的な解釈だとすれば、法文上は「貸付けによる所得」ではな

く「貸付けの所得」であるべきと考えられるが、前節で見たように、「貸付

けによる所得」とは「貸付に原因がある所得」であると解され、また、裁

判所も、「貸付けによる」を「貸付けに基づいて」あるいは「貸付けを原因

として」と解したのであれば、このような限定的解釈は、相当ではないで

あろう。また、「これに代わる性質を有するもの」として関連収入を含む趣

旨であるとしても、「これに代わる性質を有するもの」の範囲について具体

的に示していないため、不動産所得の範囲が明らかにされたとはいえない。

裁判所が、X が B 社と賃貸借契約を締結し、本件土地を A 社の使用収益に

供することを廃止した以上、A 社に対する同日以降の賃料等の債権は発生

し得ず、新賃借人との間で新しい賃貸借契約が締結された場合には、その

後の期間の賃料（ないし賃料相当損害金）の支払を求める意思がなかった

と判断し、専ら同契約の終了に伴う原状回復義務の履行をA社が免れる（軽

減する）ことを目的として行われたものであるから、何らかの意味で賃貸

借の目的物を使用収益する対価（あるいはこれに代わるもの）たる性質を

有するものでないと判示していることからすると、「これに代わる性質を有

するもの」の範囲は極めて限定されたものと解していると考えられる。 
控訴審での補充主張に対する高裁の判断については、賃貸借契約におい

て通常予定できる経済的利益や、賃貸借契約と直接の因果関係のある経済

的利益であれば不動産所得となるのか、あるいは、賃料等に反映されてい

る場合に限り不動産所得となるのかは判然としないが、「貸付けによる」を

「貸付けに基づいて」、「貸付けを原因として」と解していることを考える

と、必ずしも、賃料等に反映されている必要はなく、賃貸借契約において

通常予定できる経済的利益あるいは賃貸借契約と直接の因果関係のある経

済的利益は「これに代わる性質を有するもの」として不動産所得に当たる

とするのが相当ではないだろうか。 
そうすると、「貸付けによる所得」を、目的物を使用収益する対価として

の性質を有するもの（又はこれに代わる性質を有するもの）に限定される
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と解釈したとしても、関連収入が、賃貸借契約において通常予定できる経

済的利益あるいは賃貸借契約と直接の因果関係のある経済的利益に該当す

れば、「貸付けによる所得」に含まれるということができる。 
裁判所は、本件建物の譲渡の話は、土地賃貸借契約である本件賃貸契約

の終了に伴って、賃借人である A 社が負担することとなる原状回復義務と

しての建物収去（土地明渡）義務の履行が相当額の費用出捐を伴うことか

ら、その負担を免れたい A 社の希望に沿って申し入れられたものであり、

X にとって、本来の収去義務の履行と比較して、より多くの利益をもたら

すものではなかったこと、たまたま B 社が、本件建物をそのまま借り受け

たいとの意向を示したことから、A 社と X の利害関係が一致し、中途解約

の合意の中で、本件建物の無償譲受けが約されたと認定している。そうで

あれば、本件建物利益が、不動産の使用収益の対価としての性質を有する

ものに当たらないのは明らかであり、無償譲受けという本件賃貸契約にお

いては通常発生することが予定されない利益であることから、本件建物利

益が不動産所得に該当しないとした判決には一応の理解もできる。 
   しかしながら、中途解約の合意が、本件賃貸契約の終了を前提とするも

のであり、X は、無償で譲り受けた本件建物を、その後も不動産貸付業務

の資産として賃貸の用に供することを予定していたことからすると、「貸付

けを原因とする所得」に当たらないとも言えないのではないだろうか(79)。

また、「X が、平成 12 年 11 月 16 日、B 社との間で賃貸借契約を締結し、

本件土地を A 社の使用収益に供することを廃止した以上、A 社に対する同

日以降の賃料等の債権は発生し得ない」との説示は、本件建物利益が使用

収益の対価としての性質を有するものではないことを述べているのであっ

                                                        
(79) 判決に疑問を呈しているものとして、酒井・前掲注(6)114 頁～118 頁、荻野豊「判

批」TKC 税研情報 14 巻 6 号 53 頁～54 頁（2005）、青栁達朗「判批」ジュリ 1341
号 193 頁～195 頁（2007）、林仲宣「判批」ひろば 63 巻 3 号 53 頁（2010）。一方、

賛成しているものとして、増田英敏「判批」TKC 税研情報 15 巻 2 号 53 頁～59 頁

（2006）、古矢文子「判批」税務事例 38 巻 7 号 14 頁～16 頁（2006）、田中治「一

時所得と他の所得との区分」税務事例研究 95 号 30 頁～32 頁（2007）。 
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て、「これに代わる性質を有するもの」か否かの検討が十分になされなかっ

たのではないかとの疑問が残る。 

 
２ 不動産取得のための借入金に係る利子補給金(80) 
（１）事例の概要 
   不動産賃貸業を営む X は、賃貸住宅の建設資金に係る借入金について、

東京都の利子補給助成制度に基づいて、毎年、都から利子補給金（以下「本

件利子補給金」という。）の交付を受けており、当該賃貸住宅については、

借上型都民住宅として転貸することを承諾の上、東京都住宅供給公社（以

下「住宅公社」という。）に対して一括して貸し付けていた（以下、X と住

宅公社との間の契約を「本件賃貸住宅一括借上契約」という。）。その後、

当該借入金より低利の融資への借換え又は当該借入金の一部繰上償還を促

し、返済の負担（金利負担）を軽減させ、事業者の経営の安定化を図るこ

とを目的とした都民住宅経営安定化促進助成制度に基づき、X は、低利の

借換融資により当初の借入金残債務を全額繰上償還し、未交付分の利子補

給金の一括交付（以下「本件一括交付金」という。）を受けた。 
争点は、X が受けた本件一括交付金は、X の不動産所得に当たるか一時所

得に当たるかである(81)。 
（２）裁判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 

「不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利等の貸付け（地

上権又は永小作権の設定その他他人に不動産等を使用させることを含

む。）による所得のうち、事業所得又は譲渡所得に該当するものを除いた

ものをいうところ（所得税法 26 条 1 項）、ここにいう不動産等の貸付け

とは、これによって貸主に一定の経済的利益をもたらすものをいい、有

                                                        
(80) 東京地裁平成 26 年 9 月 30 日判決（裁判所ウェブサイト）。控訴審東京高裁平成 27

年 3 月 19 日判決（裁判所ウェブサイト）も第一審判決を支持した。 
(81) X は、毎年の利子補給金については、各年分の不動産所得の金額の計算上、総収入

金額に算入して確定申告をしており、この点について争いはなかった。 
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償契約である賃貸借契約がその中心となるものと解される。そして、賃

貸借契約は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせるこ

とを約し、相手方がこれに対して賃料を支払うことを約することによっ

て成立する契約（民法 601 条）であるから、不動産等の貸付けによる所

得とは、使用収益期間に対応して定期的かつ継続的に支払われる賃料が

その典型である。もっとも、所得税法 26 条 1 項は、不動産所得を不動

産の貸付けによる所得としているが、当該所得の発生原因を不動産賃貸

借契約に限定しているわけではないし、所得税法が、所得金額の計算に

関して、配当所得（24 条 2 項）や給与所得（28 条 2 項）等では『収入

金額』という語を用いる一方で、不動産所得（26 条 2 項）や事業所得（27
条 2 項）等では『総収入金額』という語を用いているのは、後者につい

ては副収入や付随収入等も加わってその収益の内容が複雑な場合が多い

ことを踏まえたものと解されるところである。そうすると、不動産所得

該当性を判断するに当たっては、上記典型の場合に限られず、当該所得

発生に係る諸事情を考慮の上、当該所得が不動産の貸付けにより発生し

たと評価できるかどうかを検討すべきである。」 
  ロ 認定及び判断 

裁判所は、本件利子補給金について、「本件賃貸住宅一括借上契約は、

本件都民住宅制度の定める都民住宅供給の仕組みの下において、認定事

業者である X が本件賃貸住宅を建設した上で、管理者である住宅公社に

これを賃貸し、更に住宅公社がこれを入居者に転貸する形で入居者に対

して都民住宅を供給するものである。かかる住宅供給を促進するため、

当該都民住宅の建設資金借入金の利子補給を行うべく、本件利子補給制

度が設けられているところ、建設資金借入金の利子は不動産所得に係る

必要経費であるから、上記利子補給がされることによって当該必要経費

の負担が長期間にわたって軽減される結果となる。本件賃貸住宅一括借

上契約は、以上のような一体としての制度を利用した上で締結されたも

のであって、本件利子補給金は、本件賃貸住宅の借上げに係る収益構造
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て、「これに代わる性質を有するもの」か否かの検討が十分になされなかっ

たのではないかとの疑問が残る。 

 
２ 不動産取得のための借入金に係る利子補給金(80) 
（１）事例の概要 
   不動産賃貸業を営む X は、賃貸住宅の建設資金に係る借入金について、

東京都の利子補給助成制度に基づいて、毎年、都から利子補給金（以下「本

件利子補給金」という。）の交付を受けており、当該賃貸住宅については、

借上型都民住宅として転貸することを承諾の上、東京都住宅供給公社（以

下「住宅公社」という。）に対して一括して貸し付けていた（以下、X と住

宅公社との間の契約を「本件賃貸住宅一括借上契約」という。）。その後、

当該借入金より低利の融資への借換え又は当該借入金の一部繰上償還を促

し、返済の負担（金利負担）を軽減させ、事業者の経営の安定化を図るこ

とを目的とした都民住宅経営安定化促進助成制度に基づき、X は、低利の

借換融資により当初の借入金残債務を全額繰上償還し、未交付分の利子補

給金の一括交付（以下「本件一括交付金」という。）を受けた。 
争点は、X が受けた本件一括交付金は、X の不動産所得に当たるか一時所

得に当たるかである(81)。 
（２）裁判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 

「不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利等の貸付け（地

上権又は永小作権の設定その他他人に不動産等を使用させることを含

む。）による所得のうち、事業所得又は譲渡所得に該当するものを除いた

ものをいうところ（所得税法 26 条 1 項）、ここにいう不動産等の貸付け

とは、これによって貸主に一定の経済的利益をもたらすものをいい、有

                                                        
(80) 東京地裁平成 26 年 9 月 30 日判決（裁判所ウェブサイト）。控訴審東京高裁平成 27

年 3 月 19 日判決（裁判所ウェブサイト）も第一審判決を支持した。 
(81) X は、毎年の利子補給金については、各年分の不動産所得の金額の計算上、総収入

金額に算入して確定申告をしており、この点について争いはなかった。 
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償契約である賃貸借契約がその中心となるものと解される。そして、賃

貸借契約は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせるこ

とを約し、相手方がこれに対して賃料を支払うことを約することによっ

て成立する契約（民法 601 条）であるから、不動産等の貸付けによる所

得とは、使用収益期間に対応して定期的かつ継続的に支払われる賃料が

その典型である。もっとも、所得税法 26 条 1 項は、不動産所得を不動

産の貸付けによる所得としているが、当該所得の発生原因を不動産賃貸

借契約に限定しているわけではないし、所得税法が、所得金額の計算に

関して、配当所得（24 条 2 項）や給与所得（28 条 2 項）等では『収入

金額』という語を用いる一方で、不動産所得（26 条 2 項）や事業所得（27
条 2 項）等では『総収入金額』という語を用いているのは、後者につい

ては副収入や付随収入等も加わってその収益の内容が複雑な場合が多い

ことを踏まえたものと解されるところである。そうすると、不動産所得

該当性を判断するに当たっては、上記典型の場合に限られず、当該所得

発生に係る諸事情を考慮の上、当該所得が不動産の貸付けにより発生し

たと評価できるかどうかを検討すべきである。」 
  ロ 認定及び判断 

裁判所は、本件利子補給金について、「本件賃貸住宅一括借上契約は、

本件都民住宅制度の定める都民住宅供給の仕組みの下において、認定事

業者である X が本件賃貸住宅を建設した上で、管理者である住宅公社に

これを賃貸し、更に住宅公社がこれを入居者に転貸する形で入居者に対

して都民住宅を供給するものである。かかる住宅供給を促進するため、

当該都民住宅の建設資金借入金の利子補給を行うべく、本件利子補給制

度が設けられているところ、建設資金借入金の利子は不動産所得に係る

必要経費であるから、上記利子補給がされることによって当該必要経費

の負担が長期間にわたって軽減される結果となる。本件賃貸住宅一括借

上契約は、以上のような一体としての制度を利用した上で締結されたも

のであって、本件利子補給金は、本件賃貸住宅の借上げに係る収益構造
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の中に不可分一体のものとして組み込まれているということができるし、

逆にいえば、X が所定の基準等を満たして本件賃貸住宅一括借上契約を

締結しなければ本件利子補給金の支給もあり得なかったものである。こ

のような事情を総合考慮すると、本件利子補給金は、本件賃貸住宅の貸

付けによる所得に係る収入ということができるのであり、不動産所得に

係る総収入金額に算入されるべきである。」とした。そして、「本件一括

交付金は、本件利子補給制度に基づく利子補給が打ち切られることと引

替えとなる形で交付されるのであるから、所得税法施行令の上記規定（筆

者注：所得税法施行令 94 条 1 項 2 号）にいう収益の補償として取得す

る補償金その他これに類するものに当たるということができる。そして、

先に見たとおり、利子補給金は不動産所得に係る収入と評価されるべき

ものであるから、これを一括交付するものとして交付される本件一括交

付金は、利子補給金に代わる性格を持つものであって、不動産所得に係

る収入ということができる。」と判示した。 
なお、「利子補給金は、第三者である東京都から支給されるものであっ

て借主から貸主に移転するものではないし、あくまでも不動産の貸付け

を行う以前に借り入れた融資金の支払利息を補給するものであり、建物

を使用収益させる前段階の費用を補っているにすぎず、建物を使用収益

させる対価としての性質やこれに代わる性質を有していない」との原告

X の主張に対しては、「所得税法 26 条 1 項が、文理上、不動産所得に係

る収入を不動産の借主から得られたものに限っているとまではいえず、

本件のような事情の下においては、本件利子補給金が不動産の貸付けに

よる所得に係る収入とするに十分というべきである。」とした。 
また、控訴審における控訴人（第一審原告 X）の主張に対する判断で

は、「『貸付け（中略）による所得』の『よる』は、因果関係を表す用語

であり、『貸付けによる所得』は、文言上、貸付けの対価に限定されない

し、貸付けの相手方から得られるものに限定されることもない。……そ

の制度の仕組みからすると、利子補給金は、当該賃貸住宅の貸付けをし
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なければ得ることができないものであるから、その貸付けと因果関係の

ある収入ということができ、それが上記の制度による制約の下で当該賃

貸住宅を賃貸することにより、必要経費である借入金の利子を軽減する

ものとして支払われることに照らせば、その所得は不動産の貸付けによ

る所得に当たるというべきである。」と判示している。 
（３）判決について 
   本判決（以下「東京地裁平成 26 年判決」という。）では、所得税法 26

条 2 項で「総収入金額」という語を用いているのは、副収入や付随収入等

も加わってその収益の内容が複雑な場合が多いことを踏まえたものと解さ

れるとしているが、これをもって全ての副収入や付随収入が含まれると解

釈するのは相当ではない。判決の当該部分は、原告 X の「不動産所得は、

貸主が借主に対して一定の期間、不動産等を使用又は収益させる対価とし

ての性質を有する経済的利益、若しくはこれに代わる性質を有するものに

限定される」との主張に対するものと考えられ、それには限定されないと

の趣旨だと思われる。それゆえ、不動産所得該当性を判断するに当たって

は、「所得発生に係る諸事情を考慮の上、当該所得が不動産の貸付けにより

発生したと評価できるかどうかを検討すべき」としているのである。 
なお、本事例は、本件一括交付金の不動産所得該当性が直接の争点であ

り、不動産所得に係る収入金額となる本件利子補給金に代わる性格を持つ

ものであるとして、「収益補償金その他これに類するもの」に当たると判断

しているが、その前提となる本件利子補給金についての考え方が参考にな

ると思われるため、以下では、その点について考察する。 
裁判所は、本件利子補給制度は都民住宅の供給を促進するために設けら

れていること、利子補給がされることによって不動産所得に係る必要経費

の負担が長期間にわたって軽減されることなどから、X は本件利子補給制

度を利用することを前提として本件賃貸住宅一括借上契約を締結したので

あって、本件利子補給金は、本件賃貸住宅一括借上契約に係る収益構造の

中に不可分一体のものとして組み込まれていると認定した上で、本件利子
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の中に不可分一体のものとして組み込まれているということができるし、

逆にいえば、X が所定の基準等を満たして本件賃貸住宅一括借上契約を

締結しなければ本件利子補給金の支給もあり得なかったものである。こ

のような事情を総合考慮すると、本件利子補給金は、本件賃貸住宅の貸

付けによる所得に係る収入ということができるのであり、不動産所得に

係る総収入金額に算入されるべきである。」とした。そして、「本件一括

交付金は、本件利子補給制度に基づく利子補給が打ち切られることと引

替えとなる形で交付されるのであるから、所得税法施行令の上記規定（筆

者注：所得税法施行令 94 条 1 項 2 号）にいう収益の補償として取得す

る補償金その他これに類するものに当たるということができる。そして、

先に見たとおり、利子補給金は不動産所得に係る収入と評価されるべき

ものであるから、これを一括交付するものとして交付される本件一括交

付金は、利子補給金に代わる性格を持つものであって、不動産所得に係

る収入ということができる。」と判示した。 
なお、「利子補給金は、第三者である東京都から支給されるものであっ

て借主から貸主に移転するものではないし、あくまでも不動産の貸付け

を行う以前に借り入れた融資金の支払利息を補給するものであり、建物

を使用収益させる前段階の費用を補っているにすぎず、建物を使用収益

させる対価としての性質やこれに代わる性質を有していない」との原告

X の主張に対しては、「所得税法 26 条 1 項が、文理上、不動産所得に係

る収入を不動産の借主から得られたものに限っているとまではいえず、

本件のような事情の下においては、本件利子補給金が不動産の貸付けに

よる所得に係る収入とするに十分というべきである。」とした。 
また、控訴審における控訴人（第一審原告 X）の主張に対する判断で

は、「『貸付け（中略）による所得』の『よる』は、因果関係を表す用語

であり、『貸付けによる所得』は、文言上、貸付けの対価に限定されない

し、貸付けの相手方から得られるものに限定されることもない。……そ

の制度の仕組みからすると、利子補給金は、当該賃貸住宅の貸付けをし
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なければ得ることができないものであるから、その貸付けと因果関係の

ある収入ということができ、それが上記の制度による制約の下で当該賃

貸住宅を賃貸することにより、必要経費である借入金の利子を軽減する

ものとして支払われることに照らせば、その所得は不動産の貸付けによ

る所得に当たるというべきである。」と判示している。 
（３）判決について 
   本判決（以下「東京地裁平成 26 年判決」という。）では、所得税法 26

条 2 項で「総収入金額」という語を用いているのは、副収入や付随収入等

も加わってその収益の内容が複雑な場合が多いことを踏まえたものと解さ

れるとしているが、これをもって全ての副収入や付随収入が含まれると解

釈するのは相当ではない。判決の当該部分は、原告 X の「不動産所得は、

貸主が借主に対して一定の期間、不動産等を使用又は収益させる対価とし

ての性質を有する経済的利益、若しくはこれに代わる性質を有するものに

限定される」との主張に対するものと考えられ、それには限定されないと

の趣旨だと思われる。それゆえ、不動産所得該当性を判断するに当たって

は、「所得発生に係る諸事情を考慮の上、当該所得が不動産の貸付けにより

発生したと評価できるかどうかを検討すべき」としているのである。 
なお、本事例は、本件一括交付金の不動産所得該当性が直接の争点であ

り、不動産所得に係る収入金額となる本件利子補給金に代わる性格を持つ

ものであるとして、「収益補償金その他これに類するもの」に当たると判断

しているが、その前提となる本件利子補給金についての考え方が参考にな

ると思われるため、以下では、その点について考察する。 
裁判所は、本件利子補給制度は都民住宅の供給を促進するために設けら

れていること、利子補給がされることによって不動産所得に係る必要経費

の負担が長期間にわたって軽減されることなどから、X は本件利子補給制

度を利用することを前提として本件賃貸住宅一括借上契約を締結したので

あって、本件利子補給金は、本件賃貸住宅一括借上契約に係る収益構造の

中に不可分一体のものとして組み込まれていると認定した上で、本件利子
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補給金は本件賃貸住宅の貸付けによる所得であるとした。 
このように、本件利子補給金が、賃貸借契約（本件賃貸住宅一括借上契

約）との一体性から、不動産の貸付けにより発生したと評価されているこ

とからすると、関連収入のうち、賃貸借契約との関連性を検討して、賃貸

借契約に係る収益構造と不可分一体のものなどは、「貸付けによる所得」に

当たるといえるのだろう。 
 
３ 航空機リースに係るローン残債務免除益(82) 
（１）事例の概要 
   航空機リース事業等を目的とする民法上の組合の組合員であった X が、

当該組合の清算に当たり、航空機購入資金の原資となった融資銀行からの

借入金に係る残債務のうち航空機売却をもって返済しても不足する額につ

いての返済責任が、当該融資銀行との契約（以下「本件ローン契約」とい

う。）(83)に基づいて免除されたことによる利益（以下「本件ローン残債務免

除益」という。）、の所得区分について争われた事例である(84)。 
（２）審判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 

「所得税法第 26 条第 1 項は、不動産所得とは、不動産等の貸付けによ

                                                        
(82) 国税不服審判所平成 24 年 3 月 21 日裁決（裁決事例集 86 集 163 頁）。なお、本事

例における訴訟については、後記 3(4)参照。 
(83) ノンリコースローン（non‐recourse loan）契約。返済の原資となる財産（責任財

産）からのキャッシュフローのみを返済原資とする融資方法であり、責任財産限定

特約付ローンなどと呼ばれることもある。ノンリコースローンについては、若木裕

「ノンリコースローンを巡る課税上の諸問題について－債務免除益課税を中心に－」

税大論叢 77 号 69 頁以下

（2013,http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/77/02/01.pdf）に詳しい。 
(84) 本事例においては、本件ローン残債務免除益のほか、組合の業務執行者に対して支

払うべき未払の管理手数料の全額について、その支払が免除されており、当該手数

料免除益の所得区分についても争われている（手数料免除益については、第 4 章で

触れることとする。）。なお、課税庁は、本件ローン残債務免除益及び本件手数料免

除益のいずれも、本件航空機を使用又は収益させる対価としての性質を有しておら

ず、本件航空機のリース料収入に代わる性質を有するものでもないとして、雑所得

に該当すると主張したのであって、不動産所得に該当するとの主張はしていない。 
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る所得である旨規定しているところ、この『貸付けによる』とは、『貸

付けに基づく』ないし『貸付けを原因とする』という意味に解されるの

であり、不動産所得に係る総収入金額には、賃貸人が賃借人に対して一

定の期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有するも

ののみならず、これに代わる性質を有するものも含まれるものと解され

る。そして、所得税法施行令第 94 条第 1 項第 2 号は、不動産所得を生

ずべき業務を行う者が受ける当該業務の収益の補償として取得する補

償金等で、その業務の遂行により生ずべき不動産所得に係る収入金額に

代わる性質を有するものも、不動産所得に係る総収入金額とする旨規定

することにより、上記の趣旨を明らかにしている。 
さらに、不動産所得を生ずべき業務の性質・内容が、不動産等の貸付

けによる利益の獲得を目的とした経済活動の総体であることからする

と、当該業務の遂行に伴って本来企図した収入以外の収入が付随して生

じる場合もあるところ、所得税法が所得をその源泉や性質によって 10
種類に区分し、その性質や発生の態様によって異なる担税力に応じた公

平な課税の実現を図ろうとするものであることに鑑みると、上記のよう

な本来企図した収入ではないが、不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴

い付随して生じた収入についても、不動産所得の総収入金額に含まれる

と解するのが相当である。」 
ロ 認定及び判断 

    「本件ローン残債務免除益は、本件ローン契約等に基づいて融資銀行

が各組合員に対して供与した経済的利益であるから、不動産等に当たる

航空機を使用又は収益させる対価としての性質を有するものにも、これ

に代わる性質を有するものにも当たらない。……本件ローン契約は、各

組合員が、航空機の賃貸（リース）等による利益の獲得を目的とする業

務の一環として締結されたものであるが、本件ローン契約自体は、貸付

けの用に供する不動産等（航空機）の取得資金を賄うために当該貸付け

に係るリース契約とは別個に融資銀行との間で締結されたものである
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補給金は本件賃貸住宅の貸付けによる所得であるとした。 
このように、本件利子補給金が、賃貸借契約（本件賃貸住宅一括借上契

約）との一体性から、不動産の貸付けにより発生したと評価されているこ

とからすると、関連収入のうち、賃貸借契約との関連性を検討して、賃貸

借契約に係る収益構造と不可分一体のものなどは、「貸付けによる所得」に

当たるといえるのだろう。 
 
３ 航空機リースに係るローン残債務免除益(82) 
（１）事例の概要 
   航空機リース事業等を目的とする民法上の組合の組合員であった X が、

当該組合の清算に当たり、航空機購入資金の原資となった融資銀行からの

借入金に係る残債務のうち航空機売却をもって返済しても不足する額につ

いての返済責任が、当該融資銀行との契約（以下「本件ローン契約」とい

う。）(83)に基づいて免除されたことによる利益（以下「本件ローン残債務免

除益」という。）、の所得区分について争われた事例である(84)。 
（２）審判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 

「所得税法第 26 条第 1 項は、不動産所得とは、不動産等の貸付けによ

                                                        
(82) 国税不服審判所平成 24 年 3 月 21 日裁決（裁決事例集 86 集 163 頁）。なお、本事

例における訴訟については、後記 3(4)参照。 
(83) ノンリコースローン（non‐recourse loan）契約。返済の原資となる財産（責任財

産）からのキャッシュフローのみを返済原資とする融資方法であり、責任財産限定

特約付ローンなどと呼ばれることもある。ノンリコースローンについては、若木裕

「ノンリコースローンを巡る課税上の諸問題について－債務免除益課税を中心に－」

税大論叢 77 号 69 頁以下

（2013,http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/77/02/01.pdf）に詳しい。 
(84) 本事例においては、本件ローン残債務免除益のほか、組合の業務執行者に対して支

払うべき未払の管理手数料の全額について、その支払が免除されており、当該手数

料免除益の所得区分についても争われている（手数料免除益については、第 4 章で

触れることとする。）。なお、課税庁は、本件ローン残債務免除益及び本件手数料免

除益のいずれも、本件航空機を使用又は収益させる対価としての性質を有しておら

ず、本件航空機のリース料収入に代わる性質を有するものでもないとして、雑所得

に該当すると主張したのであって、不動産所得に該当するとの主張はしていない。 
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る所得である旨規定しているところ、この『貸付けによる』とは、『貸

付けに基づく』ないし『貸付けを原因とする』という意味に解されるの

であり、不動産所得に係る総収入金額には、賃貸人が賃借人に対して一

定の期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有するも

ののみならず、これに代わる性質を有するものも含まれるものと解され

る。そして、所得税法施行令第 94 条第 1 項第 2 号は、不動産所得を生

ずべき業務を行う者が受ける当該業務の収益の補償として取得する補

償金等で、その業務の遂行により生ずべき不動産所得に係る収入金額に

代わる性質を有するものも、不動産所得に係る総収入金額とする旨規定

することにより、上記の趣旨を明らかにしている。 
さらに、不動産所得を生ずべき業務の性質・内容が、不動産等の貸付

けによる利益の獲得を目的とした経済活動の総体であることからする

と、当該業務の遂行に伴って本来企図した収入以外の収入が付随して生

じる場合もあるところ、所得税法が所得をその源泉や性質によって 10
種類に区分し、その性質や発生の態様によって異なる担税力に応じた公

平な課税の実現を図ろうとするものであることに鑑みると、上記のよう

な本来企図した収入ではないが、不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴

い付随して生じた収入についても、不動産所得の総収入金額に含まれる

と解するのが相当である。」 
ロ 認定及び判断 

    「本件ローン残債務免除益は、本件ローン契約等に基づいて融資銀行

が各組合員に対して供与した経済的利益であるから、不動産等に当たる

航空機を使用又は収益させる対価としての性質を有するものにも、これ

に代わる性質を有するものにも当たらない。……本件ローン契約は、各

組合員が、航空機の賃貸（リース）等による利益の獲得を目的とする業

務の一環として締結されたものであるが、本件ローン契約自体は、貸付

けの用に供する不動産等（航空機）の取得資金を賄うために当該貸付け

に係るリース契約とは別個に融資銀行との間で締結されたものである
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上、本件ローン残債務免除益は、本件ローン契約中のノンリコースロー

ンに関する契約条項に基づいて生じたものであるから、航空機の貸付け

に係る不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して生じた収入に

は該当しないものというべきである。」(85) 
（３）裁決について 
  不動産所得に係る総収入金額には、賃貸人が賃借人に対して一定の期間、

不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有するもののみならず、

これに代わる性質を有するものも含まれると解されるから、所得税法施行

令 94 条 1 項 2 号では、不動産所得を生ずべき業務の遂行により生ずべき

不動産所得に係る収入金額に代わる性質を有するものも、不動産所得に係

る総収入金額とする旨規定しているとしている点は他の裁判例とも同様で

ある。本裁決（以下「平成 24 年裁決Ⅰ」という。）は、更に、所得の性質

や発生の態様によって異なる担税力に応じた公平な課税の実現を図るとい

う所得税法の立法趣旨から、「本来企図した収入ではないが、不動産所得を

生ずべき業務の遂行に伴い付随して生じた収入についても、不動産所得の

総収入金額に含まれる」と解している点で、前掲の裁判例よりも不動産所

得の範囲を広く解しているようにも思われる。前節で述べたとおり、「貸付

けによる所得」が「貸付けに原因がある所得」と解され、所得金額の計算

規定においても、総収入金額という語が用いられていることからすると、

付随収入をも含むとの解釈は相当であろう。 
   審判所が認定したように、①本件ローン契約の締結は、本件組合の目的

                                                        
(85) 一方で、裁決は、「本件ローン契約の締結自体は、本件組合の目的である航空機の

賃貸（リース）等の事業の遂行に必要不可欠な航空機の取得資金を賄うためにされ

たものであって、そのことは本件組合契約において予定されていたことであるから、

本件ローン契約の締結は、営利を目的とする継続的行為に該当することの明らかな

本件組合の業務の一環としてされたものということができる。（中略）ノンリコース

ローンの約定がされたことが、本件組合契約の前提として当初から予定されていた

ものと認められる。」として、本件ローン残債務免除益は、営利を目的とする継続的

行為から生じた所得以外の一時の所得ということはできないから、一時所得に該当

せず、雑所得に該当するとしている。 
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である航空機の賃貸等の事業の遂行に必要不可欠な航空機の取得資金を賄

うためにされたものであること、②本件ローン契約は本件組合契約の前提

として当初から予定されていたものであることからすると、本件ローン契

約は、リース契約と一体のものと考えられ、本件ローン残債務免除益は、

不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して生じた収入として不動産

所得と判断することも可能であると考えられる。 
   しかしながら、同裁決では、「本件ローン契約自体は、貸付けの用に供す

る不動産等（航空機）の取得資金を賄うために当該貸付けに係るリース契

約とは別個に融資銀行との間で締結されたものである上、本件ローン残債

務免除益は、本件ローン契約中のノンリコースローンに関する契約条項に

基づいて生じたものであるから、航空機の貸付けに係る不動産所得を生ず

べき業務の遂行に付随して生じた収入には該当しない」とした。 
  このことからすると、不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して

生じた収入が、不動産等の使用収益の対価に代わる性質を有するものであ

るというためには、当該付随して生じた収入と賃貸借契約との関連性はか

なり強いものでなければならないのであろうか。 
（４）東京地裁平成 27年 5月 21日判決(86) 

  上記事案に係る東京地裁平成 27年 5月 21日判決では、本件ローン残債

務免除益について、一時所得に該当するか雑所得に該当するかが争点で

あったため、専ら一時所得該当性について検討がされている。そして、①

本件ローン残債務免除益は、本件組合が行っていた営利を目的とする継続

的行為である航空機の賃貸自体によって発生したものではなく、また、本

件組合事業の終了に伴って当然に発生したものでも、発生が予定されてい

たものでもなく、融資銀行の判断により、一時的、偶発的に発生したもの

と認めるのが相当であるから、営利を目的とした継続的行為から生じた所

得以外の一時の所得に該当するものというべきである、②本件組合事業の

                                                        
(86) 裁判所ウェブサイト。 
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上、本件ローン残債務免除益は、本件ローン契約中のノンリコースロー

ンに関する契約条項に基づいて生じたものであるから、航空機の貸付け

に係る不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して生じた収入に

は該当しないものというべきである。」(85) 
（３）裁決について 
  不動産所得に係る総収入金額には、賃貸人が賃借人に対して一定の期間、

不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有するもののみならず、

これに代わる性質を有するものも含まれると解されるから、所得税法施行

令 94 条 1 項 2 号では、不動産所得を生ずべき業務の遂行により生ずべき

不動産所得に係る収入金額に代わる性質を有するものも、不動産所得に係

る総収入金額とする旨規定しているとしている点は他の裁判例とも同様で

ある。本裁決（以下「平成 24 年裁決Ⅰ」という。）は、更に、所得の性質

や発生の態様によって異なる担税力に応じた公平な課税の実現を図るとい

う所得税法の立法趣旨から、「本来企図した収入ではないが、不動産所得を

生ずべき業務の遂行に伴い付随して生じた収入についても、不動産所得の

総収入金額に含まれる」と解している点で、前掲の裁判例よりも不動産所

得の範囲を広く解しているようにも思われる。前節で述べたとおり、「貸付

けによる所得」が「貸付けに原因がある所得」と解され、所得金額の計算

規定においても、総収入金額という語が用いられていることからすると、

付随収入をも含むとの解釈は相当であろう。 
   審判所が認定したように、①本件ローン契約の締結は、本件組合の目的

                                                        
(85) 一方で、裁決は、「本件ローン契約の締結自体は、本件組合の目的である航空機の

賃貸（リース）等の事業の遂行に必要不可欠な航空機の取得資金を賄うためにされ

たものであって、そのことは本件組合契約において予定されていたことであるから、

本件ローン契約の締結は、営利を目的とする継続的行為に該当することの明らかな

本件組合の業務の一環としてされたものということができる。（中略）ノンリコース

ローンの約定がされたことが、本件組合契約の前提として当初から予定されていた

ものと認められる。」として、本件ローン残債務免除益は、営利を目的とする継続的

行為から生じた所得以外の一時の所得ということはできないから、一時所得に該当

せず、雑所得に該当するとしている。 
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である航空機の賃貸等の事業の遂行に必要不可欠な航空機の取得資金を賄

うためにされたものであること、②本件ローン契約は本件組合契約の前提

として当初から予定されていたものであることからすると、本件ローン契

約は、リース契約と一体のものと考えられ、本件ローン残債務免除益は、

不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して生じた収入として不動産

所得と判断することも可能であると考えられる。 
   しかしながら、同裁決では、「本件ローン契約自体は、貸付けの用に供す

る不動産等（航空機）の取得資金を賄うために当該貸付けに係るリース契

約とは別個に融資銀行との間で締結されたものである上、本件ローン残債

務免除益は、本件ローン契約中のノンリコースローンに関する契約条項に

基づいて生じたものであるから、航空機の貸付けに係る不動産所得を生ず

べき業務の遂行に付随して生じた収入には該当しない」とした。 
  このことからすると、不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して

生じた収入が、不動産等の使用収益の対価に代わる性質を有するものであ

るというためには、当該付随して生じた収入と賃貸借契約との関連性はか

なり強いものでなければならないのであろうか。 
（４）東京地裁平成 27年 5月 21日判決(86) 

  上記事案に係る東京地裁平成 27年 5月 21日判決では、本件ローン残債

務免除益について、一時所得に該当するか雑所得に該当するかが争点で

あったため、専ら一時所得該当性について検討がされている。そして、①

本件ローン残債務免除益は、本件組合が行っていた営利を目的とする継続

的行為である航空機の賃貸自体によって発生したものではなく、また、本

件組合事業の終了に伴って当然に発生したものでも、発生が予定されてい

たものでもなく、融資銀行の判断により、一時的、偶発的に発生したもの

と認めるのが相当であるから、営利を目的とした継続的行為から生じた所

得以外の一時の所得に該当するものというべきである、②本件組合事業の

                                                        
(86) 裁判所ウェブサイト。 
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内容やノン・リコース条項の存在を前提としても、融資銀行が本件ローン

残債務免除行為をするということは、本件組合事業の終了時点で借入金が

本件組合の組合財産を上回るというような限定的な場合において、しかも、

そのような場合に発生し得る様々な可能性の一つに過ぎないものであった

ことからすると、本件ローン残債務免除益は偶発的に発生したものと認め

るのが相当であり、X らが融資銀行に対して本件ローン残債務免除益の対

価となるような労務その他の役務を提供したと認めることはできないとい

うべきであるとして、本件ローン残債務免除益は一時所得に該当するとし

た。 

  このように、判決では、専ら一時所得の要件である非継続要件及び非対

価要件について検討がなされているが、上述したとおり、不動産所得に該

当する余地もあると考えられ、被告国が、本件ローン残債務免除益は不動

産所得であると主張していれば、異なった判決が出されたかもしれない。 

  

第３節 考察 

  
１ 「貸付けによる所得」における関連性 

  前節の裁判例において、所得税法 26 条 1 項を根拠に不動産所得と判断さ

れた（されなかた）要件としては、①賃貸借契約により通常予定できる経済

的利益、②賃貸借契約と直接の因果関係のある経済的利益（以上、名古屋高

裁平成 17 年判決）、③賃貸借契約に係る収益構造と不可分一体の経済的利益

（東京地裁平成 26 年判決）と整理できる。これらは、表現は異なるものの、

いずれも貸付け（賃貸借契約）とある程度の関係性を有している経済的利益

と考えられるが、名古屋高裁平成 17 年判決が、「使用収益の対価性の有無に

ついて触れることなく、不動産所得を生ずる業務との間に何らかの関連性を

有する経済的利益であれば、不動産所得に当たるかのよう」な課税庁の主張

には理解し難いところがあるとしているとおり、貸付け（賃貸借契約）との

関連性が弱いものについては、不動産所得とはならない可能性が高いのであ
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ろう。本節では、貸付けによる所得といえるためには、貸付け（賃貸借契約）

とどの程度の関連性が必要となるかについて考察する。 
  同判決は、賃貸借契約により通常予定できる経済的利益あるいは賃貸借契

約と直接の因果関係のある経済的利益は貸付けによる所得となることを示唆

している。すなわち、前者は、賃借人から賃貸人に対して支払われる（供与

される）ことが賃貸借契約において予め定められている経済的利益を指して

いる。本件においては、本件賃貸契約では、契約終了時には A 社が地上物件

を収去するということが定められているのみであり、中途解約合意の際に初

めて本件建物を無償譲渡されることが合意されたのであって、当初は、建物

を無償で譲渡することなど全く予定されていなかったことから、「通常予定で

きる経済的利益とはいえ」ないとされたのである。また、後者は、賃貸借契

約を直接の原因として発生した経済的利益を指している。これは、第 1 節で

述べた、「貸付けによる所得」とは「貸付けに原因がある所得」であるとの理

解に近い。すなわち、賃貸借契約を締結したからこそ得た利益ということが

できるが、「直接の因果関係」という語を用いていることからも、単に賃貸借

契約を終了した結果得たというだけではなく、土地を賃貸すれば建物が無償

譲渡されることが、賃貸人と賃借人の間で予め合意されている（通常予定さ

れている）必要があるとしたのだろう。 
ところで、因果関係とは、原因とそれによって生ずる結果との関係のこと

であり、特に民法や刑法の分野で問題となる。民法上、債務不履行による損

害賠償については、「これ（筆者注：債務不履行）によって生じた損害の賠償

を請求することができる」（民 415）とされている。損害賠償の範囲は損害の

範囲によって定まることになり、損害の範囲はいわゆる因果関係の理論に

よって定まるとされる。因果関係とは、本来、「あれなければこれなし」とい

う論理学上の思考形式である(87)。しかしながら、あれなければこれなしとい

う因果関係をたどることによって、賠償責任が際限なく広がることを防ぐた

                                                        
(87) 於保不二雄『債権総論〔新版〕』138 頁（有斐閣、1972）。 
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内容やノン・リコース条項の存在を前提としても、融資銀行が本件ローン
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め、債務不履行による損害賠償の範囲は、「通常生ずべき損害」に限っている

（民 416①）。これは、一般に「相当の因果関係に立つ損害」といわれるもの

であって、債務不履行から一般に生ずるであろうと認められる損害を意味す

る。また、「特別の事情によって生じた損害」については、債務者がその損害

を生じさせた事情
、、

を予見し、または予見することができたはずである場合に

だけ、その事情から通常生ずべき損害について、賠償を請求できるものとし

ている（民 416②）。この第 2 項の基準も含めたものを「相当因果関係」と呼

ぶ用語法もあるし、第 1 項の基準のみを「相当因果関係」と呼ぶ用語法もあ

る(88)。このように、因果関係の相当性を問題としているのは、損害賠償の範

囲についてであって、損害賠償を請求できるか否かは、飽くまで「あれなけ

ればこれなし」の関係であり(89)、民法 415 条が、「これによって通常
、、

生じた

損害」とされていないことからも明らかであろう。 

上記の因果関係の考え方を前提に、不動産所得について見ると、所得税法

26 条 1 項が、単に「貸付けによる所得」と規定していることからすれば、「貸

付け」と「所得」との間には、強度あるいは相当の因果関係まで要すると解

することはできない。強度あるいは相当の因果関係を要求するのであれば、

「貸付けの所得」あるいは「貸付けによって通常生ずべき所得」などと規定

すべきであって、そのように規定されていない以上、「貸付けがなかったなら

ば生じなかったであろう」関係で足りるのである(90)。ただし、不動産所得が、

                                                        
(88) 我妻ほか・前掲注(21)762～763 頁。なお、民法 416 条は相当因果関係を定めた規定

であるとするのが判例・通説の立場であるが、近年、相当因果関係説は 416 条と構

成の異なるドイツ民法の損害賠償規定の運用として生まれた理論であるから、わが

国の損害賠償論上は、債務不履行については保護範囲説というような用語で呼ぶべ

きであるという学説が提唱され、有力となりつつある（我妻榮＝有泉亨＝川井健『民

法 2 債権法〔第 3 版〕』76 頁（勁草書房、2009））。保護範囲については、平井宜雄

『損害賠償法の理論』168 頁以下（東京大学出版会、1971）参照。 
(89) 平井宜雄教授も、因果関係の存在について、「契約不履行にもとづく損害賠償の場合

に即して述べるなら、当該損害賠償請求訴訟で争われているところの債務不履行の

事実が存しなかったならば
、、、、、、、、、

賠償請求の対象となっている当該損害の事実が発生しな
、、

かったであろう
、、、、、、、

、という関係が存在すれば足りる」と述べられる（平井・前掲注

(88)162 頁）。 
(90) 「貸し付けたならば生ずる」（＝相当の因果関係）ではない。 
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担税力の違いや資産所得合算課税制度の対象とする必要性から他の所得と区

別された経緯や、「より」という文言が「基因」よりも直接的な因果関係を指

すと解されること(91)を踏まえると、当該因果関係については、「風が吹けば

桶屋が儲かる」(92)のように可能性の低い因果関係を無理矢理つなげた結果、

貸付けとの関係がかなり薄くなる（貸付けによる所得の範囲が無制限に広

がってしまう）ことは適当ではないだろう。その意味において、名古屋高裁

平成 17 年判決は「直接の因果関係」としたものと考えられる。その一方で、

相当の因果関係（「通常生ずべき」関係）までは要しないと解されることから

すると、同判決で示されたように、「生ずることが予定されている」程度の関

係が必要であると考えられる。したがって、同判決の「賃貸借契約と直接の

因果関係のある経済的利益」と「賃貸借契約において通常予定されている経

済的利益」とは同義であると解されるが、文理解釈としては、直接の因果関

係までは要しないと考えるのが相当であろう(93) 
既に述べたとおり、本件では、中途解約の際に初めて本件建物が無償譲渡

されることが合意されたのであって、当初は、建物を無償で譲渡することな

ど全く予定されていなかったことからすると、中途解約合意と本件賃貸借契

約が一体のものとして認められない限り、本件建物利益は、賃貸借契約と因

果関係があるとは認められないのであろう。 

東京地裁平成 26 年判決の本件利子補給金は、賃貸借契約とは別に交付者

（東京都）に対して申込みを行うため、賃貸借契約あるいは賃貸人と賃借人

との間で予めされた合意に基づく利益ではなく、また、交付の直接の原因は、

東京都からの交付決定であるため、賃貸借契約と因果関係のある利益ともい

えない。しかしながら、利子補給金によって不動産所得の必要経費に算入さ

                                                        
(91) 本章第 1 節 1 参照。 
(92) 風が吹くと砂ぼこりが出て盲人がふえ、盲人は三味線をひくのでそれに張る猫の皮

が必要で猫が減り、そのため鼠がふえて桶をかじるので桶屋が繁盛する。思わぬ結

果が生じる、あるいは、あてにならぬ期待をすることのたとえ（新村・前掲注(26)532
頁）。 

(93) この点は、次章第 2 節 2 の東京高裁平成 22 年 9 月 30 日判決が述べるとおりである

（後掲注(107)参照）。 
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れる借入金の利子が長期間にわたって軽減されることや、住宅公社に対して

貸し付けることも利子補給金の交付要件の一つとなっていることを踏まえる

と、裁判所が認定したように、「本件利子補給金は、本件賃貸住宅の借上げに

係る収益構造の中に不可分一体のものとして組み込まれているということが

でき……本件賃貸住宅一括借上契約を締結しなければ本件利子補給金の支給

もあり得なかった」のである。そうすると、ある経済的利益が、賃貸借契約

に係る収益構造と不可分一体であるならば、それは、賃貸借契約と因果関係

があるといえよう(94)。なお、本件においては、貸し付けることによって必ず

利子補給金の支給があるという点で、貸付けと直接の因果関係があるともい

える。 
また、本章第 1 節で見たように、「不動産等の貸付け」は、賃貸借契約に

限定されているわけではなく、地上権等の設定も含まれることからすると、

賃貸借契約に限らず、貸付けとそこから生ずる利益との間に因果関係が存在

すれば良いということになる。 
以上のことからすると、「貸付け」と「所得」との間には、「貸付けを行う

ことによって生ずることが通常予定されている」程度の関連性が必要であり、

かつ十分であるといえる。 
 
２ 「業務の遂行に伴い付随して生じた収入」における関連性 

  平成 24 年裁決Ⅰは、所得の性質や発生の態様によって異なる担税力に応

じた公平な課税の実現を図るという所得税法の立法趣旨から、「本来企図した

収入ではないが、不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して生じた収

                                                        
(94) 控訴審東京高裁平成 27 年 3 月 19 日判決も、「『貸付け（中略）による所得』の『よ

る』は、因果関係を表す用語であり、『貸付けによる所得』は、文言上、貸付けの対

価に限定されないし、貸付けの相手方から得られるものに限定されることもない。

……利子補給金は、当該賃貸住宅の貸付けをしなければ得ることができないもので

あるから、その貸付けと因果関係のある収入ということができ、それが上記の制度

による制約の下で当該賃貸住宅を賃貸することにより、必要経費である借入金の利

子を軽減するものとして支払われることに照らせば、その所得は不動産の貸付けに

よる所得に当たるというべきである。」としている。 
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入についても、不動産所得の総収入金額に含まれる」としている。このよう

な解釈は、「貸付けによる所得」の文理解釈及び所得計算において総収入金額

という語が用いられていることからも間違いではないだろう。そして、本件

ローン残債務免除益は、リース契約とは別個の本件ローン契約に基づいて生

じたものであるとして、不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して生

じた収入には該当しないと判断していることからすると、当該業務の遂行に

伴い付随して生じた収入が不動産所得に該当するためには、貸付けとの関連

性を必要とするということを示唆している。したがって、上記 1 同様、どの

程度の関連性が必要となるかという問題がある。 
本件ローン契約には、組合員は、原則として組合財産から回収した総額（以

下「回収総額」という。）を唯一の原資としてローンの返済を行い、人的責任

を負わないいわゆるノンリコースローンに関する契約条項があった。そして、

本件ローン残債務免除益が、本件ローン契約中のノンリコースローンに関す

る契約条項に基づいて生じたものであることは、審判所認定のとおりである。

本件組合は、組合員の出資と借入金をもって航空機を取得した上で、本件組

合の目的であるリース業務を行っていることからすると、借入れの基となる

本件ローン契約を締結しなければリース契約もできなかったはずである。そ

して、本件ローン契約にノンリコースローンに関する契約条項があったこと

からすると、回収総額が借入金の額を下回った場合には、融資銀行はそれ以

上の返済を各組合員に対して請求することはできず、結果として、ローン残

債務免除益が生ずることも予定されていたと考えられる。 
ただ、ローン残債務について免除を受けるまでの経緯をみると、①本件組

合は、航空機の当初のリース先であった G 社が倒産したことに伴い、再リー

ス先として N 社を選定したこと、②N 社からの月額リース料が、毎月のロー

ン返済額に満たないことから、融資銀行との間で、返済額は変更せずに返済

期間や融資利率の変更する旨の合意を新たに行ったこと、③一旦は、本件組

合の存続期間の延長を決定したものの、経済状況の変化などにより、組合業

務を継続しても出資金の回収の見込みが生ずる可能性が低いことから、業務
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を終了し、本件組合を解散することを決定したことからすると、本件組合は、

当初は、回収総額からローンの返済は可能であると考えており、リース先の

変更によりリース料が減少した後も融資銀行との間で返済額は変更せずに返

済期間を変更するなどして、完済することに努めていたことが窺われる。ま

た、F 社が組成した個人向け航空機リース事業に係る組合においては、本件

組合を含め、全てノンリコースローンの方式による借入れが行われたが、平

成 23 年 10 月 12 日時点で終了し又は清算中の組合のうち、債務免除益が生

じたのは本件組合のみであった（更にいうと、F 社が組成した法人向け航空

機リース事業に係る組合で、上記時点で終了し又は精算中の案件のうち、債

務免除益が生じた案件はない。）ことも併せ考慮すると、本件ローン契約締結

時点では、本件ローン残債務免除益が生ずることがあるにしても、その可能

性は低かったというべきである。これは、東京地裁平成 26 年判決の利子補

給金が、必ず支払われるものであるという点と異なる。 
本裁決が示したように、「不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随して

生じた収入」が、不動産所得に含まれるのであれば、結局、上記「貸付けに

よる所得」における貸付けとの関連性と同一となるべきと考えるのが相当で

あろう。すなわち、賃借人以外から受ける経済的利益が、「不動産所得を生ず

べき業務の遂行に伴い付随して生じた収入」として不動産所得に該当するた

めには、貸付けと因果関係のある経済的利益でなくてはならないと解すべき

である。 
そうすると、本件ローン契約が、リース契約と一体のものあるいは組合契

約の前提となっているものということができたとしても、発生する可能性の

低い本件ローン残債務免除益は、リース契約において通常予定されている経

済的利益とまではいえなかったのであろうか(95)。 

                                                        
(95) この点について、東京地裁平成 27 年 5 月 21 日判決（前節 3 参照）では、「本件融

資銀行は、本件航空機の売却代金が想定されていた価額を大幅に下回り、本件借入

金が本件航空機の売却代金を上回るという事情が生じた中で、ノンリコース条項を

前提としつつ、その経営判断により、様々な可能性の中から本件ローン残債務免除

行為及びそれによる本件ローン残債務免除益の発生は、本件組合事業において予定
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なお、筆者は、本件ローン契約の締結が、本件組合の目的である航空機の

賃貸等の事業の遂行に必要不可欠な航空機の取得資金を賄うためにされたも

のであり、本件組合契約の前提として当初から予定されていたものであるこ

とからすると、本件ローン契約は、リース契約の収益構造と不可分一体のも

のと考えられ、更に、本件ローン残債務免除益は、通常生ずる
、、、、、

ものとはいえ

ないとしても、リース契約と一体のものと認められる本件ローン契約におい

ては生ずることが通常
、、

予定
、、

されていたというべきであること、また、第 4 章

で述べるように、航空機の取得費用が減価償却を通して必要経費に算入され

るものであることからすると、本件ローン残債務免除益は、不動産所得と判

断すべきものであると考える。 

 

第４節 小括 

 
  以上をまとめると、不動産等の貸付けによる所得というためには、貸付け

とそこから生ずる利益との間に因果関係が存在することが必要であり、かつ

十分であるといえる。換言すれば、不動産等を貸し付けることによって生ず

ることが通常予定されている経済的利益が、不動産所得となるのである。具

体的には、賃貸借契約に係る収益構造と不可分一体のものかなどにより判断

がされるといえよう。 
 

                                                                                                                  
されたものでもなかったというべきである。」と認定している。 
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されたものでもなかったというべきである。」と認定している。 
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第３章 不動産等の貸付けによる所得に代わる 

性質を有するものの意義 
 

第１節 保険金等及び収益補償金 

 
１ 所得税法施行令 94 条 1 項と所得税法 26 条との関係 

  ここで、所得税法施行令 94 条 1 項について触れておく。金子宏教授が「課

税要件法定主義の要請からして、法律の根拠なしに政令・省令等で新たに課

税要件に関する定めをなしえないことは、いうまでもない。」と述べられるよ

うに(96)、課税要件について政令に委任されている場合の当該政令の解釈に当

たっては、その政令に委任している法律の内容を踏まえて解釈すべきであり、

課税要件について、法律の予定する範囲を無条件に広げるような解釈はでき

ない。同項は、不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務

について、当該業務の収益補償金など収入金額に代わる性質を有するものを、

当該業務の遂行により生ずべき所得に係る収入金額とする旨定めたもので

あって、「各種所得の範囲及び各種所得の金額の計算に関し必要な事項は、政

令で定める」と規定している所得税法 68 条に基づいて定められているのであ

る(97)。したがって、同法 26 条が直接委任した政令ではないものの、同法 68
条が、23 条ないし 67 条の 4 に定める内容について、その施行のために必要

な技術的細目的事項を定めることを政令に委任する規定であると解されるこ

とからすると(98)、所得税法施行令 94 条 1 項に該当するもので不動産所得に

関するものは、所得税法 26 条で定める課税要件の範囲内であるといえる。 
 

                                                        
(96) 金子・前掲注(8)77 頁 
(97) 武田・前掲注(10)3138 頁。 
(98) 大阪高裁平成 21 年 10 月 16 日判決（判タ 1319 号 79 頁）は、所得税法 68 条と同

趣旨の法人税法 65 条について、「法 22 条ないし 64 条の定める内容について、その

施行のために必要な技術的細目的事項を定めることを政令に委任する規定と解され」

るとしている。 
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２ 所得税法施行令 94 条 1 項の趣旨 

  所得税法施行令 94 条 1 項の規定が定められたのは、昭和 34 年度の改正で

あり、当時の所得税法施行規則（昭和 34 年政令 85 号）7 条の 11 では、1 項

で「事業を営む者が、当該事業に係るたな卸をなすべき資産につき損失を受

けたことに因り受ける保険金、当該事業の全部又は一部の休止、転換又は廃

止に因り当該事業の収益の補償として受ける補償金その他当該事業に関して

受ける収入金の額で、当該事業の遂行に因り生ずべき法第 9 条第 1 項第 4 号

に規定する所得（筆者注：事業所得）の収入金額に代る性質を有するものは、

同号に規定する所得の収入金額とする」旨規定し、2 項で「前項の規定は、

法第 9 条第 1 項第 3 号、第 7 号又は第 10 号に規定する所得（筆者注：それ

ぞれ不動産所得、山林所得、雑所得）を有する者が受ける収入金額で、これ

らの所得を生ずべき収入金額に代る性質を有するものについて、これを準用

する」と規定された。この改正理由については、「改正前までは、不動産所得、

事業所得、山林所得及び雑所得の所得の基因たるたな卸資産が滅失したこと

により受ける保険金収入を、これらの所得の収入金額とすべきかどうかにつ

いて、所得税法第 6 条第 12 号（損害保険契約に基き支払を受ける保険金に係

る非課税規定）の解釈に疑義があったため立法的解釈を延ばして来たが、適

法行為に基づいて受ける保険金、すなわち、たな卸資産に係る保険料は事業

上の必要経費として控除されているのであるから、保険事故に基づき受け取

る保険金の主体は事業であらねばならない。したがって、今回の改正で、こ

れらの事業を営む者が、これら事業に係るたな卸資産が滅失した場合に受け

る保険金は、これらの事業所得等の収入金額に算入することを明らかにした。

また、不動産所得、事業所得、山林所得及び雑所得の基因となる事業等が、

例えば、収用等によりそれら事業等の全部又は一部の休止、転換又は廃止等

により休業補償、離作料等として、それらの事業等を遂行するならば得べか

りし性質をもつ収入金―いわゆる営業補償の意味で受けるものは、これらの

事業所得等の収入金額に算入して課税することにした。」と説明されてい
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第３章 不動産等の貸付けによる所得に代わる 

性質を有するものの意義 
 

第１節 保険金等及び収益補償金 
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２ 所得税法施行令 94 条 1 項の趣旨 

  所得税法施行令 94 条 1 項の規定が定められたのは、昭和 34 年度の改正で

あり、当時の所得税法施行規則（昭和 34 年政令 85 号）7 条の 11 では、1 項
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る非課税規定）の解釈に疑義があったため立法的解釈を延ばして来たが、適
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上の必要経費として控除されているのであるから、保険事故に基づき受け取

る保険金の主体は事業であらねばならない。したがって、今回の改正で、こ

れらの事業を営む者が、これら事業に係るたな卸資産が滅失した場合に受け

る保険金は、これらの事業所得等の収入金額に算入することを明らかにした。

また、不動産所得、事業所得、山林所得及び雑所得の基因となる事業等が、

例えば、収用等によりそれら事業等の全部又は一部の休止、転換又は廃止等

により休業補償、離作料等として、それらの事業等を遂行するならば得べか

りし性質をもつ収入金―いわゆる営業補償の意味で受けるものは、これらの

事業所得等の収入金額に算入して課税することにした。」と説明されてい
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る (99)。すなわち、それまで疑義のあった、たな卸資産が滅失した場合に受け

る保険金について、その保険料が必要経費に算入されていることと対応させ

て、受け取った保険金を収入金額とすべきことを明文化し、それと併せて収

益補償金についても規定されたのである。 
なお、不動産所得、事業所得、山林所得及び雑所得は、それらの所得計算

規定において、「総所得金額」という語が用いられていることから（所法 26
②、27②、32③、35②二）、副収入や付随収入もこれに含まれることは前章

第 1 節で述べたとおりであり、そのことを明らかにするため、これらの所得

に係る収入金額に代わる性質を有するものも、これらの所得に係る収入金額

とすることが確認的に定められているのである。 
 
３ 保険金等 

  所得税法施行令 94 条 1 項は、その柱書で、「不動産所得……を生ずべき業

務を行なう居住者が受ける次に掲げるもので、その業務の遂行により生ずべ

きこれらの所得に係る収入金額に代わる性質を有するものは、これらの所得

に係る収入金額とする」旨規定し、同項 1 号で「当該業務に係るたな卸資産

（第 81 条各号（譲渡所得の基因とされないたな卸資産に準ずる資産）に掲げ

る資産を含む。）……につき損失を受けたことにより取得する保険金、損害賠

償金、見舞金その他これらに類するもの」を掲げている。 
  そして、同令 81 条には、①同令 3 条各号に掲げるたな卸資産に準ずる資

                                                        
(99) 安斎一郎「所得税関係法令改正詳解」税弘 7 巻 5 号 81～82 頁（1959）。また、長村

輝彦「所得税法の一部改正について」財政 24 巻 5 号 36 頁（1959）においても、「本

来、課税方法の変更というべきことではないが、……従来特に問題となりがちであっ

た各種の補償金等について、次により、その所得の種類の区分を明確にすることと

した。(1)事業を営む者が、その事業に係るたな卸資産につき損失を受けたことによ

り支払を受ける保険金、その事業の全部又は一部の休止、転換又は廃止によりその

事業の収益の補償として支払を受ける補償金その他その事業に関して支払を受ける

収入金の額で、その事業の遂行により取得し得べき事業所得の収入金額に代る性質

を有するものは、事業所得の収入金額とされる。……なお、不動産所得、山林所得

又は雑所得についても、これらの所得を生ずべき収入金額に代る性質を有するもの

は、事業所得におけると同様、それぞれ、不動産所得、山林所得又は雑所得の収入

金額とされる。」と説明されている。 
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産、②少額減価償却資産（所令 138）、③一括償却資産（所令 139）が掲げら

れている(100)。不動産貸付けにおいては、入居者の管理等をパソコンで行って

いる場合のパソコンや、居室に取り付けたエアコンなどがこれに該当するの

であろう。そして、これらの資産に損失を受けたことによって保険金を取得

した場合、支払保険料は不動産所得の必要経費に算入されるものであるから、

保険金収入もこれと対応させて、不動産所得に係る収入金額に代わる性質を

有するものとして、不動産所得の収入金額とするというのである(101)。した

がって、この、「不動産所得に係る収入金額に代わる性質を有するもの」との

表現は、「本来の不動産等の貸付けによる所得ではないが、それに代わる性質

を有するもの」と解することができよう(102)。 
  なお、資産の損害に基因して受ける保険金等は、原則として、非課税とさ

れているが（所法 9①十七、所令 30 二）、本規定により不動産所得等の収入

金額とされる保険金等については除かれているため、非課税とはならない。 
 
４ 収益補償金 

  所得税法施行令 94 条 1 項 2 号は、「当該業務の全部又は一部の休止、転換

又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金そ

の他これに類するもの」を掲げている。 
  したがって、同号の規定により不動産所得の収入金額となるための課税要

件は、①不動産貸付業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由

                                                        
(100) 所得税法施行令 81 条では、少額減価償却資産及び一括償却資産から、業務の性質

上基本的に重要なもの（少額重要資産）を除いている（前章第 1 節 4 参照）。 
(101) なお、これらの資産について保険を付すことは、現実には少ないものと思われる。

大島隆夫氏は、「令 94 条では、たな卸資産、これに準ずる資産の損失によってうけ

る保険金等で収入に代わるものは不動産所得の収入だといっているところからみる

と、不動産所得になることもあるようにもとれますが、不動産所得関係のたな卸資

産の損失に対する保険金で不動産所得の収入に代わるものなど考えられないので、

この点に関して令 94 条は死文といっていいでしょう。もっとも一体不動産貸付でた

な卸資産に準ずるものは何か、と考えてもせいぜい修繕用の木材とか障子紙などで

しょうか。あまり実益のない話ではありますね。」とされる（大島ほか・前掲注(16)84
頁）。 

(102) 同様の見解を述べたものとして、若木・前掲注(83) 210 頁～211 頁。 
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(100) 所得税法施行令 81 条では、少額減価償却資産及び一括償却資産から、業務の性質

上基本的に重要なもの（少額重要資産）を除いている（前章第 1 節 4 参照）。 
(101) なお、これらの資産について保険を付すことは、現実には少ないものと思われる。

大島隆夫氏は、「令 94 条では、たな卸資産、これに準ずる資産の損失によってうけ
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な卸資産に準ずるものは何か、と考えてもせいぜい修繕用の木材とか障子紙などで

しょうか。あまり実益のない話ではありますね。」とされる（大島ほか・前掲注(16)84
頁）。 

(102) 同様の見解を述べたものとして、若木・前掲注(83) 210 頁～211 頁。 
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により取得するものであること、②当該業務の収益の補償として取得するも

のであること、③補償金その他これに類するものであることである。 
  上記①及び②の要件については、その例示からすると、収益の補償を受け

ることがあるような事由、すなわち、自己の都合によるものではなく、外的

な要因により、業務に係る収入が減少してしまうような場合に、その補償と

して受けるものである。これは、通常の業務から得る収入でないもの、不動

産所得についていえば、不動産等の貸付けによる所得そのものではない。③

の要件は、補償金という名目に限らずこれと似たものも含むと解することが

できる。したがって、不動産所得を生ずべき業務を行う居住者が受ける上記

①ないし③の要件を満たすものは、不動産所得に係る収入金額に代わる性質

を有するものとして、不動産所得の収入金額となるのである。したがって、

本規定を不動産所得との関係で整理すると、「外的要因により賃料収入が減少

するような場合に取得する収益補償金は、本来の不動産等の貸付けによる所

得ではないが、それに代わる性質を有するものとして、不動産所得に係る収

入金額となる」と解することができる。 
   
５ 小括 

  所得税法施行令 94 条 1 項は、所得税法 26 条が直接委任した政令ではない

ものの、その施行のために必要な技術的細目的事項を定めた規定である。し

たがって、所得税法施行令 94 条 1 項に該当するもので不動産所得に関するも

のは、不動産等の貸付けによる所得に含まれることになる。 
  前章で見たとおり、貸付けによる所得とは、貸付けと因果関係のある所得

と解されることから、その範囲はある程度広いものと考えられ、所得計算規

定において、「総収入金額」という語が用いられていることからも、不動産所

得には、副収入や付随収入が含まれることが予定されていること、更には、

租税法の立法目的が、担税力に応じた公平な課税を実現することであるとい

うことを踏まえると、貸付けによる所得に代わる性質を有するものについて

も、貸付けによる所得に含むとすることは相当であろう。 
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  すなわち、不動産所得を生ずべき業務に関して受ける所得税法施行令 94
条 1 項 1 号の保険金等及び同項 2 号の収益補償金は、本来、貸付けによる所

得とはいえないが、それに代わる性質を有するものとして、「不動産等の貸付

けによる所得」に含まれるということになる。 
  したがって、関連収入について、その不動産所得該当性を判断するに当たっ

ては、前章で見たような、貸付けとの関連性を検討するとともに、同項の規

定に該当するか否かについても検討する必要がある。 
 

第２節 関連収入についての裁判例 

 
１ 保証金返還債務免除益①(103) 
（１）事例の概要 

X は、A 社から預託された敷金（以下「本件敷金」という。）及び保証金

（以下「本件預託保証金」という。）を原資として建物を建築した上で、A
社との間で、当該建物を 20 年間店舗として賃貸する旨の賃貸借契約（以

下「本件契約」という。）を締結した。なお、本件契約では、本件敷金は契

約終了による当該建物の明渡し後に、また、本件預託保証金は賃貸借期間

のうち 4 年目から 20 年目までの 17 年間にわたり分割して毎月、それぞれ

A 社に返還するものとされ、いずれも無利息とされていた(104)。また、A
社からは原則として解約権を行使することができないが、X と A 社間で合

意が成立したときには解約できるものとされていた。その後、A 社が、同

社の一方的な事情により、賃貸借期間の中途で解約を申し出たことから、

X は、A 社が当該建物の原状回復義務を負わない代わりに本件敷金及び本

件預託保証金の残額の返還債務の免除を受けることを条件に合意解約に応

じた。 

                                                        
(103) 東京地裁平成 21 年 7 月 24 日判決（税資 259 号順号 11250,http://www.nta.go.jp/ 

ntc/soshoshiryo/kazei/2009/pdf/11250.pdf）。 
(104) 本件預託保証金の返還は、各月の賃料支払との相殺による決済がなされていた。 
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  すなわち、不動産所得を生ずべき業務に関して受ける所得税法施行令 94
条 1 項 1 号の保険金等及び同項 2 号の収益補償金は、本来、貸付けによる所
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１ 保証金返還債務免除益①(103) 
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（以下「本件預託保証金」という。）を原資として建物を建築した上で、A
社との間で、当該建物を 20 年間店舗として賃貸する旨の賃貸借契約（以

下「本件契約」という。）を締結した。なお、本件契約では、本件敷金は契

約終了による当該建物の明渡し後に、また、本件預託保証金は賃貸借期間

のうち 4 年目から 20 年目までの 17 年間にわたり分割して毎月、それぞれ

A 社に返還するものとされ、いずれも無利息とされていた(104)。また、A
社からは原則として解約権を行使することができないが、X と A 社間で合

意が成立したときには解約できるものとされていた。その後、A 社が、同

社の一方的な事情により、賃貸借期間の中途で解約を申し出たことから、

X は、A 社が当該建物の原状回復義務を負わない代わりに本件敷金及び本

件預託保証金の残額の返還債務の免除を受けることを条件に合意解約に応

じた。 

                                                        
(103) 東京地裁平成 21 年 7 月 24 日判決（税資 259 号順号 11250,http://www.nta.go.jp/ 

ntc/soshoshiryo/kazei/2009/pdf/11250.pdf）。 
(104) 本件預託保証金の返還は、各月の賃料支払との相殺による決済がなされていた。 
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争点は、当該免除による利益（以下「本件免除益」という。）が、X の不

動産所得に当たるか一時所得に当たるかである。 

（２）裁判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 

    「所得税法 26 条 1 項所定の不動産所得は、『不動産、不動産の上に存

する権利、船舶又は航空機の貸付けによる所得』をいうところ、ここで

いう『貸付けによる』とは『貸付けに基づいて』又は『貸付けを原因と

して』と同じ意味であって、『貸付け』とはこれによって貸主に一定の経

済的利益をもたらすものをいい、有償契約である賃貸借契約がその中心

となるものと解することができる。そして、賃貸借契約は、当事者の一

方がある物の使用及び収益を相手方にさせることを約し、相手方がこれ

に対して賃料を支払うことを約することによって成立する契約である

（民法 601 条）から、『貸付けによる所得』とは、使用収益期間に対応し

て、定期的かつ継続的に支払われる賃料がその典型であるが、これに限

らず、借主から貸主に移転される経済的利益のうち、目的物を使用収益

する対価としての性質を有するものをいうと解するのが相当である。こ

れを受けて所得税法施行令 94 条 1 項 2 号は、不動産所得を生ずべき業

務に関し、当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由

により当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これに類する

もので、その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係る収入金額に

代わる性質を有するものも、不動産所得に当たるものと規定している。」 
  ロ 認定及び判断 

裁判所は、「本件預託保証金の返還については、賃料と相殺処理されて

いたことから、現実に X が金銭支出の負担を負うことはなく、本件預託

保証金の返還が賃料収入によりまかなわれることが、本件契約上予定さ

れていたとみることができる。……本件契約については A 社からの解約

権の行使は制限されており、X が本件契約の継続を希望したことから、

A 社が、本件契約の解約の条件として本件預託保証金の残金及び本件敷
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金の返還義務免除を提示したものである。したがって、本件免除益は、

A 社の一方的な事情によって本件契約を解約し、これにより失われる X
の将来の賃料収入の補償としての性質を有するものというべきである。

……本件免除益は、X の不動産所得を生ずべき業務に関連して得た経済

的利益の額であることは明らかであって、所得税法施行令 94 条 1 項 2
号にいう『補償金その他これに類するもの』に当たるものと解するのが

相当である。」と判示した。 
更に、原告 X の「本件預託保証金の預託は、本件各建物の賃貸借契約

とは別個の独立した消費貸借契約であり、本件免除益は、本件各建物の

賃貸借契約とは別個の合意解約により新たに生じたものであるから、本

件賃貸借契約書に基づいて生じたものではなく、賃料収入の補償の趣旨

を有するものということはできない」との主張に対しては、「本件預託保

証金は、本件合意時から本件各建物の建築資金に充てることを予定して

X に預託されたものであり、本件預託保証金の預託と本件各建物の賃貸

借を一体として、同一の本件契約書により締結したものであって、本件

預託保証金の預託が、本件各建物の賃貸借契約とは別個独立の消費貸借

契約であるということはできない。また、確かに、本件免除益は、本件

合意解約に基づいて生じたものであるが、本件解約合意書には、第 1 条

に本件契約を合意解約すること、第 2 条に A 社が本件預託保証金の残金

及び本件敷金の返還請求権を放棄することがそれぞれ記載されているの

であって、本件契約の合意解約と本件預託保証金等の返還請求権の放棄

が一体として合意されているというべきであり、本件免除益が、本件契

約とは別個独立の合意解約により生じたものであるということはできな

い。」として、本件免除益を不動産所得であると判断した。 
（３）判決について 
   本判決（以下「東京地裁平成 21 年判決」という。）では、本件免除益は、

所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の「補償金その他これに類するもの」に当

たるとして不動産所得と判断されている。判断のポイントとしては、①本
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であって、本件契約の合意解約と本件預託保証金等の返還請求権の放棄

が一体として合意されているというべきであり、本件免除益が、本件契

約とは別個独立の合意解約により生じたものであるということはできな

い。」として、本件免除益を不動産所得であると判断した。 
（３）判決について 
   本判決（以下「東京地裁平成 21 年判決」という。）では、本件免除益は、

所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の「補償金その他これに類するもの」に当

たるとして不動産所得と判断されている。判断のポイントとしては、①本
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件預託保証金の返還が賃料収入によりまかなわれることが、本件契約上予

定されていたこと、②A 社の一方的な中途解約のため、その条件として本

件預託保証金の残金及び本件敷金の返還義務免除が提示されたことである。 
   原告 X の主張に対して、裁判所は、賃料収入で預託保証金の返還をまか

なうことを予定していた本件契約と、本件預託保証金等の返還請求権の放

棄を条件とした本件契約の合意解約が一体のものであると認定して、本件

免除益は、本件賃貸借契約書に基づいて生じたものであるとしている。こ

のような判断は、本件免除益が本件契約（賃貸借契約）と一体ものである

と認められなければ、収益補償金として不動産所得とならないとしている

かのようにも思えるが、前節で確認したとおり、所得税法施行令 94 条 1
項 2 号が、「外的要因により賃料収入が減少するような場合に取得する収

益補償金は、本来の不動産所得の収入金額ではないが、それに代わる性質

を有するものとして、不動産所得に係る収入金額となる」と解されること

からすると、外的要因によって減少する賃料収入を補償する目的で支払わ

れるものであればこれに該当するのであって、賃貸借契約に基づくもので

あることは要件とされていない。このことは、例えば、第三者の事情によ

り不動産賃貸業に係る収入が減少するような場合、当該第三者から受ける

収益補償金は、賃貸借契約に基づかなくても不動産所得の収入金額とすべ

きことからも明らかであろう。したがって、判決においても、本件免除益

が、失われる将来の賃料収入の補償としての性質を有するものか否かは、

本件契約及び本件合意解約の内容に加え、合意解約に至る経緯から認定さ

れている。賃貸借契約との一体性については、本件免除益は、本件賃貸借

契約書に基づいて生じたものではないとの原告Xの主張に対するものであ

り、本件免除益が賃料収入の補償として不動産所得に該当するとの結論に

は直接影響を及ぼさないものと考える。もっとも、本件のような長期間の

賃貸借契約の場合、賃借人の都合で中途解約するときには、賃貸人から収

益の補償を求められることも多く、収益の補償として賃借人から利益を受

ける場合には、結果的に、賃貸借契約との関連性を有することもあろう。 
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前章でみたとおり、賃貸借契約との一体性が認定できるのであれば、直

接、所得税法 26 条を根拠に、不動産所得と判断することも可能であると

考えられる。そうすると、賃貸借契約と一体のものとしてされた合意に基

づく経済的利益は、賃貸借契約を原因とする経済的利益、すなわち、本来

の「貸付けによる所得」ということができるのではないだろうか。 
 

２ 保証金返還債務免除益②(105) 
（１）事例の概要 
  平成 2 年 9 月 22 日、X は A 社との間で、X が所有する土地上に、A 社

が指定する仕様により建物（以下「本件建物」という。）を建築し、A 社に

賃貸することをあらかじめ定めた予約契約（以下「本件予約契約」という。）

を締結した。予約契約書には、①本件予約契約締結時に、A 社は X に対し

て予約証拠金を預託し、本件建物を A 社に引き渡して予約完結となる時点

で、予約証拠金を敷金に充当すること、②賃貸借期間は、予約完結の日か

ら 15 年とすること、③A 社は、本件建物を A 社が営業する店舗（レスト

ラン）として使用することとし、X は、本契約の終了後に本件建物を利用

する場合は、本件建物について模様替えを施し、A 社が営業していた店舗

の容姿を残存させず、当該店舗と類似しない建物にしなければならないこ

と、④A 社の一方的事由により、本契約を中途解約する場合には、A 社は

X に対し、本件建物建築のための借入金の解約時点における残債務相当額

を損害金として支払うこと。この場合、A 社は、X に対する保証金の返還

請求権も失うこと（中途解約条項）などが定められていた。 
  また、同日、X と A 社は、①X の本件建物の建築計画に協力するため、

                                                        
(105) 東京高裁平成 22 年 9 月 30 日判決（税資 260 号順号 11523, http://www.nta.go.jp/ 

ntc/soshoshiryo/kazei/2010/pdf/11523.pdf）。同判決は、第一審東京地裁平成 22 年 3
月 26 日判決（税資 260 号順号 11407,http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei/ 
2010/pdf/11407.pdf）を支持した。なお、上告審最高裁平成 23 年 3 月 4 日第二小法

廷決定（税資 261 号順号 11632,http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei 
/2011/pdf/11632.pdf）は上告を棄却し、上告受理申立てを不受理とした。 
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A 社は X に対し、保証金（以下「本件保証金」という。）を預託すること、

②本件保証金は、本件建物の工事契約の締結時、建物上棟時及び建物竣工

引渡時の 3 回に分けて預託すること、③本件保証金は、本契約の終了時に

無利息で一括返済することを合意した。 
平成 3 年 6 月 28 日、本件建物が完成したため、X と A 社は、本件予約

契約が完結し、本契約（以下「本件本契約」という。）が開始したことを確

認するとともに、予約契約書の内容をもって本件本契約に代える旨を合意

した。 
平成 17 年 3 月、X と A 社は、以下の趣旨の記載がある建物賃貸借解約

及び物件明渡し確認書（以下「本件確認書」という。）に基づき、本件本契

約を中途解約する旨の合意（以下「本件解約契約」という。）がなされた。

①A 社の申し入れにより、平成 17 年 1 月 31 日をもって本件本契約を解約

すること、②A 社は、本件建物内の内装、設備の撤去費用を全額負担する

こと、③X が本件建物を引続き利用する場合は、本件建物の模様替えを施

させ、A 社が営業していた店舗の容姿を残存させず、かつ、当該店舗と類

似しない建物にしなければならないこと、③X は、A 社から預託された敷

金を返還すること、④X は、A 社から預託された本件保証金を返還しない

こと（以下、本件保証金を返還しないことにより X が受けた利益を「本件

利益」という。）、⑤本件建物建築の為の借入金で、契約終了時点における

残債務相当額は、X が負担すること(106)。 
  本事例の主な争点は、本件利益の不動産所得該当性である。 

（２）裁判所の判断 
 イ 不動産所得の意義 

                                                        
(106) 中途解約条項では、A 社が本件建物建築のための借入金の残債務相当額を損害金と

して支払う義務を負うものとされていたところ、本件解約契約において当該義務を

負わないこととされたのは、解約に関する交渉において、A 社が本件本契約の満了

まで賃料を支払うことを提案したところ、Xが保証金の返還義務を負うこと等を嫌っ

て当該提案を拒否し、これを受けて、A 社が、借入金の残債務相当額は X が負担す

るものの、保証金の返還義務は負わないという条件で中途解約する旨の代替案を提

案し、概ね当該代替案に沿う形で本件解約契約が締結されたためである。 
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「不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利等の貸付けによ

る所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいうところ（法

26 条 1 項）、貸付けとは、これによって貸主に一定の経済的利益をもた

らすものをいい、有償契約である賃貸借契約がその中心となるものと解

される。そして、賃貸借契約は、当事者の一方がある物の使用及び収益

を相手方にさせることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払う

ことを約することによって成立する契約であるから（民法 601 条）、上記

の貸付けによる所得とは、使用収益期間に対応して定期的かつ継続的に

支払われる賃料がその典型であるが、これに限らず、賃借人から賃貸人

に移転される経済的利益のうち、目的物を使用収益する対価としての性

質を有するもの又はこれに代わる性質を有するものをいうと解するのが

相当である。施行令 94 条 1 項 2 号は、上記の考え方を受けて、不動産

所得を生ずべき業務に関し、当該業務の全部又は一部の休止、転換又は

廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金そ

の他これに類するもので、その業務の遂行により生ずべき所得に係る収

入金額に代わる性質を有するものも不動産所得に係る収入金額に当たる

ものとする旨規定しているものというべきである。」 
  ロ 認定及び判断 

「〔1〕本件予約契約及び本件本契約は、土地所有者である賃貸人が、

賃借人の営業に適した建物を賃借人が指定する仕様に従い建築した上

で賃貸する契約（X が主張するところのいわゆるオーダーリース）であ

ると解されること、〔2〕X は、本件建物の建築等のために 1 億 5,500 万

円を負担し、当該建築費等に充てるため金融機関から 1 億 1,000 万円を

借り入れたこと、〔3〕本件保証金は、A 社が X による本件建物の建築に

協力するために預託するものとされ、また、工事契約締結時、建物上棟

時及び建物竣工引渡時の 3 回に分けて預託する旨合意されたこと、〔4〕
本件保証金に関する〔3〕の合意は、本件予約契約が締結された日と同

じ日にされたことからすれば、X が負担する本件建物の建築費用につい
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319 
 

「不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利等の貸付けによ

る所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいうところ（法
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の貸付けによる所得とは、使用収益期間に対応して定期的かつ継続的に
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廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金そ

の他これに類するもので、その業務の遂行により生ずべき所得に係る収

入金額に代わる性質を有するものも不動産所得に係る収入金額に当たる

ものとする旨規定しているものというべきである。」 
  ロ 認定及び判断 
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賃借人の営業に適した建物を賃借人が指定する仕様に従い建築した上

で賃貸する契約（X が主張するところのいわゆるオーダーリース）であ

ると解されること、〔2〕X は、本件建物の建築等のために 1 億 5,500 万

円を負担し、当該建築費等に充てるため金融機関から 1 億 1,000 万円を

借り入れたこと、〔3〕本件保証金は、A 社が X による本件建物の建築に

協力するために預託するものとされ、また、工事契約締結時、建物上棟

時及び建物竣工引渡時の 3 回に分けて預託する旨合意されたこと、〔4〕
本件保証金に関する〔3〕の合意は、本件予約契約が締結された日と同

じ日にされたことからすれば、X が負担する本件建物の建築費用につい
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ては、金融機関からの借入金等に加えて本件保証金をもって充てること

が想定されており、本件保証金の預託に関する合意は、本件本契約を実

現するための不可欠の要素というべきものであり、同契約と一体のもの

として合意されたものというべきである。……（いわゆるオーダーリー

ス）においては、賃貸される建物は賃借人が指定した仕様により建築さ

れたもので一般的に汎用性が乏しく、賃貸人が当該賃貸借契約の終了後

に再賃貸をするに際しては、賃料その他の契約条件を下げる必要が生じ

ることが予想される。……本件本契約においては、X が同契約の終了後

に本件建物を利用する場合は、模様替えを施して A 社が営業していた店

舗と類似しない建物にしなければならないとされており、再賃貸をする

ためには改装工事が必要となる可能性があった。したがって、このよう

な賃貸借契約の中途解約がされた場合、賃貸人については、賃料収入を

失う上、再賃貸後の賃料の減収等の損失が生ずることが予想される。加

えて、本件保証金と同様の性格の保証金は、建物等の建築費用に充てら

れるため賃貸人の手元には残っておらず、その返済義務を負うとすると、

賃貸人は、そのための資金の調達の負担を負うこととなる。以上のよう

な点を踏まえ、本件本契約においては、契約期間を 15 年と比較的長期

に設定して、本件建物の建築費用を負担する X が建築費用を回収できる

ようにしていたものと解される。そして、X は、同契約に関連するもの

としては、賃料収入以外には、金融機関からの借入金の返済や本件保証

金の返還に充てるべき収入を特段有していなかったことがうかがわれ

ることからすれば、同契約の期間満了までに得られる賃料収入の一部を

もって借入金の残債務の返済及び本件保証金の返還に充てることが想

定されていたものと解される……また、中途解約条項が、A 社が一方的

事由により本件本契約を中途解約した場合に、X に対する本件保証金の

返還請求権を失うとともに、借入金の残債務相当額を損害金として支払

う義務を負う旨規定するのも、A 社側の都合により中途解約がされた場

合に、借入金の残債務の返済及び本件保証金の返還に充てるべき賃料収
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入を失うことによって X に生じ得る一切の損失等を補償して、X が金銭

的負担を負わないように配慮した趣旨であるものと解するのが相当で

ある……X は、本件解約契約の結果、〔1〕平成 17 年 2 月分以降の約 17
か月分の賃料収入を得ることができなくなったほか、〔2〕中途解約条項

では、A 社が借入金の残債務相当額を損害金として支払う義務を負うも

のとされていたところを、A 社は当該義務を負わないこととされた一方

で、〔3〕同条項が規定していたとおり、本件保証金の返還義務を負わな

いこととなったものである。上記の本件解約契約の内容に加え、……本

件解約契約の締結に至る経緯（特に、A 社が、本件本契約の期間満了ま

で賃料を支払うことを提案したところ、X は本件保証金の返還義務を負

うこと等を嫌って当該提案を拒否し、これを受けて、A 社が、借入金の

残債務相当額は X が負担するものの、本件保証金の返還義務は負わない

という条件で中途解約する旨の代替案を提案し、概ね当該代替案に沿う

形で本件解約契約が締結されたこと）並びに A 社の申入れにより本件本

契約を中途解約する旨、X は本件保証金を A 社に返還しない旨及び借入

金の残債務相当額はXが負担する旨が1通の本件確認書に記載されて合

意されていることからすれば、上記〔1〕ないし〔3〕は一体のものとし

て合意されたものであり、かつ、本件解約契約は、中途解約条項を前提

とした交渉の結果締結されたものと認められる。そうすると、本件解約

契約は、……中途解約条項の趣旨（中途解約がされた場合に、借入金の

残債務の返済及び本件保証金の返還に充てるべき賃料収入を失うこと

によって X に生じ得る一切の損失等を補償するというもの）に沿って締

結されたもの」と認定し、「本件利益は、その全額が、本件解約契約に

よって X に生じる一切の経済的損失を、X に実際に生じる損失の多寡に

かかわらず補償するという性質を有するものというべきである」として、

「X の不動産所得を生ずべき業務に関し、『当該業務の全部又は一部の休

止、転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得

する補償金その他これに類するもの』で、その業務の遂行により生ずべ
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入を失うことによって X に生じ得る一切の損失等を補償して、X が金銭

的負担を負わないように配慮した趣旨であるものと解するのが相当で

ある……X は、本件解約契約の結果、〔1〕平成 17 年 2 月分以降の約 17
か月分の賃料収入を得ることができなくなったほか、〔2〕中途解約条項

では、A 社が借入金の残債務相当額を損害金として支払う義務を負うも
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うこと等を嫌って当該提案を拒否し、これを受けて、A 社が、借入金の

残債務相当額は X が負担するものの、本件保証金の返還義務は負わない

という条件で中途解約する旨の代替案を提案し、概ね当該代替案に沿う

形で本件解約契約が締結されたこと）並びに A 社の申入れにより本件本

契約を中途解約する旨、X は本件保証金を A 社に返還しない旨及び借入

金の残債務相当額はXが負担する旨が1通の本件確認書に記載されて合

意されていることからすれば、上記〔1〕ないし〔3〕は一体のものとし

て合意されたものであり、かつ、本件解約契約は、中途解約条項を前提

とした交渉の結果締結されたものと認められる。そうすると、本件解約

契約は、……中途解約条項の趣旨（中途解約がされた場合に、借入金の

残債務の返済及び本件保証金の返還に充てるべき賃料収入を失うこと

によって X に生じ得る一切の損失等を補償するというもの）に沿って締

結されたもの」と認定し、「本件利益は、その全額が、本件解約契約に

よって X に生じる一切の経済的損失を、X に実際に生じる損失の多寡に

かかわらず補償するという性質を有するものというべきである」として、

「X の不動産所得を生ずべき業務に関し、『当該業務の全部又は一部の休

止、転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得

する補償金その他これに類するもの』で、その業務の遂行により生ずべ
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き所得に係る収入金額に代わる性質を有するもの（施行令 94 条 1 項 2
号）として、その全額が不動産所得に当た」ると判示した。（以上原判

決引用） 
（３）判決について 
   本判決（以下「東京高裁平成 22 年判決」という。）も東京地裁平成 21

年判決同様、本件利益は、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の「補償金その

他これに類するもの」に当たるとした。 
   目的物の使用収益と直接的な強い結びつきを有しない経済的利益は不動

産所得には当たらないとの原告 X の主張に対し、裁判所は、「不動産所得

に当たるというためには、賃借人から賃貸人に移転される経済的利益で、

目的物を使用収益する対価としての性質又はこれに代わる性質を有するも

のであれば足り、必ずしも目的物の使用収益と直接的かつ強度の結びつき

を有するものに限定されるものではないというべきである。」としながら

も (107)、本件保証金の預託に関する合意は、本件本契約と一体のものとし

て合意されたものであること、また、本件解約契約において、賃料収入が

得られなくなることと本件保証金の返還義務を負わないことが一体として

合意されたものであり、かつ、本件解約契約は、本件本契約中の中途解約

条項を前提とした交渉の結果締結したものと認定しているとおり、本件利

益と本件本契約（賃貸借契約）との一体性から判断したとも考えられる。 
しかしながら、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の「補償金その他これに

類するもの」と判断するのであれば、本件利益が、借入金の残債務の返済

及び本件保証金の返還に充てるべき賃料収入を失うことによってXに生じ

得る一切の損失等を補償するものであると認定すれば足りる。本件では、

本件利益が生ずる基となった本件解約契約の内容からだけでは、本件利益

の性質が不明なため、本件本契約中の中途解約条項の内容及び本件解約契

                                                        
(107) 同様の解釈を示しているものとして、東京高裁平成 23 年 10 月 19 日判決（税資

261 号順号 11789, http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei/2011/pdf/11789.pdf）
がある。 
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約に至る経緯から、本件保証金の預託と本件本契約は一体であり、本件本

契約中の条項を前提として締結された本件解約契約において、賃料の減収

と本件保証金の返還免除が一体のものとして合意されたと認定することに

よって、本件利益が賃料収入の補償であるとしたのである。 
東京地裁平成 21 年判決同様、本件利益も、賃料収入の補償であるとと

もに、本件利益と本件本契約（賃貸借契約）とに一体性が認められるので

あれば、賃貸借契約を原因とする経済的利益として、直接、所得税法 26
条により、不動産所得ということもできるのであろう。 

 

第３節 考察 

 
１ 収益補償金該当性について 

  既に述べたように、減少する賃料収入を補償する目的で支払われるもので

あれば、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の収益補償金として、不動産所得の

収入金額となるのである。したがって、不動産所得の収入金額とされる収益

補償金については、法令の解釈が問題となるというよりも、収益を補償する

ものであるか否かの事実認定が問題となることが多い。前節の各裁判例にお

いては、合意解約に至る経緯あるいは失われる将来の賃料収入を補償すると

いう条項の趣旨に沿っているかという点から判断がされているが、一方で、

賃貸借契約と一体としてなされた合意に基づく経済的利益、賃貸借契約中の

条項の趣旨に沿った合意に基づく経済的利益であるとした点は、賃貸借契約

との関連性を有する経済的利益として、前章で整理した所得税法 26 条 1 項の

「不動産等の貸付けによる所得」の判断基準と同じであるともいえる。そう

すると、前節の各裁判例からも、「不動産等の貸付けによる所得」に該当する

ための判断基準（貸付けとの関連性の程度）が見えてくるのではないだろう

か。次の 2 ではその点について考察を行うこととする。 
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(107) 同様の解釈を示しているものとして、東京高裁平成 23 年 10 月 19 日判決（税資
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２ 貸付けとの関連性について 

  前章では、貸付けによる所得とは、貸付けと因果関係のある所得であり、

貸付けと所得との間には、「貸付けなかったならば生じなかったであろう」関

係があれば足りると述べた。東京高裁平成 22 年判決が、不動産所得に当たる

というためには、目的物の使用収益と直接的かつ強度の結びつきを有するも

のに限定されるものではないとしたのは、このことからも相当であろう。 
同判決は、保証金の返還に充てるべき賃料収入を失うことによって賃貸人

に生じ得る損失を補償するという中途解約条項の趣旨に沿って得た利益であ

るから、収益補償金等で収入金額に代わる性質を有するものに該当するとし

たが、賃貸借契約中の中途解約条項では、賃借人の都合により中途解約する

場合には、賃借人は、賃貸人の有する貸付物件取得に係る借入金の残債務を

負担するとともに、賃貸人に対する保証金の返還請求権も失うとされていた

ことからすると、本件解約契約に基づく本件利益は、本件本契約（賃貸借契

約）中の条項に基づくものということもでき、正に、賃貸借契約と因果関係

のある経済的利益といえる。 
一方、東京地裁平成 21 年判決では、賃貸借契約において、賃借人に賃料

滞納などがあった場合の中途解約に際しては保証金等を返還しないことが定

められていたが、合意解約による場合の保証金等の取扱いは何ら定められて

いなかった。その意味では、本件免除益は、賃貸借契約において通常予定さ

れている経済的利益あるいは賃貸借契約と因果関係のある経済的利益とはい

えない。しかしながら、裁判所は、賃料収入で本件預託保証金の返還をまか

なうことを予定していた本件契約（賃貸借契約）と、本件預託保証金等の返

還請求権の放棄を条件とした本件契約の合意解約が一体のものであると認定

している。つまり、合意解約から生じた利益を賃貸借契約から生じた利益と

同視して、「不動産所得を生ずべき業務に関連して得た経済的利益である」と

したのである。そうすると、合意解約と因果関係のある本件免除益は、賃貸

借契約と因果関係のある経済的利益であるということができるのである。 
このように、賃貸借契約と一体のものとしてされた合意に基づく経済的利
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益についても、賃貸借契約がなければ生じなかったであろうという点で、貸

付けと因果関係のある経済的利益ということができる。 

 

第４節 小括 

 
 不動産所得等の収入金額に代わる性質を有するものとして、所得税法施行令

94 条 1 項では、保険金等及び収益補償金を掲げている（所令 94①一、二）。 
 不動産所得を生ずべき業務に係る少額減価償却資産等に損失を受けたことに

よる保険金等は、支払保険料が不動産所得の必要経費に算入されるものである

ことに対応させて不動産所得の収入金額となり、また、外的要因により賃料収

入が減少するような場合に取得する収益補償金も不動産所得の収入金額となる。

同項の規定が、解釈において問題になることはあまりないだろう。 
前掲裁判・裁決例の多くは、不動産所得の意義について、「不動産等の貸付け

とは、これによって貸主に一定の経済的利益をもたらすものをいい、有償契約

である賃貸借契約がその中心となるものと解される。そして、賃貸借契約は、

当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせることを約し、相手方が

これに対して賃料を支払うことを約することによって成立する契約（民法 601
条）であるから、不動産等の貸付けによる所得とは、使用収益期間に対応して

定期的かつ継続的に支払われる賃料がその典型であるが、これに限らず、賃借

人から賃貸人に移転される経済的利益のうち、目的物を使用収益する対価とし

ての性質を有するもの又はこれに代わる性質を有するものをいうと解するのが

相当である。」とした上で、「この考え方を受けて所得税法施行令 94 条 1 項 2
号は、不動産所得を生ずべき業務に関し、当該業務の全部又は一部の休止、転

換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金そ

の他これに類するもので、その業務の遂行により生ずべき不動産所得に係る収

入金額に代わる性質を有するものも不動産所得に係る収入金額とする旨規定し
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ている」と述べている(108)。 

 前章で述べたように、「貸付け」とは、賃貸借契約に限定されているわけで

はなく、地上権の設定等も含まれること、また、「貸付けによる所得」とは「貸

付けと因果関係のある所得」と解することができることからすると、「使用収益

する対価」に限らず、「使用収益する対価としての性質を有するもの」も含むと

の解釈は相当であろう。その上で、「これに代わる性質を有するもの」として、

所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の規定があるとしている。この解釈は、本章第 1

節でみた同項の解釈と同じであり、相当であろう。 

 本章で取り上げた各裁判例は、保証金返還債務免除益が同法施行令 94 条 1
項 2 号に掲げる収益補償金に当たると判断されたものであるが、判決において

認定されたように、賃貸借契約と一体のものとしてされた合意に基づく経済的

利益、賃貸借契約中の条項の趣旨に沿った合意に基づく経済的利益については、

前章同様、貸付けと因果関係のある経済的利益、貸し付けることによって生ず

ることが通常予定されている経済的利益として、本来の「不動産等の貸付けに

よる所得」にも該当するということができる。 

                                                        
(108) 名古屋高判平 17・9・8（前章第 2 節 1 参照）、審判所平 24・3・21 裁決（前章第

2 節 3 参照）、東京地判平 21・7・24（本章第 2 節 1 参照）、東京高判平 22・9・30
（本章第 2 節 2 参照）。東京高判平 23・10・19（前掲注(107)）も同様。 
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第４章 必要経費を補填する性質を有するもの 

の取扱い 
 

第１節 必要経費を補填する性質を有するもの 

 
 前掲の各裁判・裁決例では、不動産所得と判断した根拠を、所得税法 26 条 1
項あるいは、同法施行令 94 条 1 項 2 号としている。一方、次節に掲げる裁決

例は、所得税法の立法趣旨から、不動産所得の必要経費を補填するものは、不

動産所得の収入金額とすべきとしたものであり、他の裁判例とは異なる根拠に

より判断がなされている。 
 前章までの考察から次のことがいえる。不動産所得については、所得税法 26
条 1 項で、不動産等の貸付けによる所得と定義されているものの、同法施行令

94 条 1 項においては、不動産所得、事業所得、山林所得及び雑所得に共通する

規定として、これらの所得に係る収入金額に代わる性質を有するものは、これ

らの所得に係る収入金額とする旨規定し、これに該当するものとして、保険金

等及び収益補償金を掲げている。これは、不動産所得とは、本来、不動産等の

貸付けによる所得であるが、不動産等の貸付けによる所得に代わる性質を有す

るものも不動産所得に含まれるということを意味する。 
租税法の立法目的が、担税力に応じた公平な課税を実現することであり、所

得税法が所得を 10 種類に分類しているのも、それぞれの所得の担税力の相違

を考慮したものである。そして、同法施行令 94 条 1 項の規定が確認規定であ

ることも併せ考慮すると、所得税法は、本来の所得に限らず、それに代わる性

質を有するものも、本来の所得に含むことを予定しているものと考えられる。

すなわち、同項で掲げている保険金等や収益補償金以外にも本来の所得に代わ

る性質を有するものについては、同様に本来の所得の総収入金額に算入すべき

なのである。 
以下では、不動産所得の必要経費を補填する性質を有するものは、不動産所

得の収入金額とすべきかという点について考察する。 
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なのである。 
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得の収入金額とすべきかという点について考察する。 
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第２節 関連収入についての裁決例 

 
１ 賃借人（転貸人）が、立退きに際し賃貸人から受領した金員(109) 

（１）事例の概要 

  X は、A 社所有のビルの一部（以下「本件貸室」といい、A 社所有のビ

ルを「本件ビル」という。）を賃借して、X が代表取締役を務める B 社に

転貸していた（B 社は、本件貸室を焼鳥店舗として利用していた。）。その

後、A 社は、本件ビルを建て替えることを理由に、X に対し本件貸室の明

け渡しを求めて交渉を行った結果、X と A 社は、明渡し補償金として 1 億

6,000 万円（以下「本件受領金員」という。）を A 社が X に対し支払うこ

となどを条件に、本件貸室の賃貸借契約を解約することを合意（以下「本

件賃貸借解約合意」という。）した(110)。一方、X と B 社は、本件賃貸借解

約合意の成立後、X が B 社に対し、明渡し補償金として 1 億 3,628 万円（以

下「本件支払金員」という。）を支払うことなどを条件に、本件貸室の転

貸借契約を解約することを合意した。なお、本件支払金員は、本件受領金

員相当額を、X が B 社から支払を受ける家賃収入の額と、X が A 社に対し

て支払う賃借料の額を基に計算した、X と B 社の各割合に応じてあん分計

算するなどして算出されたものである。 
  争点は、本件受領金員が、X の不動産所得に該当するか、一時所得に該

当するかである。 

                                                        
(109) 国税不服審判所平成 24 年 3 月 21 日裁決（裁決事例集 86 集 150 頁）。 
(110) なお、当初、A 社は X に対し、8,000 万円を支払うとともに、本件ビルの建替え期

間中の焼鳥店の補償として 2,000 万円を支払うことを提案したが、X は、B 社が他

所で焼鳥店を再開するには 8,000 万円では足りず、また、本件ビルの他の賃借人と

比べて賃借期間が長く、それだけ A 社に貢献してきたのであるから、その意味でも

本件貸室の明渡しに際して X が受領する金員が 8,000 万円では少ない旨を伝えた。

これに対し、A 社においても、早急に本件貸室の賃貸借契約の合意解除をする必要

があったことなどから、最終的には、A 社が X に対し 1 億 6,000 万円支払うことで

合意した。 
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（２）審判所の判断 
 イ 必要経費の補填金の取扱い 

「所得税法第 26 条第 2 項及び同法第 37 条第 1 項の各規定によれば、

不動産所得に係る必要経費に算入すべき金額は、それに対する補填の有

無に関わらず、不動産所得の金額の計算上必要経費として控除すること

とされている。このことからすると、不動産所得に係る必要経費に算入

すべき金額に相当する補填金の支払を受けた場合に、その支払を受けた

金額を不動産所得に係る総収入金額に算入しなければ、所得の性質や発

生の態様によって異なる担税力に応じた公平な課税を目的とする所得税

法の立法趣旨を損なうことになる。」 
  ロ 認定及び判断 

「本件賃貸借解約合意においては、本件受領金員の性質及び使途等が

特定されていないものの、……本件受領金員の金額が決定した経緯は、

X 側が、一貫して B 社による焼鳥店の再開を念頭において交渉を進め、

そのために必要と見込まれる金額を踏まえて、A 社側に対して支払金員

の増額を要求し、最終的には X 側の意向に沿った金額での合意（本件賃

貸借解約合意）をするに至り、他方で、A 社側においても、当初から B
社が焼鳥店を再開することを想定して、本件貸室の明渡しに際して支払

う金員の額を X に提案し、X 側から、他所で焼鳥店を再開するには足り

ないなどとして同金員の増額を要求されると、その意向に沿って大幅に

増額した支払金額を再度提案し、その額をやや上回る金額で最終的な合

意をするに至ったというものである。……本件受領金員の内容が、その

性質及び使途等に応じて明確に区分されているとはいえないものの、本

件受領金員のうち本件支払金員に相当する金員は、本件支払金員を補填

する趣旨で支払われたものとみるのが相当である。」とし、「本件受領金

員のうち本件支払金員に相当する金員は、まさに不動産所得に係る必要

経費に算入すべき金員に相当する補填金であるから」不動産所得の収入

金額に該当するとした。なお、本件受領金員のうち本件受領金員と本件

328

158



 

328 
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支払金員に相当する金員との差額については、「X の不動産所得に係る業

務の収益若しくは本件支払金員以外の必要経費の補償等ではなく、その

性質及び使途等について特定されていない金員」であり、「X の転貸人の

地位に基づいて得た収入であるとはいえない」として一時所得の収入金

額に該当するとした。 
（３）裁決について 
   上記裁決（以下「平成 24 年裁決Ⅱ」という。）は、「不動産所得に係る

必要経費に算入すべき金額に相当する補填金の支払を受けた場合に、その

支払を受けた金額を不動産所得に係る総収入金額に算入しなければ、所得

の性質や発生の態様によって異なる担税力に応じた公平な課税を目的とす

る所得税法の立法趣旨を損なうことになる。」として、所得税法 26 条 2 項

及び同法 37 条 1 項の各規定及び同法の立法趣旨を根拠に、不動産所得に

係る必要経費に算入すべき金額に相当する補填金は不動産所得に係る総収

入金額に算入すべきとした点に特徴がある。同法 37 条の規定は、必要経

費を補填する性質の金員を受領した場合に、それを必要経費の計算上控除

することを予定していないため、当該金員を受領した場合には何らかの所

得として課税されることになるが(111)、必要経費に算入されるべき金額を

補填するための金員について、必要経費と収入金額とを別々の所得分類と

して計算することは、所得税法において、担税力に応じて所得を分類し、

それぞれの計算方法が定められている趣旨が損なわれてしまうというので

ある。 
現行所得税法は、分類所得税制度が廃止された以降も、所得をその源泉

                                                        
(111) 必要経費の別段の定めである所得税法 51 条は、必要経費に算入する資産損失の金

額の計算上、その損失を補填する保険金や損害賠償金の額を控除する旨規定してい

る。資産に加えられた損害に基因して支払を受ける保険金等は非課税とされている

ため、当該資産が業務用資産であれば、その損失額から保険金等の額を控除した残

額が必要経費となり、保険金等の額は全額非課税となる（所法 9①十七、51①④、所

令 30 二、所基通 9－19）。なお、所得税法施行令 94 条 1 項 1 号により不動産所得等

の収入金額とされる保険金等は、収入金額に代わる性質を有するものであるため非

課税とはされない（所令 30 二、94①一）。 

 

331 
 

ないし性質に応じて、10 種類に分類し、それぞれ所得金額の計算方法を定

めている。これは、資産所得が最も担税力が強く、勤労所得が最も弱いと

いう分類所得税制度以来の考えがその根底にあることは既に述べたとおり

である。そして、不動産所得をはじめとして、多くの所得が、収入金額か

ら必要経費を控除して所得金額を計算する構造となっているのも、投下資

本の回収に当たる部分を課税対象から除外した純所得に対して課税すると

いうものであり、担税力に応じた公平な課税の実現を図るという観点から

も支持されているところである。 
   必要経費に関して補填を受けた場合、経済的には、必要経費支払の負担

が減少することになるが、支払額自体が減少するわけではないため、補填

金を当該必要経費に算入した所得の収入金額に算入しなければ、所得金額

が過少に計算されてしまうことになり、公平な課税とはならない。更に、

現行所得税法が、総合所得税制度を採用しつつも、所得分類によって異な

る計算方法を定めていることからすると、当該必要経費に算入した所得と

異なる所得に分類されることになれば、担税力に応じた課税が行われない

おそれがある。このことは、不動産所得の必要経費に算入された金額につ

いて、補填金を受けた場合、その補填金が一時所得となれば、当該補填金

の金額から特別控除額が控除され、更にその 2 分の 1 が課税の対象とされ

ることにより、負担する必要がなくなった必要経費相当額について、非課

税部分が生じてしまうことからも明らかであろう。すなわち、一旦必要経

費として支払い、その後補填を受けることにより、所得分類の転換が行わ

れ、適正な課税を逃れることができてしまうのである。 
   必要経費に算入すべき金額に相当する補填金は同じ所得分類の収入金額

とすべきという考え方は、たな卸資産等に損失を受けたことにより受ける

保険金等について事業所得等の収入金額とすることとしている所得税法施

行令 94 条 1 項 1 号の創設理由が、保険料が事業上の必要経費として控除

されていることと対応させて事業所得等の収入金額とすべきであるとされ
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めている。これは、資産所得が最も担税力が強く、勤労所得が最も弱いと

いう分類所得税制度以来の考えがその根底にあることは既に述べたとおり

である。そして、不動産所得をはじめとして、多くの所得が、収入金額か

ら必要経費を控除して所得金額を計算する構造となっているのも、投下資

本の回収に当たる部分を課税対象から除外した純所得に対して課税すると

いうものであり、担税力に応じた公平な課税の実現を図るという観点から

も支持されているところである。 
   必要経費に関して補填を受けた場合、経済的には、必要経費支払の負担

が減少することになるが、支払額自体が減少するわけではないため、補填

金を当該必要経費に算入した所得の収入金額に算入しなければ、所得金額

が過少に計算されてしまうことになり、公平な課税とはならない。更に、

現行所得税法が、総合所得税制度を採用しつつも、所得分類によって異な

る計算方法を定めていることからすると、当該必要経費に算入した所得と

異なる所得に分類されることになれば、担税力に応じた課税が行われない

おそれがある。このことは、不動産所得の必要経費に算入された金額につ

いて、補填金を受けた場合、その補填金が一時所得となれば、当該補填金

の金額から特別控除額が控除され、更にその 2 分の 1 が課税の対象とされ

ることにより、負担する必要がなくなった必要経費相当額について、非課

税部分が生じてしまうことからも明らかであろう。すなわち、一旦必要経

費として支払い、その後補填を受けることにより、所得分類の転換が行わ

れ、適正な課税を逃れることができてしまうのである。 
   必要経費に算入すべき金額に相当する補填金は同じ所得分類の収入金額

とすべきという考え方は、たな卸資産等に損失を受けたことにより受ける

保険金等について事業所得等の収入金額とすることとしている所得税法施

行令 94 条 1 項 1 号の創設理由が、保険料が事業上の必要経費として控除

されていることと対応させて事業所得等の収入金額とすべきであるとされ
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ていること(112)、また、所得税法 33 条 2 項において、少額減価償却資産等

の譲渡による所得が譲渡所得から除かれているのは、既に当該資産等の取

得価額の全額が必要経費として控除されているのに、譲渡所得として 2 分

の 1 課税等の措置を適用するのは適当でないとする考え方によっているこ

と(113)とも軌を一にするものである(114)。 
このように、総収入金額から必要経費を控除するという計算構造となっ

ている関係上、必要経費として控除されていることと対応させて収入金額

とすべきとされている規定が存在し、それが確認的に規定されたものであ

ること、また、所得金額の計算規定において、総収入金額という語が用い

られている所得については、業務の内容が複雑・多様であり、副収入や付

随収入なども生ずることから、本来の収入金額に限らずそれに代わる性質

を有するものも、その業務に係る所得の収入金額とされていることからす

ると、所得税法は、適正公平な課税の実現を図る目的で、所得分類及び所

得の計算方法を定めているのであって、必要経費の補填金を、必要経費に

算入した所得とは別の所得分類の収入金額として計算することは全く予定

していないものと考えられる。すなわち、必要経費に算入すべき金額に相

当する補填金についても、不動産所得や事業所得の本来の収入金額ではな

いが、これに代わる性質を有するものとして、これらの所得の収入金額と

すべきなのである。 
立法趣旨・目的からの解釈であったとしても、それが文理解釈に反する

ものであってはならないが、必要経費の補填金を、必要経費に算入した所

                                                        
(112) 第 3 章第 1 節 2 参照。当該規定は、新たに課税するものではなく、それまで取扱

いに疑義があったものについて明文化したものにすぎない。 
(113) 第 2 章第 1 節 4 参照。 
(114) 他にも、業務用固定資産を取得する目的で国庫補助金等の交付を受けた場合、当該

補助金等の額を、各種所得の金額の計算上、総収入金額に算入しない代わりに、当

該固定資産の償却費の計算においては、取得価額から控除することとされている所

得税法 42 条の規定、必要経費に算入する資産損失の金額を計算する場合に、保険金

等の額を損失の金額から控除することとされている所得税法 51 条の規定なども、同

じ考え方に基づくものであろう。 
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得と同じ所得分類の収入金額とすることは、所得税法の立法趣旨を踏まえ

た所得分類及び所得計算規定に基づく法令解釈によるものであり、このこ

とが直ちに租税法律主義に反するとはいえないだろう。 
以上のことから、不動産所得に係る必要経費に算入すべき金額に相当す

る補填金は、不動産所得に係る総収入金額に算入すべきとした裁決は相当

であると考える。ただし、ここでいう必要経費に算入すべき金額に相当す

る補填金とは、結果的に必要経費を補填することになった金員というもの

ではなく、必要経費を補填する趣旨で支払われるものに限定されることに

留意する必要があろう。 
なお、地方税法 365 条 2 項の規定による報奨金(115)のうち、事業用固定

資産に係る報奨金は事業所得の総収入金額に算入する旨定めている所得税

基本通達 27－5(6)の取扱いや(116)、収用等により、事業上の費用の補填に

充てるものとして交付を受ける補償金（経費補償金）は、当該補償金の交

付の基因となった事業の態様に応じ、不動産所得、事業所得又は雑所得の

総収入金額に算入する旨定めている租税特別措置法通達33－9の取扱いに

ついても、上記の考え方から、相当であるといえよう。 
また、東京地裁平成 26 年判決は、本件利子補給金を、本件賃貸住宅一

括借上契約との関連性から、不動産所得と判断しているが、利子補給金は、

貸付不動産を取得するための借入金に係る支払利子の負担を軽減するもの

であるから、以上のような考え方によれば、「必要経費に算入すべき金員に

相当する補填金」という点からも、不動産所得に当たるといえる(117)。 
                                                        
(115) 固定資産税の納税通知書に記載された納付額のうち、到来した納期に係る税金と当

該納期後の納期に係る税金とをあわせて納付した場合に交付される報奨金。 
(116) 森谷ほか・前掲注(25)146 頁では、当該報奨金は、事業所得の必要経費に算入され

る事業用固定資産に係る固定資産税に対応するものであるから、これに対応して事

業所得の総収入金額に算入しようとするのがその趣旨であると説明されている。一

方、事業と称するに至らない業務の用に供される固定資産に係る報奨金については、

事業用固定資産に係る報奨金の取扱いに準じてその業務の実態に応じ、不動産所得

又は雑所得の総収入金額に算入されることとなろうとの説明もある（同書 253 頁）。 
(117) 控訴審においては、利子補給金が、必要経費である借入金の利子を軽減するものと

して支払われることも、不動産の貸付けによる所得に当たる理由としている（前掲
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ていること(112)、また、所得税法 33 条 2 項において、少額減価償却資産等

の譲渡による所得が譲渡所得から除かれているのは、既に当該資産等の取

得価額の全額が必要経費として控除されているのに、譲渡所得として 2 分

の 1 課税等の措置を適用するのは適当でないとする考え方によっているこ

と(113)とも軌を一にするものである(114)。 
このように、総収入金額から必要経費を控除するという計算構造となっ

ている関係上、必要経費として控除されていることと対応させて収入金額

とすべきとされている規定が存在し、それが確認的に規定されたものであ

ること、また、所得金額の計算規定において、総収入金額という語が用い

られている所得については、業務の内容が複雑・多様であり、副収入や付

随収入なども生ずることから、本来の収入金額に限らずそれに代わる性質

を有するものも、その業務に係る所得の収入金額とされていることからす

ると、所得税法は、適正公平な課税の実現を図る目的で、所得分類及び所

得の計算方法を定めているのであって、必要経費の補填金を、必要経費に

算入した所得とは別の所得分類の収入金額として計算することは全く予定

していないものと考えられる。すなわち、必要経費に算入すべき金額に相

当する補填金についても、不動産所得や事業所得の本来の収入金額ではな

いが、これに代わる性質を有するものとして、これらの所得の収入金額と

すべきなのである。 
立法趣旨・目的からの解釈であったとしても、それが文理解釈に反する

ものであってはならないが、必要経費の補填金を、必要経費に算入した所

                                                        
(112) 第 3 章第 1 節 2 参照。当該規定は、新たに課税するものではなく、それまで取扱

いに疑義があったものについて明文化したものにすぎない。 
(113) 第 2 章第 1 節 4 参照。 
(114) 他にも、業務用固定資産を取得する目的で国庫補助金等の交付を受けた場合、当該

補助金等の額を、各種所得の金額の計算上、総収入金額に算入しない代わりに、当

該固定資産の償却費の計算においては、取得価額から控除することとされている所

得税法 42 条の規定、必要経費に算入する資産損失の金額を計算する場合に、保険金

等の額を損失の金額から控除することとされている所得税法 51 条の規定なども、同

じ考え方に基づくものであろう。 
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得と同じ所得分類の収入金額とすることは、所得税法の立法趣旨を踏まえ

た所得分類及び所得計算規定に基づく法令解釈によるものであり、このこ

とが直ちに租税法律主義に反するとはいえないだろう。 
以上のことから、不動産所得に係る必要経費に算入すべき金額に相当す

る補填金は、不動産所得に係る総収入金額に算入すべきとした裁決は相当

であると考える。ただし、ここでいう必要経費に算入すべき金額に相当す

る補填金とは、結果的に必要経費を補填することになった金員というもの

ではなく、必要経費を補填する趣旨で支払われるものに限定されることに

留意する必要があろう。 
なお、地方税法 365 条 2 項の規定による報奨金(115)のうち、事業用固定

資産に係る報奨金は事業所得の総収入金額に算入する旨定めている所得税

基本通達 27－5(6)の取扱いや(116)、収用等により、事業上の費用の補填に

充てるものとして交付を受ける補償金（経費補償金）は、当該補償金の交

付の基因となった事業の態様に応じ、不動産所得、事業所得又は雑所得の

総収入金額に算入する旨定めている租税特別措置法通達33－9の取扱いに

ついても、上記の考え方から、相当であるといえよう。 
また、東京地裁平成 26 年判決は、本件利子補給金を、本件賃貸住宅一

括借上契約との関連性から、不動産所得と判断しているが、利子補給金は、

貸付不動産を取得するための借入金に係る支払利子の負担を軽減するもの

であるから、以上のような考え方によれば、「必要経費に算入すべき金員に

相当する補填金」という点からも、不動産所得に当たるといえる(117)。 
                                                        
(115) 固定資産税の納税通知書に記載された納付額のうち、到来した納期に係る税金と当

該納期後の納期に係る税金とをあわせて納付した場合に交付される報奨金。 
(116) 森谷ほか・前掲注(25)146 頁では、当該報奨金は、事業所得の必要経費に算入され

る事業用固定資産に係る固定資産税に対応するものであるから、これに対応して事

業所得の総収入金額に算入しようとするのがその趣旨であると説明されている。一

方、事業と称するに至らない業務の用に供される固定資産に係る報奨金については、

事業用固定資産に係る報奨金の取扱いに準じてその業務の実態に応じ、不動産所得

又は雑所得の総収入金額に算入されることとなろうとの説明もある（同書 253 頁）。 
(117) 控訴審においては、利子補給金が、必要経費である借入金の利子を軽減するものと

して支払われることも、不動産の貸付けによる所得に当たる理由としている（前掲
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（４）東京高裁平成 26 年 2 月 12 日判決(118) 

   ここで、事業所得の必要経費を補填する趣旨で支払われた立退料が、所

得税法施行令 94 条 1 項 2 号に該当し、事業所得とされた東京高裁平成 26
年 2 月 12 日判決（以下「東京高裁平成 26 年判決」という。）を紹介する。

この判決は、弁護士である控訴人（第一審原告）が、法律事務所として賃

借していた建物を賃貸人に明け渡したことに伴って、賃貸人から取得した

いわゆる立退料に係る所得を一時所得として申告したところ、税務署長か

ら当該所得の一部は事業所得に当たるとして更正処分を受けたため、その

取消を求めた事例である(119)。事業所得についての判断ではあるものの、

所得税法施行令 94 条 1 項が、事業所得のほか、不動産所得、山林所得及

び雑所得に共通する規定であることからすると、不動産所得についても同

様に解されることから、参考になろう。 
イ 所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の解釈 

裁判所は、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号について、「〔1〕ここにいう

『収益』については、事業又は事業所から生ずるそれの帰属の判断につ

                                                                                                                  
注(94)参照）。 

(118) LEX/DB 文献番号 25504307。なお、第一審は、東京地裁平成 25 年 1 月 25 日判決

（税資 263 号順号 12138, 
http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei/2013/pdf/12138.pdf）。 

(119) 本事例は、賃貸人の事情により旧事務所を移転することとなったが、新事務所を賃

借するに当たり、退去費用のほか、増加する賃料や新事務所の開設費用等、控訴人

の負担する費用の増加分を含めて立退料として賃貸人から取得したものである。な

お、判決では、取得した立退料のうち、賃料等差額補填分及び新事務所開設費用補

填分については、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号により事業所得に係る収入金額とさ

れたが、退去費用補填分については、「退去は、賃貸人の都合によるものにすぎず、

控訴人が事業を継続して収入を上げていくために、旧事務所を退去することが必要

であったということはできない」、「退去費用は、特定の事業所得の収入と対応して

いるわけではなく、また、取得した新資産のように、将来にわたっての期間の減価

償却費として必要経費となるようなものでもないから、控訴人の事業所得の必要経

費になるとはいえない」として、事業所得には当たらない（一時所得）とされた。

退去が賃貸人の都合であるなら、退去費用は、事業を継続していく上で必要な支出

であるし、特定の収入に対応していなくとも、期間対応の費用として必要経費に算

入されるべきであり、退去費用が事業所得の必要経費とならないとした高裁の判断

については疑問が残る。 
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いて定める所得税法 12 条(120)及び 158 条(121)の規定に照らし、また、当

該判断を前提に『事業（中略）から生ずる所得』である事業所得の金額

の計算について既に述べたように定める同法27条 2項の規定(122)も踏ま

えると、当該業務の遂行により生ずべき所得一般をいい、当該所得の金

額を算定するために償却費に係るものを含めた同法等の規定による各

種の金額の計算をする前の費用を含むものと解するのが相当であり、

〔2〕『当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由』に

ついては、前記〔1〕のような収益の意義や同項の規定との対比等に照

らせば、そこに例示されたもののほか、それにより当該事業に係る必要

経費の金額の増加を生ずるような事由を含むものと解される。そして、

〔3〕当該金銭等について、その授受に係る合意等において当該事由に

より増加する必要経費の金額を補填する趣旨のものとされているよう

な場合には、前記〔1〕のような収益の意義にも鑑みれば、当該金銭等

は当該『事由により当該業務の収益の補償として取得する』ものに含ま

れるといえ、〔4〕一般に当該業務の遂行により生ずべき当該事業所得に

係る必要経費はそれに係る収入金額によって賄われることが想定され

ていることを踏まえると、当該金銭等が上記〔3〕に述べた合意等の趣

旨に沿って取得されたときは、当該取得に係る金銭等は当該業務の遂行

により生ずべき当該事業所得に係る『収入金額に代わる性質を有するも

の』に該当するということができるものと解するのが相当である。その

上で、〔5〕所得税法施行令 94 条 1 項 2 号は、当該居住者が取得する金

                                                        
(120) 「資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属するとみられる者が単なる名義人で

あって、その収益を享受せず、その者以外の者がその収益を享受する場合には、そ

の収益は、これを享受する者に帰属するものとして、この法律の規定を適用する」

旨定めた実質所得者課税の原則規定。 
(121) 「……税務署長は、当該各事業所の主宰者が当該各事業所から生ずる収益を享受す

る者であると推定して、更正又は決定をすることができる」旨定めた事業所の所得

の帰属の推定規定。 
(122) 「……事業所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする」旨定めた事

業所得の金額の規定。 
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（４）東京高裁平成 26 年 2 月 12 日判決(118) 

   ここで、事業所得の必要経費を補填する趣旨で支払われた立退料が、所

得税法施行令 94 条 1 項 2 号に該当し、事業所得とされた東京高裁平成 26
年 2 月 12 日判決（以下「東京高裁平成 26 年判決」という。）を紹介する。

この判決は、弁護士である控訴人（第一審原告）が、法律事務所として賃

借していた建物を賃貸人に明け渡したことに伴って、賃貸人から取得した

いわゆる立退料に係る所得を一時所得として申告したところ、税務署長か

ら当該所得の一部は事業所得に当たるとして更正処分を受けたため、その

取消を求めた事例である(119)。事業所得についての判断ではあるものの、

所得税法施行令 94 条 1 項が、事業所得のほか、不動産所得、山林所得及

び雑所得に共通する規定であることからすると、不動産所得についても同

様に解されることから、参考になろう。 
イ 所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の解釈 

裁判所は、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号について、「〔1〕ここにいう

『収益』については、事業又は事業所から生ずるそれの帰属の判断につ

                                                                                                                  
注(94)参照）。 

(118) LEX/DB 文献番号 25504307。なお、第一審は、東京地裁平成 25 年 1 月 25 日判決

（税資 263 号順号 12138, 
http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei/2013/pdf/12138.pdf）。 

(119) 本事例は、賃貸人の事情により旧事務所を移転することとなったが、新事務所を賃

借するに当たり、退去費用のほか、増加する賃料や新事務所の開設費用等、控訴人

の負担する費用の増加分を含めて立退料として賃貸人から取得したものである。な

お、判決では、取得した立退料のうち、賃料等差額補填分及び新事務所開設費用補

填分については、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号により事業所得に係る収入金額とさ

れたが、退去費用補填分については、「退去は、賃貸人の都合によるものにすぎず、

控訴人が事業を継続して収入を上げていくために、旧事務所を退去することが必要

であったということはできない」、「退去費用は、特定の事業所得の収入と対応して

いるわけではなく、また、取得した新資産のように、将来にわたっての期間の減価

償却費として必要経費となるようなものでもないから、控訴人の事業所得の必要経

費になるとはいえない」として、事業所得には当たらない（一時所得）とされた。

退去が賃貸人の都合であるなら、退去費用は、事業を継続していく上で必要な支出

であるし、特定の収入に対応していなくとも、期間対応の費用として必要経費に算

入されるべきであり、退去費用が事業所得の必要経費とならないとした高裁の判断

については疑問が残る。 
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いて定める所得税法 12 条(120)及び 158 条(121)の規定に照らし、また、当

該判断を前提に『事業（中略）から生ずる所得』である事業所得の金額

の計算について既に述べたように定める同法27条 2項の規定(122)も踏ま

えると、当該業務の遂行により生ずべき所得一般をいい、当該所得の金

額を算定するために償却費に係るものを含めた同法等の規定による各

種の金額の計算をする前の費用を含むものと解するのが相当であり、

〔2〕『当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由』に

ついては、前記〔1〕のような収益の意義や同項の規定との対比等に照

らせば、そこに例示されたもののほか、それにより当該事業に係る必要

経費の金額の増加を生ずるような事由を含むものと解される。そして、

〔3〕当該金銭等について、その授受に係る合意等において当該事由に

より増加する必要経費の金額を補填する趣旨のものとされているよう

な場合には、前記〔1〕のような収益の意義にも鑑みれば、当該金銭等

は当該『事由により当該業務の収益の補償として取得する』ものに含ま

れるといえ、〔4〕一般に当該業務の遂行により生ずべき当該事業所得に

係る必要経費はそれに係る収入金額によって賄われることが想定され

ていることを踏まえると、当該金銭等が上記〔3〕に述べた合意等の趣

旨に沿って取得されたときは、当該取得に係る金銭等は当該業務の遂行

により生ずべき当該事業所得に係る『収入金額に代わる性質を有するも

の』に該当するということができるものと解するのが相当である。その

上で、〔5〕所得税法施行令 94 条 1 項 2 号は、当該居住者が取得する金

                                                        
(120) 「資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属するとみられる者が単なる名義人で

あって、その収益を享受せず、その者以外の者がその収益を享受する場合には、そ

の収益は、これを享受する者に帰属するものとして、この法律の規定を適用する」

旨定めた実質所得者課税の原則規定。 
(121) 「……税務署長は、当該各事業所の主宰者が当該各事業所から生ずる収益を享受す

る者であると推定して、更正又は決定をすることができる」旨定めた事業所の所得

の帰属の推定規定。 
(122) 「……事業所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする」旨定めた事

業所得の金額の規定。 
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銭等が以上のような各要件を満たすものである限り、その名目が『補償

金』とはされていなくても、その性質が『これに類するもの』であれば、

それを当該事業所得に係る収入金額とするとしたものというべきであ

る。」と説示している。 
ロ 考察 

判決は、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号でいう「収益」とは、償却費

に係るものを含めた各種の金額の計算をする前の費用を含むものと解

するのが相当であるとして、収入だけでなく、費用の補償をも意味する

ことを示唆しており、そのような収益の意義等からすると、同号の「当

該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由」には、それ

により当該事業に係る必要経費の増加を生ずるような事由を含むもの

と解している。そして、金銭等の授受に係る合意等において当該事由に

より増加する必要経費の金額を補填する趣旨のものとされているよう

な場合には、当該金銭等は当該「事由により当該業務の収益の補償とし

て取得する」ものに含まれ、当該金銭等が当該合意等の趣旨に沿って取

得されたときは、「収入金額に代わる性質を有するもの」に該当すると

したのである。 
これに対して、①「その他の事由」の範囲は、「当該業務の全部又は一

部の休止、転換又は廃止」という例示のように、継続的な事業運営が困

難を来すような場合に限定されるため、継続的な事業運営をしている中

での経費の増加分の補填をこの中に含めるのは無理がある、②「収益」

と対立する概念である「費用」に含まれるものが「収益」に含まれると

するは無理な話であり、そもそも柱書に「収入金額に代わる性質を有す

る」とある以上、経費の増加分の補填を含めるという解釈は無理に無理

を重ねたものであり、論外であるとする指摘もある(123)。 

                                                        
(123) 長島弘「判批」税務事例 46 巻 4 号 34 頁（2014）。なお、大屋貴裕教授も「『収益

の補償』に『経費の補償』を含めるという解釈はできない」と判決内容には反対の

立場である（大屋「判批」速判解（法セ増刊）16 号 240 頁（2015））。 
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上記①については、「その他の事由」の範囲は「当該業務の全部又は一

部の休止、転換又は廃止」と類似のものに限られるのであり、規定の創

設理由が、「収用等によりそれら事業等の全部又は一部の休止、転換又

は廃止等により休業補償、離作料等として、それらの事業等を遂行する

ならば得べかりし性質を持つ収入金―いわゆる営業補償の意味で受け

るものは、これらの事業所得等の収入金額に算入して課税することにし

た。」とされているとおり、外的要因により業務の休止等を余儀なくさ

れ、収入が得られなくなるような場合を予定したものと考えられる（前

章第 1 節参照）。確かに、列挙された事由は、継続的な事業運営が困難

を来すような場合ともいえるが、仮に、事業自体は休止せずに継続でき

たとしても、何らかの事情により収入が減少するときには、その補償と

して金銭等を受け取ることもあるだろう。この場合に取得する収入の補

償金と事業を休止した場合による収入の補償金とは、得られたであろう

収入を補償するという意味で何ら変わらないのであって、同様に取り扱

われるべきであることに異論はないであろう。そして、本規定が、収入

の補償として取得する金銭等の取扱いであることからすると、収入が得

られなくなるという点を重要視していると考えるのが相当ではないだ

ろうか。すなわち、「当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止」

は、飽くまで例示であり、当該「事由」とは、継続的な事業運営が困難

な事由というよりも、収入が補償されるような事由、換言すれば、外的

要因により収入が減少するような場合であるというべきであろう。 
なお、所得税基本通達 34－1(7)では、一時所得とされる立退料から除

かれるものとして、業務の休止等により減少することとなる収入金額の

補填のほか、業務の休止期間中に使用人に支払う給与等借家人の各種所

得の金額の計算上必要経費に算入される金額を補填するための金額を

挙げている。ここでいう必要経費の補填については、使用人に支払う給

与等とあるように、増加する必要経費ではなく、収入が減少することに

よって、そこから支払うべき必要経費が支払えなくなることを防ぐため
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銭等が以上のような各要件を満たすものである限り、その名目が『補償

金』とはされていなくても、その性質が『これに類するもの』であれば、

それを当該事業所得に係る収入金額とするとしたものというべきであ

る。」と説示している。 
ロ 考察 

判決は、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号でいう「収益」とは、償却費

に係るものを含めた各種の金額の計算をする前の費用を含むものと解

するのが相当であるとして、収入だけでなく、費用の補償をも意味する

ことを示唆しており、そのような収益の意義等からすると、同号の「当

該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由」には、それ

により当該事業に係る必要経費の増加を生ずるような事由を含むもの

と解している。そして、金銭等の授受に係る合意等において当該事由に

より増加する必要経費の金額を補填する趣旨のものとされているよう

な場合には、当該金銭等は当該「事由により当該業務の収益の補償とし

て取得する」ものに含まれ、当該金銭等が当該合意等の趣旨に沿って取

得されたときは、「収入金額に代わる性質を有するもの」に該当すると

したのである。 
これに対して、①「その他の事由」の範囲は、「当該業務の全部又は一

部の休止、転換又は廃止」という例示のように、継続的な事業運営が困

難を来すような場合に限定されるため、継続的な事業運営をしている中

での経費の増加分の補填をこの中に含めるのは無理がある、②「収益」

と対立する概念である「費用」に含まれるものが「収益」に含まれると

するは無理な話であり、そもそも柱書に「収入金額に代わる性質を有す

る」とある以上、経費の増加分の補填を含めるという解釈は無理に無理

を重ねたものであり、論外であるとする指摘もある(123)。 

                                                        
(123) 長島弘「判批」税務事例 46 巻 4 号 34 頁（2014）。なお、大屋貴裕教授も「『収益

の補償』に『経費の補償』を含めるという解釈はできない」と判決内容には反対の

立場である（大屋「判批」速判解（法セ増刊）16 号 240 頁（2015））。 
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上記①については、「その他の事由」の範囲は「当該業務の全部又は一

部の休止、転換又は廃止」と類似のものに限られるのであり、規定の創

設理由が、「収用等によりそれら事業等の全部又は一部の休止、転換又

は廃止等により休業補償、離作料等として、それらの事業等を遂行する

ならば得べかりし性質を持つ収入金―いわゆる営業補償の意味で受け

るものは、これらの事業所得等の収入金額に算入して課税することにし

た。」とされているとおり、外的要因により業務の休止等を余儀なくさ

れ、収入が得られなくなるような場合を予定したものと考えられる（前

章第 1 節参照）。確かに、列挙された事由は、継続的な事業運営が困難

を来すような場合ともいえるが、仮に、事業自体は休止せずに継続でき

たとしても、何らかの事情により収入が減少するときには、その補償と

して金銭等を受け取ることもあるだろう。この場合に取得する収入の補

償金と事業を休止した場合による収入の補償金とは、得られたであろう

収入を補償するという意味で何ら変わらないのであって、同様に取り扱

われるべきであることに異論はないであろう。そして、本規定が、収入

の補償として取得する金銭等の取扱いであることからすると、収入が得

られなくなるという点を重要視していると考えるのが相当ではないだ

ろうか。すなわち、「当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止」

は、飽くまで例示であり、当該「事由」とは、継続的な事業運営が困難

な事由というよりも、収入が補償されるような事由、換言すれば、外的

要因により収入が減少するような場合であるというべきであろう。 
なお、所得税基本通達 34－1(7)では、一時所得とされる立退料から除

かれるものとして、業務の休止等により減少することとなる収入金額の

補填のほか、業務の休止期間中に使用人に支払う給与等借家人の各種所

得の金額の計算上必要経費に算入される金額を補填するための金額を

挙げている。ここでいう必要経費の補填については、使用人に支払う給

与等とあるように、増加する必要経費ではなく、収入が減少することに

よって、そこから支払うべき必要経費が支払えなくなることを防ぐため
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に、その分を補填するという趣旨であろう。すなわち、単なる必要経費

の補填にとどまらず、収入金額を補填するという性質をも有していると

いうことができる。したがって、このような必要経費の補填金が「補償

金その他これに類するもの」に当たると解することは、文理にも反しな

いであろう。そして、同通達の(注)1 は、一時所得から除かれたこれらの

金額は、その業務に係る各種所得の計算上総収入金額にされるとしてお

り、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号と同趣旨のものであるといえる。 
他方、業務の休止等によって、収入が減少することもあれば必要経費

が増加することもあるだろう。いずれの場合も、その原因が外的要因に

よるものであれば、何らかの補償を求めることになると思われる。所得

をその源泉や性質によって分類し、その性質や発生の態様によって異な

る担税力に応じた公平な課税の実現を図ろうとする所得税法の趣旨に

鑑みると、収入の補償として取得した場合のみを本規定の適用対象とし、

必要経費の補填として取得した場合はこれと異なる課税をするのは相

当ではない (124)。このように、「収益の補償」の意義が明確ではないこと

に加え、所得税法の趣旨から考えると、本規定の文理解釈として、上記

判決のような解釈も不可能とはいえないだろう(125)。しかしながら、収

                                                        
(124) 収益の補償を受けるか必要経費の補填を受けるかは事例によって異なるが、得られ

たであろう収入の補償と支出しなくても良かったであろう経費の補填は、その性質

や発生の態様は同一であるというべきであり、担税力が異なるものではない。 
(125) 浅妻章如教授は、「費用収益対応（所得税法 37 条 1 項参照）は、或る費用がどの

収益と対応するか、として理解される。Y（筆者注：被告国）主張は、或る収益がど

の費用と対応するか、という逆転（収益費用対応とでも呼べようか）の発想である。

費用収益対応をマッチングとも呼ぶが、収益費用対応も含めた【広義のマッチング】

を所得税の【構造】として理解することができる。……広義のマッチングが経済的

に妥当な課税結果をもたらすとはいえ、立法が不備なら租税法律主義違反となると

の批判も考えられる。しかし、広義のマッチングを暗黙のうちに優先させて形式的

な条文操作では正当化しがたいような課税結果（納税者有利のこともある）を導い

た裁判例もある。」とした上で、本判決の「判旨の条文操作（収益補償にいう収益は

『グロス』収益を含む）は、かつて裁判所が広義のマッチングを優先させた例と比

べると無理が少なく、租税法律主義違反との批判には耐えられよう。」と述べられる

（浅妻「判批」旬刊速報税理 32 巻 34 号 41 頁）。 
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益の一般的意味(126)や、所得税法 13 条などにおいても収益と費用とは区

別して用いられていることからすると、上記②のように、その文理から、

収益に費用は含まれないとの見解にも一理あり、本件のような収入の減

少が無い場合の必要経費の補填金が、本規定に含まれるとした判決には

疑問無しとはしない(127)。 
ただし、上述したとおり、必要経費に算入すべき金額に相当する補填

金は、必要経費に算入される所得に係る収入金額とするのが相当であり、

結論においては筆者も賛成である。 
 
２ 航空機リースに係る手数料免除益 

（１）事例の概要 
   平成 24 年裁決Ⅰ(128)では、ローン残債務免除益のほか、組合の業務執行

者に対して支払うべき未払の管理手数料について、その支払を免除された

ことによる利益（以下「本件手数料免除益」という。）の所得区分について

も争われている。 
（２）審判所の判断 
 イ 必要経費の補填金の取扱い 

「所得税法第 26 条第 2 項が、不動産所得の金額は、その年中の不動

                                                        
(126) 「①利益を収めること。利益として取得する金銭。②企業会計上、経営活動の結果、

資本を増加させる原因となるもの。売上高・受取手数料・受取利息など。」（新村・

前掲注(26)1315 頁）、「『費用』に対立する概念である。」（神戸大学会計学研究室編『〔第

6 版〕会計学辞典』629 頁（同文舘出版、2007））などと説明されている。 
(127) 判決で挙げている所得税法 12 条と同様の規定である法人税法 11 条について、「法

人税法 11 条は、収益についてのみ規定しているが、損失・費用の帰属についても同

条の適用があるのは明らかというべきであるから、結局のところ同条は収益と損

失・費用の差額であるところの所得の帰属について定めたものと解される。」とする

裁判例（高松高判平 16・12・7 民集 61 巻 6 号 2531 頁）もあるが、費用は収益と対

応させて計上すべきとの考え方からすると、同条の規定は、結果的に収益から費用

を控除した所得の帰属についても同じことがいえるというものであって、これを

もって収益の補償に経費の補償をも含むと解することはできないであろう。 
(128) 国税不服審判所平成 24 年 3 月 21 日裁決（裁決事例集 86 集 163 頁、第 2 章第 2

節 3 参照）。なお、本事例における訴訟については、後記 2(4)参照。 
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に、その分を補填するという趣旨であろう。すなわち、単なる必要経費

の補填にとどまらず、収入金額を補填するという性質をも有していると

いうことができる。したがって、このような必要経費の補填金が「補償

金その他これに類するもの」に当たると解することは、文理にも反しな

いであろう。そして、同通達の(注)1 は、一時所得から除かれたこれらの

金額は、その業務に係る各種所得の計算上総収入金額にされるとしてお

り、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号と同趣旨のものであるといえる。 
他方、業務の休止等によって、収入が減少することもあれば必要経費

が増加することもあるだろう。いずれの場合も、その原因が外的要因に

よるものであれば、何らかの補償を求めることになると思われる。所得

をその源泉や性質によって分類し、その性質や発生の態様によって異な

る担税力に応じた公平な課税の実現を図ろうとする所得税法の趣旨に

鑑みると、収入の補償として取得した場合のみを本規定の適用対象とし、

必要経費の補填として取得した場合はこれと異なる課税をするのは相

当ではない (124)。このように、「収益の補償」の意義が明確ではないこと

に加え、所得税法の趣旨から考えると、本規定の文理解釈として、上記

判決のような解釈も不可能とはいえないだろう(125)。しかしながら、収

                                                        
(124) 収益の補償を受けるか必要経費の補填を受けるかは事例によって異なるが、得られ

たであろう収入の補償と支出しなくても良かったであろう経費の補填は、その性質

や発生の態様は同一であるというべきであり、担税力が異なるものではない。 
(125) 浅妻章如教授は、「費用収益対応（所得税法 37 条 1 項参照）は、或る費用がどの

収益と対応するか、として理解される。Y（筆者注：被告国）主張は、或る収益がど

の費用と対応するか、という逆転（収益費用対応とでも呼べようか）の発想である。

費用収益対応をマッチングとも呼ぶが、収益費用対応も含めた【広義のマッチング】

を所得税の【構造】として理解することができる。……広義のマッチングが経済的

に妥当な課税結果をもたらすとはいえ、立法が不備なら租税法律主義違反となると

の批判も考えられる。しかし、広義のマッチングを暗黙のうちに優先させて形式的

な条文操作では正当化しがたいような課税結果（納税者有利のこともある）を導い

た裁判例もある。」とした上で、本判決の「判旨の条文操作（収益補償にいう収益は

『グロス』収益を含む）は、かつて裁判所が広義のマッチングを優先させた例と比

べると無理が少なく、租税法律主義違反との批判には耐えられよう。」と述べられる

（浅妻「判批」旬刊速報税理 32 巻 34 号 41 頁）。 
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益の一般的意味(126)や、所得税法 13 条などにおいても収益と費用とは区

別して用いられていることからすると、上記②のように、その文理から、

収益に費用は含まれないとの見解にも一理あり、本件のような収入の減

少が無い場合の必要経費の補填金が、本規定に含まれるとした判決には

疑問無しとはしない(127)。 
ただし、上述したとおり、必要経費に算入すべき金額に相当する補填

金は、必要経費に算入される所得に係る収入金額とするのが相当であり、

結論においては筆者も賛成である。 
 
２ 航空機リースに係る手数料免除益 

（１）事例の概要 
   平成 24 年裁決Ⅰ(128)では、ローン残債務免除益のほか、組合の業務執行

者に対して支払うべき未払の管理手数料について、その支払を免除された

ことによる利益（以下「本件手数料免除益」という。）の所得区分について

も争われている。 
（２）審判所の判断 
 イ 必要経費の補填金の取扱い 

「所得税法第 26 条第 2 項が、不動産所得の金額は、その年中の不動

                                                        
(126) 「①利益を収めること。利益として取得する金銭。②企業会計上、経営活動の結果、

資本を増加させる原因となるもの。売上高・受取手数料・受取利息など。」（新村・

前掲注(26)1315 頁）、「『費用』に対立する概念である。」（神戸大学会計学研究室編『〔第

6 版〕会計学辞典』629 頁（同文舘出版、2007））などと説明されている。 
(127) 判決で挙げている所得税法 12 条と同様の規定である法人税法 11 条について、「法

人税法 11 条は、収益についてのみ規定しているが、損失・費用の帰属についても同

条の適用があるのは明らかというべきであるから、結局のところ同条は収益と損

失・費用の差額であるところの所得の帰属について定めたものと解される。」とする

裁判例（高松高判平 16・12・7 民集 61 巻 6 号 2531 頁）もあるが、費用は収益と対

応させて計上すべきとの考え方からすると、同条の規定は、結果的に収益から費用

を控除した所得の帰属についても同じことがいえるというものであって、これを

もって収益の補償に経費の補償をも含むと解することはできないであろう。 
(128) 国税不服審判所平成 24 年 3 月 21 日裁決（裁決事例集 86 集 163 頁、第 2 章第 2

節 3 参照）。なお、本事例における訴訟については、後記 2(4)参照。 
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産所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする旨規定し

ていることに鑑みると、不動産所得の必要経費に算入される金額の補填

を目的とする金員の支払や、同金額に係る未払債務の支払免除を受けた

場合には、その支払や免除を受けた金額は、不動産所得の総収入金額に

算入すべきである。」 
 ロ 認定及び判断 

    X の不動産所得の必要経費に算入した未払の管理手数料の全額につい

て、支払免除を受けたのであるから、本件手数料免除益は、不動産所得

の総収入金額に算入すべきものであると判断した。 
（３）裁決について 

 本件手数料免除益のような必要経費の支払免除益は、（本来支出しなくて

も良かったであろう）増加する必要経費の補填というより、（本来支出すべ

きであった）必要経費の減額に近いものである。上記 1(4)で述べたとおり、

収入金額を補填する性質を有しない必要経費の補填金が所得税法施行令

94 条 1 項 2 号の「収益の補償」に当たるとする解釈には疑問もあるが、仮

に、このような必要経費の補填が当該収益の補償に該当すると解されると

しても、同号で「業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由

により」と規定されている以上、本件のような業績悪化を原因とする（外

的要因によらない）必要経費の支払免除を当該収益の補償に含めるのは困

難であろう。すなわち、このような必要経費の支払債務免除益については、

同号の範疇ではないのである。 
平成 24 年裁決Ⅰでは、本件手数料免除益が不動産所得に当たるとした

理由を、「所得税法第 26 条第 2 項が、不動産所得の金額は、その年中の不

動産所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする旨規定して

いることに鑑みると、不動産所得の必要経費に算入される金額の補填を目

的とする金員の支払や、同金額に係る未払債務の支払免除を受けた場合に

は、その支払や免除を受けた金額は、不動産所得の総収入金額に算入すべ

きである。」としている。これは、平成 24 年裁決Ⅱと同様の理由であり、
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そのように考えるのであれば、外的要因による事由がない場合であっても、

必要経費を補填する趣旨で取得した金銭等は、当該必要経費が算入される

所得に係る収入金額とされることになる。 
必要経費の支払の免除を受けることは、必要経費相当額の経済的利益を

受けることとなるため、所得税法上は各種所得の収入金額又は総収入金額

とされている（所法 36①、所基通 36‐15(5)）。裁判例においても「債務

免除は、法的には、債権者が債務者に対する債権を消滅させる行為であり、

経済的な面から客観的にみれば、債権者による債権という経済価値の放棄

により、債務者の債務という負の経済価値が消滅するというものであって、

これが基本的に経済的利益に当たることは明らかである。したがって、基

本通達 36‐15(5)が、債務免除を受けた場合の当該債務免除額が経済的利

益に含まれる旨を定めたのは、所得税法 36 条 1 項の妥当な解釈を課税行

政実務の立場から確認したものとして合理性を有するものである。」(129)と

されていることから、必要経費の補填金と支払免除益を同列に述べた裁決

は妥当であろう。すなわち、支払うべき金員の補填金を受けることと支払

うべき金員の支払を免除されることは、経済的に同じ効果が生ずることに

なるのであるから、いずれの場合であっても、それが同じ原因に基づくも

のであれば、課税関係も同一になるべきなのである。 
（４）東京地裁平成 27 年 5 月 21 日判決(130) 

  上記事案に係る東京地裁平成 27 年 5 月 21 日判決では、裁決において不

動産所得とされた本件手数料免除益について、一時所得との判断がなされ

                                                        
(129) 仙台高判平 17・10・26 税資 255 号順号 10174。同判決は、不動産貸付業を営む控

訴人が、業務の運転資金として金融機関から借り入れた借入金について、残債務の

免除を受けたことにより経済的利益が生ずるか否かが争われた事例である。所得区

分が直接争われなかったため、不動産所得該当性については判示していないが、控

訴人が一時所得として申告した免除益を、被控訴人が不動産所得として更正し、判

決もこれを認めている。なお、第一審は仙台地裁平成 17 年 2 月 28 日判決（税資 255
号順号 9945）。上告審最高裁平成 19 年 10 月 2 日第三小法廷決定（税資 257 号順号

10795）は、上告受理申立てを不受理とした。 
(130) 前掲注(86)参照。 
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産所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする旨規定し

ていることに鑑みると、不動産所得の必要経費に算入される金額の補填

を目的とする金員の支払や、同金額に係る未払債務の支払免除を受けた

場合には、その支払や免除を受けた金額は、不動産所得の総収入金額に

算入すべきである。」 
 ロ 認定及び判断 

    X の不動産所得の必要経費に算入した未払の管理手数料の全額につい

て、支払免除を受けたのであるから、本件手数料免除益は、不動産所得

の総収入金額に算入すべきものであると判断した。 
（３）裁決について 

 本件手数料免除益のような必要経費の支払免除益は、（本来支出しなくて

も良かったであろう）増加する必要経費の補填というより、（本来支出すべ

きであった）必要経費の減額に近いものである。上記 1(4)で述べたとおり、

収入金額を補填する性質を有しない必要経費の補填金が所得税法施行令

94 条 1 項 2 号の「収益の補償」に当たるとする解釈には疑問もあるが、仮

に、このような必要経費の補填が当該収益の補償に該当すると解されると

しても、同号で「業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由

により」と規定されている以上、本件のような業績悪化を原因とする（外

的要因によらない）必要経費の支払免除を当該収益の補償に含めるのは困

難であろう。すなわち、このような必要経費の支払債務免除益については、

同号の範疇ではないのである。 
平成 24 年裁決Ⅰでは、本件手数料免除益が不動産所得に当たるとした

理由を、「所得税法第 26 条第 2 項が、不動産所得の金額は、その年中の不

動産所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする旨規定して

いることに鑑みると、不動産所得の必要経費に算入される金額の補填を目

的とする金員の支払や、同金額に係る未払債務の支払免除を受けた場合に

は、その支払や免除を受けた金額は、不動産所得の総収入金額に算入すべ

きである。」としている。これは、平成 24 年裁決Ⅱと同様の理由であり、
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そのように考えるのであれば、外的要因による事由がない場合であっても、

必要経費を補填する趣旨で取得した金銭等は、当該必要経費が算入される

所得に係る収入金額とされることになる。 
必要経費の支払の免除を受けることは、必要経費相当額の経済的利益を

受けることとなるため、所得税法上は各種所得の収入金額又は総収入金額

とされている（所法 36①、所基通 36‐15(5)）。裁判例においても「債務

免除は、法的には、債権者が債務者に対する債権を消滅させる行為であり、

経済的な面から客観的にみれば、債権者による債権という経済価値の放棄

により、債務者の債務という負の経済価値が消滅するというものであって、

これが基本的に経済的利益に当たることは明らかである。したがって、基

本通達 36‐15(5)が、債務免除を受けた場合の当該債務免除額が経済的利

益に含まれる旨を定めたのは、所得税法 36 条 1 項の妥当な解釈を課税行

政実務の立場から確認したものとして合理性を有するものである。」(129)と

されていることから、必要経費の補填金と支払免除益を同列に述べた裁決

は妥当であろう。すなわち、支払うべき金員の補填金を受けることと支払

うべき金員の支払を免除されることは、経済的に同じ効果が生ずることに

なるのであるから、いずれの場合であっても、それが同じ原因に基づくも

のであれば、課税関係も同一になるべきなのである。 
（４）東京地裁平成 27 年 5 月 21 日判決(130) 

  上記事案に係る東京地裁平成 27 年 5 月 21 日判決では、裁決において不

動産所得とされた本件手数料免除益について、一時所得との判断がなされ

                                                        
(129) 仙台高判平 17・10・26 税資 255 号順号 10174。同判決は、不動産貸付業を営む控

訴人が、業務の運転資金として金融機関から借り入れた借入金について、残債務の

免除を受けたことにより経済的利益が生ずるか否かが争われた事例である。所得区

分が直接争われなかったため、不動産所得該当性については判示していないが、控

訴人が一時所得として申告した免除益を、被控訴人が不動産所得として更正し、判

決もこれを認めている。なお、第一審は仙台地裁平成 17 年 2 月 28 日判決（税資 255
号順号 9945）。上告審最高裁平成 19 年 10 月 2 日第三小法廷決定（税資 257 号順号

10795）は、上告受理申立てを不受理とした。 
(130) 前掲注(86)参照。 
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た。裁判所は、不動産所得とは、賃貸人が賃借人に対して一定の期間、目

的物を使用収益させる対価として受け取る利益又はこれに代わる性質を有

するものと解するのが相当であるとした上で、本件組合の業務執行に対す

る報酬である本件手数料に係る債務が、債権者（業務執行者）によって免

除されたことによって発生した利益であり、航空機を使用収益させる対価

又はこれに代わる性質を有するものでないことは明らかであるとしている。

更に、本件手数料は、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入されて

いたところ、その後にその支払債務の免除を受けたことによって発生した

ものであり、計算上は、不動産所得の総収入金額から控除されていた必要

経費を減額し、その分、不動産所得を増加させるものという見方もできな

いわけではないことからすると、本件手数料免除益は、その経済的実質に

着目すれば、不動産所得に該当するというのも理解できないわけではない

としつつも、所得税法には、特定の所得の必要経費に算入されていた未払

費用について、後にその費用に係る債務免除がされたという場合に、その

債務免除による利益をその費用が必要経費に算入されていた所得に区分す

べきものとした特段の規定もないことからすると、上記のような経済的実

質の点から本件手数料免除益を不動産所得に該当するものと認めることは、

租税法律主義の観点から許容することができるものではないというべきで

あるとした。 

  特段の規定がない以上許されないとした上記判決は、逆にいうと、全て

の事象を法律で規定する必要があると述べているに等しい。上記 1（3）で

述べたとおり、必要経費の補填金を、必要経費に算入した所得と同じ所得

分類の収入金額とすることは、所得税法の立法趣旨を踏まえた所得分類及

び所得計算規定に基づく解釈によるものであることからすると、このこと

が直ちに租税法律主義に反するとはいえない。そして、必要経費の支払免

除益についても同様であることは既に述べたとおりである。 
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第３節 考察 

 
前節では、必要経費の補填金が、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の「収益の

補償として取得する補償金その他これに類するもの」に該当するか否かについ

ては、疑問が残るとしつつも、所得税法の立法趣旨を踏まえた所得分類及び所

得金額の計算規定から、必要経費が算入される所得に係る収入金額とするのが

相当であると述べ、必要経費の支払免除益についても同様に取り扱うべきであ

るとした。 
平成 24 年裁決Ⅰの本件ローン残債務免除益（第 2 章第 2 節 3 参照）は、航

空機取得費用が減価償却費として必要経費に算入されるものであることからす

ると、必要経費の支払免除益に該当するとも考えられる。本節では「必要経費

を補填する性質を有するもの」の範囲がいかなるものなのかについて考察を行

う。 
 

１ 減価償却資産の取得費用の補填金 

  東京高裁平成 26 年判決は、新資産の取得のための支出は、基本的には、

減価償却を通じて必要経費に算入されるものであるから、新資産の取得費用

の補填分も、事業所得の総収入金額に算入するのが相当としており、減価償

却費として必要経費に算入することとなる減価償却資産の取得費用の補填金

についても、「必要経費を補填する性質を有するもの」に含まれるとしている。 
ところで、所得税法 42 条 1 項は、国庫補助金等をもってその交付の目的

に適合した固定資産を取得した場合には、その年の 12 月 31 日までに当該国

庫補助金等を返還しないことが確定した場合等に限り、当該国庫補助金等の

うち当該固定資産の取得に充てた部分の金額に相当する金額は、各種所得の

金額の計算上、総収入金額に算入しない旨規定している。これは、国庫補助

金の受入れに伴い課税利益が生ずるものとした場合に、その国庫補助金に

よって取得を予定された固定資産の取得資金が税の額だけ不足することを防

ぐため、国庫補助金の額を総収入金額に算入しない代わりに、当該固定資産

342

172



 

342 
 

た。裁判所は、不動産所得とは、賃貸人が賃借人に対して一定の期間、目

的物を使用収益させる対価として受け取る利益又はこれに代わる性質を有

するものと解するのが相当であるとした上で、本件組合の業務執行に対す

る報酬である本件手数料に係る債務が、債権者（業務執行者）によって免

除されたことによって発生した利益であり、航空機を使用収益させる対価

又はこれに代わる性質を有するものでないことは明らかであるとしている。

更に、本件手数料は、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入されて

いたところ、その後にその支払債務の免除を受けたことによって発生した

ものであり、計算上は、不動産所得の総収入金額から控除されていた必要

経費を減額し、その分、不動産所得を増加させるものという見方もできな

いわけではないことからすると、本件手数料免除益は、その経済的実質に

着目すれば、不動産所得に該当するというのも理解できないわけではない

としつつも、所得税法には、特定の所得の必要経費に算入されていた未払

費用について、後にその費用に係る債務免除がされたという場合に、その

債務免除による利益をその費用が必要経費に算入されていた所得に区分す

べきものとした特段の規定もないことからすると、上記のような経済的実

質の点から本件手数料免除益を不動産所得に該当するものと認めることは、

租税法律主義の観点から許容することができるものではないというべきで

あるとした。 

  特段の規定がない以上許されないとした上記判決は、逆にいうと、全て

の事象を法律で規定する必要があると述べているに等しい。上記 1（3）で

述べたとおり、必要経費の補填金を、必要経費に算入した所得と同じ所得

分類の収入金額とすることは、所得税法の立法趣旨を踏まえた所得分類及

び所得計算規定に基づく解釈によるものであることからすると、このこと

が直ちに租税法律主義に反するとはいえない。そして、必要経費の支払免

除益についても同様であることは既に述べたとおりである。 

 

 

343 
 

第３節 考察 

 
前節では、必要経費の補填金が、所得税法施行令 94 条 1 項 2 号の「収益の

補償として取得する補償金その他これに類するもの」に該当するか否かについ

ては、疑問が残るとしつつも、所得税法の立法趣旨を踏まえた所得分類及び所

得金額の計算規定から、必要経費が算入される所得に係る収入金額とするのが

相当であると述べ、必要経費の支払免除益についても同様に取り扱うべきであ

るとした。 
平成 24 年裁決Ⅰの本件ローン残債務免除益（第 2 章第 2 節 3 参照）は、航

空機取得費用が減価償却費として必要経費に算入されるものであることからす

ると、必要経費の支払免除益に該当するとも考えられる。本節では「必要経費

を補填する性質を有するもの」の範囲がいかなるものなのかについて考察を行

う。 
 

１ 減価償却資産の取得費用の補填金 

  東京高裁平成 26 年判決は、新資産の取得のための支出は、基本的には、

減価償却を通じて必要経費に算入されるものであるから、新資産の取得費用

の補填分も、事業所得の総収入金額に算入するのが相当としており、減価償

却費として必要経費に算入することとなる減価償却資産の取得費用の補填金

についても、「必要経費を補填する性質を有するもの」に含まれるとしている。 
ところで、所得税法 42 条 1 項は、国庫補助金等をもってその交付の目的

に適合した固定資産を取得した場合には、その年の 12 月 31 日までに当該国

庫補助金等を返還しないことが確定した場合等に限り、当該国庫補助金等の

うち当該固定資産の取得に充てた部分の金額に相当する金額は、各種所得の

金額の計算上、総収入金額に算入しない旨規定している。これは、国庫補助

金の受入れに伴い課税利益が生ずるものとした場合に、その国庫補助金に

よって取得を予定された固定資産の取得資金が税の額だけ不足することを防

ぐため、国庫補助金の額を総収入金額に算入しない代わりに、当該固定資産

343

173



 

344 
 

の取得価額から控除して償却費の額を計算するもので、いわゆる圧縮記帳の

規定である(131)。仮に、何らかの交付金をもって取得することを予定された

固定資産が、不動産所得を生ずべき業務の用に供される固定資産である場合、

当該交付金が不動産所得とされないとなれば、同条のような（取得価額から

控除する）規定にはなり得ないのである（もっとも、固定資産を取得するこ

とを前提とされていない交付金については、当該交付金の性質によって他の

所得に分類される可能性がある。）。換言すれば、当該交付金が、償却費とし

て必要経費に算入されることとなる固定資産の取得費用の補填であるがゆえ

に、当該必要経費に算入される所得と同一の所得の収入金額とすべきとの前

提があるからこそ、圧縮記帳を行うことができるのである。そのように考え

ると、新資産の取得費用の補填金も、事業所得の総収入金額に算入するのが

相当であるとした上記判決内容についても容易に理解できるのではないだろ

うか。 
 
２ 減価償却資産に関する債務免除益等 

  前節で述べたとおり、償却費以外の必要経費について、その支払債務が免

除された場合には、必要経費の補填金と同様に考えることができる。また、

減価償却資産の取得費用について補填金を受けた場合には、上記 1 のとおり、

当該減価償却資産に係る償却費として、必要経費に算入することとなる所得

の収入金額に算入するのが相当である。そうすると、減価償却資産について、

取得費用の未払額の債務免除を受けた場合や、平成 24 年裁決Ⅰのように、借

入金により取得した場合に、その借入元金の返済について免除を受けたとき

の課税関係はどのように考えられるであろうか。 
  取得費用の未払額について債務免除を受ける場合、値引きとする場合と、

未払額の債務免除とする場合が考えられる。所得税基本通達 49－12 の 2 は、

業務の用に供する減価償却資産について後日値引き等があった場合には、値

                                                        
(131) 武田・前掲注(10)3462 頁。 
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引き等の額の全額を収入金額とすることなく、一部を減価償却資産の取得価

額及び未償却残額から減額する方法を認めている。同通達の(注)3 では、値引

き等の額から取得価額等を減額した額を控除した残額を、総収入金額に算入

するとしているが、後日の値引き等は補填金と同じ経済的効果が生ずること

からすると、当該残額を総収入金額に算入する場合には、償却費として必要

経費に算入した所得と同一の所得分類とするのが相当であろう。 
  また、未払額の債務免除とする場合、減価償却資産の取得価額に変更がな

いため、同通達の取扱いをすることはできないが、値引きの場合と未払額の

債務免除とでは同じ経済的効果が生ずることからすると、未払額の債務免除

の場合についても、その債務免除益の額を、当該減価償却資産に係る償却費

として必要経費に算入した所得と同一の所得分類の収入金額とすべきであろ

う。 
一方、減価償却資産を借入金により取得した場合のその借入金の元金返済

債務免除益については、取得費用が償却費として必要経費に算入されるとい

う意味で、償却費以外の必要経費と同じであるものの、借入元金の返済額が

必要経費となるわけではなく、取得費用を基に計算された償却費が必要経費

になるのであるから、借入金の元金返済債務免除益を、直ちに平成 24 年裁

決Ⅰにおける本件手数料免除益のような「必要経費に算入すべき金員の支払

債務免除益」と同様に解することはできないようにも思われる（必要経費に

算入される借入金の負債利子について支払免除を受けた場合には、「必要経費

に算入すべき金員の支払債務免除益」となる。）。同裁決における本件ローン

残債務免除益は、このような資産の取得に係る借入金の元金返済債務免除益

であるが、必要経費の補填という面からの検討がされていないのは、このよ

うな理由からではないだろうか。 
しかしながら、必要経費の補填金は必要経費に算入される所得に係る収入

金額とすべきとした根拠が、所得税法の立法趣旨を踏まえた所得分類及び所

得計算規定に基づく解釈によるものであることからすると、借入金の元金に

ついては、その返済額が必要経費にはならないものの、既に減価償却資産の
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必要経費となるわけではなく、取得費用を基に計算された償却費が必要経費
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算入される借入金の負債利子について支払免除を受けた場合には、「必要経費

に算入すべき金員の支払債務免除益」となる。）。同裁決における本件ローン

残債務免除益は、このような資産の取得に係る借入金の元金返済債務免除益

であるが、必要経費の補填という面からの検討がされていないのは、このよ

うな理由からではないだろうか。 
しかしながら、必要経費の補填金は必要経費に算入される所得に係る収入
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得計算規定に基づく解釈によるものであることからすると、借入金の元金に

ついては、その返済額が必要経費にはならないものの、既に減価償却資産の
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取得費用に充てられており、その総額が、償却費として必要経費に算入すべ

きものであることから、取得費用の未払額の債務免除などと同様に、減価償

却資産を借入金により取得した場合のその借入金の元金返済債務免除益につ

いても、必要経費を補填する性質を有するものと解するのが相当であろう。

そうすると、本件ローン残債務免除益についても不動産所得とすべきなので

ある(132)。このことは、借入金をもって資産の取得以外の必要経費の支払に充

てた後、当該借入金の元本返済額が免除された場合の免除益についても同様

である(133)。 
 
３ 少額減価償却資産等の譲渡による所得 

  第 2 章第 1 節 4 でも触れたが、たな卸資産（たな卸資産に準ずる資産を含

む。）、少額重要資産以外の少額減価償却資産及び一括償却資産の譲渡による

所得は譲渡所得から除かれている（所法 33②、所令 81）。そしてその趣旨が、

これらの資産の取得価額が既に必要経費に算入されているにも関わらず譲渡

                                                        
(132) 岡村忠生教授は、「ノン・リコース借入れが課税上問題となるのは、それが、名目

上の取引価格を水増しし、それに伴う控除額を膨らませるからである。……買主が

償却等の課税上の利益を吸収し終え、弁済を止めて抵当流れとなったとき、買主に

は、残存債務額と失われた資産の基準価格との差額が、利益として発生し、課税の

対象となる。これは、一種の債務免除益であるが、その中味は、取得価格の水増し

によって生み出された減価償却控除に対応する実体のない利益である。つまり、そ

れまでの過大な償却が利益として取り戻されるわけである。」とした上で、「減価償

却控除は通常所得から行われるのであるから、通常所得として課税しない限り、一

種の所得種類転換を認めることとなろう。」と述べられる（岡村「タックス・シェル

ターの構造とその規制」論叢 136 巻 4・5・6 号 332 頁・376 頁（1995））。小塚真啓

准教授も同様の立場から、平成24年裁決Ⅰに関して、本件ローン残債務免除益には、

X が本件借入金を課税後所得から返済するとの前提で計上してきた減価償却費の取

戻しの側面があり、これを一時所得に分類しその一部しか課税しないことは、減殺

してきた所得を、その限りで非課税とする結果となる点で、適切でないとした上で、

本件ローン残債務免除益は、（純資産増加にあたる部分を除き）本件手数料免除益と

同様に、不動産所得に係る必要経費算入額の取戻しと見るべきものであって、本件

ローン契約を本件ローン残債務免除益の源泉とみることはできないから、本件手数

料免除益と同じ理由により、不動産所得に分類されるべきであったように思われ、

リース事業に含まれない本件ローン契約から生じたとの理由で、雑所得に分類され

たことは問題があろうと述べられる（小塚「判批」ジュリ 1452 号 9 頁）。 
(133) 前掲注(129)参照。 
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所得として 2 分の 1 課税等の措置を適用するのは適当ではないとの考えによ

るものであることからすると、必要経費の補填金と同様の理由から、不動産

所得を生ずべき業務に係るこれらの資産の譲渡による所得は、不動産所得に

係る収入金額となるのである。したがって、これについても必要経費を補填

する性質を有するものに含まれるということができよう。 
 

第４節 小括 

 
 前節までの考察を踏まえると、不動産所得に係る必要経費を補填する性質を

有するものは、不動産所得に係る収入金額に代わる性質を有するものとして、

不動産所得に係る収入金額とすべきであって、当該必要経費には、減価償却費

として必要経費に算入される資産の取得費用も含まれる。このことは、必要経

費の支払を免除されたことによる債務免除益も同様であり、資産の取得費用や

必要経費の支払に充てるための借入金の元金返済債務免除益もまた、同様であ

るということができる。 
また、不動産所得を生ずべき業務に係る少額減価償却資産等の譲渡による所

得も、必要経費に算入された金額に対応させるべきものであり、不動産所得に

係る必要経費を補填する性質を有するものとして、不動産所得に係る収入金額

とすべきである。 
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第５章 まとめ 

 

第１節 不動産所得の範囲 

 
これまでの考察から不動産所得は、大別して次の 2 つから構成されるという

ことができる。 
 

１ 不動産等の貸付けによる所得 

「不動産等の貸付けによる所得」とは、「不動産等の貸付けを原因とする所

得」であるから、貸付けと因果関係のある経済的利益ということができる。

したがって、不動産等を使用収益させる対価としての性質を有するもの（賃

料、権利金等）に限定されず、不動産所得を生ずべき業務の遂行に伴い付随

して生じた経済的利益も含まれる。 
貸付けと因果関係がある経済的利益とは、換言すれば、貸し付けることに

より生ずることが通常予定されている経済的利益であり、具体的には、賃貸

借契約に係る収益構造と不可分一体の経済的利益であるか、賃貸借契約と一

体としてなされた合意に基づく経済的利益であるか、賃貸借契約中の条項の

趣旨に沿った合意に基づく経済的利益であるかといった点から判断がされる

ことになる。 
 
２ 不動産等の貸付けによる所得に代わる性質を有するもの 

（１）保険金等及び収益補償金 

不動産所得には、上記の（本来の）不動産等の貸付けによる所得のほか、

所得税法施行令 94 条 1 項に掲げるもので、不動産等の貸付けによる所得

に代わる性質を有するものも含まれる。したがって、同項の規定により不

動産所得に含まれるものは、不動産等の貸付けによる所得そのものではな

いものの、不動産等の貸付けによる所得に代わる性質を有するものとして
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不動産所得とされるのである。なお、同項は、過去において取扱いに疑義

のあった事項について、明文化したものであり、不動産所得、事業所得、

山林所得及び雑所得に共通した規定である。 
同項 1 号により不動産所得となるのは、ⅰ）不動産所得を生ずべき業務

に係るたな卸資産に準ずる資産、少額重要資産以外の少額減価償却資産及

び一括償却資産について損失を受けたことにより取得するものであること、

ⅱ）保険金、損害賠償金、見舞金その他これに類するものであることの要

件を満たすものである。 
同項 2号により不動産所得となるのは、ⅰ）業務の全部又は一部の休止、

転換又は廃止など外的要因により、当該業務に係る収入が減少してしまう

ような事由により取得するものであること、ⅱ）当該減少する収入の補償

として取得するもの（休業期間中の使用人給与の補填金なども含む。）であ

ること、ⅲ）補償金という名目に限らずこれに類するものであることの要

件を満たすものである。 
（２）必要経費を補填する性質を有するもの 

不動産所得には、副収入や付随収入が生ずることが予定されており、上

記のとおり、「不動産等の貸付けによる所得に代わる性質を有するもの」も

不動産所得に含まれること、また、所得税法施行令 94 条 1 項 1 号のよう

に、必要経費と対応させて収入金額にするという規定が確認的に規定され

たものであり、同様の趣旨の規定が他にも見られることからすると、不動

産所得に係る必要経費を補填する性質を有するものについても、不動産所

得に係る収入金額に代わる性質を有するものとして、不動産所得の総収入

金額に算入されるべきである。この考え方は、不動産所得に限定されるも

のではなく、総収入金額から必要経費を控除して所得金額を算定する所得

について共通の事項である。 
なお、必要経費を補填する性質を有するものには、減価償却資産の取得

費用の補填も含まれ、また、支払債務の免除益や、必要経費の支払に充て

るための借入金の元金返済免除益、少額減価償却資産等の譲渡による所得
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も含まれる。 
 
以上を図にすると、下のようなイメージになる。なお、本稿で取り上げた

裁判例にもあるように、賃借人から受ける保証金の返還免除益は、収益補償

金に該当するとともに貸付けによる所得にも該当するなど、重複するものも

ある。 
 
【不動産所得の範囲のイメージ】 

不動産所得

貸付けによる所得

収益補償金 必要経費の補填

賃料、権利金

保証金等返還

免除益

第三者から受け

る収益補償金

賃借人から

受ける使用
人給与等の

補償

第三者から受

ける使用人給

与等の補償

少額減価償却資産

の譲渡による所得・

必要経費の支払

免除益

利子補給金

※ 上図は、本稿における考察の結果、一般的に考えられるものと 

  して整理したものであり、個々の契約内容によって上記とは異な 

  る結果になることもある。 
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３ 不動産所得の課税要件 

以上のことから、不動産所得の課税要件についてまとめると、次のように

整理することができる。 
なお、丸数字（①、②等）は連立的要件、アルファベット（Ａ、Ｂ、ａ、

ｂ等）は選択的要件を表している。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 不動産等を貸し付けていること（不動産の上に存する権利の設定その他他人に

不動産等を使用させることも含む。）。 

 A 不動産（土地及びその定着物） 

B 不動産の上に存する権利（地上権、永小作権、借地権など） 

C 船舶 

D 航空機 

② 次のいずれかの所得であること。 

A 貸付けによる所得であること。 

a 不動産等を使用収益させる対価としての性質を有するものであること。 

  b 貸付けと因果関係のある経済的利益（貸付けを行うことによって生ずるこ

とが通常予定されている利益）であること。 

  例：➢ 賃貸借契約に係る収益構造と不可分一体の経済的利益 

    ➢ 賃貸借契約と一体としてなされた合意に基づく経済的利益 

     ➢ 賃貸借契約中の条項の趣旨に沿った合意に基づく経済的利益 

 B A に代わる性質を有するものであること。 

  a 不動産所得を生ずべき業務に係るたな卸資産に準ずる資産等につき損失を

受けたことにより取得する保険金等 

b 不動産所得を生ずべき業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の

事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これに類す

るもの 

c 不動産所得に係る必要経費を補填する性質を有するもの 

   例：➢ 必要経費の金額の補填金 

350

180



 

350 
 

も含まれる。 
 
以上を図にすると、下のようなイメージになる。なお、本稿で取り上げた

裁判例にもあるように、賃借人から受ける保証金の返還免除益は、収益補償

金に該当するとともに貸付けによる所得にも該当するなど、重複するものも

ある。 
 
【不動産所得の範囲のイメージ】 

不動産所得

貸付けによる所得

収益補償金 必要経費の補填

賃料、権利金

保証金等返還

免除益

第三者から受け

る収益補償金

賃借人から

受ける使用
人給与等の

補償

第三者から受

ける使用人給

与等の補償

少額減価償却資産

の譲渡による所得・

必要経費の支払

免除益

利子補給金

※ 上図は、本稿における考察の結果、一般的に考えられるものと 

  して整理したものであり、個々の契約内容によって上記とは異な 

  る結果になることもある。 

 

351 
 

３ 不動産所得の課税要件 

以上のことから、不動産所得の課税要件についてまとめると、次のように

整理することができる。 
なお、丸数字（①、②等）は連立的要件、アルファベット（Ａ、Ｂ、ａ、

ｂ等）は選択的要件を表している。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 不動産等を貸し付けていること（不動産の上に存する権利の設定その他他人に

不動産等を使用させることも含む。）。 

 A 不動産（土地及びその定着物） 

B 不動産の上に存する権利（地上権、永小作権、借地権など） 

C 船舶 

D 航空機 

② 次のいずれかの所得であること。 

A 貸付けによる所得であること。 

a 不動産等を使用収益させる対価としての性質を有するものであること。 

  b 貸付けと因果関係のある経済的利益（貸付けを行うことによって生ずるこ

とが通常予定されている利益）であること。 

  例：➢ 賃貸借契約に係る収益構造と不可分一体の経済的利益 

    ➢ 賃貸借契約と一体としてなされた合意に基づく経済的利益 

     ➢ 賃貸借契約中の条項の趣旨に沿った合意に基づく経済的利益 

 B A に代わる性質を有するものであること。 

  a 不動産所得を生ずべき業務に係るたな卸資産に準ずる資産等につき損失を

受けたことにより取得する保険金等 

b 不動産所得を生ずべき業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の

事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これに類す

るもの 

c 不動産所得に係る必要経費を補填する性質を有するもの 

   例：➢ 必要経費の金額の補填金 

351

181



 

352 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２節 その他の関連収入の例 

 
 これまでの考察により、本稿の目的である不動産所得の範囲が明らかになっ

た。これを踏まえ、本節では、本稿で取り上げた裁判・裁決例以外の関連収入

について、その不動産所得該当性について検討する。いずれも目新しい事例で

はないが、思考過程を再確認する意味においても課税実務に資するものと思わ

れる。 
 
１ 自動販売機による販売手数料 

  数年前、賃貸用マンション建設にあたり、自動販売機を設置し、賃料収入

（消費税は非課税）を得る前に自動販売機による販売手数料（消費税は課税

売上）のみを計上し、マンション建設に係る消費税の還付を受けるという、

➢ 必要経費の支払免除益 

    ➢ 減価償却資産の取得費用の補填金 

    ➢ 減価償却資産の取得費用の支払免除益 

     ➢ 借入金の返済免除益 

➢ 少額減価償却資産等の譲渡による所得 

③ 次のいずれかに該当する所得でないこと。 

 A 事業所得 

   不動産等の貸付けが事業として行われている場合であっても、人的役務が伴

わない場合や人的役務が付随的なものにすぎない場合は、不動産所得となる。 

 B 譲渡所得 

   借地権等の設定の対価のうち一定のものは、譲渡所得とみなされる。 

   不動産所得を生ずべき業務に係るたな卸資産に準ずる資産、少額重要資産以

外の少額減価償却資産、一括償却資産の譲渡による所得は、不動産所得となる。 
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いわゆる自販機節税スキームが話題となった(134)。これは消費税に関する事

例であるが、消費税の還付の有無に関わらず、賃貸用のマンションや駐車場

の敷地内に自動販売機を設置している納税者は多いだろう。 
さて、この場合の販売手数料は不動産所得に含めるべきであろうか。自動

販売機による収入については、飲料メーカー等との契約内容によっても異な

るが、自動販売機の設置スペースを提供し、電気料を負担することで、売上

金額に応じて販売手数料を受け取るという形態が一般的であろう。当該販売

手数料の所得分類については、商品の販売として雑所得（又は事業所得）、土

地（設置スペース）の貸付けの対価として不動産所得などが考えられるが、

消費税が課税売上となり、上記のように消費税の還付を受けることができる

ことからすると、土地の貸付けの対価でないことは明らかである。消費税還

付事案に係る国税不服審判所平成 20 年 7 月 4 日裁決（裁決事例集 76 集 465
頁）では、上記のような自動販売機による販売手数料について、「本件自販機

の設置場所の提供等に加え、故障発生時の連絡等の人的役務の提供に対する

対価であると認められる。さらに本件自販機を稼働させるための電気供給義

務を請求人が負担することも合意の内容に当然含まれているから、販売手数

料は、このような本件自販機への電気供給に対する対価としての性質も有し

ている」と認定し、単に自販機の設置場所の提供だけではなく、電気代の負

担及び人的役務の提供が一体となったものであるから、土地の貸付けの対価

とみることはできないとしている。 
このように自動販売機による販売手数料は、場所の貸付けと人的役務の提

供が一体となったものに対する対価であるが、仮に故障発生時の連絡等を行

うとしても、商品の補充等を自ら行うことなく、電気供給についても電気代

を負担しているのみであることからすると、人的役務は付随的なものにすぎ

ないのであるから、所得税法上の所得分類については、不動産所得とするの

                                                        
(134) 平成 22 年度税制改正において、3 年間は課税事業者となることとされたことなど

により、仕入控除税額の調整を行う必要があるため、このような還付申告ができな

いこととされた（消法 9⑦、12 の 2②、37 ②③）。 
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が相当である(135)。 
 

２ 契約終了に伴い受領した原状回復金 

  不動産に係る賃貸借契約においては、その契約について中途解約又は終了

した場合、賃借人に原状回復義務を課す契約が慣例である。建物を飲食店な

どの店舗として賃貸している場合、契約終了に伴って、賃借人は、自ら設置

した内部造作を取り壊した上で（原状回復して）返還するのが通常であろう

が、賃借人が自らこれを行わず、原状回復金を賃貸人に支払うケースもある。

このように、原状回復義務の履行に当たっては、原状回復工事を賃借人が直

接行う場合と、賃貸人が原状回復に要する費用相当額の金銭を賃借人から受

領（又は敷金等と精算）して、賃貸人において原状回復工事を行う場合とが

あるが、いずれの場合であっても賃借人が原状回復義務を履行したこととな

る。賃借人が原状回復工事を行い賃貸人に不動産を返還した場合には、賃貸

人に所得は発生しないが、賃貸人が原状回復金を賃借人から受領し、賃借人

の原状回復義務が消滅した場合には、原状回復金相当額を賃貸人の所得とし

て認識する必要がある。 
原状回復金は、賃借人が設置した内部造作等を撤去するなど不動産等を原

状に復するための費用であるから、不動産等を使用収益させる対価ではない。

前節では、不動産等の貸付けの基となる賃貸借契約等において通常予定され

ているものなど貸付けと因果関係のある経済的利益は、不動産等の貸付けに

よる所得となると結論付けた。上述のとおり、原状回復義務の履行の方法と

しては、賃借人が自ら原状回復工事を行う場合と、賃貸人が原状回復に要す

る費用相当額の金銭を賃借人から受領（又は敷金等と精算）して、賃貸人が

原状回復工事を行う場合とがあるが、後者の方法も一般的によくある方法で

あるといえることからすると、賃貸借契約等において通常予定されている経

                                                        
(135) 不動産所得の金額が争われた東京地裁平成 24 年 12 月 13 日判決（税資 262 号順号

12116, http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei/2012/pdf/12116.pdf）では、直接

の争点ではないが、自販機設置料を不動産所得としている。 
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済的利益ということができ、不動産所得とするのが相当である(136)。 
原状回復という点では、名古屋高裁平成 17 年判決の事例は、土地賃借人

が原状回復としての建物収去を行わず、賃貸人に対して当該建物を無償で提

供しているが、賃貸借契約により通常予定できる経済的利益とはいえないと

された点で、上記原状回復金とは異なることから、所得分類においては異な

る結論が導出されたのである。 
 
３ 賃借人が放棄した内部造作に係る経済的利益 

  一方、上記とは異なり、賃借人が、自ら設置した内部造作について、原状

回復せずに無償で賃貸人に譲渡する場合があろう。民法上、賃借人は、自ら

設置した内部造作について、賃貸人に対しその設置費用を請求することはで

きず、当該内部造作を収去する権利を有するにとどまる（民 598、616）(137)。

しかしながら、賃借人にとっては、収去費用を負担しなければならず、また、

賃貸人にとっても、当該内部造作をそのまま次の賃貸に供することが可能で

あるため、借地借家法により、賃貸人に対して当該内部造作を時価で買取請

求できる権利が賃借人に与えられている（借地借家 33①）。 
  したがって、内部造作が無償で賃借人から賃貸人に譲渡された場合には、

賃貸人は、当該内部造作の時価相当額の利益を受けることになる。これは、

名古屋高裁平成 17 年判決の事例と類似しており、賃貸借契約等において通

常予定された利益でなければ、通常は、一時所得（又は贈与税）の対象とな

                                                        
(136) 原状回復費用に充当するための合意金の不動産所得該当性が争われた国税不服審

判所平成 21 年 4 月 21 日裁決（裁決事例集 77 集 495 頁）は、「本件合意は、……本

件契約の終了に伴い、本件賃借人の原状回復義務を消滅させる一方で、請求人の敷

金返還義務を消滅させ、それ以外に本件追加金を支払うと合意したものであるが、

本件合意は本件契約に密接に関連し、その終了時の法律関係を整理することを内容

とするものであり、また、本件敷金及び本件追加金は、いずれも本件物件を次の賃

貸借に供するためにその原状回復に費消されるべきものであり、本件物件の賃貸借

に関連して収入されるものであることからすれば、当該収入は、不動産の貸付けに

関連して得た所得として不動産所得に該当する」とした。 
(137) 民法の一部を改正する法律案・前掲注(33)では、賃借人が賃借物に附属させた物に

ついて、賃貸人に収去義務があることを定めている（第 599 条、第 622 条）。 
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した内部造作を取り壊した上で（原状回復して）返還するのが通常であろう

が、賃借人が自らこれを行わず、原状回復金を賃貸人に支払うケースもある。

このように、原状回復義務の履行に当たっては、原状回復工事を賃借人が直

接行う場合と、賃貸人が原状回復に要する費用相当額の金銭を賃借人から受

領（又は敷金等と精算）して、賃貸人において原状回復工事を行う場合とが

あるが、いずれの場合であっても賃借人が原状回復義務を履行したこととな

る。賃借人が原状回復工事を行い賃貸人に不動産を返還した場合には、賃貸

人に所得は発生しないが、賃貸人が原状回復金を賃借人から受領し、賃借人

の原状回復義務が消滅した場合には、原状回復金相当額を賃貸人の所得とし

て認識する必要がある。 
原状回復金は、賃借人が設置した内部造作等を撤去するなど不動産等を原

状に復するための費用であるから、不動産等を使用収益させる対価ではない。

前節では、不動産等の貸付けの基となる賃貸借契約等において通常予定され

ているものなど貸付けと因果関係のある経済的利益は、不動産等の貸付けに

よる所得となると結論付けた。上述のとおり、原状回復義務の履行の方法と

しては、賃借人が自ら原状回復工事を行う場合と、賃貸人が原状回復に要す

る費用相当額の金銭を賃借人から受領（又は敷金等と精算）して、賃貸人が

原状回復工事を行う場合とがあるが、後者の方法も一般的によくある方法で

あるといえることからすると、賃貸借契約等において通常予定されている経

                                                        
(135) 不動産所得の金額が争われた東京地裁平成 24 年 12 月 13 日判決（税資 262 号順号

12116, http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei/2012/pdf/12116.pdf）では、直接

の争点ではないが、自販機設置料を不動産所得としている。 
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済的利益ということができ、不動産所得とするのが相当である(136)。 
原状回復という点では、名古屋高裁平成 17 年判決の事例は、土地賃借人

が原状回復としての建物収去を行わず、賃貸人に対して当該建物を無償で提

供しているが、賃貸借契約により通常予定できる経済的利益とはいえないと

された点で、上記原状回復金とは異なることから、所得分類においては異な

る結論が導出されたのである。 
 
３ 賃借人が放棄した内部造作に係る経済的利益 

  一方、上記とは異なり、賃借人が、自ら設置した内部造作について、原状

回復せずに無償で賃貸人に譲渡する場合があろう。民法上、賃借人は、自ら

設置した内部造作について、賃貸人に対しその設置費用を請求することはで

きず、当該内部造作を収去する権利を有するにとどまる（民 598、616）(137)。

しかしながら、賃借人にとっては、収去費用を負担しなければならず、また、

賃貸人にとっても、当該内部造作をそのまま次の賃貸に供することが可能で

あるため、借地借家法により、賃貸人に対して当該内部造作を時価で買取請

求できる権利が賃借人に与えられている（借地借家 33①）。 
  したがって、内部造作が無償で賃借人から賃貸人に譲渡された場合には、

賃貸人は、当該内部造作の時価相当額の利益を受けることになる。これは、

名古屋高裁平成 17 年判決の事例と類似しており、賃貸借契約等において通

常予定された利益でなければ、通常は、一時所得（又は贈与税）の対象とな

                                                        
(136) 原状回復費用に充当するための合意金の不動産所得該当性が争われた国税不服審

判所平成 21 年 4 月 21 日裁決（裁決事例集 77 集 495 頁）は、「本件合意は、……本

件契約の終了に伴い、本件賃借人の原状回復義務を消滅させる一方で、請求人の敷

金返還義務を消滅させ、それ以外に本件追加金を支払うと合意したものであるが、

本件合意は本件契約に密接に関連し、その終了時の法律関係を整理することを内容

とするものであり、また、本件敷金及び本件追加金は、いずれも本件物件を次の賃

貸借に供するためにその原状回復に費消されるべきものであり、本件物件の賃貸借

に関連して収入されるものであることからすれば、当該収入は、不動産の貸付けに

関連して得た所得として不動産所得に該当する」とした。 
(137) 民法の一部を改正する法律案・前掲注(33)では、賃借人が賃借物に附属させた物に

ついて、賃貸人に収去義務があることを定めている（第 599 条、第 622 条）。 
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ろう。ただし、当該時価とは、当該内部造作そのものの時価ではなく、建物

に付加したままの状態における時価、すなわち、当該内部造作が付加された

建物の時価と当該内部造作を収去後の建物の時価との差額とされる(138)。そ

のため、一般的にはほとんど認識できない程度のものと考えられる。 
 
４ 賃貸アパートに設置した太陽光発電設備による余剰電力の売却収入 

  国税庁の質疑応答事例には、賃貸アパートの屋上に太陽光発電設備を設置

し、これにより発電した電力をその賃貸アパートの共用部分で使用し、その

余剰電力を固定価格買取制度に基づき電力会社に売却した場合の、当該売却

収入は、不動産所得に係る収入金額に算入する旨掲載されている(139)。その

理由として、太陽光発電設備により発電された電力は、賃貸アパートの共用

部分に使用されるため、太陽光発電設備を設置することにより共用部分の電

気料金は減少し、その分不動産所得の金額の計算上必要経費に算入される金

額も減少することになる。このように、太陽光発電設備による発電が不動産

所得の金額について増減させるものであることを踏まえると、その余剰電力

の売却収入も不動産所得に係る収入金額に算入し、その所得金額を計算する

のが相当であるとしている。 
  本稿で既に整理した不動産所得の範囲に基づきこれを説明すると、当該売

却収入は、賃貸借契約と因果関係のある利益や賃貸借契約において通常予定

されている利益でもない。また、売却するのは不動産貸付業務に係る必要経

費（共用部分の電気料金）を差し引いた後の部分であるため、当該売却収入

自体は必要経費の補填とはいえない。しかしながら、発電した電力は、共用

部分の消費電力に優先的に使用され、なお余りがあればこれを売却するもの

であり、売却部分のみを取り出して、不動産所得に係る必要経費とは関係が

ないとするのは相当ではない。すなわち、自己使用分と売却分とに区分して

                                                        
(138) 我妻ほか・前掲注(21)1146 頁。 
(139) 国税庁 HP 参照

（http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/shitsugi/shotoku/02/46.htm）。 
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発電しているわけではなく、飽くまで共用部分の消費電力に使用するために

発電し、結果的に余りがある場合に当該売却収入が発生するのである。した

がって、発電した電力の性質は、不動産所得に係る必要経費の金額を減少さ

せる性質を有するものというべきであり、また、そのような太陽光発電設備

を設置した不動産を賃貸していることからすると、賃貸借契約に係る収益構

造と不可分一体のものともいうことができるため、当該売却収入を不動産所

得に係る収入金額とすることは相当であろう。 
 
５ 賃借人（転貸人）から引き継いだ共益費の余剰金 

  不動産の賃借人が第三者に転貸している場合、賃貸人と賃借人（転貸人）

との間の賃貸借契約終了に伴って、種々の清算金が支払われることもあるだ

ろう。 
  その一事例を紹介するが、内容については、一部実際の取引と異なる点も

ある。 
  賃貸用マンション（以下、本項において「本件建物」という。）の所有者

である賃貸人 X は、A 社との間で一括借上契約（以下、本項において「本件

一括借上契約」という。）を締結し、A 社に対して本件建物を貸し付けてい

た。本件一括借上契約は、A 社が X から本件建物を借り上げて管理し、第三

者（入居者）に転貸するものである。本件一括借上契約においては、A 社は

X に対し、A 社が入居者から受領する家賃総額を基に一定の割合で計算した

借上料を支払うこととされており、借上料の他には、敷金、権利金等の名目

の如何を問わず支払わないこととされている。また、本件一括借上契約が終

了するときには、X は、A 社と入居者との間で締結した賃貸借契約に基づく

賃貸人の地位を承継するものとされ、A 社は、本件建物を X に返還するとと

もに、入居者から受領した敷金を、未納の家賃及び共益費があればそれを差

し引いた上で、X に引き渡す旨定められていた。一方、A 社と入居者との間

の賃貸借契約においては、入居者は、契約締結時に敷金を A 社に預け入れる

とともに、家賃及び共益費を毎月支払うこととされていた。敷金については、
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ろう。ただし、当該時価とは、当該内部造作そのものの時価ではなく、建物

に付加したままの状態における時価、すなわち、当該内部造作が付加された

建物の時価と当該内部造作を収去後の建物の時価との差額とされる(138)。そ

のため、一般的にはほとんど認識できない程度のものと考えられる。 
 
４ 賃貸アパートに設置した太陽光発電設備による余剰電力の売却収入 

  国税庁の質疑応答事例には、賃貸アパートの屋上に太陽光発電設備を設置

し、これにより発電した電力をその賃貸アパートの共用部分で使用し、その

余剰電力を固定価格買取制度に基づき電力会社に売却した場合の、当該売却

収入は、不動産所得に係る収入金額に算入する旨掲載されている(139)。その

理由として、太陽光発電設備により発電された電力は、賃貸アパートの共用

部分に使用されるため、太陽光発電設備を設置することにより共用部分の電

気料金は減少し、その分不動産所得の金額の計算上必要経費に算入される金

額も減少することになる。このように、太陽光発電設備による発電が不動産

所得の金額について増減させるものであることを踏まえると、その余剰電力

の売却収入も不動産所得に係る収入金額に算入し、その所得金額を計算する

のが相当であるとしている。 
  本稿で既に整理した不動産所得の範囲に基づきこれを説明すると、当該売

却収入は、賃貸借契約と因果関係のある利益や賃貸借契約において通常予定

されている利益でもない。また、売却するのは不動産貸付業務に係る必要経

費（共用部分の電気料金）を差し引いた後の部分であるため、当該売却収入

自体は必要経費の補填とはいえない。しかしながら、発電した電力は、共用

部分の消費電力に優先的に使用され、なお余りがあればこれを売却するもの

であり、売却部分のみを取り出して、不動産所得に係る必要経費とは関係が

ないとするのは相当ではない。すなわち、自己使用分と売却分とに区分して

                                                        
(138) 我妻ほか・前掲注(21)1146 頁。 
(139) 国税庁 HP 参照

（http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/shitsugi/shotoku/02/46.htm）。 
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発電しているわけではなく、飽くまで共用部分の消費電力に使用するために

発電し、結果的に余りがある場合に当該売却収入が発生するのである。した

がって、発電した電力の性質は、不動産所得に係る必要経費の金額を減少さ

せる性質を有するものというべきであり、また、そのような太陽光発電設備

を設置した不動産を賃貸していることからすると、賃貸借契約に係る収益構

造と不可分一体のものともいうことができるため、当該売却収入を不動産所

得に係る収入金額とすることは相当であろう。 
 
５ 賃借人（転貸人）から引き継いだ共益費の余剰金 

  不動産の賃借人が第三者に転貸している場合、賃貸人と賃借人（転貸人）

との間の賃貸借契約終了に伴って、種々の清算金が支払われることもあるだ

ろう。 
  その一事例を紹介するが、内容については、一部実際の取引と異なる点も

ある。 
  賃貸用マンション（以下、本項において「本件建物」という。）の所有者

である賃貸人 X は、A 社との間で一括借上契約（以下、本項において「本件

一括借上契約」という。）を締結し、A 社に対して本件建物を貸し付けてい

た。本件一括借上契約は、A 社が X から本件建物を借り上げて管理し、第三

者（入居者）に転貸するものである。本件一括借上契約においては、A 社は

X に対し、A 社が入居者から受領する家賃総額を基に一定の割合で計算した

借上料を支払うこととされており、借上料の他には、敷金、権利金等の名目

の如何を問わず支払わないこととされている。また、本件一括借上契約が終

了するときには、X は、A 社と入居者との間で締結した賃貸借契約に基づく

賃貸人の地位を承継するものとされ、A 社は、本件建物を X に返還するとと

もに、入居者から受領した敷金を、未納の家賃及び共益費があればそれを差

し引いた上で、X に引き渡す旨定められていた。一方、A 社と入居者との間

の賃貸借契約においては、入居者は、契約締結時に敷金を A 社に預け入れる

とともに、家賃及び共益費を毎月支払うこととされていた。敷金については、

357

187



 

358 
 

退去後無利息で入居者に返還されるが、滞納家賃等があれば敷金から差し引

かれることになる。共益費については、本件建物の共用部分及び共用施設の

維持管理に要する費用に使途が限定されており、共益費に余剰金が生じた場

合には翌年に繰り越され、入居者には返還されないこととされていた。 
  本件一括借上契約の契約期間終了に伴い、X と A 社は、本件一括借上契約

に基づき、本件建物の返還及び敷金の引渡しが行われたほか、確認書（以下、

本項において「本件確認書」という。）を作成し、A 社が入居者から受領し

た共益費の余剰金を X に引き渡すこと及び共益費の余剰金は、入居者との賃

貸借契約に基づく使用目的に従うことが取り決められた。 
  この場合、X が A 社から引渡しを受けた共益費の余剰金（以下、本項にお

いて「本件余剰金」という。）の課税関係はどうなるか。 
X と A 社との本件一括借上契約においては、A 社は X に対し、借上料の他

には、敷金、権利金等の名目の如何を問わず支払わないこととされているこ

とから、本件余剰金は、本件建物を A 社に使用収益させる対価ではない。ま

た、X は、本件一括借上契約終了に伴い、A 社と入居者との間で締結した賃

貸借契約に基づく賃貸人の地位を承継することから、外的要因による収入の

減少も生じない。更に、本件一括借上契約の契約期間終了の際に、本件余剰

金が A 社から X に対して引き渡されることが、本件確認書において初めて取

り決められたことからすると、貸付けにより生ずることが通常予定されてい

たとはいえず、貸付けと因果関係のある経済的利益ではない。 
しかしながら、本件一括借上契約は、A 社が入居者に転貸することを内容

としており、また、一括借上契約終了の際には、X は賃貸人の地位を承継す

ることが定められていることから、A 社と入居者との間の賃貸借契約と本件

一括借上契約とは一体のものであると考えることもできる。そうすると、本

件余剰金は、本件一括借上契約と一体のものとしてなされた合意（A 社と入

居者との間の賃貸借契約）に基づく利益ということができ、X の不動産所得

となる。 
なお、本件確認書によると、本件余剰金は、入居者との賃貸借契約に基づ
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く使用目的に従うこととされており、当該賃貸借契約においては、共益費の

使途は、本件建物の共用部分及び共用施設の維持管理に要する費用に限定さ

れており、共益費に余剰金が生じた場合には翌年に繰り越され、入居者には

返還されないとされていた。そうすると、今後、本件建物に係る維持管理は

X が行うことになり、本件建物の共用部分及び共用施設の維持管理に要する

費用は、X の不動産所得に係る必要経費に算入されることになる。したがっ

て、本件余剰金は、不動産所得に係る必要経費を補填する趣旨で A 社から引

き渡されたものとみるのが相当であり、X の不動産所得ということもできよ

う。 
 
６ 緑化助成金 

  一部の自治体において、ヒートアイランド現象の緩和、地球温暖化の防止、

あるいは緑豊かな景観の創出を目的として、所有又は管理する建築物の屋上

や壁面の緑化を行う者に対して、必要な経費の一部を助成する制度がある。

各自治体によって制度の内容は異なるが、対象となる緑化工事については、

防水工事、灌水排水設備工事、植栽基盤設置工事などであり、工事費用の 2
分の 1（限度額有り）が助成されるケースが一般的である。 

  不動産貸付業を営む者が、貸付けの用に供する建物について、緑化工事を

行い、緑化助成金の交付を受けた場合の課税関係はどのようになるであろう

か。 
  工事の内容にもよるが、工事費用は償却費（構築物（緑化施設）など）と

いう形で、不動産所得の必要経費となるものである。減価償却資産の取得費

用の補填金についても、償却費として必要経費に算入される所得に係る収入

金額とするのが相当であるため、上記の助成金は不動産所得の収入金額とな

る。 
  ただし、固定資産の取得に充てるために国又は地方公共団体から返還を要

しない補助金（国庫補助金等）の交付を受け、当該国庫補助金等をもって交

付の目的に適合した固定資産を取得した場合には、当該国庫補助金等のうち
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その固定資産の取得に充てた部分の金額に相当する金額は、各種所得の金額

の計算上、総収入金額に算入しないこととされており（所法 42①）、その場

合、当該固定資産に係る償却費の計算においては、取得価額から国庫補助金

等相当額を控除した金額により計算されることとなる（所令90一）。したがっ

て、上記緑化助成金については、実際には、不動産所得に係る総収入金額に

は算入されないものの、緑化工事についての償却費の計算においては、取得

価額から国庫補助金等相当額を控除した金額により計算されることとなる。

したがって、不動産貸付業を営む者が取得する緑化助成金は、実質的には、

不動産所得の収入金額ということができる。 
 
７ ホテルや客船の一室の賃貸に係る収入 

  関連収入ではないが、次のような事例もある。 
インカムゲインとキャピタルゲインの両方を得ることを目的として、値下

がりすることが少ない海外の高級リゾートホテルの一室を購入して第三者に

貸し付けるケースである。当該ホテルの一室を購入した賃貸人は、ホテル管

理者に対し、予約の受付・管理、チェックイン・チェックアウト手続、利用

料の回収、コンシェルジュサービス、ルームクリーニング、消耗品の提供な

どの業務を委託し、利用者がホテル管理者に支払った利用料から、賃貸人が

ホテル管理者に支払うべき委託料を差し引いた差額が、ホテル管理者から賃

貸人に支払われることになる。したがって、利用者が支払う利用料は、ホテ

ル管理者に支払われることになるものの、当然、当該ホテルの一室を所有し

ている賃貸人の所得になる。この場合、当該所得が、賃貸人の不動産所得と

なるか事業所得（又は雑所得）となるかの問題が生ずる。第 2 章第 1 節 3 で

述べたとおり、不動産所得と事業所得（又は雑所得）の区分は、人的役務の

程度によることになり、ホテルとしてのサービスの提供が部屋の利用と一体

としてされる場合には、不動産所得とはならず、事業所得（又は雑所得）と

なろう。したがって、所得の分類に当たっては、利用者が宿泊に伴うサービ

スをどの程度受けるのかを確認する必要がある。 
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  また、不動産と船舶の違いはあるが、クルーズ客船の一船室を独占的に利

用し占有することができる権利及び当該客船の共有エリアの施設を利用し食

事の提供等のサービスを受けることができる権利等を貸し付けることによる

所得が、不動産所得に該当するか否かが争われた国税不服審判所平成 25 年 3
月 27 日裁決（裁決事例集 90 集 95 頁）は、「船舶の一部の貸付けが船舶の貸

付けに該当するかを論じるまでもなく、請求人が、本件業務において、レン

タル利用者に対し、単に本件居室を利用させているだけでなく、相当程度の

サービスと一体となったクルーズを提供していることからすると、本件業務

に係る所得がほとんど又は専ら船舶（不動産等）を利用に供することにより

生じるものとはいえないことは明らかである。」として不動産所得には当たら

ないとした (140)。 
ところで、仮に、食事等のサービスやクルーズの提供がない、単なる一船

室の独占的利用権の貸付けであればどうであろうか。この場合、船舶の上に

存する権利の貸付けに該当することになろうが、所得税法 26 条 1 項が、不

動産と不動産の上に存する権利とを別に列挙して規定していることからする

と、船舶に船舶の上に存する権利が含まれると解することはできないであろ

う。また、船舶は、登記の対象となることや抵当権の目的とされることなど

不動産との類似性から不動産所得の基因となる資産とされたと考えられてい

ることからすると、上記の事例において原処分庁が主張したように、不動産

との類似性が認められない船舶の上に存する権利の貸付けは、不動産所得に

は当たらず、事業所得又は雑所得と考えるのが相当であろう。 
 

                                                        
(140) 前掲注(24)参照。 

360

190



 

360 
 

その固定資産の取得に充てた部分の金額に相当する金額は、各種所得の金額

の計算上、総収入金額に算入しないこととされており（所法 42①）、その場

合、当該固定資産に係る償却費の計算においては、取得価額から国庫補助金

等相当額を控除した金額により計算されることとなる（所令90一）。したがっ

て、上記緑化助成金については、実際には、不動産所得に係る総収入金額に

は算入されないものの、緑化工事についての償却費の計算においては、取得

価額から国庫補助金等相当額を控除した金額により計算されることとなる。

したがって、不動産貸付業を営む者が取得する緑化助成金は、実質的には、

不動産所得の収入金額ということができる。 
 
７ ホテルや客船の一室の賃貸に係る収入 

  関連収入ではないが、次のような事例もある。 
インカムゲインとキャピタルゲインの両方を得ることを目的として、値下

がりすることが少ない海外の高級リゾートホテルの一室を購入して第三者に

貸し付けるケースである。当該ホテルの一室を購入した賃貸人は、ホテル管

理者に対し、予約の受付・管理、チェックイン・チェックアウト手続、利用

料の回収、コンシェルジュサービス、ルームクリーニング、消耗品の提供な

どの業務を委託し、利用者がホテル管理者に支払った利用料から、賃貸人が

ホテル管理者に支払うべき委託料を差し引いた差額が、ホテル管理者から賃

貸人に支払われることになる。したがって、利用者が支払う利用料は、ホテ

ル管理者に支払われることになるものの、当然、当該ホテルの一室を所有し

ている賃貸人の所得になる。この場合、当該所得が、賃貸人の不動産所得と

なるか事業所得（又は雑所得）となるかの問題が生ずる。第 2 章第 1 節 3 で

述べたとおり、不動産所得と事業所得（又は雑所得）の区分は、人的役務の

程度によることになり、ホテルとしてのサービスの提供が部屋の利用と一体

としてされる場合には、不動産所得とはならず、事業所得（又は雑所得）と

なろう。したがって、所得の分類に当たっては、利用者が宿泊に伴うサービ

スをどの程度受けるのかを確認する必要がある。 

 

361 
 

  また、不動産と船舶の違いはあるが、クルーズ客船の一船室を独占的に利

用し占有することができる権利及び当該客船の共有エリアの施設を利用し食

事の提供等のサービスを受けることができる権利等を貸し付けることによる

所得が、不動産所得に該当するか否かが争われた国税不服審判所平成 25 年 3
月 27 日裁決（裁決事例集 90 集 95 頁）は、「船舶の一部の貸付けが船舶の貸

付けに該当するかを論じるまでもなく、請求人が、本件業務において、レン

タル利用者に対し、単に本件居室を利用させているだけでなく、相当程度の

サービスと一体となったクルーズを提供していることからすると、本件業務

に係る所得がほとんど又は専ら船舶（不動産等）を利用に供することにより

生じるものとはいえないことは明らかである。」として不動産所得には当たら

ないとした (140)。 
ところで、仮に、食事等のサービスやクルーズの提供がない、単なる一船

室の独占的利用権の貸付けであればどうであろうか。この場合、船舶の上に

存する権利の貸付けに該当することになろうが、所得税法 26 条 1 項が、不

動産と不動産の上に存する権利とを別に列挙して規定していることからする

と、船舶に船舶の上に存する権利が含まれると解することはできないであろ

う。また、船舶は、登記の対象となることや抵当権の目的とされることなど

不動産との類似性から不動産所得の基因となる資産とされたと考えられてい

ることからすると、上記の事例において原処分庁が主張したように、不動産

との類似性が認められない船舶の上に存する権利の貸付けは、不動産所得に

は当たらず、事業所得又は雑所得と考えるのが相当であろう。 
 

                                                        
(140) 前掲注(24)参照。 
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おわりに 

 
 不動産所得分類は、昭和 15 年の所得税法において創設され、分類所得税制

度の下、担税力の強い資産所得として他の所得分類よりも高い税率で課税され

た。分類所得税が廃止された後は、資産所得合算課税の対象として、再度規定

され、昭和 63年に資産所得合算課税制度が廃止された現在も存置されている。

しかしながら、所得金額の計算に当たっては、事業的規模の不動産等の貸付け

による所得については事業所得と、事業と称するに至らない規模の不動産等の

貸付けによる所得については雑所得と同様の取扱いがされているところであり、

不動産所得の改廃に至る経緯も考慮すると、不動産所得分類を廃止すべきとの

意見もあり、税制調査会などにおいてもその廃止を検討すべきとされている。 
 このような背景があるにも関わらず、本研究を行ったのは、未だ不動産所得

分類が残されており、課税実務においては、少なからず疑義が生じていること、

また、仮に、所得分類が統廃合されることとなった際にも、現行の所得分類に

おける所得の範囲を明らかにしておくことは、決して無用の議論とはいえない

からである。 
 本稿では、裁判・裁決において不動産所得と判断された（されなかった）根

拠を基に、不動産所得の範囲について考察した。その結果、所得税法 26 条 1
項が定める不動産等の貸付けによる所得の意義を明らかにするとともに、不動

産等の貸付けによる所得に代わる性質を有するものとして、保険金等や収益補

償金、不動産所得の必要経費を補填する性質を有するものも不動産所得となる

ことを確認した。本来の所得に代わる性質を有するものについての考え方は、

事業所得等についても参考になるものと思われる。 
なお、本稿においては、賃貸借契約（貸付け）があることを前提として、そ

れに関連して得た収入が不動産所得に該当するか否かに焦点を当て考察を行っ

た。不動産等の貸付けについては、サブリース、組合を介した貸付け、証券化

など様々な態様があり、これらについては、また別の論点もあるため、今後、
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機会を捉えて検討を行いたい。 
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⾃社株の相続めぐり銀⾏が中⼩企業経営者へ提案の節税策、国税がＮＯ︕ 追徴課税などを受け国提訴
が相次ぐ…
 ⾃社株の相続対策に悩む中⼩企業の経営者が、取引銀⾏から提案された別会社へ株を売却するなどの「節税策」を実
⾏したところ、税務署に認められずに課税され、国を相⼿取った訴訟に発展するケースが増えている。国税当局が租税
回避⾏為とみなして厳格に臨んでいるためだ。専⾨家は、こうした国の判断を認める判例が出てくれば、節税策を提案
する銀⾏や税理⼠の責任も問われると指摘する。

持ち株会社⽅式で相続税の節税もくろむ

 〈年商数⼗億円のA社を経営するBさんは、同社の全株式を所有している。社⻑職は来年度にも息⼦に譲ることを決め
ている。だが、業績は堅調で⾃社株の評価額が⾼く、⾃分の死後に株を相続する息⼦の相続税負担が⼼配だ〉

 「団塊の世代」が70歳代に⼊ったここ数年、こうした株式承継の悩みを抱える中⼩企業（⾮上場）経営者が増えてい
る。このため、取引銀⾏などが会社に「節税策」を提案するケースが多い。

 提案されるのは、Bさんが持ち株会社（P社）を設⽴したり、既存の別会社を持ち株会社にしたりして、⾃⾝がもつ⾃社株（A社株）をP社へ移すとい
うもの。そうすることで、P社株の評価額（株価）だけを下げておけば、A社株とP社株を相続する場合よりも相続税が節税されるという理屈だ。

 具体的には、P社は取引銀⾏から借り⼊れをし、BさんからA社株を買い取る。国税庁通達はP社とA社を親⼦関係にしたり、P社の借⾦が増えたりすれ
ば株式評価額は下がると規定しているため、通達を形式適⽤した場合のP社の株価は、A社株買い取り前よりも⼤幅に下がる。

 A社株は相続財産ではなくなったため、息⼦はBさんの死後、株価が⼤きく下がったP社株式だけを相続財産として相続税の申告を⾏うことになる。

国税当局が認めず

 ところが税務訴訟を多く⼿がける都内の弁護⼠によると、こうして下落させた株価を国税当局が認めず更正処分（追徴課税）を⾏うケースが昨年ごろ
から徐々に増えているという。東京国税不服審判所に審査請求したものの認められず、課税取り消しを求めて国を提訴する事例も出始め、今後の司法の
判断が注⽬される。同弁護⼠は「富裕層への課税強化の流れから、調査の現場が積極的に執⾏する⽅向にかじを切った印象だ」と指摘する。

 国税庁通達どおりとはいえ、このような株の評価減は相続税を減らす以外に⽬的がない。このため、「これらのケースでは国税当局が租税回避⾏為と
認定した可能性がある」（資産課税に詳しい税理⼠）という。

銀⾏には幾重にもうまみも、責任は税理⼠へ

 本来は他の株式会社を⽀配するために、その会社の株式を保有する「持ち株会社⽅式」を、節税策として提案することは、取引銀⾏にとっても数々の
メリットが⽣まれる。P社に多額の融資を実⾏でき利息収⼊が⼊るほか、Bさんの⼿元に残るA社株譲渡代⾦を⽣命保険や投資信託などに振り向けさせる
ことで、販売⼿数料も得られる。

 ⼀⽅で、税務訴訟に詳しい弁護⼠は「節税策を否認する国の判断が不服審や訴訟で認められていけば、そうした策を適切な説明なしに提案した銀⾏の
責任も問われるようになる」とクギを刺す。

 また、税務書類の作成や税務相談はたとえ無償でも税理⼠以外が⾏うことは禁⽌されている。このため、銀⾏側は提案時、経営者に「具体的な税額計
算は税理⼠にご確認を」と⾔い添えることが⼤半で、税務に関する最終的な責任は顧問税理⼠にあるとの⽴場だ。

 銀⾏提案の節税策が失敗した場合、経営者にリスクを⼗分に説明しなかったとして、顧問税理⼠の責任が問われる可能性もある。
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無料・有料プランを選択

今すぐ登録

会員の⽅はこちら

ログイン

相続節税、抜け道封じ ■社団経由で資産承継 ■相続⼈が⾃宅を贈与

政府・与党は相続税の過度な節税防⽌に乗り出す。⼀般社団法⼈を設⽴して相続税の課
税を逃れたり、住宅を贈与して宅地にかかる相続税を減らしたりする節税策が広がって
おり、2018年度税制改正で具体的な対策を講じる。相続税は15年から始まった増税で課
税対象となる⼈が増えており、節税策を封じて課税の公平性を確保する。

「⼀般社団法⼈の問題は放置できない」。⾃⺠党税制調査会の宮沢洋⼀会⻑は社団法⼈
を使った節税…

 この記事は会員限定です。電⼦版に登録すると続きをお読みいただけます。

祖⺟が孫に財産を残したい… 
気になる税⾦どう節約︖
2020/6/25 2:00

家の相続節税に新⼿法 来春施
⾏の「配偶者居住権」とは
2019/11/30 3:00

所有者不明⼟地、使⽤者に固定資産税を課
税 地財審意⾒書
2019/11/20 17:49

相続空き家の放置はNG 売却
と賃貸、税はどうなる
2019/10/13 2:00

PR テレワークでの勤務時間を管理︕勤怠管理システムを⽐較する／ITトレンド

電⼦版トップ

PR 家を売りました︕仲介⼿数料49.8万円でお得に売却︕／マンションマーケット

PR オンライン会議の会話術などテレワークのヒントがここに／テレワーク特集

PR ⼿数料３％と定額49.8万円の差はもうご存知ですか︖東京レジデンスマーケット

PR あの⼈とこの⽇に、あの店を予約して久しぶりの外⾷/⼤⼈のレストランガイド

PR あなたの年収は適正ですか︖10分で診断できます／⽇経キャリアNET

PR 家を売りました︕仲介⼿数料49.8万円でお得に売却︕／マンションマーケット

PR マンション売却 重要なのは⼿数料が定額という事実 東京レジデンスマーケット

PR ⾏けなかったあのセミナー「動画」で視聴できるんだ︕／セミナーシェルフ

PR 事態を憂いつつ備えて対応︕テレワーク快適化厳選アイテム／未来ショッピング

朝刊・⼣刊 ストーリー Myニュース ⽇経会社情報 ⼈事ウオッチ ⽇経ビジネス
お申し込み ログイン
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関連キーワード

団体設⽴ 宮沢洋⼀ 相続税

[PR]トレンドウオッチ ⼀覧

1.
在宅勤務に3つの脅威 サ
イバー攻撃にどう備える

2.
トヨタ、部品会社に値下げ
要請 業績悪化と材料費下
落

3. [FT]世襲される「上から⽬
線」

おすすめ情報

指⽰待ちは危険 「８⽉病」３つの対策

禁煙した⼈も無縁でない「隠れCOPD」

新しい働き⽅の道しるべに

花を、医療従事者の皆さんへ今こそ︕

経営・市場環境の分析と予測の⽅法

コロナ時代 学びに役⽴つ記事特集

中⾼年の活躍阻む壁 テレワーク崩す

セルフブランディングを意識しよう

[PR] ⼀覧はこちら

Cloud Vision Vol.4
2025年に技術的負債を残さないアプ
リケーションのクラウド戦略／⽇本Ｉ
ＢＭ

スペシャリスト対談
新⽣銀⾏×インフキュリオンが「ネオ
バンク・プラットフォーム」の可能性
について考察

Cloud Vision Vol.6
ニューノーマル時代、クラウドテクノ
ロジーの違いが企業⼒に差をつける／
⽇本ＩＢＭ

ゴルフ⽤プロウォッチ
グレッグ・ノーマンが語る新しいゴル
フテクノロジーとは／ガーミン

アクセスランキング ⼀覧 







 ⽇経からのお知らせ

「親⼦でまなぶ︕⽇経 お⾦の教室」動画配信

令和2年7⽉豪⾬ 救援募⾦受け付け



 あなたに合った電⼦版の使い⽅をご紹介

電⼦版は最初の1カ⽉が無料︕今すぐ無料体験
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相続税 地裁 Ｚ２５５－１０１５６

東京地⽅裁判所平成１５年（⾏ウ）第２１４号贈与税決定処分取消等請求事件（全部取消  
し）（確定）（納税者勝訴）  
国側当事者・雪⾕税務署⻑  
平成１７年１０⽉１２⽇判決【税務訴訟資料 第２５５号－２７５（順号１０１５６）】  
【みなし贈与／⾮同族株主への取引相場のない株式の譲渡】

投稿日: 2019年01月11日

　個人株主として筆頭株主になった譲受人に対する配当還元方式を多少上回る評

価額による譲渡が、みなし贈与に当たらないとされた事例 

 

　相続税法における時価について、課税実務上、評価通達に定められた評価方法

が合理的なものである限り、これを時価の評価方法として妥当なものと取り扱っ

ています。 

　本件で課税庁は、株式の売買取引が、同族株主である譲渡人側の相続・事業承

継対策の一環として行われた取引であり、配当還元方式を多少上回る評価額によ

ってされた当該取引はその後、同社の個人株主として筆頭株主となった同族株主

以外の譲受人への実質的贈与（相続税法７条にいう「著しく低い価額の対価で財

産の譲渡を受けた場合」）であるとして、評価通達の定めによるべきではないと

主張しました。しかし裁判所は、配当還元方式が評価通達において同族株主以外

の株主が取得した株式についての原則的な評価方法である以上、それを否定する

ことは、評価通達の趣旨を没却することになるとして、課税庁の主張を排斥しま

した。 

　なお、当該売買取引と同時期に取引銀行に対して譲渡した同株式の取引価格

は、取引上の見返りに対する銀行側の期待が株価の決定に影響した可能性が十分

にあるとして、客観的価額とは認められませんでした。 

　本件は、一審で確定しています。 

判　　示　　事　　項

（１）　相続税法７条にいう「時価」の意義

（２）　財産評価基本通達の定めに基づき時価を評価することの妥当性

（３）　財産評価基本通達に定められた評価方法を画一的に適用するという形式的な平等

を貫くことが実質的な租税負担の公平を著しく害する結果となるなど、この評価方

法によらないことが正当と是認されるような特別の事情のない限り、財産評価基本

通達の定めに基づく価額と同額か、又はこれを上回る対価をもって行われた財産の

譲渡は、相続税法７条にいう「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」

に該当しないものというべきであるとされた事例

要点

概要
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（４）　財産評価基本通達に定める類似業種比準方式の合理性

（５）　財産評価基本通達が例外として、「同族株主以外の株主等が取得した株式」につ

いて、配当還元方式によって評価することを定めている趣旨及び合理性

（６）　甲社の株式売買取引により納税者が取得した地位は、甲社の事業経営に相当の影

響力を与えるものであり、配当還元方式が本来適用を予定している少数株主（同族

株主以外の株主）の地位と同視できないとの課税庁の主張が、納税者の甲社におけ

る株式の保有割合や、甲社においては株式の譲渡につき取締役会の承認を要するこ

ととされていることに照らせば、納税者は、譲渡人及びその親族らのような同族株

主とは異なり、会社に対する直接の支配力を有さず、当面、配当を受領すること以

外に直接の経済的利益を享受することのない少数株主であり、その取得及び保有す

る株式の評価につき、財産評価基本通達の定める配当還元方式が本来的に適用され

るべき株主に該当するとして排斥された事例

（７）　甲社の株式売買取引は、実質的には贈与に等しく、贈与税の負担を免れるため財

産評価基本通達による評価額を上回ればよいとの基準で価格を定めたものにすぎず

、このような場合にまで財産評価基本通達を形式的に適用すると租税負担の実質的

な公平を害するとの課税庁の主張が、売買価格が配当還元方式によって決定された

としても、それが財産評価基本通達における原則的な評価方法である以上、不合理

な価格決定の方法ということはできないし、また、当該売買取引が譲渡人側の相続

・事業承継対策の一環として行われたということが、同売買取引が実質的に贈与に

等しいとか、贈与税の負担を免れる意図が存したということに直ちにつながるもの

ではないとして排斥された事例

（８）　売買実例における甲社の株式の売買価格は客観的時価を適切に反映しており、配

当還元方式による評価額はこれより著しく低額であるから、このこと自体が財産評

価基本通達に定める評価方式によらない特別の事情に当たるとの課税庁の主張が、

仮に他の取引事例が存在することを理由に、財産評価基本通達の定めとは異なる評

価をすることが許される場合があり得るとしても、それは、当該取引事例が、取引

相場による取引に匹敵する程度の客観性を備えたものである場合等例外的な場合に

限られるところ、上記売買実例における甲社の株式の売買価額が客観性を備えたも

のであるとはいえないとして排斥された事例

判決年月日　Ｈ１７－１０－１２

国税庁訴資　Ｚ２５５－１０１５６

判　　決　　要　　旨

（１）　相続税法７条にいう「時価」とは、同法２２条（評価の原則）にいう「時価」と

同じく、財産所得時における当該財産の客観的交換価値、すなわち、それぞれの財

産の現況に応じ、不特定多数の当時者間で自由な取引が行われる場合に通常成立す

ると認められる価額をいうものと解される。

（２）　課税実務上、財産評価基本通達の定めによって評価した価額をもって時価とする

こととされているのは、財産の客観的交換価値を個別に評価する方法をとると、そ

の評価方法、基礎資料の選択の仕方等により異なった評価額が生じることを避け難

く、また、課税庁の事務負担が重くなり、回帰的、かつ、大量に発生する課税事務

の迅速な処理が困難となるおそれがあること等から、あらかじめ定められた評価方

法により画一的に評価する方が、納税者間の公平、納税者の便宜、徴税費用の節減

という見地から見て合理的であるという理由に基づくものであるから、財産評価基

本通達に定められた評価方法が合理的なものである限り、これは時価の評価方法と

して妥当性を有するものと解される。

本⽂
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（３）　省　　略

（４）　財産評価基本通達に定める類似業種比準方式による株式評価は、現実に株式市場

において取引が行われている上場会社の価格に比準した株式の評価額が得られる点

で合理的であり、取引相場のない株式の算定手法として適切な評価方法である。

（５）　財産評価基本通達が、原則的な評価手法の例外として、「同族株主以外の株主等

が取得した株式」については配当還元方式によって評価することを定めている趣旨

は、一般的に、非上場のいわゆる同族会社においては、その株式を保有する同族株

主以外の株主にとっては、当面、配当を受領するということ以外に直接の経済的利

益を享受することがないという実態を考慮したものと解するのが相当である。そし

て、会社に対する直接の支配力という点において、同族株主とそれ以外の株主とで

は、保有する株式の実質的な価値に大きな差異があるといえるから、財産評価基本

通達は、同族株主以外が取得する株式の評価については、通常類似業種比準方式よ

りも安価に算定される配当還元方式を採用することとしたものであって、そのよう

な差異を設けることには合理性があり、また、直接の経済的利益が配当を受領する

ことに限られるという実態からすれば、配当還元方式という評価方法そのものにも

合理性があるというべきである。

（６）～（８）　省　　略

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

判　　決

原　　　　告　　　　Ａ

同訴訟代理人弁護士　鳥　飼　重　和

同　　　　　　　　　内　田　久美子

同　　　　　　　　　堀　　　招　子

鳥飼重和訴訟復代理人弁護士

木　山　泰　嗣

鳥飼重和補佐人税理士

原　木　規　江

被　　　　告　　　　雪谷税務署長

門　脇　憲　昭

同指定代理人　　　　粟　田　真記子

同　　　　　　　　　横　島　淳　子

同　　　　　　　　　櫻　井　保　晴

同　　　　　　　　　松　元　弘　文

同　　　　　　　　　櫻　井　和　彦

同　　　　　　　　　北　野　　　繁

主　　文

１　被告が原告に対し平成１２年１月１８日付けでした原告の平成７年分贈与税の決定処

分及び無申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。

２　訴訟費用は被告の負担とする。

事　実　及　び　理　由

第１　請求

主文と同旨

第２　事案の概要

本件は、原告が、その取引先である非上場会社の株式を、同社の会長職にあった者か

ら売買によって譲り受けたところ、税務署長である被告が、当該株式の譲受けは相続税

法７条の「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」に該当すると認定し、当

該譲受けの対価と被告が独自に算定した当該株式の時価との差額に相当する金額を課税

価格とする贈与税の決定処分及び無申告加算税賦課決定処分をしたため、原告がこれら

の各処分は違法であると主張して、その取消しを求める事案である。

１　贈与税に関する法律及び通達の定め

（１）　相続税法

ア　著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合においては、当該財産の

譲渡があった時において、当該財産の譲渡を受けた者が、当該対価と当該譲

渡があった時における当該財産の時価（当該財産の評価について相続税法第

３章に特別の定めがある場合には、その規定により評価した価額）との差額
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に相当する金額を当該財産を譲渡した者から贈与（当該財産の譲渡が遺言に

よりなされた場合には、遺贈）により取得したものとみなす（７条本文）。

イ　株式の譲渡を受けた者が、７条の規定により、当該譲渡の対価と当該株式

の時価との差額に相当する金額を贈与により取得したものとみなされる場合

の当該金銭は、当該株式の発行法人の本店又は主たる事務所の所在地にある

ものとし（１０条１項１２号、８号）、贈与により相続税法の施行地にある

財産を取得した個人は、日本国籍を有さず、かつ、当該財産を取得した時に

おいて同法の施行地に住所を有しない者であっても贈与税を納める義務があ

り（１条の４第３号）、その者については、その年中において贈与により取

得した財産で同法の施行地にあるものの価額の合計額をもって、贈与税の課

税価格とする（２１条の２第２項）。

（２）　贈与税の課税価格計算の基礎となる財産の評価に関する基本的な取扱いを定

めたものとして国税庁長官が各国税局長あてに発した財産評価基本通達〔昭和

３９年４月２５日付け直資５６、直審（資）１７国税庁長官通達（平成７年６

月２７日付け課評２－６による改正前のもの）。以下「評価通達」という。乙

１〕があり、同通達には次のような定めが置かれている。

ア　財産の時価とは、課税時期（贈与により財産を取得した日又は贈与により

取得したものとみなされた財産のその取得の日をいう。）において、それぞ

れの財産の現況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合

に通常成立すると認められる価額をいい、その価額は、評価通達の定めによ

って評価した価額による〔１項（２）〕。ただし、評価通達の定めによって

評価することが著しく不適当と認められる財産の価額は、国税庁長官の指示

を受けて評価する（６項）。

イ　取引相場のない株式（上場株式及び気配相場等のある株式以外の株式をい

う。１６８項）のうち、大会社（従業員数が１００人以上の会社などをいう

。１７８項）の株式の価額は、類似業種比準価額によって評価すること（以

下この方式を「類似業種比準方式」という。）を原則とするが、納税義務者

の選択により、１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した金

額）によって評価することもできる〔１７９項（１）〕。類似業種比準価額

とは、類似業種の株価並びに１株当たりの配当金額、年利益金額及び純資産

価額（帳簿価額によって計算した金額）を基とし、評価通達に定める算式に

よって計算した金額をいう（１８０項）。ただし、「同族株主以外の株主等

が取得した株式」は、後記ウによって評価する（１７８項）。

ウ　「同族株主以外の株主等が取得した株式」とは、同族株主のいる会社の株

式のうち同族株主以外の株主の取得した株式などをいい、この場合における

「同族株主」とは、課税時期における評価会社の株主のうち、株主の１人及

びその同族関係者（親族その他の法人税法施行令４条に規定する特殊の関係

のある個人又は法人をいう。）の有する株式の合計数がその会社の発行済株

式数の３０パーセント（その評価会社の株主のうち、株主の１人及びその同

族関係者の有する株式の合計数が最も多いグループの有する株式の合計数が

、その会社の発行済株式数の５０パーセント以上である会社にあっては、５

０パーセント）以上である場合におけるその株主及びその同族関係者をいう

〔１８８項（１）〕。「同族株主以外の株主等が取得した株式」の価額は、

その株式に係る年配当金額　　　その株式の１株当たりの資本金の額

－－－－－－－－－－－－　×　－－－－－－－－－－－－－－－－

１０パーセント　　　　　　　　　　　　５０円

という算式によって計算した金額によって評価する（上記算式の「その株式

に係る年配当金額」は、１株当たりの資本金の額を５０円とした場合の金額

である。以下この方式を「配当還元方式」という。）（１８８－２項）。

２　前提となる事実（証拠の付記のない部分は当事者間に争いがない。）

（１）　課税処分等の経緯

ア　原告は、オーストラリア連邦の国籍を有し、同国に住所を有する外国人で

ある。
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イ　原告は、平成７年２月１６日付けの売買契約により、当時、株式会社Ｂ（

本店所在地東京都大田区。以下「Ｂ」という。）の取締役会長であった甲（

平成８年３月１日死亡。以下「譲渡人」という。）から、同人の有する同社

の株式６３万株（以下「本件株式」という。）を、総額６３００万円（１株

当たり１００円）で譲り受けた（以下この取引を「本件売買取引」という。

）。

ウ　被告は、本件売買取引による原告の本件株式の譲受けが、相続税法７条の

「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」に該当するものと認定

し、かつ、原告が、平成７年分贈与税の申告書を提出していなかったことか

ら、平成１２年１月１８日付けで、次のとおり、原告の同年分贈与税の決定

処分（以下「本件決定処分」という。）及び無申告加算税賦課決定処分（以

下「本件賦課決定処分」といい、本件決定処分と併せて「本件各処分」とい

う。）をした。なお、本件各処分における本件株式の評価額は、１株当たり

７８５円であった。

贈与税の課税価格　　　　　　　　　　　　　４億３１５５万００００円

納付すべき税額　　　　　　　　　　　　　　２億９０７６万５０００円

無申告加算税　　　　　　　　　　　　　　　　　４３６１万４０００円

エ　原告は、本件各処分をいずれも不服として、平成１２年３月１日、東京国

税局長に対し、異議申立てをしたところ、東京国税局長は、同年１１月１日

、これを棄却する旨の決定をした。

オ　さらに、原告は、前記エの決定を不服として、平成１２年１１月２９日、

国税不服審判所長に対し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平

成１４年１２月２０日、これを棄却する旨の裁決をした。

カ　そこで、原告は、平成１５年３月１９日、本件訴訟を提起した。

（２）　本件売買取引に関連する事実

ア　Ｂは、昭和２２年に設立された、電子秤等の製造、販売等を事業内容とす

る非上場会社であり、世界初の電子秤を開発するなど、電子秤の分野では国

内のトップシェアを占め、従業員数は１０００人を超え、国内に３０数箇所

の営業所を有し、海外にも工場がある。同社の平成６年末における発行済株

式数は９６０万株、１株当たりの券面額は５０円であり、資本金の額は４億

８０００万円であった。同社の同年１月１日から同年１２月３１日までの間

の事業年度の貸借対照表においては、資産の合計額２０９億２０３２万円、

負債の合計額１３２億０１４７万円、資本の部の合計額７７億１８８５万円

が計上され、同事業年度の損益計算書においては、売上高として２７７億６

６２１万円が計上されている。同社の関連会社として、Ｃ株式会社（以下「

Ｃ」という。）及びＤ（以下「Ｄ」という。同社の事務所はオランダ王国に

ある。）がある。（甲５、乙４、弁論の全趣旨）

イ　Ａ（以下「Ａ」という。）は、原告の祖父が１８９６（明治２９）年に設

立した会社であり、原告は、昭和４２年から平成６年まで同社の社長を務め

、その後は同社の会長職にある。Ａは、オーストラリア（平成２年ころから

はニュージーランドを含む。）において、計量器の販売等の事業を営み、昭

和５０年以降はＢの海外代理店として、同社製の電子秤を独占的に販売して

いる。（甲１０、甲１２、甲１３）

ウ　原告は、本件売買取引と同じ日（平成７年２月１６日）付けの売買契約に

より、譲渡人から、同人の有するＣの株式９００株を総額４５万円（乙３の

１、２）、Ｄの株式２８１株を総額２万８１００ギルダー（平成７年３月２

９日当時の為替レートで１６０万６４７７円）でそれぞれ譲り受けた。

エ　本件売買取引及び前記ウの各売買取引によって、Ｂ、Ｃ及びＤの株主の株

式保有割合（発行済株式数に占める保有株式数の割合）は、別表記載のとお

り変動した。

オ　原告は、本件株式及び前記ウの各株式の購入資金として、平成７年３月３

１日、株式会社Ｅ銀行（現Ｅ銀行。以下「Ｅ銀行」という。）シドニー支店

から、Ｆ（以下「Ｆ」という。）名義で６６００万円を借り入れ（以下「本

件借入」という。）、同日、Ｅ銀行大森支店の譲渡人名義の預金口座にこれ

らの各株式の購入代金合計６５０５万６４７７円を送金した。
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カ　譲渡人は、本件借入に際し、次のとおりの約定により、Ｆの債務を保証し

た。譲渡人の死亡後は、乙（譲渡人の長男）が、同一内容の保証契約をＥ銀

行との間で結んだ。

（ア）　保証人は、本件借入及びこれに付帯する一切の債務について、債務

者と連帯して保証債務を負う。

（イ）　保証人は、債務者のＥ銀行に対する預金その他の債権をもって相殺

しない。

（ウ）　保証人が保証債務を履行した場合、代位によってＥ銀行から取得し

た権利は、同行の同意がなければ行使しない。同行の請求があれば、

その権利又は順位を同行に無償で譲渡する。

キ　譲渡人は、平成６年中に、Ｂの株式を次のとおり売却した（以下これらを

「本件売買実例」という。）。

（ア）　平成６年７月２７日付け（受渡日同日）で、株式会社Ｇ銀行（現Ｅ

銀行。以下「Ｇ銀行」という。）に対し、Ｂの株式８万株を総額６３

４４万円（１株当たり７９３円）で売却した。

（イ）　平成６年７月２８日付け（受渡日同年８月２日）で、Ｈ株式会社（

以下「Ｈ」という。）に対し、Ｂの株式２万５０００株を総額１９９

０万円（１株当たり７９６円）で売却した。

（ウ）　平成６年７月２８日付け（受渡日同年８月２日）で、株式会社Ｉ銀

行（現Ｉ銀行。以下「Ｉ銀行」という。）に対し、Ｂの株式２万５０

００株を総額１９９０万円（１株当たり７９６円）で売却した。

（エ）　平成６年９月１９日付け（受渡予定日同月２０日）で、Ｅ銀行に対

し、Ｂの株式１万６０００株を総額１２６８万８０００円（１株当た

り７９３円）で売却した。

（オ）　平成６年９月２０日付け（譲渡年月日同日）で、Ｊ株式会社（現Ｊ

。以下「Ｊ」という。）に対し、Ｂの株式６万４０００株を総額５０

７５万２０００円（１株当たり７９３円）で売却した。

３　税額等に関する被告の主張

被告が本件訴訟において主張する原告の平成７年分贈与税の課税価格及び納付すべ

き税額は、次のとおりである。

（１）　贈与税の課税価格　　　　　　　　　　　　　　４億３７２２万００００円

当該金額は、原告が譲渡人から取得した本件株式の数（６３万株）に、１株

当たりの時価７９４円（後記４（１））を乗じた金額５億００２２万円と本件

株式の売買金額６３００万円との差額であって、相続税法７条の規定に基づき

原告が贈与により取得したものとみなされる金額である。

（２）　納付すべき税額　　　　　　　　　　　　　　　２億９４７３万４０００円

当該金額は、前記（１）の課税価格から贈与税の基礎控除額６０万円（相続

税法２１条の５）を控除した金額４億３６６２万円に税率（同法２１条の７）

を適用して算出した金額であり、本件決定処分における原告の納付すべき金額

（２億９０７６万５０００円）はこの範囲内にある。

４　本件決定処分の適法性に関する争点①－本件株式の時価（評価通達の評価方式によ

らないことの相当性）

Ｂは、評価通達に規定する大会社であるが、また同時に、譲渡人の親族らにより構

成される同族株主のいる会社にも該当し、原告は同族株主以外の株主に該当するから

、評価通達の定めを適用すると、本件株式の価額は、配当還元方式により評価される

べきこととなる。この点は当事者間に争いがなく、配当還元方式により算出される本

件株式の価額は、１株当たり７５円と認められる（甲３、弁論の全趣旨）。争いがあ

るのは、本件株式について評価通達に基づく評価方式によらないことが正当と是認さ

れるような特別の事情があるかどうか、また、そのような特別の事情があるとして本

件株式の時価はいくらと評価するのが相当か、という点である。

（１）　被告の主張

ア　本件売買取引等の事情に照らせば、本件株式の時価の算定について、配当

還元方式によって算定することは極めて不合理であり、評価通達に基づく評

価方式によらないことが正当と是認されるような特別の事情があるといえる

。
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（ア）　原告は、本件売買取引及びこれと同時に行われたＢの持株会社とも

いえるＣ及びＤの株式の売買取引によって、Ｂにおける譲渡人の地位

を裏付けていた株式のほとんどを取得し、かつ、Ｂにおける個人株主

の中で、譲渡人の親族らが保有する株式数を超えて、筆頭株主の地位

を得たものであり、保有株式数を見る限り、Ｂの中心にあった譲渡人

の地位の後継者たる地位を取得したものといえる。

また、原告は、本件株式の取得資金を本件借入によって賄っている

が、本件借入は譲渡人による保証を前提として実行され、譲渡人が死

亡した後も譲渡人の相続人が当該保証を引き継いでいる。すなわち、

原告は、譲渡人から便宜を受けることにより、実質的な金銭的支出を

行うことなく、本件株式を取得しており、原告と譲渡人とは、極めて

密接な関係にあったことが認められる。

以上に照らせば、本件売買取引により原告が取得した地位は、Ｂの

事業経営に相当の影響力を与え得るものであるから、これを配当還元

方式による評価方法を定めた評価通達が予定しているような、事業経

営への影響力及び支配力を有しないか、あるいは、極めて影響力の少

ない少数株主と同視することはできない。

（イ）　本件売買取引における本件株式の価額は、本件売買実例により把握

される本来の時価に照らし、不当に低額である。

後記イのとおり、本件売買実例におけるＢの株式の売買価額は、客

観的時価を適切に反映しているものと認められるところ、配当還元方

式によった場合には、これより著しく低額に算定されることとなって

不当であり、このこと自体が配当還元方式によらないことが正当と是

認されるような特別の事情に当たる。

（ウ）　本件売買取引における株価の決定経緯についての原告の本件訴訟に

おける説明は、あいまいかつ不自然で信用できず、そもそも原告は、

異議申立て及び審査請求の際には、評価通達に定める配当還元方式に

よって決定した旨明言していたのであるから、本件売買取引における

取引価格は、評価通達に定める配当還元方式によって算出した金額な

いしこれを上回る価格となるように定められたものと解するべきであ

る。ちなみに、Ｂの平成５年１２月期の１株当たりの配当金額は１０

円であり、これを基準に評価通達に定められた１０パーセントの利率

による配当還元方式を適用すると、１株当たり１００円が算出される

。

しかしながら、Ｂは、前記のとおりの大企業であり、年平均約２０

パーセントの利益配当を行っている優良企業であって、また、本件売

買取引当時（平成７年）は、預入金額１０００万円以上の定期預金の

利回りが１．１３５パーセント、原告の借入金の調達金利が１．４３

パーセントという経済情勢にあったのであるから、Ｂの株式を経済取

引を目的とする当事者間で売買する場合に、経営基盤の弱い中小企業

にも適用されるため評価上の危険負担を考慮して高い資本還元率（１

０パーセント）が設定されている評価通達どおりの配当還元方式で株

価を算定するなどということは考えられない。ちなみに、Ｂの配当を

年間２０パーセント（１株当たり１０円）と見込み、資本還元率とし

て１．１３５パーセントを適用すると１株の株価は８８１円となり、

１．４３パーセントを適用すると６９９円となる。

また、譲渡人の立場からすれば、本件売買実例に係る金融機関等も

、原告も、共にＢの取引先ないしその関係者であって、原告に対して

のみ、著しく低い価格で株式を譲渡する経済的合理性はない。

さらに、本件売買取引前後の事情として、①原告は実質的な金銭的

支出を行うことなく本件株式を取得した、②原告が借入金の一部でも

返済したという事実はなく、借入利息は本件株式の配当金で十分賄え

る、③原告は日々円高が進む中であえて日本の銀行から借入を行い多

額の為替差損を被る一方で、円安期に借入金を返済して多額の為替差

益を得られたのにこれをしていない、など極めて不自然な点が認めら
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れる。

以上のほか、本件売買取引が譲渡人側の相続・事業承継対策の一環

として行われたものであることに照らせば、本件売買取引は、実質的

には贈与に等しいものであり、贈与税の負担を免れるため、評価通達

を形式的に適用した場合の価格を上回ってさえいればよいとの基準で

価格を定めたものにすぎないと認められ、このような場合にまで評価

通達を形式的に適用することは、相続税法７条等の趣旨に反し、租税

負担の実質的な公平を害することとなる。

イ　本件売買実例における価格は、譲渡人側の事情による売り申込みという状

況を前提として取引が行われている中で、Ｂの財務諸表等に表れた客観的数

値を基礎とした合理的な手法によって価格が設定されたものであり、Ｂの株

式の客観的時価を適切に反映しているものと認められるから、本件株式の適

正な時価は、本件売買実例価額の平均額である１株当たり７９４円と評価す

るのが合理的である。

（ア）　本件売買実例における買主であるＥ銀行は、譲渡人側が相続・事業

承継対策のために保有株式を譲渡する意向であることを知っていたも

のであり、このように売主側に売却すべき事情があることを知ってい

た者が買主となる場合、当該売買における金額は、通常の取引価格よ

り低く抑えられることはあっても、あえて、通常の取引価格より高い

金額で取引する必要性は認められない。

また、Ｅ銀行の購入株価（１株当たり７９３円）は、評価通達に定

める類似業種比準方式に準じて算出された価格により決定されたもの

であり、Ｉ銀行の購入株価（１株当たり７９６円）は、評価通達に定

める類似業種比準方式に準じて算出された価格（８０６円）と決算上

の純資産価額から算出された価額（７９６円）とを比較した上で決定

されたものであるところ、両金融機関が採用（参照）した類似業種比

準方式は、財務諸表に表れる客観的数値を基礎として算出され、取引

相場のない株式の評価方法として、一般に、広く合理性の認められた

手法であって、当事者の主観的要素に影響されるものではない。この

ことは、本件売買実例のうちＥ銀行及びＩ銀行以外の買主と譲渡人と

の間で売買されたＢの株価についても、同様の価格帯（１株当たり７

９３円ないし７９６円）で取引されていることにも裏付けられる。

原告が主張するように、本件売買実例が、金融機関側の主観的事情

によって株価が決められたのであれば、本件売買実例が行われた後、

本件売買実例における各金融機関等とＢとの取引は、従来にも増して

密接なものとなり、取引量、シェアの拡大が図られてしかるべきとこ

ろ、実際には、そのような状況は見られず、原告の主張する実績は、

取引量が増減する中での一時点における数値を強調するものにすぎな

い。仮に、金融機関側に、Ｂとの取引強化に向けた一般的な期待があ

ったとしても、そのような期待は原告でも同様であって、これを取り

立てて株価に影響を与える主観的事情と解する必要はない。

さらに、法人税法では、無償による資産の譲受けについても益金に

算入することになるので（法人税法２２条２項）、法人が合理的な理

由なく資産を時価よりも低い価額で取得した場合には、時価とその売

買価額との差額相当額については、受贈益として課税の対象となる。

また、反対に合理的な理由なく時価を上回る価額で資産を購入した場

合には、買主である法人の所得の計算上、時価とその売買価額の差額

相当額については、原則として寄附金となり（法人税法３７条８項）

、法人税の申告上、損金算入限度額を超える部分は損金の額に算入さ

れないなど、改めて課税の問題が発生することがある（法人税法３７

条３項）。このように、法人がある資産を購入するに当たり、その資

産を合理的な理由なく時価と乖離した価額で取得した場合には、法人

税の所得の計算に大きな影響を与えることになるので、資産の購入者

である法人としては、取引実例が少なく時価が必ずしも明らかでない

資産を購入する際は、慎重にその購入資産の時価を検討した上で、売
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買契約を締結するのが一般的であって、原告が主張するような買主側

の目論見だけで売買価額を決定することは実務上考えられない。しか

も、本件の金融機関は日本を代表するような企業であり、売買取引に

当たっては、法人税の課税処理を念頭に置きつつ、Ｂの株式の適正な

時価算定を行ったであろうと認められる。

（イ）　原告は、本件売買実例は実質的には「Ｉ銀行系」ないし「Ｅ銀行系

」との間の取引２件にすぎないと主張するが、株式のように１株１株

に特に個性がないような財産について、当事者間の主観的事情に影響

されない売買実例が存在する場合に、これが多数でないからといって

、適正な時価を表すものと評価することができなくなるものではない

。

（ウ）　原告の主張する持株会への売買実例は、①Ｂの業績とは関係のない

理由で株価が決定され、株価の形成要素のうちの最も基本的な配当、

利益及び純資産のいずれも考慮されておらず、②少数株主は、定款に

よる譲渡制限によって第三者への売却の道を閉ざされ、持株会に対し

同会の決定した価額で譲渡するほか方法がないという状況の下に取引

が成立したものであり、「不特定多数の当事者間で自由な取引が行わ

れる場合に通常成立すると認められる価額」を表すものではなく、③

昭和６３年（２件）及び平成元年（１件）の売買実例における取引価

額は１株当たり７００円ないし１８００円であって、持株会発足時（

平成元年１０月２０日）に適用された１株当たり１５０円という価格

に比べて高額であり、持株会への譲渡価格は通常の取引よりも低額に

抑えられていたことが明らかであるから、持株会への譲渡価格をもっ

てＢの株式の客観的な交換価値（時価）を表すものとはいえない。

ウ　本件売買取引については、本件株式の売買金額と本件株式の適正な時価と

の差額が著しく、このことのみをもって、相続税法７条の「著しく低い価額

の対価で財産の譲渡を受けた場合」に該当するというに十分であり、本件株

式の譲受けの事情をみても、これを否定すべき事情は見当たらず、むしろ、

取引に経済的な合理性がなく、実質的に贈与に等しい取引がなされたものと

認められることに照らしても、本件売買取引について、「著しく低い価額の

対価で財産の譲渡を受けた場合」に該当することを否定する余地はない。

（２）　原告の主張

ア　被告が前記（１）アで主張する事情は、評価通達に基づく評価方式によら

ないことが正当と是認されるような特別の事情に当たらない。

（ア）　本件売買取引後のＢにおける原告の持株比率は６．６パーセントに

すぎず（なお、Ｃ及びＤの株式を含めればその比率は増すが、これら

各社も譲渡人ないしその親族で構成される同族株主が支配する会社で

あり、前者について７．５パーセント、後者について２５．３パーセ

ントしか持株を有しない原告が両社を支配しているとはいえないから

、Ｂにおける原告の持株比率はやはり６．６パーセントというべきで

ある。）、このようなわずかな持株比率では、過半数に満たないのは

もちろん、株主総会の特別決議を阻止することもできない。譲渡人の

Ｂにおける地位の基盤となっていたのは、自己が保有していた株式だ

けではなく、同社の株主を自己の親族や同族会社で固めることにより

、はじめて安定的な地位を得ることができたのであり、譲渡人の親族

にとっては他人である原告が、わずか６．６パーセントの株式を取得

したのみで、譲渡人と同程度の支配力を取得したなどということはで

きない。現に、譲渡人の死後、譲渡人の後継者としてＢを経営してい

るのは譲渡人の長男であり、原告は、取引先の会長又は株主としての

地位以外に、Ｂに対する経営上の地位を有していない。

また、譲渡人が本件借入について保証をしたのは、当時のオースト

ラリアのオフィシャルキャッシュレート（日本の公定歩合に相当する

もの）が７パーセント以上の高水準にあったために、貸出金利も高水

準であったことや、オーストラリアの銀行では円ベースでの借入が困

難であり、豪ドルから円に換える際の為替手数料も高額であったこと
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から、当時貸出利率が３パーセント前後であった日本の銀行から借り

入れることとしたが、日本の銀行は当該銀行との取引がないと融資を

受けられないシステムになっており、原告は日本の銀行と取引がなか

ったため、便宜的に、日本の銀行と取引がある譲渡人が保証人となる

ことで、借入を受けられるようにしたにすぎない。その際の保証契約

に付された約定〔前記２（２）カの（ア）ないし（ウ）〕は、Ｅ銀行

の契約書の定型書式に入れられている一般的な内容であって、何ら不

自然なものではない。原告は、自ら金利の返済を行っており、将来元

金を弁済する用意もあるから、原告が一切の負担を負わずに本件株式

を取得したかのような被告の主張は、事実を誤認するものである。

（イ）　そもそも評価通達が、株式を取得する株主の性質等により、異なる

評価方法を認めている以上、同じ会社の株式であっても、結果として

異なる「時価」が算定されることは制度上予定されている。また、本

件売買取引のような「個人から個人へ」の譲渡には、本件売買実例の

ような「個人から法人へ」の譲渡と異なり、所得税法５９条の「みな

し譲渡」が税法上規定されていないため、価格決定の際の考慮事項が

異なる。そうである以上、仮に、評価通達に従い算定された「時価」

と異なる売買価格で取引した事例があるとしても、それ自体をもって

「特別の事情」ということができないことは明らかである。

また、被告の援用する本件売買実例は、後記イのとおり、適切な売

買実例であるとはいえない。

（ウ）　原告は、世代を超えてＢとＡとの良好な取引関係を維持していくた

めには、原告がＢの株式を取得することで両社の関係を目に見える形

にするのがベストであると考え、平成４年ころから譲渡人と株式取得

の交渉を始めた。譲渡人は、持株会が設立されるまで、永年勤続した

従業員やＢに貢献した従業員に対して株式を譲渡する際、長年にわた

って、１株当たりの価格を配当還元価格である１００円としてきたも

のであり、この価格を根拠として１株１００円という価格を算出した

。他方、原告も、取得することとなる株式が６３万株（持株比率６．

６パーセント）と僅少であったこと、非上場会社のため転売による利

益（キャピタルゲイン）も見込めなかったこと等から、Ｂ株式を取得

することで期待できるものは配当による利益だけであったところ、Ｂ

から提供された情報によれば、Ｂは１株当たり５円から１５円の配当

を長年続けていたので、１株１００円に設定すると、平均１０パーセ

ント程度のリターンが見込まれたので、この価格に納得したものであ

る。

被告は、Ｂの取引先ないしその関係者であることでは本件売買実例

に係る金融機関等と異なるところのない原告に対してのみ著しく低い

価格で株式を譲渡することには経済的合理性がないと主張するが、見

返り融資の利息等の利益が入ってくる金融機関と、配当から得られる

利益に対する期待しか有しない単なる取引先とを同列にとらえること

はできない。

また、被告が本件売買取引前後の事情として縷々主張する点も、①

原告が実質的な金銭的支出を行うことなく本件株式を取得したという

主張が事実誤認であることは、前記（ア）で述べたとおりであり、②

借入元金の返済をしていないのは、オーストラリアの銀行の融資金利

が高く、Ｅ銀行が現状の条件で融資を継続してくれる限り、借入金を

すぐに返済する合理性がないからであり、③為替差損も為替差益も、

円建ての借入金債務が残存している限り発生せず、また為替は日々刻

々変動していくものであり将来の推移など予測できるものではないか

ら、いずれも失当である。

イ　本件売買実例における価格は、金融機関側の主観的事情に影響された価格

であり、また不特定多数の取引事例であるともいえず、さらにより安価な持

株会への売買事例が７件ある点からしても、本件売買実例が適切な売買実例

であるとはいえない。
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（ア）　現在のＩ銀行系に属するＩ銀行とＨがＢの株式を譲渡人から譲り受

けるに際しては、ＢがＩ銀行から２億円程度の借入を実施することが

株式売買の条件とされていたものであり、この株式売買を契機として

Ｉ銀行のＢに対する融資が始まり、平成１３年には、融資残高は１０

億４０００万円にまで増加し、Ｂの借入残高全体のうちの２３パーセ

ントを占めるまでになった。また、Ｉ銀行は、株式取得により見返り

融資を開始した平成６年当時、当時の利息を基準にすると、３年１か

月未満という短期間で、株式取得によって支払った資金を回収できる

計算であったものであり、系列ベンチャーキャピタルであるＨの株式

取得支払資金を含めたとしても、６年２か月未満という短期間で回収

が可能の状態にあった。したがって、Ｉ銀行にとっては自らが、Ｈに

とっては系列会社であるＩ銀行が、多額かつ継続的な融資を実施でき

るという思惑によって株価が決められたのであり、当事者の主観的事

情・個人的事情等の要素が強く影響しているといえる。

他方、現在のＥ銀行系に属するＧ銀行、Ｅ銀行及びＪについても、

株式の譲受けに際し、Ｇ銀行とＥ銀行において、極力他の取引を両行

に集約するという了解があったものであり、両行はＩ銀行と異なりも

ともとＢと取引があった金融機関ではあるが、平成６年の売買以降、

当時１９億円であった両行（系列）に対する借入残高は平成１３年に

は３０億９０００万円にまで上昇し、借入残高全体に占める割合も平

成６年当時の５８パーセントから平成１１年には８２パーセントにま

で上昇した。また、借入以外の取引についても、平成８年にＢの東京

勤務社員の活動費振込口座をＥ銀行大森支店に開設するなど、多くの

取引が活発になされている。したがって、買主であるＧ銀行、Ｅ銀行

及びＪの側に、将来Ｂに対する融資や他の取引を活発に行い、他の銀

行との取引を極力Ｇ銀行及びＥ銀行に集約してもらうという思惑があ

ったうえで、株価が決められたのであり、当事者の主観的事情・個人

的事情等の要素が強く影響しているといえる。

そして、本件売買実例のような「個人から法人へ」の株式譲渡の場

合には、譲り受ける側の法人としては、法人税法上の受贈益課税がさ

れることを念頭に置かなければならず、また、譲渡する側の個人とし

ても、所得税法５９条による「みなし譲渡」課税がされることを念頭

に置かなければならないので、課税処分がされないような安全策とし

て、類似業種比準方式等に準じた価格等により算出される価額を設定

せざるを得ないのである。

（イ）　本件売買実例は、前記（ア）のような特殊なメリットを有する金融

機関が買主であるケースに限定されており、不特定の当事者間で行わ

れた取引ではない。また、本件売買実例は、実質的には、Ｉ銀行系（

Ｉ銀行、Ｈ）及びＥ銀行系（Ｇ銀行、Ｅ銀行、Ｊ）がＢの株式を譲り

受けた２件にすぎず、当時はＥ銀行系ではなかったＧ銀行を切り離し

て考えたとしても、３件の売買事例にすぎないから、多数の当事者間

で行われた取引とはいえない。

（ウ）　本件売買実例のほかにも、平成６年８月から平成１１年６月までの

間に、第三者がＢの持株会に同社の株式を１株当たり２００円で譲渡

している事例が７件存在する。これらの取引は、本件売買取引に近接

した時期（平成６年８月）になされたものもあり、売主はいずれも純

粋な第三者であり、持株会が第三者に売却を働きかけたものであるが

、持株会に従うべき立場にはない者であったため、自由な交渉がされ

たうえで合意に至った価格である。このような実例があるにもかかわ

らず、特定かつ極めて少数の金融機関に対してされた本件売買実例の

みを採り上げて「時価」と主張することは失当である。

ウ　本件では、評価通達により評価すると実質的な租税負担の公平を害するよ

うな特別の事情は存しないから、本件株式は原則どおり評価通達に基づいて

配当還元方式により評価すべきであり、これによると、本件株式の時価は、

１株当たり７５円ということになる。そうである以上、原告は、時価を少し
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上回る１株当たり１００円という価格で本件株式を譲り受けたにすぎないの

で、相続税法７条の「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」に

該当しないことは明らかである。

また、本件のように非同族株主から同族株主（ママ）に対してなされた取

引相場のない株式の譲渡について、相続税法７条のみなし贈与の規定を適用

した課税処分は従来行っていなかったのに、本件の原告に対してのみ本件決

定処分を行った被告の取扱いは、租税平等（公平）主義の派生原則である公

平ないし中立性の原則に反し違法である。

５　本件決定処分の適法性に関する争点②－理由の付記

原告は、本件決定処分の通知書には理由の記載が全くなく違法であると主張するの

に対し、被告は、これを争う。

６　本件賦課決定処分の適法性に関する当事者の主張

（１）　被告の主張

ア　本件賦課決定処分は、適法になされた本件決定処分を前提として、国税通

則法６６条１項本文の規定に基づき、原告が本件決定処分により納付すべき

こととなった贈与税額（ただし、同法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後の金額）２億９０７６万円に１００分の１５の割合を

乗じて計算した４３６１万４０００円の無申告加算税を課したものであるか

ら、適法である。

イ　評価通達６項には、いかなる場合にもその定めが形式的・画一的に適用さ

れるものではないことが明定されていたものである上、原告が本件株式の評

価を誤るについては、我が国の贈与税の課税問題について、十分な準備と認

識がないままに本件売買取引を行って、結果として贈与税の申告を行わなか

ったのであり、結局、原告の税法の不知・誤解によるものである。このよう

な事情は国税通則法６６条１項ただし書に規定する「正当な理由」に当たら

ない。

（２）　原告の主張

ア　本件賦課決定処分は、違法な本件決定処分に基づいてされているので、違

法である。

イ　仮に本件決定処分が適法であるとしても、評価通達によれば本件株式は配

当還元方式により評価されるのであり、それと異なる評価により課税される

ことを原告において知る余地もなかったのであるから、期限内申告書を提出

しなかったことには「正当な理由」がある。

第３　当裁判所の判断

１　本件決定処分の適法性について

（１）　相続税法７条は、「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」にお

いて、当該対価と当該譲渡の時における当該財産の時価（相続税法第３章に特

別の定めがある場合には、その規定により評価した価額。なお、本件で問題と

なる株式の評価については、同章に特別の定めがない。）との差額に相当する

経済的利益を課税の対象とするものである。したがって、財産の譲渡が当該譲

渡の時における当該財産の時価と同額か、又はこれを上回る対価で行われた場

合には、そもそも課税の対象となる経済的利益が存在しないこととなるから、

「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」に該当しないことが明ら

かである。

【判示（１）】

（２）　相続税法７条にいう「時価」とは、同法２２条にいう「時価」と同じく、財

産取得時における当該財産の客観的交換価値、すなわち、それぞれの財産の現

況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立する

と認められる価額をいうものと解される。この点は、評価通達にも記載されて

いるとおりである。

ところで、財産の客観的交換価値は、必ずしも一義的に明確に確定されるも

のではないことから、

【判示（２）】

課税実務上は、原則として、評価通達の定めによって評価した価額をもって時

価とすることとされている。これは、財産の客観的交換価値を個別に評価する
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方法をとると、その評価方法、基礎資料の選択の仕方等により異なった評価額

が生じることを避け難く、また、課税庁の事務負担が重くなり、回帰的、かつ

、大量に発生する課税事務の迅速な処理が困難となるおそれがあること等から

、あらかじめ定められた評価方法により画一的に評価する方が、納税者間の公

平、納税者の便宜、徴税費用の節減という見地からみて合理的であるという理

由に基づくものである。

したがって、評価通達に定められた評価方法が合理的なものである限り、こ

れは時価の評価方法として妥当性を有するものと解される。

【判示（３）】

そして、これを相続税法７条との関係でいえば、評価通達に定められた評価

方法を画一的に適用するという形式的な平等を貫くことが実質的な租税負担の

公平を著しく害する結果となるなどこの評価方法によらないことが正当と是認

されるような特別の事情のない限り、評価通達に定められた合理的と認められ

る評価方法によって評価された価額と同額か、又はこれを上回る対価をもって

行われた財産の譲渡は、相続税法７条にいう「著しく低い価額の対価で財産の

譲渡を受けた場合」に該当しないものというべきである。

【判示（４）】

（３）　評価通達は、取引相場のない株式の評価方法について、評価会社の規模に応

じて場合分けし、評価会社が大会社の場合においては、それが上場会社や気配

相場等のある株式の発行会社に匹敵するような規模の会社であることにかんが

み、その株式が通常取引されるとすれば上場株式や気配相場等のある株式の取

引価格に準じた価額が付されることが想定されることから、現実に流通市場に

おいて価格形成が行われている株式の価額に比準して評価する類似業種比準方

式により評価することを原則としている。この評価方式は、具体的には、株価

形成要素のうち基本的かつ直接的なもので計数化が可能な１株当たりの配当金

額、年利益金額及び純資産価額（帳簿価額によって計算した金額）の３要素に

つき、評価会社のそれらと、当該会社と事業内容が類似する業種目に属する上

場会社のそれらの平均値とを比較の上、上場会社の株価に比準して評価会社の

１株当たりの価額を算定するというものである（乙１）。このような類似業種

比準方式による株式評価は、現実に株式市場において取引が行われている上場

会社の株価に比準した株式の評価額が得られる点において合理的であり、取引

相場のない株式の算定手法として適切な評価方法であるといえる。

【判示（５）】

ところで、評価通達は、このような原則的な評価手法の例外として、「同族

株主以外の株主等が取得した株式」については、配当還元方式によって評価す

ることを定めている。この趣旨は、一般的に、非上場のいわゆる同族会社にお

いては、その株式を保有する同族株主以外の株主にとっては、当面、配当を受

領するということ以外に直接の経済的利益を享受することがないという実態を

考慮したものと解するのが相当である。そして、当該会社に対する直接の支配

力を有しているか否かという点において、同族株主とそれ以外の株主とでは、

その保有する当該株式の実質的な価値に大きな差異があるといえるから、評価

通達は、同族株主以外の株主が取得する株式の評価については、通常類似業種

比準方式よりも安価に算定される配当還元方式による株式の評価方法を採用す

ることにしたものであって、そのような差異を設けることには合理性があり、

また、直接の経済的利益が配当を受領することに限られるという実態からすれ

ば、配当還元方式という評価方法そのものにも合理性があるというべきである

。

（４）　そうすると、前判示のとおり、原告は、その保有株式数を前提とする限り、

同族以外の株主と評価されるべきなのであるから、評価通達の定めを適用する

と、本件株式の価額は、配当還元方式により評価されるべきこととなり、これ

により算出される本件株式の価額は、１株当たり７５円と認められるから、評

価通達に定められた評価方法によらないことが正当と是認されるような特別の

事情のない限り、上記評価額を上回る１株当たり１００円の対価で行われた本

件売買取引は、相続税法７条にいう「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受

けた場合」に該当しないことになる。被告は、本件では上記の「特別の事情」
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があると主張するので、以下、被告の主張に沿って検討する。

（５）　被告は、まず、本件売買取引により原告が取得した地位は、Ｂの事業経営に

相当の影響力を与え得るものであり、配当還元方式が本来適用を予定している

少数株主（同族株主以外の株主）の地位と同視できないと主張し、その根拠と

して、①原告がＢにおける譲渡人の地位を裏付けていた株式のほとんどを取得

し、同社における個人株主の中で保有株式数の最も多い筆頭株主の地位を得た

こと、並びに②原告が譲渡人及び譲渡人の相続人から借入債務の保証の便宜を

受けることにより、実質的な金銭的支出を行うことなく本件株式を取得したこ

とを挙げる。

しかしながら、①については、別表のとおり、本件売買取引後のＢにおける

株式の保有割合は、Ｃ、Ｄ、譲渡人及び譲渡人の親族を併せた合計が４７．９

パーセントとほぼ全体の半分を占めるのに対して、原告はわずか６．６パーセ

ントの割合にすぎず、また、Ｃ及びＤにおける株式の保有割合をみても、譲渡

人ないし譲渡人の親族が合計でそれぞれ７５．０パーセント、５９．７パーセ

ントであるのに対して、原告はそれぞれ７．５パーセント、２５．３パーセン

トにとどまっているのであるから、このような数値を見る限り、譲渡人の親族

でもない原告が、Ｂの事業経営に実効的な影響力を与え得る地位を得たものと

は到底認められない。

また、②についても、原告は、本件借入につき譲渡人の保証を得た経緯につ

いて、金利等のコストの安い日本の銀行から借り入れるために、日本の銀行と

取引のある譲渡人に便宜上保証人になってもらったものと説明しているところ

であり、その説明自体に格別不自然、不合理な点はなく、保証契約に付された

約定の内容〔前記第２の２（２）カの（ア）ないし（ウ）〕も、保証契約書の

定型書式（甲９）の記載内容や銀行取引の実情等に照らして特におかしいもの

とはいえず、借入金の利息の返済は原告自らが行っており（甲１３）、他方保

証人である譲渡人ないしその相続人が借入金の一部でも現に返済したような事

情は認められないから、原告が譲渡人及び譲渡人の相続人から保証の便宜を受

けることによって、実質的な金銭的支出を行うことなく本件株式を取得したと

はいえず、またこのような事実経緯から、原告がＢの事業経営に相当の影響力

を与え得るほどに譲渡人と密接な関係にあったとまでいうことも困難である。

【判示（６）】

むしろ、上述した原告のＢにおける株式の保有割合や、Ｂにおいては株式の

譲渡につき取締役会の承認を要することとされていること（乙５）に照らせば

、原告は、譲渡人及びその親族らのような同族株主とは異なり、会社に対する

直接の支配力を有さず、当面、配当を受領すること以外に直接の経済的利益を

享受することのない少数株主であり、その取得及び保有する株式の評価につき

、評価通達の定める配当還元方式が本来的に適用されるべき株主に該当するも

のというべきである。

（６）　次に、被告は、本件売買取引は実質的には贈与に等しく、贈与税の負担を免

れるため評価通達による評価額を上回ればよいとの基準で価格を定めたものに

すぎず、このような場合にまで評価通達を形式的に適用すると租税負担の実質

的な公平を害すると主張し、その根拠として、①本件売買取引の株価決定経緯

に関する原告の説明は信用できず、異議申立て及び審査請求の際には評価通達

に定める配当還元方式によって決定した旨を明言しており、平成５年１２月期

の配当金額１０円に評価通達の配当還元方式を適用すると１株当たり１００円

が算出されること、②Ｂが高率の利益配当を行っている優良企業であることや

、低金利の経済情勢からすると、１０パーセントという高い資本還元率が設定

されている評価通達どおりの配当還元方式で株価を算定する経済的合理性がな

いこと、③Ｂの取引先ないしその関係者であるという本件売買実例に係る金融

機関等との共通性からみても、原告に対してのみ著しく低い価格で株式を譲渡

する経済的合理性がないこと、④本件売買取引前後の事情として種々の不自然

な点が認められること、⑤本件売買取引が譲渡人側の相続・事業承継対策の一

環として行われたものであることを挙げる。

【判示（７）】

しかしながら、①仮に、本件売買取引の売買価額が評価通達に定める配当還
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元方式によって決定されたものであったとしても、それが評価通達において同

族株主以外の株主が取得した株式についての原則的な評価方法である以上、不

合理な価額決定の方法ということはできないし、②個々の非上場会社について

当該会社に適用すべき最も適切な資本還元率を個別に設定することは極めて困

難なことであって、そのためにこそ、課税実務上は、評価通達において一律に

１０パーセントという基準を設定しているものと解されるのであるから、Ｂに

適用すべき最も適切な資本還元率についての特段の具体的な立証のない本件に

おいて、１０パーセントという資本還元率を用いることが直ちに経済的合理性

を欠くものということもできず、③同じ株式の売買取引であっても、その取引

に向けられた当事者の主観的事情は様々であるから、株式の譲渡価格が買主ご

とに異なること自体は何ら不合理なことではない。また、④被告の主張する本

件売買取引前後の諸事情は、これに対する原告の主張や前記（５）で本件借入

について説示したところに照らすと、直ちに不自然、不合理なものとはいえな

いし、⑤売買取引が譲渡人側の相続・事業承継対策の一環として行われたとい

うことが、本件売買取引が実質的に贈与に等しいとか、贈与税の負担を免れる

意図が存したということに直ちにつながるものではない。

（７）　さらに、被告は、本件売買実例におけるＢの株式の売買価額は客観的時価を

適切に反映しており、配当還元方式による評価額はこれより著しく低額である

から、このこと自体が特別の事情に当たると主張する。

しかしながら、本件株式のように取引相場のない株式については、その客観

的な取引価格を認定することが困難であるところから、通達においてその価格

算定方法を定め、画一的な評価をしようというのが評価通達の趣旨であること

は前説示のとおりである。そして、本件株式の評価については、評価通達の定

めに従い、配当還元方式に基づいてその価額を算定することに特段不合理とい

えるような事情は存しないことは既に説示したとおりであるにもかかわらず、

他により高額の取引事例が存するからといって、その価額を採用するというこ

とになれば、評価通達の趣旨を没却することになることは明らかである。

【判示（８）】

したがって、仮に他の取引事例が存在することを理由に、評価通達の定めとは

異なる評価をすることが許される場合があり得るとしても、それは、当該取引

事例が、取引相場による取引に匹敵する程度の客観性を備えたものである場合

等例外的な場合に限られるものというべきである。

そこで検討すると、証拠（乙５）によれば、本件売買実例におけるＥ銀行の

購入株価（１株当たり７９３円。なお、この金額は、Ｇ銀行及びＪの購入株価

と同額である。）は、評価通達に定める類似業種比準方式に準じて算出された

価格により決定されたものであり、Ｉ銀行の購入株価（１株当たり７９６円。

なお、この金額は、Ｈの購入株価と同額である。）は、評価通達に定める類似

業種比準方式に準じて算出された価格（８０６円）と純資産価額（資産の額と

負債の額との差額）から算出された価額（７９６円）とを比較した上で決定さ

れたものであることが認められるが、ＪはＥ銀行の関連会社であり（甲２２）

、ＨはＩ銀行の関連会社であること（甲２１）を考えると、本件売買実例は、

実質的に見れば、わずか３つの取引事例というのにすぎず、この程度の取引事

例に基づいて、主観的事情を捨象した客観的な取引価格を算定することができ

るかどうかは、そもそも疑問であるといわざるを得ない（なお、この種の主張

は、他の訴訟において課税庁自身がしばしば主張しているものであることは当

裁判所に顕著である。）。この点につき、被告は、本件売買実例においては、

類似業種比准方式（ママ）に準ずる方式や純資産を基準とする方式によって算

定された株式価格に基づいて売買価格が決定されているのであるから、その価

格は客観性を有するという趣旨の主張をしているが、これらの評価方法は、評

価通達において、同族株主以外の株主が取得した株式の評価方法としては必ず

しも適当ではないものとして位置付けられていることは既に指摘したとおりな

のであるから、類似業種比准方式（ママ）や純資産方式が、株式評価方法とし

て一般的な合理性を有しているから、それに基づく価額が、本件株式の価額を

決定するに足りる客観性を有するとするのには論理の飛躍がある。むしろ、こ

こで問題とされるべきなのは、本件売買実例には、同族株主以外の株主として
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、配当収入以外には期待すべきものがないにもかかわらず、その取得株式を類

似業種比准方式（ママ）や純資産方式に基づいて算定した価額によって評価す

ることが正当化されるほどの客観性が備わっているかどうかという点であると

ころ、この点を肯定するに足りるだけの事情は認められないものといわざるを

得ない。

もっとも、同族株主以外の株主という点では、Ｅ銀行、Ｉ銀行及びＧ銀行も

原告と異ならないわけであるから、これら３行がなぜ高額な対価によってＢの

株式を取得したのかについては疑問がないとはいえないので、念のためこの点

について検討してみると、証拠（甲１９ないし２１、甲３３ないし３８）によ

れば、Ｉ銀行とその系列のＨがＢの株式を譲渡人から譲り受けるに際しては、

ＢがＩ銀行から２億円程度の借入を実施することが株式売買の条件とされてお

り、現に、株式売買後の平成６年９月にはＩ銀行からＢに２億円の融資が実行

され、当該融資実行当時の利息を基準にすると、Ｉ銀行とＨが支払った株式売

買代金合計３９８０万円は、６年２か月のうちに利息収入によって回収するこ

とが可能であったものであり、Ｉ銀行（その後東京Ｉ銀行に統合された銀行を

含む。）のＢに対する融資はその後も継続され、平成１３年には融資残高が１

０億４０００万円（Ｂの借入残高全体のうちの２３パーセント）になったこと

が認められ、他方、Ｅ銀行がＢの株式を譲渡人から譲り受けるに際しても、同

じころに株式を譲り受けたＧ銀行とともに、その他の銀行との取引を極力両銀

行に集約するという了解がＢとの間に存在し、Ｅ銀行及びＧ銀行（その後Ｅ銀

行に統合された銀行を含む。）のＢに対する融資残高は、平成６年の株式売買

当時は１９億円であったものが、平成１３年には３０億９０００万円となり、

Ｂの借入残高全体に占める割合も、平成６年当時には５８パーセントであった

ものが、平成９年以降は７０パーセント前後ないし８０パーセントを超える割

合となり、借入以外の取引についても、平成８年にＢの東京勤務社員の活動費

振込口座をＥ銀行大森支店に開設するなどの取引が継続して行われていること

が認められるから、これらの取引上の見返りに対する銀行側の期待が株価の決

定に影響した可能性は十分に考えられるところであるし（なお、被告は、原告

も、ＡとＢとの取引の継続を期待して本件株式を取得したのであるから、その

利益状況は、上記３行と異ならないと主張するかもしれない。しかしながら、

Ａと上記３行とで期待する経済的利益が同一であるとは限らないうえ、取引の

相手方である法人そのものが株式を取得した場合と、その代表者等が株式を取

得した場合とでもその利益状況は異なるものというべきであるから、上記の主

張もそのまま採用することはできないものといわざるを得ない。）、さらに、

株価の決定に当たって法人税の課税処理上の考慮が働いた可能性も考えられる

。被告は、譲渡人側が相続・事業承継対策のために銀行側に保有株式の買い取

りを申し込んだことが本件売買実例に係る売買取引成立の端緒となったこと（

乙５）から、売主側に売却すべき事情があることを知っていた買主があえて通

常の取引価格より高い金額で取引したとは考えられない旨を主張するが、買主

の側に上記のような見返りの期待がある場合には、売買取引の成立を確実なも

のにするために、あえて売主に有利な高い価額を提示することもあり得ること

であるから、被告の主張するようには直ちには断定できない。

そうすると、本件売買実例におけるＢの株式の売買価額が、冒頭で記載した

ような意味での客観性を備えたものであるとはいえないから、この点に関する

被告の主張は前提において失当である。

（８）　以上のとおりであって、被告の主張をすべて考慮しても、本件株式について

評価通達に定められた評価方法によらないことが正当と是認されるような特別

の事情があるとはいえない。したがって、本件売買取引は、相続税法７条の「

著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」には該当しないから、本件

決定処分は違法であり、取消しを免れない。

２　本件賦課決定処分の適法性について

前記１のとおり、本件決定処分が違法な処分として取り消されるべきものである以

上、これを前提に行われた本件賦課決定処分もまた違法な処分として取り消されるべ

きである。

第４　結論
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以上の次第で、原告の請求は理由があるから認容することとし、訴訟費用の負担につ

き行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。

（口頭弁論終結日　平成１７年６月１０日）

（東京地方裁判所民事第３部　裁判長裁判官　鶴岡稔彦　裁判官　古田孝夫　裁判官　進

藤壮一郎）

（別表）

Ｂの株主等の持株数と保有割合

【会社名　Ｂ】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

｜　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　持株数と保有割合

｜　　　株　主　等　　　｜－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

｜　　　　　　　　　　　｜　平成６年末　｜保有割合％｜　平成７年末　｜保有割合％

｜－－－－－－－－－－－＋－－－－－－－＋－－－－－＋－－－－－－－＋－－－－－

｜①｜Ｃ（同族会社）　　｜２０２９２８０｜　２１．１｜２０２９２８０｜　２１．１

｜②｜Ｄ（同族会社）　　｜１０１５６９１｜　１０．６｜１０１５６９１｜　１０．６

｜③｜譲　　　渡　　　人｜　６３０９９５｜　　６．６｜　　　　９９５｜　　０．０

｜④｜原　　　　　　　告｜　　　　　　０｜　　０．０｜　６３００００｜　　６．６

｜⑤｜丙（譲渡人の弟）　｜　６７８２４０｜　　７．１｜　５７８２４０｜　　６．０

｜⑥｜乙（譲渡人の長男）｜　３５０５９２｜　　３．７｜　３５０５９２｜　　３．７

｜⑦｜丁（譲渡人の次男）｜　２０８０００｜　　２．２｜　２０８０００｜　　２．２

｜⑧｜戊（譲渡人の次女）｜　１８４８００｜　　１．９｜　１８４８００｜　　１．９

｜⑨｜Ｋ（譲渡人の三女）｜　１８４８００｜　　１．９｜　１８４８００｜　　１．９

｜⑩｜Ｌ（譲渡人の妻）　｜　　５００５０｜　　０．５｜　　５００５０｜　　０．５

｜⑪｜小　　　　　　　計｜５３３２４４８｜　５５．５｜５２３２４４８｜　５４．５

｜⑫｜発行済株式総数　　｜９６０００００｜１００．０｜９６０００００｜１００．０

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

Ｃの株主構成

【会社名　Ｃ】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

｜　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　持株数と保有割合　　　　　　　　｜

｜　　　株　主　等　　　｜－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－｜

｜　　　　　　　　　　　｜本件譲渡前｜保有割合％｜本件譲渡後｜保有割合％｜

｜－－－－－－－－－－－＋－－－－－＋－－－－－＋－－－－－＋－－－－－｜

｜①｜譲　　　渡　　　人｜　　９００｜　　７．５｜　　　　０｜　　０．０｜

｜②｜原　　　　　　　告｜　　　　０｜　　０．０｜　　９００｜　　７．５｜

｜③｜Ｌ（譲渡人の妻）　｜　１８００｜　１５．０｜　１８００｜　１５．０｜

｜④｜乙（譲渡人の長男）｜　１８００｜　１５．０｜　１８００｜　１５．０｜

｜⑤｜丁（譲渡人の次男）｜　１８００｜　１５．０｜　１８００｜　１５．０｜

｜⑥｜戊（譲渡人の次女）｜　１８００｜　１５．０｜　１８００｜　１５．０｜

｜⑦｜Ｋ（譲渡人の三女）｜　１８００｜　１５．０｜　１８００｜　１５．０｜

｜⑧｜小　　　　　　　計｜　９９００｜　８２．５｜　９９００｜　８２．５｜

｜⑨｜発行済株式総数　　｜１２０００｜１００．０｜１２０００｜１００．０｜

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

Ｄの株主等の株主構成

【会社名　Ｄ】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

｜　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　持株数と保有割合　　　　　　　　｜

｜　　　株　主　等　　　｜－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－｜

｜　　　　　　　　　　　｜本件譲渡前｜保有割合％｜本件譲渡後｜保有割合％｜

｜－－－－－－－－－－－＋－－－－－＋－－－－－＋－－－－－＋－－－－－｜

｜①｜譲　　　渡　　　人｜　　４１３｜　３７．２｜　　１３２｜　１１．９｜

｜②｜原　　　　　　　告｜　　　　０｜　　０．０｜　　２８１｜　２５．３｜

｜③｜Ｌ（譲渡人の妻）　｜　　４４２｜　３９．８｜　　４４２｜　３９．８｜

｜④｜乙（譲渡人の長男）｜　　　８９｜　　８．０｜　　　８９｜　　８．０｜
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｜⑤｜小　　　　　　　計｜　　９４４｜　８５．０｜　　９４４｜　８５．０｜

｜⑥｜発行済株式総数　　｜　１１１０｜１００．０｜　１１１０｜１００．０｜

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

別紙リンク

原本URL 原本なし

関連判決

TAINSキーワード
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消費税 裁決 Ｆ０－５－２０８

（課税仕⼊れの時期／建物等の譲受けの場合） 請求⼈が消費税基本通達９－１－１３の  
ただし書の契約効⼒発⽣の⽇を資産の譲渡の時期として控除対象仕⼊税額を計算して還付  
申告を⾏ったことは、還付を受けるためだけの⽬的で、ほかに合理的な理由が存在しない  
にもかかわらず、あえて契約の⽇に経理処理を⾏ったもので、認められないとした事例（  
①平２５．６．１０〜平２５．６．３０、平２５．７．１〜平２６．６．３０及び平２６  
．７．１〜平２７．６．３０の各事業年度の法⼈税の各更正処分、②平２５．６．１０〜  
６．３０の課税期間の消費税及び地⽅消費税の更正処分並びに過少申告加算税の賦課決定  
処分・棄却・平２９－０８－２１裁決）       【⼤裁（法・諸）平２９－１３】  
                    【情報公開法第９条第１項による開⽰情報】

［裁決の要旨］

１　請求人が、不動産売買契約に基づく不動産の取得に係る支払対価の額を、契約締結日

の属する課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額に含めて消費税等の申告をするとと

もに、それを基に法人税の申告をしたところ、原処分庁が、不動産の取得に係る支払対

価の額は、売買契約締結日の属する課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額に該当し

ないとして、消費税等及び法人税の更正処分等をしたのに対し、請求人が、原処分の全

部の取消しを求めた事案である。

２　本件通達規定（消費税法基本通達１１－３－１により、固定資産の「課税仕入れを行

った日」について準用される。）ただし書は、固定資産が土地、建物等である場合にお

いて、事業者が譲渡に関する契約の効力発生の日を資産の譲渡の時期としているときは

、これを認める旨定めているが、この趣旨は、固定資産の譲渡の時期をその引渡しのあ

った日とするのを原則とするものの、固定資産のうち、土地、建物等については、一般

的にその引渡しの事実関係が外形上明らかでないことも多いことから、契約の効力が発

生した日をもって譲渡の時期とすることを特別に認めることにあると解される。

３　したがって、租税負担の減少のみを目的とし、他に合理的な理由が存在しないにもか

かわらず、形式的かつ画一的に本件通達規定ただし書を適用することにより租税負担を

減少させた場合には、租税負担の公平を著しく害する特段の事情がある場合に当たり、

そのような特段の事情がある場合には、本件通達規定ただし書を適用しないものとする

のが相当である（これに反する請求人の主張は採用することができない。）。

４　請求人は、本件課税期間に属する平成２５年６月２８日、不動産の売買契約を締結し

たが、引渡しをいまだ受けていないにもかかわらず、売買契約の締結日である同日付で

不動産を資産計上するなどの経理処理を行っている。

仮に、請求人において、引渡日である平成２５年７月３１日付で資産計上した場合、

同日以降は請求人に居住用不動産である本件建物等の賃料収入（非課税売上）が発生

するため、課税売上割合が大幅に低下し、支払対価に係る消費税等の額の大部分又は全

部の還付を求める確定申告をすることができなくなると考えられる。このように、請求

人において契約基準を採用するか引渡基準を採用するかによって、還付請求可能額が大

きく異なってくるが、他方で、この点を除くと、引渡基準ではなく契約基準を採用すべ

き理由は特に見当たらない。そうすると、不動産の譲受けに係る各取引の経理処理は、

本件通達規定ただし書を適用して支払対価に係る消費税等の額の大部分の還付を受ける

目的のみで行われた経理処理と認められ、その他に合理的な理由は認められない。

５　請求人が行った金地金取引は、請求人の事業目的である不動産賃貸等とは無関係であ

る上、金地金を購入し、その僅か９日後に購入金額以下で売却していることからすると

、金地金取引自体には経済合理性は認められない。他方で、請求人は、２１日間と短期

間の本件課税期間において不動産賃貸業を行わずに金地金取引のみを行うことにより、

本件課税期間の課税売上割合を１００パーセントにし、支払対価に係る消費税等の大部

分の還付を求める確定申告をしている。そうすると、金地金取引は、消費税等の還付を

概要
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求める目的のみで行われたものと認められ、その他に合理的な理由は認められない。

６　請求人は、Ａ社（請求人の税務代理人税理士が代表社員）から新設分割した法人であ

り、Ａ社の設立以後の一連の経過は、請求人について、支払対価に係る消費税額等の額

の大部分の還付を受けるために、本件課税期間に課税事業者とした上で、翌課税期間以

後、簡易課税制度の適用により、消費税法第３３条第１項、第３項による調整対象固定

資産の調整を免れさせるべく計画的に行われたものと認められる。

７　請求人は、本件課税期間の翌課税期間に属する平成２５年７月３１日に不動産の代金

全額を支払い、同日に所有権を取得し、同日以後の不動産に係る収益等の帰属の主体と

なっていることからすると、同日が「引渡しがあった日」であることは明らかである。

したがって、建物等の「課税仕入れを行った日」は、「引渡しがあった日」である平

成２５年７月３１日となり、本件課税期間に属する日ではない。

裁決年月日　Ｈ２９－０８－２１

コード番号　Ｆ０－５－２０８

裁　　決　　書

大裁（法・諸）平２９第１３号

平成２９年８月２１日

国税不服審判所長　増田稔

審査請求人

所　在　地　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

名　　　称　■■■■■■■■■■

代　表　者　■■■■■■■■■■■

原処分庁　　　■■■■■

原　処　分　１　平成２８年３月２８日付でされた平成２５年６月１０日から平成２５

年６月３０日まで、平成２５年７月１日から平成２６年６月３０日まで

及び平成２６年７月１日から平成２７年６月３０日までの各事業年度に

係る法人税の各更正処分

２　平成２８年３月２８日付でされた平成２５年６月１０日から平成２５

年６月３０日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正処分並びに

過少申告加算税の賦課決定処分

上記審査請求について、次のとおり裁決する。

主　　文

審査請求をいずれも棄却する。

理　　由

１　事　　実

（１）　事案の概要

本件は、審査請求人（以下「請求人」という。）が、不動産売買契約に基づく

不動産の取得に係る支払対価の額を、当該売買契約の締結の日の属する課税期間

の課税仕入れに係る支払対価の額に含めて消費税及び地方消費税（以下「消費税

等」という。）の申告をするとともに、当該申告内容を基に法人税の申告をした

ところ、原処分庁が、当該不動産の取得に係る支払対価の額は、当該売買契約の

締結の日の属する課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額に該当しないとして

、消費税等及び法人税の更正処分等をしたのに対し、請求人が、当該支払対価の

額が当該売買契約の締結の日の属する課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額

に該当するなどとして、原処分の全部の取消しを求めた事案である。

本⽂
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（２）　関係法令等

関係法令等は、別紙１のとおりである。なお、別紙１で定義した略語について

は、本文でも使用する。

（３）　基礎事実

当審判所の調査及び審理の結果によれば、以下の事実が認められる。

イ　請求人は、■■■■■■■■に■■■■■■■がした新設分割により資本金

の額１，０００，０００円、決算日を６月３０日として設立された、不動産の

賃貸借及び所有・管理・利用並びにそれらに附帯関連する一切の業務を目的と

する同族会社である。

ロ　■■■■■■■は、■■■■■■■■に資本金の額３００，０００円、決算

日を９月３０日として設立された、不動産の賃貸、売買、管理等を目的とする

同族会社であるが、■■■■■■■■に解散し、■■■■■■■に清算を結了

している。

ハ　■■■■■■■は、■■■■■■■■■（以下「■■■■■」という。）か

ら金地金を平成２３年９月１２日に９８０，５５０円で購入し、その全量を同

月２６日、■■■■■に■■■■で売却した。なお、■■■■■■■の■■■

■■■■■から平成２３年９月３０日までの課税期間における課税資産の譲渡

等の対価の額は、当該金地金の売却による■■■■のみである。

ニ　請求人は、平成２５年６月１７日、■■■■■から金地金を２３，４７５円

で購入し、同月２６日、■■■■■に対しその全量を■■■■で売却した。な

お、請求人の■■■■■■■■から平成２５年６月３０日までの課税期間（以

下「本件課税期間」という。）における資産の譲渡等の対価の額は、課税資産

の譲渡等の対価の額である当該金地金の売却による■■■■のみである。

ホ　請求人は、平成２５年６月２８日、請求人の代表者である■■■■、■■■

■及び■■■■（以下、これら３名を併せて「本件売主ら」という。）との間

で、本件売主らが所有する別紙２記載の土地を代金７２，８００，０００円で

売買する契約並びに■■■■が所有する当該土地上の建物及び建物附属設備（

以下「本件建物等」といい、当該土地と併せて「本件不動産」という。）を代

金７１，０８５，０００円（内、消費税等３，３８５，０００円）で買い受け

る旨の契約（以下「本件売買契約」という。）を締結した。

ヘ　本件売買契約に係る契約書には、要旨、次のとおり記載されている。

（イ）　買主は、売主に対し、売主による所有権移転登記完了（本件建物等の

引渡し）と同時に、代金７１，０８５，０００円を支払う（第３条）。

（ロ）　売主は、代金全額の支払を受けるのと引換えに、買主に対し、本件建

物等の引渡し及び所有権移転登記申請手続を行うものとする（第４条）

。

（ハ）　本件建物等から生ずる収益については、上記（ロ）の本件建物等の引

渡日をもって区分し、その前日までは、売主の、その日以後は、買主の

収益とする（第６条）。

（ニ）　本件建物等の建物賃貸借契約に伴う敷金は、本件建物等の引渡時に売

主より買主へ精算する。また、買主は本件建物等の引渡を受けた日をも

って、賃借人に対して建物賃貸借契約を承継するものとする（第１２条

）。

ト　請求人は、本件課税期間に属する平成２５年６月２８日付で、別表１のとお

り、本件不動産の譲受けに係る各取引について、未払金勘定を相手科目として

本件不動産を資産計上するなどの経理処理をした。

チ　請求人は、平成２５年７月３１日に、本件売主らに対して、本件不動産の代

金全額を支払い、同日、本件不動産の所有権は本件売主らから請求人に移転し

た。

リ　審査請求に至る経緯は以下のとおりである。

（イ）　請求人は、■■■■■■■■から平成２５年６月３０日まで、平成２

５年７月１日から平成２６年６月３０日まで及び平成２６年７月１日か

ら平成２７年６月３０日までの各事業年度（以下、それぞれ「平成２５

年６月期」、「平成２６年６月期」及び「平成２７年６月期」といい、

これらを併せて「本件各事業年度」という。）の法人税について、別表
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２の「確定申告」欄のとおり、いずれも法定申告期限までに確定申告を

した。

また、請求人は、本件課税期間の消費税等について、本件建物等の「

課税仕入れを行った日」（消費税法第３０条第１項第１号）を本件売買

契約の日の平成２５年６月２８日とし、別表３に掲げる本件不動産の支

払対価の額の合計７１，４７２，２６０円（消費税等込みの金額。以下

「本件支払対価」という。）に係る消費税額を、本件課税期間における

控除対象仕入税額に算入して、別表４の「確定申告」欄のとおり、法定

申告期限までに確定申告をした。

（ロ）　原処分庁は、平成２８年３月２８日付で、本件建物等の「課税仕入れ

を行った日」が引渡日の平成２５年７月３１日であるとして、別表４の

「更正処分等」の欄のとおり、本件課税期間に係る消費税等の更正処分

（以下「本件消費税等更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課

決定処分（以下「本件賦課決定処分」といい、本件消費税等更正処分と

併せて「本件消費税等更正処分等」という。）をした。また、本件消費

税等更正処分に伴う未払消費税額等と消費税額等の納付税額との差額を

所得金額に加算するなどにより、別表２の「更正処分」欄のとおり、本

件各事業年度の法人税の各更正処分（以下「本件法人税各更正処分」と

いい、本件消費税等更正処分等と本件法人税各更正処分を併せて「本件

更正処分等」という。）をした。

請求人に送達された本件消費税等更正処分等の通知書（以下「本件通

知書」という。）に記載された本件消費税等更正処分の理由は、要旨、

別紙３のとおりである。

（ハ）　請求人は、平成２８年５月２０日、本件更正処分等に不服があるとし

て、異議申立てをしたところ、異議審理庁は、同年８月８日付で、別表

２及び別表４の「異議決定」欄のとおり棄却の決定をし、当該決定謄本

は、同月１６日、請求人に送達された。

（ニ）　請求人は、異議決定を経た後の本件更正処分等に不服があるとして、

平成２８年９月１３日、審査請求をした。

２　争　　点

（１）争点１　本件通知書の理由の提示に不備があるか。

（２）争点２　本件建物等の「課税仕入れを行った日」は、本件課税期間に属する日で

あるか。

（３）争点３　原処分は、信義則に反し違法であるか。

（４）争点４　原処分は、不当な処分であるか。

（５）争点５　請求人に通則法第６５条第４項に規定する「正当な理由」があるか。

３　争点に対する当事者双方の主張

（１）　争点１（本件通知書の理由の提示に不備があるか。）について

┌───────────────────┬──────────────────┐

｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　　｜　　　　　請　　求　　人　　　　　　｜

├───────────────────┼──────────────────┤

｜　本件通知書の処分の理由には、本件売買｜　本件では、原処分の時点で、本件建物｜

｜契約の記載内容、代金の支払事実、本件建｜等の「課税仕入れを行った日」の解釈が｜

｜物等に係る賃料収入の受領開始日及び本件｜争点となっていたにもかかわらず、本件｜

｜建物等に係る所有権移転の日によれば、本｜通知書には、原処分庁がなぜ本件建物等｜

｜件建物等の「課税仕入れを行った日」がそ｜の引渡日をその「課税仕入れを行った日｜

｜の引渡しを受けた平成２５年７月３１日に｜」とするのかという争点についての記載｜

｜なると認められる旨記載され、請求人の本｜がない。　　　　　　　　　　　　　　｜

｜件課税期間の控除対象仕入税額が過大であ｜　よって、本件通知書の理由は行政手続｜

｜ることについて具体的に根拠が示されてお｜法第１４条第１項の要件を満たさず、原｜

｜り、行政庁の恣意抑制及び不服申立ての便｜処分を取り消すべき不備がある。　　　｜

｜宜という理由の提示の趣旨目的を充足する｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜程度に具体的に更正の根拠が明示されてい｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜るから、理由の提示に不備はない。　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

└───────────────────┴──────────────────┘
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（２）　争点２（本件建物等の「課税仕入れを行った日」は、本件課税期間に属する日

であるか。）について

以下、本件通達規定本文の定めにより、引渡日によって課税資産の譲渡時期を

判断する基準を「引渡基準」といい、本件通達規定ただし書の定めにより、契約

の効力発生日により課税資産の譲渡時期を判断する基準を「契約基準」という。

┌───────────────────┬──────────────────┐

｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　　｜　　　　　請　　求　　人　　　　　　｜

├───────────────────┼──────────────────┤

｜　本件建物等の「課税仕入れを行った日」｜　請求人は、次のとおり本件建物等の「｜

｜は、次のとおり、本件不動産の引渡しがあ｜課税仕入れを行った日」について、本件｜

｜った平成２５年７月３１日であり、本件課｜売買契約の効力が発生した平成２５年６｜

｜税期間に属する日ではない。　　　　　　｜月２８日とすることができる。よって、｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜本件建物等の「課税仕入れを行った日」｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜は、本件課税期間に属する日である。　｜

｜イ　本件通達規定ただし書が固定資産の譲｜イ　本件通達規定ただし書が固定資産の｜

｜　渡時期について契約基準を定めた趣旨は｜　譲渡時期について契約基準を定めた趣｜

｜　、本来、引渡基準によることが原則であ｜　旨は、取引が定型的、類型的で多量な｜

｜　るが、土地、建物等については引渡しの｜　不動産等の有形固定資産について、一｜

｜　事実関係が外形上明らかでない場合が多｜　般の会計慣行を尊重・調和し、消費税｜

｜　いということに配慮し、そのような場合｜　実務の複雑化を回避するために、所得｜

｜　に例外的に契約基準によることを認め、｜　税や法人税における取扱いとの統一性｜

｜　実務上の便宜を図ることにある。よって｜　を保持することや、消費税法の成立・｜

｜　、取引の実態から「引渡しがあった日」｜　定着のための政策的な配慮をすること｜

｜　が明らかである場合においては、引渡基｜　にあると考えられる。契約の効力発生｜

｜　準と契約基準とを恣意的に選択して租税｜　日が客観的に決まることも考慮すると｜

｜　回避を行うことは許容されない。　　　｜　、本件通達規定ただし書の契約基準は｜

｜　　本件建物等の所有権の移転日及びその｜　、「課税仕入れを行った日」の判断基｜

｜　登記日、代金の最終決済日並びに使用収｜　準として条文上相当なものである。　｜

｜　益の開始の日のいずれも平成２５年７月｜　　また、契約基準は、経理処理も契約｜

｜　３１日であることからすると、本件不動｜　の効力発生日を基準としていることを｜

｜　産の引渡日は、平成２５年７月３１日で｜　要すると解すれば、納税者が恣意的に｜

｜　あることは明らかである。　　　　　　｜　課税仕入れの時期を操作することがで｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　きず、税負担の公平の見地から具体的｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　妥当性を欠き、著しく不適当であると｜

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　は認められない。　　　　　　　　　｜

｜ロ　請求人による一連の取引は、会社分割｜ロ　本件は、収益物件を取得した際に、｜

｜　や、金地金の売却日及び本件売買契約の｜　その個室を居住用とするか否かにより｜

｜　締結日の作為的な設定により、請求人が｜　消費税額等に差が出るという不合理な｜

｜　課税事業者で課税売上割合が１００パー｜　差別を回避したものであること、請求｜

｜　セントとなる課税期間を作出して、その｜　人は、株主利益の最大化のために、適｜

｜　課税期間に本件建物等を取得したとする｜　法な法令解釈の下に過大な税額を支払｜

｜　とともに、請求人が免税事業者となる課｜　わないようにしたものであることから｜

｜　税期間も作出し、本件支払対価に係る消｜　すると本件をいわゆる「租税回避」と｜

｜　費税額を全額控除することを狙ったスキ｜　同列に評価することはできない。　　｜

｜　ームに即したものであり、本件は、税負｜　　また、消費税法には法人税法などの｜

｜　担の減少以外に合理的な目的を見いだし｜　ように租税回避防止規定が設けられて｜

｜　難い租税回避事案である。よって、本件｜　いないことからすると、消費税におけ｜

｜　において、本件通達規定を形式的・画一｜　る租税回避は、合法的な節税である。｜

｜　的に適用して契約基準を認めることは、｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　税負担の公平を著しく害するものとして｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　許されない。　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

└───────────────────┴──────────────────┘

（３）　争点３（原処分は、信義則に反し違法であるか。）について

┌──────────────────┬───────────────────┐

｜　　　　　請　　求　　人　　　　　　｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　　｜
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├──────────────────┼───────────────────┤

｜　本件通達規定ただし書からは契約基準｜　本件建物等の「課税仕入れを行った日」｜

｜の適用範囲の限定が読み取れないので、｜について契約基準が適用されると信じてい｜

｜請求人は、本件建物等の「課税仕入れを｜たという請求人の主張は、本件通達規定に｜

｜行った日」について契約基準が適用され｜ついて、消費税等の負担を減少させる租税｜

｜ると信頼して消費税等の申告を行った。｜回避を目的とした独自の誤った解釈による｜

｜これを否定する原処分は、請求人が上記｜ものといえる。よって、原処分は信義誠実｜

｜信頼を抱くことに何らの落ち度はないに｜の原則に反しない。　　　　　　　　　　｜

｜もかかわらず、その信頼を害するもので｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜あり、納税者の信頼を保護しなければ正｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜義に反するような特別な事情が認められ｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜るので、信義誠実の原則に反し、違法で｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜ある。　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

└──────────────────┴───────────────────┘

（４）　争点４（原処分は、不当な処分であるか。）について

┌──────────────────┬───────────────────┐

｜　　　　　請　　求　　人　　　　　　｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　　｜

├──────────────────┼───────────────────┤

｜　本件通達規定ただし書の文言及びこれ｜　原処分は、本件通達規定について、何ら｜

｜までの税務当局の見解などからすれば、｜恣意的又は場当たり的な解釈をしておらず｜

｜本件建物等の「課税仕入れを行った日」｜、その適用及び運用に不当な点はない。し｜

｜については契約基準が認められるべきで｜たがって、原処分は不当ではない。　　　｜

｜あり、原処分は、本件通達規定の恣意的｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜、場当たり的な解釈に基づき、その適用｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜や運用がなされたものであって、不当な｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜処分として取り消されるべきである。　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

└──────────────────┴───────────────────┘

（５）　争点５（請求人に通則法第６５条第４項に規定する「正当な理由」があるか。

）について

┌──────────────────┬───────────────────┐

｜　　　　　請　　求　　人　　　　　　｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　　｜

├──────────────────┼───────────────────┤

｜　請求人は、本件通達規定の記載や税務｜　本件課税期間の消費税等の額が過少申告｜

｜当局の見解等をそのまま信頼し、本件建｜となったのは、請求人が自らの判断により｜

｜物等の「課税仕入れを行った日」を本件｜消費税法の解釈適用を誤ったことによるも｜

｜売買契約の効力発生日として消費税等の｜のといえ、これは請求人の主観的な事情に｜

｜申告をしたものであり、そのことについ｜基づくものであることから、「正当な理由｜

｜て請求人には何ら帰責性がない。請求人｜」は認められない。　　　　　　　　　　｜

｜に過少申告加算税を課すことは極めて酷｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜であるから、「正当な理由」が認められ｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜る。　　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

└──────────────────┴───────────────────┘

４　争点に対する判断

（１）　争点１（本件通知書の理由の提示に不備があるか。）について

イ　法令解釈

行政手続法第１４条第１項本文が、不利益処分をする場合に同時にその理由

を名宛人に示さなければならないとしているのは、名宛人に直接に義務を課し

又はその権利を制限するという不利益処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重

と合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を名宛人に知ら

せて不服申立てに便宜を与える趣旨に出たものと解されることからすると（最

高裁平成２３年６月７日第三小法廷判決・民集６５巻４号２０８１頁）、当該

処分の理由が、不利益処分の根拠について、上記の趣旨を充足する程度に具体

的に明示するものであれば、同項本文の要求する理由の提示として不備はない

ものと解するのが相当である。

ロ　検討
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本件消費税等更正処分は、請求人の本件課税期間の消費税等について、本件

建物等の「課税仕入れを行った日」は本件建物等の引渡しがあった平成２５年

７月３１日であるから、本件支払対価に係る消費税額は、本件課税期間の控除

対象仕入税額に算入することはできないと判断したものである。

そして、本件通知書には、別紙３のとおり、本件建物等の引渡しを受けた日

をもって消費税法第３０条第１項第１号に規定する「課税仕入れを行った日」

とするとの判断を前提に、本件建物等の引渡しを受けた日が平成２５年７月３

１日であると認められるため、本件支払対価に係る消費税額を本件課税期間の

控除対象仕入税額に算入することができないと判断したことが、本件建物等の

引渡しを受けた日の判断の基礎とされた事実関係と共に記載されており、かつ

、本件支払対価に係る消費税額を本件課税期間の控除対象仕入税額に算入する

ことができないという判断に基づく本件課税期間の控除対象仕入税額の減少額

及び納付すべき消費税等の額が記載されていることからすれば、本件通知書に

記載された理由は、本件消費税等更正処分の根拠について、その基礎となる事

実関係及び適用法条を具体的に示すことにより、行政庁の恣意の抑制及び不服

申立ての便宜という理由の提示の趣旨を充足する程度に具体的に明示したもの

と認められる。

したがって、本件通知書の理由の提示に不備はない。

ハ　請求人の主張について

請求人は、原処分の時点で、本件建物等の「課税仕入れを行った日」の解釈

が争点となっていたにもかかわらず、本件通知書には当該争点に応じた法令等

の解釈及びその判断過程の記載がないことから、本件通知書の理由の提示に不

備がある旨主張する。

しかしながら、上記ロのとおり、本件通知書に記載された理由には、本件建

物等の引渡しを受けた日をもって「課税仕入れを行った日」とするとの判断（

当該判断の記載により、請求人において契約基準を適用することが認められな

いとの判断も示されているというべきである。）及び本件建物等の引渡しを受

けた日の認定の基礎となる事実関係が記載されていることからすると、請求人

が主張する各記載がなくても、行政庁の恣意の抑制及び不服申立ての便宜とい

う理由の提示の趣旨を充足していると認められるから、請求人の主張は採用す

ることができない。

（２）　争点２（本件建物等の「課税仕入れを行った日」は、本件課税期間に属する日

であるか。）について

イ　法令解釈等

（イ）　「課税仕入れを行った日」の意義について

消費税法第３０条第１項に規定する「課税仕入れを行った日」は、課

税仕入れと課税資産の譲渡等が表裏の関係にあることから、資産の譲渡

等の時期に準じて判断するのが相当である。そして、消費税は、物品と

サービスの「消費」に担税力を認めて課税するものであるところ、課税

資産のうち固定資産については、その引渡しに伴い「消費」が可能とな

ることからすると、固定資産の譲渡等の時期は、原則として「引渡しが

あった日」をいうと解される。

このような解釈からすると、本件通達規定（消費税法基本通達１１－

３－１により、固定資産の「課税仕入れを行った日」について準用され

る。）本文が、固定資産の譲渡の時期を「引渡しがあった日」とする旨

定めているのは、固定資産の譲渡の時期を「引渡しがあった日」とする

のを原則とする趣旨と解される。

ところで、不動産の譲渡の取引においては、代金の支払と同時に当該

不動産の引渡しや所有権の移転が登記されることにより取引が一時に完

了し「引渡しがあった日」が客観的に明白な場合がある一方、諸般の事

情から外形上は上記の「引渡しがあった日」が必ずしも明らかでない場

合も生ずるが、後者のような場合には、契約書上どのような内容が記載

されているかということだけでなく、代金の支払に関する約定の内容及

び実際の支払の状況、登記関係書類や建物の鍵等の引渡しの状況、危険

負担の移転時期、当該不動産から生ずる果実の収受権や当該不動産に係
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る経費の負担の売主から買主への移転時期、所有権の移転の登記の時期

等の取引に関する具体的事実を重視し、当該不動産の現実の支配が移転

した時期を判断し、その現実の支配が移転した時期をもって、当該不動

産に係る「引渡しがあった日」であると判断するのが相当である。

（ロ）　本件通達規定ただし書は、固定資産が土地、建物等である場合におい

て、事業者が当該譲渡に関する契約の効力発生の日を資産の譲渡の時期

としているときは、これを認める旨定めているが、本件通達規定ただし

書の趣旨は、上記（イ）のとおり、固定資産の譲渡の時期をその引渡し

のあった日とするのを原則とするものの、固定資産のうち、土地、建物

等については、一般的にその引渡しの事実関係が外形上明らかでないこ

とも多いことから、契約が有効に効力を発生し、かつ、譲渡に係る経理

処理を適正に行っている場合に、契約の効力が発生した日をもって譲渡

の時期とすることを特別に認めることにあると解される。

もっとも、上記（イ）のとおり、不動産の「引渡しがあった日」は、

取引に関する具体的事実を重視し、当該不動産に係る現実の支配の移転

時期をもって判断されることからすると、取引に関する具体的事実を重

視する上記判断方法により「引渡しがあった日」が明らかに判断でき、

他に合理的な理由が存在しないにもかかわらず、当事者が主観的意思の

みによって形式的かつ画一的に本件通達規定ただし書を適用することに

よって租税負担の軽減を図ろうとした場合に、上記のとおり不動産の引

渡しの事実関係が外形上明らかでない場合に備えた特別な規定である本

件通達規定ただし書の適用を認めることは、その趣旨を逸脱し、上記判

断方法にも反する。課税関係においては、租税負担の公平の維持が強く

要請されるところ、一部の納税者によって租税負担の軽減のみを目的に

他に合理的な理由が存在しないにもかかわらず異常な取引がなされた場

合に、そのことを看過すると、正常な取引を行っている納税者との間に

租税負担の大きな不公平が発生するなど、課税上弊害が生ずることとな

る。

したがって、租税負担の減少のみを目的とし、他に合理的な理由が存

在しないにもかかわらず、形式的かつ画一的に本件通達規定ただし書を

適用することにより租税負担を減少させた場合には、租税負担の公平を

著しく害する特段の事情がある場合に当たり、そのような特段の事情が

ある場合には、本件通達規定ただし書を適用しないものとするのが相当

である（これに反する請求人の主張は採用することができない。）。

ロ　判断

（イ）　上記１の（３）のホ及びヘのとおり、請求人は、本件売主らとの間に

おいて、平成２５年６月２８日、本件不動産の代金全額の支払と同時に

本件不動産の引渡しを受け、本件建物等の引渡日以後の本件建物等に係

る賃料・共益費の収益等が請求人に帰属するとの約定で本件売買契約を

締結した。しかしながら、請求人は、上記１の（３）のト及びチのとお

り、本件課税期間において上記売買代金の支払をせず、上記約定によれ

ば、本件不動産の引渡しをいまだ受けていないにもかかわらず、本件課

税期間に属する本件売買契約の締結日である同日付で本件不動産を資産

計上するなどの経理処理を行っている。

また、上記１の（３）のイ及びニのとおり、請求人は、事業目的を不

動産の賃貸借及び所有・管理・利用並びにそれらに附帯関連する一切の

業務としているにもかかわらず、本件課税期間において、平成２５年６

月１７日に■■■■■から金地金を２０，０００円余りで購入し、その

僅か９日後の同月２６日に■■■■■に対し購入金額より低い価額でそ

の全量を売却するなど、１か月にも満たない本件課税期間において、事

業目的に関連しない少額の課税資産の譲渡を行い、その売却に係る金額

のみが本件課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額となっている

。

そして、上記１の（３）のチのとおり、請求人は、本件課税期間の翌

課税期間に属する平成２５年７月３１日に、本件不動産の代金全額を支
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払い、同日に本件不動産の所有権を取得し、同日以後の本件建物等に係

る賃料・共益費の収益等の帰属の主体となっているため、本件課税期間

において非課税売上げが発生していない。

以上のような一連の取引行為等の結果、請求人は、本件課税期間の消

費税等について、非課税売上げの発生がなく、上記金地金の少額の売却

に係る金額のみを課税資産の譲渡等の対価の額として課税売上割合を１

００パーセントにし、本件不動産の引渡しを受けていない平成２５年６

月２８日付で、経理処理した本件支払対価に係る消費税額について、本

件通達規定ただし書を適用して控除対象仕入税額に算入することにより

、本件支払対価に係る消費税等の額の大部分の還付を求める確定申告を

することが形式上可能となっている。

（ロ）　しかしながら、請求人における本件不動産の譲受けに係る各取引の経

理処理をみるに、仮に、請求人において、引渡基準を採用し、本件不動

産の引渡日〔下記（ホ）参照〕である平成２５年７月３１日付で本件不

動産を資産計上するなどの経理処理をし、本件支払対価に係る消費税額

を同日の属する課税期間の控除対象仕入税額に算入した場合、同日以降

は請求人に居住用不動産である本件建物等の賃料収入（消費税法第６条

第１項、同法別表第１の１３により非課税売上となる。）が発生するた

め、課税売上割合が大幅に低下し、本件支払対価に係る消費税等の額の

大部分又は全部の還付を求める確定申告をすることができなくなると考

えられる（同法第３０条第２項）。このように、請求人において契約基

準を採用するか引渡基準を採用するかによって、本件支払対価に係る消

費税等の額の還付請求可能額が大きく異なってくるが、他方で、この点

を除くと、証拠上、請求人において引渡基準ではなく契約基準を採用す

べき理由は特に見当たらない。そうすると、本件不動産の譲受けに係る

各取引の経理処理は、本件通達規定ただし書を適用して本件支払対価に

係る消費税等の額の大部分の還付を受ける目的のみで行われた経理処理

と認められ、その他に合理的な理由は認められない。

また、請求人における金地金取引についてみるに、当該金地金取引は

、請求人の事業目的である不動産賃貸等とは無関係である上、請求人は

、金地金を購入し、その僅か９日後に購入金額以下で当該金地金を売却

していることからすると、当該金地金取引自体には経済合理性は認めら

れない。他方で、請求人は、２１日間と短期間の本件課税期間において

不動産賃貸業を行わずに当該金地金取引のみを行うことにより、本件課

税期間の課税売上割合を１００パーセントにし、本件支払対価に係る消

費税等の大部分の還付を求める確定申告をしている。そうすると、当該

金地金取引は、本件支払対価に係る消費税等の大部分の還付を求める目

的のみで行われたものと認められ、その他に合理的な理由は認められな

い。

（ハ）　以上によれば、上記（イ）の請求人による一連の行為については、本

件支払対価に係る消費税額等の額の大部分の還付を受けること（つまり

、租税負担を減少させること）のみを目的とし、他に合理的な理由は存

在しないというべきである。

（ニ）　なお、新設された法人は、通常、設立後数年、基準期間がない事業年

度が発生するため、消費税法の別段の定めに該当しない限り免税事業者

となるが（消費税法第９条第１項）、仕入税額控除を受けるためには、

事業者は、当該仕入日の属する課税期間に課税事業者でなければならな

い（同法第３０条第１項、第９条第１項本文）。この点、請求人は、■

■■■■■■から新設分割されること〔上記１の（３）のイ〕により、

課税事業者か否かの判定が、本件課税期間の基準期間に対応する期間で

ある■■■■■■■の設立初年度の１か月の事業年度〔■■■■■■■

■から平成２３年９月３０日まで。上記１の（３）のロ〕の課税売上高

として政令で定めるところにより計算した金額により行われる（同法第

２条第１４号、第１２条第１項）。そして、■■■■■■■が当該事業

年度に金地金の取引を行って課税売上高■■■■を発生させること〔上
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記１の（３）のハ〕により、上記計算した金額は、■■■■■■となり

〔■■■■（当該事業年度の課税売上高）÷１か月×１２。消費税法施

行令第２３条《分割等があった場合の納税義務の免除の特例》第１項〕

、１０，０００，０００円を超える。以上により、請求人は、本件課税

期間に課税事業者となっている（消費税法第１２条第１項）。

また、本件建物等は本件売買契約の締結日である平成２５年６月２８

日付で取引金額を合計７１，０８５，０００円（消費税等込みの金額）

として経理処理されており〔上記１の（３）のト〕、このような事情に

照らすと、本件建物等の価額は同額であると認められ、本件建物等は調

整対象固定資産に該当する（消費税法第２条第１６号、消費税法施行令

第５条第１号）。そうであるところ、事業者が調整対象固定資産の課税

仕入れを行い、かつ、当該調整対象固定資産に係る課税仕入れ等の税額

の一部又は全部が控除された場合において、当該事業者が第三年度の課

税期間の末日において当該調整対象固定資産を有しており、かつ、課税

売上割合が著しく減少した場合（消費税法第３３条第１項柱書、消費税

法施行令第５３条《課税売上割合が著しく変動した場合等》第２項参照

）に該当するときは、当該調整対象固定資産に係る消費税額の一部又は

全部に相当する消費税額が当該第三年度の課税期間の仕入れに係る消費

税額から控除され、控除しきれない金額があるときは、当該控除しきれ

ない金額が当該第三年度の課税期間の課税標準額に対する消費税額に加

算されるが（消費税法第３３条第１項、第３項）、当該事業者が簡易課

税制度（同法第３７条第１項）の適用を選択した場合には、同法３３条

第１項、第３項による調整は適用されない（同項）。この点、請求人は

、■■■■■■■から新設分割されることにより、本件課税期間の翌課

税期間（平成２５年７月１日から平成２６年６月３０日まで）の基準期

間を、■■■■■■■の■■■■■■■■から平成２３年９月３０日ま

でとし〔上記１の（３）のイ及びロ〕、また、上記のとおり、当該基準

期間における課税売上高が■■■■■■と５０，０００，０００円を下

回るため、平成２５年６月２６日、本件課税期間の翌課税期間課税以後

の課税期間について簡易課税制度の適用を選択する旨の届出書を提出し

（原処分関係資料。同項、消費税法施行令第５５条《仕入れに係る消費

税額の控除の特例の適用がない分割等に係る課税期間》第２号、第２３

条第２項）、消費税法第３３条第１項、第３項による調整を免れている

。

加えて、原処分関係資料及び当審判所の調査の結果によれば、■■■

■■■■は、本件課税期間の消費税等などについての請求人の税務代理

人である税理士が全額を出資して設立された法人で、同税理士が唯一の

代表社員であったこと、同税理士は不動産投資に係る消費税還付等の不

動産投資に関わる税務を専門的に扱っていることが認められ、これらの

事情も併せ考慮すると、■■■■■■■の設立以後の一連の経過は、請

求人について、本件支払対価に係る消費税額等の額の大部分の還付を受

けるために、本件課税期間に課税事業者とした上で、簡易課税制度の適

用により消費税法第３３条第１項、第３項による調整を免れさせるべく

計画的に行われたものと認められる。

このことからも、上記（イ）の請求人による一連の行為については、

本件支払対価に係る消費税等の額の大部分の還付を受けることのみを目

的とし、他に合理的な理由は存在しないことは明らかである。

（ホ）　そうすると、請求人は、消費税等の還付を受けるためだけの目的で、

ほかに合理的な理由が存在しないにもかかわらず、形式的かつ画一的に

本件通達規定ただし書が規定する契約基準を適用することにより、消費

税等の多額の還付を求めたものと認められる。このことは、租税負担の

公平を著しく害する特段の事情がある場合に当たるというべきであるか

ら、本件において、本件通達規定ただし書が規定する契約基準の適用は

認められない。

そして、上記（イ）のとおり、本件売買契約には、本件不動産の代金
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支払と引換えに本件売主が請求人に本件不動産を引き渡す旨定められて

いること、請求人は、本件課税期間の翌課税期間に属する平成２５年７

月３１日に本件不動産の代金全額を支払い、同日に本件不動産の所有権

を取得し、同日以後の本件不動産に係る賃料・共益費の収益等の帰属の

主体となっていることからすると、同日が本件不動産の売買に係る「引

渡しがあった日」であることは明らかである。

したがって、本件建物等の「課税仕入れを行った日」は、本件不動産

の「引渡しがあった日」である平成２５年７月３１日となり、本件課税

期間に属する日ではない。

（ヘ）　請求人は、収益物件を取得した際に、その個室を居住用とするか否か

により消費税等の額に差が出るという不合理な差別を回避したものにす

ぎず、また、株主利益の最大化のための節税であるから、本件を租税回

避と同列に評価することはできないこと、消費税法には、法人税法など

のように租税回避防止規定が設けられておらず、消費税における租税回

避は、合法的な節税であることを主張する。

しかしながら、請求人の主張は、いずれも独自の見解に基づくもので

あるから、これを採用することはできない。

（３）　争点３（原処分は、信義則に反し違法であるか。）について

イ　法令解釈

租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法理の

適用により、当該課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があ

るとしても、法律による行政の原理なかんずく租税法律主義の原則が貫かれる

べき租税法律関係においては、同法理の適用については慎重でなければならず

、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもな

お当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護しなければ正義に

反するといえるような特別の事情が存する場合に初めて同法理の適用の是非を

考えるべきものである（最高裁昭和６２年１０月３０日第３小法廷判決・集民

１５２号９３頁）。

ロ　検討

上記（２）のロの（ホ）のとおり、請求人が本件通達規定ただし書の規定す

る契約基準を適用したことは、租税負担の公平を著しく害すると認められるか

ら、本件において、納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお課税

処分に係る課税を免れさせて納税者の信頼を保護しなければ正義に反するとい

うような特別な事情が存するということはできない。よって、本件は、信義則

の法理の適用を考えるべきものには当たらず、原処分が信義則に反し違法であ

るとは認められない。

（４）　争点４（原処分は、不当な処分であるか。）について

上記（２）のロの（ホ）のとおり、本件建物等の「課税仕入れを行った日」は

平成２５年７月３１日であり、原処分庁は、当該日を「課税仕入れを行った日」

として原処分を行ったものであって、当該処分が不当な処分であるとは認められ

ない。

（５）　争点５（請求人に通則法第６５条第４項に規定する「正当な理由」があるか。

）について

イ　法令解釈

通則法第６５条第４項に規定する過少申告加算税は、過少申告による納税義

務違反の事実があれば、原則としてその違反者に対し課されるものであり、こ

れによって、当初から適法に申告し納税した納税者との間の客観的不公平の実

質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を防止し、適

正な納税申告の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置で

ある。この趣旨に照らせば、過少申告があっても例外的に過少申告加算税が課

されない場合として同項が定めた「正当な理由があると認められる」場合とは

、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があり、上記のよう

な過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課する

ことが不当又は酷になる場合をいうものと解される（最高裁平成１８年４月２

０日第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁、最高裁平成１８年１０月２
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４日第三小法廷判決・民集６０巻８号３１２８頁）。

ロ　検討

上記（２）のロのとおり、請求人が本件通達規定ただし書の規定する契約基

準を適用して消費税等の多額の還付を求めたことは、租税負担の公平を著しく

害すると認められるから、請求人が本件通達規定ただし書の適用を否定された

ことをもって、納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があるとい

うことはできない。

また、他に請求人の責めに帰することのできない客観的な事情があったとも

認められないから、請求人に通則法第６５条第４項に規定する「正当な理由」

があるとは認められない。

５　原処分の適法性について

（１）　本件消費税等更正処分の適法性について

上記４の（２）のロの（ホ）のとおり、本件建物等の「課税仕入れを行った日

」は、平成２５年７月３１日であり、本件支払対価に係る消費税額は、本件課税

期間の控除対象仕入税額に算入されない。これに基づき算出した請求人の本件課

税期間の消費税等の額は、本件消費税等更正処分における消費税等の額と同額で

あると認められる。

また、上記４の（１）、（３）及び（４）のとおり、争点１、３及び４に関し

て本件消費税等更正処分を取り消すべき理由はなく、本件消費税等更正処分のそ

の他の部分については、請求人は争わず、当審判所に提出された証拠資料等によ

っても、これを不相当とする理由は認められない。

したがって、本件消費税等更正処分は適法である。

（２）　本件賦課決定処分の適法性について

上記（１）のとおり、本件消費税等更正処分は適法であり、また、上記４の（

５）のとおり、本件消費税等更正処分により納付すべき税額の計算の基礎となっ

た事実が本件消費税等更正処分前の税額の計算の基礎とされていなかったことに

ついて、通則法第６５条第４項に規定する正当な理由があるとは認められない。

そして、当審判所においても本件課税期間の過少申告加算税の額は、本件賦課決

定処分における過少申告加算税の額と同額であると認められる。

したがって、通則法第６５条第１項及び第２項並びに地方税法附則第９条の４

《譲渡割の賦課徴収の特例等》及び第９条の９《譲渡割に係る延滞税等の計算の

特例》第１項の規定に基づいて行われた本件賦課決定処分は適法である。

（３）　本件法人税各更正処分の適法性について

上記（１）のとおり、本件消費税等更正処分は適法である。これに基づき算出

される未払消費税額等と消費税等の納付税額との差額を所得金額に加算したこと

などによる請求人の本件各事業年度の法人税等の額及び翌期へ繰り越すべき欠損

金額は、いずれも本件法人税各更正処分における法人税の額及び翌期へ繰り越す

べき欠損金額と同額であると認められる。

なお、本件法人税各更正処分のその他の部分については、請求人は争わず、当

審判所に提出された証拠資料等によっても、これを不相当とする理由は認められ

ない。

したがって、本件法人税各更正処分は適法である。

６　結論

以上により、請求人の審査請求はいずれも理由がないから、これらを棄却することと

し、主文のとおり、裁決する。

＜別紙リンクに収録＞

別表１　本件不動産の譲受けに係る経理処理

別表２　審査請求に至る経緯（法人税）

別表３　本件不動産の譲受けに係る支払対価の額

別表４　審査請求に至る経緯（消費税等）

別紙１　関係法令等

１　行政手続法第１４条《不利益処分の理由の提示》第１項本文は、行政庁は、不利益処

分をする場合には、その名宛人に対し、同時に、当該不利益処分の理由を示さなければ
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ならない旨規定している。

２　国税通則法（平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下「通則法」という。

）第６５条《過少申告加算税》第１項は、期限内申告書（還付請求申告書を含む。）が

提出された場合において、更正があったときは、当該納税者に対し、その更正に基づき

同法第３５条《申告納税方式による国税等の納付》第２項（期限後申告等による納付）

の規定により納付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に相当する

過少申告加算税を課する旨規定している。また、同法第６５条第２項は、同条第１項の

規定に該当する場合において、同項に規定する納付すべき税額がその国税に係る期限内

申告税額に相当する金額と５０万円とのいずれか多い金額を超えるときは、同項の過少

申告加算税の額は、同項の規定にかかわらず、同項の規定により計算した金額に、当該

超える部分に相当する税額（同項に規定する納付すべき税額が当該超える部分に相当す

る税額に満たないときは、当該納付すべき税額）に１００分の５の割合を乗じて計算し

た金額を加算した金額とする旨規定している。さらに、同法第６５条第４項は、同条第

１項又は第２項に規定する納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちにその更正

前の税額（還付金の額に相当する税額を含む。）の計算の基礎とされていなかったこと

について正当な理由があると認められるものがある場合には、これらの項に規定する納

付すべき税額からその正当な理由があると認められる事実に基づく税額として政令で定

めるところにより計算した金額を控除して、これらの項の規定を適用する旨規定してい

る。

３　消費税法（平成２４年法律第６８号による改正前のもの。以下同じ。）第２条《定義

》第１項第８号は、「資産の譲渡等」とは、事業として対価を得て行われる資産の譲渡

及び貸付け並びに役務の提供をいう旨規定し、同項第９号は、「課税資産の譲渡等」と

は、資産の譲渡等のうち、同法第６条《非課税》第１項の規定により消費税を課さない

こととされるもの以外のものをいう旨規定し、同法第２条第１項第１２号は、「課税仕

入れ」とは、事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又

は役務の提供を受けること（当該他の者が事業として当該資産を譲り渡し、若しくは貸

し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合に課税資産の譲渡等に該当することとな

るもので所定のものに限る。）をいう旨規定し、同項第１４号は、「基準期間」とは、

法人についてはその事業年度の前々事業年度（当該前々事業年度が１年未満である法人

については、その事業年度開始の日の２年前の日の前日から同日以後１年を経過する日

までの間に開始した各事業年度を合わせた期間）をいう旨規定し、同項第１６号は、「

調整対象固定資産」とは、建物、構築物等その他の資産でその価額が少額でないものと

して政令で定めるものをいう旨規定している。

４　消費税法第９条《小規模事業者に係る納税義務の免除》第１項本文は、事業者のうち

、その課税期間に係る基準期間における課税売上高が１０，０００，０００円以下であ

る者については、その課税期間中に国内において行った課税資産の譲渡等につき、消費

税を納める義務を免除する旨規定し、また、同項ただし書は、同法に別段の定めがある

場合は、この限りでない旨規定している。

５　消費税法第１２条《分割等があった場合の納税義務の免除の特例》第１項は、新設分

割があった場合において、当該新設分割を行った法人の当該新設分割により設立された

法人（以下「新設分割子法人」という。）の新設分割があった日の属する事業年度の基

準期間に対応する期間における課税売上高として政令で定めるところにより計算した金

額が１０，０００，０００円を超えるときは、当該新設分割子法人の当該新設分割があ

った日から当該新設分割があった日の属する事業年度終了の日までの間における課税資

産の譲渡等については、同法第９条第１項本文の規定は適用しない旨規定している。

６　消費税法第３０条《仕入れに係る消費税額の控除》第１項は、事業者（同法第９条第

１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。）が、国内にお

いて行う課税仕入れについては、当該課税仕入れを行った日の属する課税期間の課税標

準額に対する消費税額から、当該課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消

費税額（以下「控除対象仕入税額」という。）を控除する旨規定し、同法第３０条第２

項は、この場合において、課税期間における課税売上高が５００，０００，０００円を

超えるとき、又は当該課税期間における課税売上割合が１００分の９５に満たないとき

は、控除対象仕入税額は、同条第１項の規定にかかわらず、①当該課税期間中に国内に

おいて行った課税仕入れにつき、課税資産の譲渡等にのみ要するもの、課税資産の譲渡

等以外の資産の譲渡等にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等
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に共通して要するものにその区分が明らかにされている場合には、課税資産の譲渡等に

のみ要する課税仕入れの税額の合計額に、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に

共通して要する課税仕入れ等の税額の合計額に課税売上割合を乗じて計算した金額を加

算する方法により計算した金額とし、②それ以外の場合には、当該課税期間における課

税仕入れ等の税額の合計額に課税売上割合を乗じて計算する方法により計算した金額と

する旨規定している。

７　消費税法第３３条《課税売上割合が著しく変動した場合の調整対象固定資産に関する

仕入れに係る消費税額の調整》第１項は、事業者が国内において調整対象固定資産の課

税仕入れを行い、かつ、当該課税仕入れの税額につき比例配分法（上記６の①及び②に

規定する課税売上割合を乗じて計算する方法をいう。）により仕入れに係る消費税額を

計算した場合（同法３０条第１項の規定により当該調整対象固定資産に係る課税仕入れ

等の税額の全額が控除された場合を含む。）において、当該事業者が第三年度の課税期

間（調整対象固定資産の課税仕入れの日の属する課税期間の開始の日から３年を経過す

る日の属する課税期間をいう。以下同じ。）の末日において当該調整対象固定資産を有

しており、かつ、第三年度の課税期間における通算課税売上割合（仕入れ等の課税期間

から第三年度の課税期間までの各課税期間において適用されるべき課税売上割合を政令

で定めるところにより通算した課税売上割合をいう。）が仕入れ等の課税期間における

課税売上割合に対して著しく減少した場合として政令で定める場合に該当するときは、

同法第３３条第１項第１号に掲げる合計額から同項第２号に掲げる合計額を控除した金

額に相当する消費税額をその者の当該第三年度の課税期間の仕入れに係る消費税額から

控除し、この場合において、当該控除をした後の金額を当該課税期間における仕入れに

係る消費税額とみなす旨規定し、また、同条第３項は、同条第１項の規定により同項第

１号に掲げる合計額から同項第２号に掲げる合計額を控除した金額に相当する消費税額

を当該第三年度の課税期間の仕入れに係る消費税額から控除して控除しきれない金額が

あるときは、当該控除しきれない金額を課税資産の譲渡等に係る消費税額とみなして当

該第三年度の課税期間の課税標準額に対する消費税額に加算する旨規定している。

８　消費税法第３７条《中小事業者の仕入れに係る消費税額の控除の特例》第１項は、事

業者（同法第９条の規定により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。）が、

その納税地を所轄する税務署長にその基準期間における課税売上高が５０，０００，０

００円以下である課税期間〔同法第１２条第１項に規定する新設分割に係る新設分割子

法人の政令で定める課税期間等（以下「分割等に係る課税期間」という。）を除く。〕

について同法第３７条第１項の適用を受ける旨を記載した届出書を提出した場合には、

当該届出書を提出した日の属する課税期間の翌課税期間以後の課税期間（その基準期間

における課税売上高が５０，０００，０００円を超える課税期間及び分割等に係る課税

期間を除く。）については、同法第３０条から第３６条までの規定により課税標準額に

対する消費税額から控除することができる課税仕入れ等の税額の合計額は、これらの規

定にかかわらず、同法第３７条第１項第１号及び第２号に掲げる期間の合計額とし、こ

の場合において、当該金額の合計額は、当該課税期間における仕入れに係る消費税額と

みなす旨規定している。

９　消費税法基本通達（平成２７年５月２６日付課消１－１７ほか５課共同による改正前

のもの。以下同じ。）９－１－１３《固定資産の譲渡の時期》（以下「本件通達規定」

という。）本文は、固定資産の譲渡の時期は、別に定めるものを除き、その引渡しがあ

った日とする旨定め、本件通達規定ただし書は、その固定資産が土地、建物その他これ

らに類する資産である場合において、事業者が当該固定資産の譲渡に関する契約の効力

発生の日を資産の譲渡の時期としているときは、これを認める旨定めている。

また、本件通達規定の注書は、上記本文の取扱いによる場合において、固定資産の引

渡しの日がいつであるかについては、消費税法基本通達９－１－２《棚卸資産の引渡し

の日の判定》の例による旨定め、同通達９－１－２は、棚卸資産の引渡しの日がいつで

あるかについては、当該棚卸資産の種類及び性質、その販売に係る契約の内容等に応じ

てその引渡しの日として合理的であると認められる日のうち、事業者が継続して棚卸資

産の譲渡を行ったこととしている日によるものとし、この場合において、当該棚卸資産

が土地又は土地の上に存する権利であり、その引渡しの日が明らかでないときは、①代

金の相当部分（おおむね５０％以上）を収受するに至った日、②所有権移転登記の申請

をした日のうちいずれか早い日にその引渡しがあったものとすることができる旨定めて

いる。
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１０　消費税法基本通達１１－３－１《課税仕入れを行った日の意義》は、消費税法第３

０条第１項第１号に規定する「課税仕入れを行った日」とは、課税仕入れに該当するこ

ととされる資産の譲受けをした日をいうのであるが、この日がいつであるかについては

、別に定めるものを除き、同通達第９章《資産の譲渡等の時期》の取扱いに準ずる旨定

めている。

別紙２　物件目録

１　所　　在　■■■■■■■■■■■■■

地　　番　■■■■■

地　　目　宅地

地　　積　１１４．６４㎡

２　所　　在　■■■■■■■■■■■■

地　　番　■■■■■

地　　目　宅地

地　　積　３５．１７㎡

３　所　　在　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

家屋番号　■■■■■

種　　類　共同住宅

構　　造　鉄筋コンクリート造アルミニューム板葺・陸屋根４階建

床面積　　１階　７１．７２㎡

２階　８０．０４㎡

３階　８１．６５㎡

４階　５８．６０㎡

別紙３　本件通知書に記載された処分の理由

請求人の消費税等の申告書について、調査の結果、課税標準又は税額等の計算に誤りが

あると認められるから、次のとおり、申告書に記載された課税標準又は税額等を更正した

。

１　請求人は、本件建物等の取得に係る課税仕入れについて、平成２５年６月２８日を課

税仕入れの日として次表の金額７１，４７２，２６０円を当課税期間の課税仕入れに係

る支払対価の額に含めて控除対象仕入税額の計算を行っている。しかしながら、本件建

物等の取得に係る平成２５年６月２８日付の売買契約書には、本件建物等は、代金全額

の支払と引換えに請求人に引き渡す旨が定められているところ、請求人は平成２５年７

月３１日に代金全額を支払ったこと、請求人は同日以降の本件建物等から生じる賃料収

入を受領していること、及び同日、売買を原因として本件建物等の所有権移転登記がな

されていることからすると、消費税法第３０条第１項第１号に規定する課税仕入れを行

った日は、本件建物等の引渡しを受けた日である平成２５年７月３１日と認められるの

で、本件建物等の取得に係る支払対価の額７１，４７２，２６０円は、当課税期間の課

税仕入れに係る支払対価の額に該当しない。したがって、当課税期間における正当な控

除対象仕入税額を再計算した結果、控除対象仕入税額が２，７２２，７５３円減少した

。

┌──────┬───────┬──────────────┐

｜　科　　目　｜　支　払　先　｜課税仕入れに係る支払対価の額｜

├──────┼───────┼──────────────┤

｜　　　　　　｜■■■■■■■｜　　　５６，９４５，２０８円｜

｜　建　　物　├───────┼──────────────┤

｜　　　　　　｜■■■■■■■｜　　　　　　１１４，９１４円｜

├──────┼───────┼──────────────┤

｜　　　　　　｜■■■■■■■｜　　　１４，２３６，３０２円｜

｜建物附属設備├───────┼──────────────┤

｜　　　　　　｜■■■■■■■｜　　　　　　　２８，７２８円｜

├──────┼───────┼──────────────┤

｜　土　　地　│■■■■■■■│　　　　　　１４７，１０８円│

├──────┴───────┼──────────────┤

｜　　　合　　　　　　計　　　｜　　　７１，４７２，２６０円｜
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└──────────────┴──────────────┘

２　納付すべき税額

上記１により当課税期間の消費税額及び地方消費税額を再計算した結果、納付すべき

消費税額及び地方消費税額が新たに■■■■■■算出された。

┌───────┬──────────────────────────────┐

｜行政文書の名称｜裁決書：大裁（法・諸）平２９第１３号　　　　　　　　　　　　｜

├───────┼──────────────────────────────┤

｜不開示とした　｜別紙１のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜部分とその理由｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

└───────┴──────────────────────────────┘

＜別紙リンクに収録＞

別紙１　不開示とした部分とその理由

別紙リンク ▼ 別表１〜別表４
▼ 別紙１ 不開⽰とした部分とその理由

原本URL 原本なし

関連判決

TAINSキーワード
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https://tainssearch01.blob.core.windows.net/data/contents_link_files/55597_9fdb537e-e22b-11e8-9ca2-fbf9ecb3ba8e?sv=2017-07-29&sr=b&sig=EU7V9bWj54aX2ns7NP%2Bj1YsDd9lu1DdTBk8BMF8Vums%3D&spr=https&sip=113.38.118.145&st=2020-07-27T05%3A55%3A24Z&se=2020-07-27T06%3A28%3A24Z&sp=r&rsct=application%2Fpdf&rscd=inline%3B%20filename%3D%22%25e5%2588%25a5%25e8%25a1%25a8%25ef%25bc%2591%25ef%25bd%259e%25e5%2588%25a5%25e8%25a1%25a8%25ef%25bc%2594.pdf%22
https://tainssearch01.blob.core.windows.net/data/contents_link_files/55597_9fdb537e-e22b-11e8-9ca2-fbf9ecb3ba8e?sv=2017-07-29&sr=b&sig=EU7V9bWj54aX2ns7NP%2Bj1YsDd9lu1DdTBk8BMF8Vums%3D&spr=https&sip=113.38.118.145&st=2020-07-27T05%3A55%3A24Z&se=2020-07-27T06%3A28%3A24Z&sp=r&rsct=application%2Fpdf&rscd=inline%3B%20filename%3D%22%25e5%2588%25a5%25e8%25a1%25a8%25ef%25bc%2591%25ef%25bd%259e%25e5%2588%25a5%25e8%25a1%25a8%25ef%25bc%2594.pdf%22
https://tainssearch01.blob.core.windows.net/data/contents_link_files/55597_9fdb538c-e22b-11e8-9ca2-fbf9ecb3ba8e?sv=2017-07-29&sr=b&sig=bdQeeLkBvIqZ6pBJM84biyQH%2F3F1zmKlerInYPGeIHo%3D&spr=https&sip=113.38.118.145&st=2020-07-27T05%3A55%3A24Z&se=2020-07-27T06%3A28%3A24Z&sp=r&rsct=application%2Fpdf&rscd=inline%3B%20filename%3D%22%25e5%2588%25a5%25e7%25b4%2599%25ef%25bc%2591%25e3%2580%2580%25e4%25b8%258d%25e9%2596%258b%25e7%25a4%25ba%25e3%2581%25a8%25e3%2581%2597%25e3%2581%259f%25e9%2583%25a8%25e5%2588%2586%25e3%2581%25a8%25e3%2581%259d%25e3%2581%25ae%25e7%2590%2586%25e7%2594%25b1.pdf%22
https://tainssearch01.blob.core.windows.net/data/contents_link_files/55597_9fdb538c-e22b-11e8-9ca2-fbf9ecb3ba8e?sv=2017-07-29&sr=b&sig=bdQeeLkBvIqZ6pBJM84biyQH%2F3F1zmKlerInYPGeIHo%3D&spr=https&sip=113.38.118.145&st=2020-07-27T05%3A55%3A24Z&se=2020-07-27T06%3A28%3A24Z&sp=r&rsct=application%2Fpdf&rscd=inline%3B%20filename%3D%22%25e5%2588%25a5%25e7%25b4%2599%25ef%25bc%2591%25e3%2580%2580%25e4%25b8%258d%25e9%2596%258b%25e7%25a4%25ba%25e3%2581%25a8%25e3%2581%2597%25e3%2581%259f%25e9%2583%25a8%25e5%2588%2586%25e3%2581%25a8%25e3%2581%259d%25e3%2581%25ae%25e7%2590%2586%25e7%2594%25b1.pdf%22


所得税 最⾼裁 Ｚ８８８－２２９６

最⾼裁判所第三⼩法廷判平成３０年（⾏ヒ）第４２２号所得税更正処分取消等請求上告受理事件
（上告⼈国）（上告⼈敗訴部分・破棄）（差戻し） 
国側当事者・国 
令和２年３⽉２４⽇判決 
【裁判所ホームページ最⾼裁判所判例集】 
【みなし譲渡／取引相場のない株式の時価／配当還元⽅式か類似業種⽐準⽅式か】 

判示事項

１　本件は、法人に対する株式の譲渡につき、被上告人らが、当該譲渡に係る譲渡所得の収

入金額を譲渡代金額と同額として所得税の申告をしたところ、当該代金額が所得税法５９

条１項２号に定める著しく低い価額の対価に当たるとして、更正処分等を受けた事案であ

り、当該株式の当該譲渡の時における価額が争われている。

２　原審は、要旨次のとおり判断して、被上告人らの請求を一部認容した。

 通達の意味内容については、課税に関する納税者の信頼及び予見可能性を確保する見地

から、その文理に忠実に解釈するのが相当であり、評価通達１８８の（２）～（４）の

「株主が取得した株式」などの文言を「株主が譲渡した株式」などと殊更に読み替えるこ

とは許されない。そうすると、譲渡所得に対する課税においても、評価通達１８８の

（２）～（４）の少数株主に該当するかどうかは、その文言どおり株式の取得者の取得後

の議決権の割合により判定されるというべきであり、所得税基本通達５９－６はこのこと

を定めたものとして合理性を有するところ、本件株式の譲受人であるＣ社は評価通達１８

８の（３）の少数株主に該当するから、本件株式の価額は配当還元方式によって算定した

１株当たり７５円であると認められる。

３　しかしながら、原審の判断は是認することができない。その理由は、次のとおりであ

る。

４　所得税法５９条１項所定の「その時における価額」につき、所得税基本通達５９－６

は、譲渡所得の基因となった資産が取引相場のない株式である場合には、同通達５９－６

の（１）～（４）によることを条件に評価通達の例により算定した価額とする旨を定め

る。評価通達は、相続税及び贈与税の課税における財産の評価に関するものであるとこ

ろ、取引相場のない株式の評価方法について、原則的な評価方法を定める一方、事業経営

への影響の少ない同族株主の一部や従業員株主等においては、会社への支配力が乏しく、

単に配当を期待するにとどまるという実情があることから、評価手続の簡便性をも考慮し

て、このような少数株主が取得した株式については、例外的に配当還元方式によるものと

する。そして、評価通達は、株式を取得した株主の議決権の割合により配当還元方式を用

いるか否かを判定するものとするが、これは、相続税や贈与税は、相続等により財産を取

得した者に対し、取得した財産の価額を課税価格として課されるものであることから、株

式を取得した株主の会社への支配力に着目したものということができる。

５　これに対し、本件のような株式の譲渡に係る譲渡所得に対する課税においては、当該譲

渡における譲受人の会社への支配力の程度は、譲渡人の下に生じている増加益の額に影響

を及ぼすものではないのであって、譲渡所得に対する課税の趣旨に照らせば、譲渡人の会

社への支配力の程度に応じた評価方法を用いるべきものと解される。

６　そうすると、譲渡所得に対する課税の場面においては、相続税や贈与税の課税の場面を

前提とする評価通達の前記の定めをそのまま用いることはできず、所得税法の趣旨に則

し、その差異に応じた取扱いがされるべきである。所得税基本通達５９－６は、取引相場

のない株式の評価につき、少数株主に該当するか否かの判断の前提となる「同族株主」に

該当するかどうかは株式を譲渡又は贈与した個人の当該譲渡又は贈与直前の議決権の数に

より判定すること等を条件に、評価通達の例により算定した価額とする旨を定めていると

ころ、この定めは、上記のとおり、譲渡所得に対する課税と相続税等との性質の差異に応

概要
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じた取扱いをすることとし、少数株主に該当するか否かについても当該株式を譲渡した株

主について判断すべきことをいう趣旨のものということができる。

７　ところが、原審は、本件株式の譲受人であるＣが評価通達１８８の（３）の少数株主に

該当することを理由として、本件株式につき配当還元方式により算定した額が本件株式譲

渡の時における価額であるとしたものであり、この原審の判断には、所得税法５９条１項

の解釈適用を誤った違法がある。

８　裁判官宇賀克也、同宮崎裕子の各補足意見がある。

判決年月日　Ｒ０２－０３－２４（Ｈ２９－０８－３０）　（Ｈ３０－０７－１９）

国税庁訴資　Ｚ８８８－２２９６（Ｚ２６７－１３０４５）（Ｚ２６８－１３１７２）

第一審　却下・棄却　　　控訴審　原判決変更

判決

主文

原判決中上告人敗訴部分を破棄する。

前項の部分につき、本件を東京高等裁判所に差し戻す。

理由

上告代理人清野正彦ほかの上告受理申立て理由について

１　本件は、法人に対する株式の譲渡につき、被上告人らが、当該譲渡に係る譲渡所得の収

入金額を譲渡代金額と同額として所得税の申告をしたところ、当該代金額が所得税法５９

条１項２号に定める著しく低い価額の対価に当たるとして、更正処分及び過少申告加算税

の賦課決定処分を受けたことから、これらの各処分（更正処分については修正申告又は先

行する更正処分の金額を超える部分）の取消しを求める事案であり、当該株式の当該譲渡

の時における価額が争われている。

２（１）　所得税法５９条１項は、同項各号に掲げる事由により譲渡所得の基因となる資産

の移転があった場合には、譲渡所得の金額の計算については、その事由が生じた時

に、その時における価額に相当する金額により、これらの資産の譲渡があったもの

とみなす旨を定め、２号において、著しく低い価額の対価として政令で定める額に

よる譲渡（法人に対するものに限る。以下「低額譲渡」という。）を掲げる。

 所得税法施行令１６９条は、上記政令で定める額は、所得税法５９条１項に規定

する譲渡所得の基因となる資産の譲渡の時における価額の２分の１に満たない金額

とする旨を定める。

（２）　所得税基本通達〔昭和４５年７月１日付け直審（所）３０国税庁長官通達〕５９

－６（平成２１年課資３－５ほかによる改正前のもの。以下同じ。）は、所得税法

５９条１項の規定の適用に当たって、譲渡所得の基因となる資産が株式である場合

の同項に規定する「その時における価額」とは、同通達２３～３５共－９に準じて

算定した価額によるものとする。同通達２３～３５共－９（平成１９年課個２－１

１ほかによる改正前のもの。以下同じ。）は、株式を取得する権利の価額の算定の

基礎となる株式の価額に関し、（４）ニにおいて、取引相場のない株式のうち、売

買実例のある株式等に該当しないものについては、その株式の発行法人の１株当た

りの純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額とするものとする。

そして、同通達５９－６は、同法５９条１項の規定の適用に当たり、上記の通常取

引されると認められる価額とは、原則として、同通達５９－６の（１）～（４）に

よることを条件に、財産評価基本通達〔昭和３９年４月２５日付け直資５６、直審

（資）１７国税庁長官通達。以下「評価通達」という。〕の１７８から１８９－７

まで（取引相場のない株式の評価）の例により算定した価額とするとした上で、所

得税基本通達５９－６の（１）において、評価通達１８８の（１）に定める同族株

本⽂
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主に該当するかどうかは、株式を譲渡又は贈与した個人の当該譲渡又は贈与直前の

議決権の数により判定するものとする。

（３）　評価通達は、相続税及び贈与税の課税価格計算の基礎となる財産の評価に関する

基本的な取扱いを定めたものである。取引相場のない株式の評価について、評価通

達１７８本文、１７９（いずれも平成２９年課評２－１２ほかによる改正前のも

の）は、評価しようとする株式の発行会社（以下「評価会社」という。）が大会社

（従業員数が１００人以上の会社等）、中会社又は小会社のいずれに該当するかに

応じて、原則的な評価方法を区別し、大会社の株式の価額は、類似業種比準価額に

よって評価するものとする（以下、この評価方法を「類似業種比準方式」とい

う。）。

 これに対し、評価通達１７８ただし書（平成２９年課評２－１２ほかによる改正

前のもの）、１８８、１８８－２は、上記の原則的な評価方法の例外として、「同

族株主以外の株主等が取得した株式」の価額は、その株式に係る年配当金額を基と

して算定する配当還元価額によって評価するものとする（以下、この評価方法を

「配当還元方式」という。）。そして、評価通達１８８は、「同族株主以外の株主

等が取得した株式」につき、評価通達１８８の（１）～（４）のいずれかに該当す

る株式をいうものとし、その内容について大要以下のとおり定める〔以下、評価通

達１８８の（１）～（４）が掲げる株式を保有する株主を「少数株主」とい

う。〕。

ア　同族株主のいる会社の株主のうち、同族株主以外の株主の取得した株式〔１８

８の（１）〕

 この場合における同族株主とは、課税時期における評価会社の株主のうち、株

主の１人及びその同族関係者（法人税法施行令４条に規定する特殊の関係のある

個人又は法人をいう。以下同じ。）の有する議決権の合計数がその会社の議決権

総数の３０％以上（その評価会社の株主のうち、株主の１人及びその同族関係者

の有する議決権の合計数が最も多いグループの有する議決権の合計数が、その会

社の議決権総数の５０％超である会社にあっては、５０％超）である場合におけ

るその株主及びその同族関係者をいう。

イ　中心的な同族株主のいる会社の株主のうち、中心的な同族株主以外の同族株主

で、その者の株式取得後の議決権の数がその会社の議決権総数の５％未満である

もの（評価会社の役員等を除く。）の取得した株式〔１８８の（２）〕

ウ　同族株主のいない会社の株主のうち、課税時期において株主の１人及びその同

族関係者の有する議決権の合計数が、その会社の議決権総数の１５％未満である

場合におけるその株主の取得した株式〔１８８の（３）〕

エ　中心的な株主がおり、かつ、同族株主のいない会社の株主のうち、課税時期に

おいて株主の１人及びその同族関係者の有する議決権の合計数がその会社の議決

権総数の１５％以上である場合におけるその株主で、その者の株式取得後の議決

権の数がその会社の議決権総数の５％未満であるもの（評価会社の役員等を除

く。）の取得した株式〔１８８の（４）〕

３　原審の確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。

（１）　Ａ株式会社の代表取締役であったＢは、平成１９年８月１日、有限会社Ｃ（以下

「Ｃ」という。）に対し、所有していたＡの株式のうち７２万５０００株（以下

「本件株式」という。）を、代金額を１株当たり７５円、合計５４３７万５０００

円として譲渡した（以下、この譲渡を「本件株式譲渡」という。）。この１株当た

り７５円という代金額は、本件株式を配当還元方式により算定した額と同額であっ

た。

（２）　Ａは、金属製品及び消防器材の製造及び販売等を業とする資本金４億６０００万

円の株式会社で、本件株式譲渡直前の事業年度である平成１９年１月期の売上金額

は約２３６億５０００万円、平成１９年１月時点の従業員数は４４９人であり、評

価通達１７８にいう大会社に該当する。

 本件株式譲渡の時点において、Ａの発行済株式総数は９２０万株であり、Ａの株

主は、１株につき１個の議決権を有する。Ａにおいては、定款において株式の譲渡

につき取締役会の承認を要する旨が定められており、その株式は、所得税基本通達

２３～３５共－９の（４）ニの株式及び評価通達における取引相場のない株式に該

当する。
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（３）　Ｃは、平成１６年２月に金銭の貸付業、株式投資業等を目的として設立された会

社である。

（４）　本件株式譲渡の直前におけるＡの株主が有する議決権の割合は、Ｂが単独で１

５．８８％、Ｂとその同族関係者を合計すると２２．７９％であった。本件株式譲

渡により、議決権の割合は、Ｂが単独で８．００％、Ｂとその同族関係者を合計す

ると１４．９１％、Ｃが７．８８％となった。本件株式譲渡の前後を通じて、株主

の１人及びその同族関係者の有する議決権の合計数が議決権総数の３０％以上とな

る株主、すなわち評価通達１８８の（１）にいう同族株主に当たる株主はいなかっ

た。

（５）　Ｂは、平成１９年１２月２６日に死亡した。Ｂの相続人である被上告人らは、平

成２０年３月１３日、Ｂの平成１９年分の所得税につき、本件株式譲渡に係る譲渡

所得の収入金額を、その代金額と同額の１株当たり７５円、合計５４３７万５００

０円として、所得税法１２５条１項による申告書を提出した。

（６）　所轄税務署長は、平成２２年４月２１日付けで、被上告人らに対し、本件株式譲

渡の時における本件株式の価額は類似業種比準方式により算定した１株当たり２９

９０円、合計２１億６７７５万円であり、本件株式譲渡は低額譲渡に当たるとし

て、Ｂの平成１９年分の所得税に係る各更正処分及び過少申告加算税の各賦課決定

処分をした。

 被上告人らは、平成２２年６月、上記各更正処分等を不服として、東京国税局長

に異議申立てをした。東京国税局長は、上記各更正処分における本件株式の価額算

定に当たり類似業種の選定に誤りがあり、その価額は１株当たり２５０５円、合計

１８億１６１２万５０００円であるとして、上記の各更正処分及び各賦課決定処分

の一部を取り消す旨の決定をした（以下、同決定により一部が取り消された後の被

上告人らに対する各更正処分及び各賦課決定処分を併せて「本件各更正処分等」と

いう。）。

（７）　被上告人らは、評価通達１８８の（１）～（４）の少数株主のうち、所得税基本

通達５９－６の（１）において触れられていない評価通達１８８の（２）～（４）

の少数株主に該当するか否かの判定は、株式の取得者の取得後の議決権の割合によ

り行うべきであり、Ｃは評価通達１８８の（３）の少数株主に当たるとして、本件

株式譲渡時における本件株式の価額につき、配当還元方式により算定した額を主張

する。これに対し、上告人は、譲渡所得に対する課税の場面において、評価通達１

８８の（１）～（４）の少数株主に当たるか否かの判定は、株式の譲渡人の譲渡直

前の議決権の割合により行うべきであるところ、Ｂは少数株主に当たらないとし

て、本件株式譲渡時における本件株式の価額につき、原則的な評価方法である類似

業種比準方式により算定した額を主張する。

４　原審は、上記事実関係等の下において、所得税基本通達５９－６が定める条件の下に適

用される評価通達に定められた評価方法が、取引相場のない株式の譲渡時における客観的

交換価値を算定する方法として一般的な合理性を有するものであれば、これによって算定

された価額は、原則として所得税法５９条１項にいう「その時における価額」として適正

なものと認められ、評価通達において定められた評価方法自体は一般的な合理性を有する

とした上で、要旨次のとおり判断して、被上告人らの請求を一部認容した。

 通達の意味内容については、課税に関する納税者の信頼及び予見可能性を確保する見地

から、その文理に忠実に解釈するのが相当であり、評価通達１８８の（２）～（４）の

「株主が取得した株式」などの文言を「株主が譲渡した株式」などと殊更に読み替えるこ

とは許されない。そうすると、譲渡所得に対する課税においても、評価通達１８８の

（２）～（４）の少数株主に該当するかどうかは、その文言どおり株式の取得者の取得後

の議決権の割合により判定されるというべきであり、所得税基本通達５９－６はこのこと

を定めたものとして合理性を有するところ、本件株式の譲受人であるＣは評価通達１８８

の（３）の少数株主に該当するから、本件株式の価額は配当還元方式によって算定した１

株当たり７５円であると認められる。したがって、本件株式譲渡が低額譲渡に当たらない

にもかかわらず、これに当たるとしてされた本件各更正処分等は違法である。

５　しかしながら、原審の上記判断は是認することができない。その理由は、次のとおりで

ある。

（１）　譲渡所得に対する課税は、資産の値上がりによりその資産の所有者に帰属する増

加益を所得として、その資産が所有者の支配を離れて他に移転するのを機会に、こ
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れを清算して課税する趣旨のものである〔最高裁昭和４１年（行ツ）第８号同４３

年１０月３１日第一小法廷判決・裁判集民事９２号７９７頁、最高裁同４１年（行

ツ）第１０２号同４７年１２月２６日第三小法廷判決・民集２６巻１０号２０８３

頁等参照〕。すなわち、譲渡所得に対する課税においては、資産の譲渡は課税の機

会にすぎず、その時点において所有者である譲渡人の下に生じている増加益に対し

て課税されることとなるところ、所得税法５９条１項は、同項各号に掲げる事由に

より譲渡所得の基因となる資産の移転があった場合に当該資産についてその時点に

おいて生じている増加益の全部又は一部に対して課税できなくなる事態を防止する

ため、「その時における価額」に相当する金額により資産の譲渡があったものとみ

なすこととしたものと解される。

（２）　所得税法５９条１項所定の「その時における価額」につき、所得税基本通達５９

－６は、譲渡所得の基因となった資産が取引相場のない株式である場合には、同通

達５９－６の（１）～（４）によることを条件に評価通達の例により算定した価額

とする旨を定める。評価通達は、相続税及び贈与税の課税における財産の評価に関

するものであるところ、取引相場のない株式の評価方法について、原則的な評価方

法を定める一方、事業経営への影響の少ない同族株主の一部や従業員株主等におい

ては、会社への支配力が乏しく、単に配当を期待するにとどまるという実情がある

ことから、評価手続の簡便性をも考慮して、このような少数株主が取得した株式に

ついては、例外的に配当還元方式によるものとする。そして、評価通達は、株式を

取得した株主の議決権の割合により配当還元方式を用いるか否かを判定するものと

するが、これは、相続税や贈与税は、相続等により財産を取得した者に対し、取得

した財産の価額を課税価格として課されるものであることから、株式を取得した株

主の会社への支配力に着目したものということができる。

 これに対し、本件のような株式の譲渡に係る譲渡所得に対する課税においては、

当該譲渡における譲受人の会社への支配力の程度は、譲渡人の下に生じている増加

益の額に影響を及ぼすものではないのであって、前記の譲渡所得に対する課税の趣

旨に照らせば、譲渡人の会社への支配力の程度に応じた評価方法を用いるべきもの

と解される。

 そうすると、譲渡所得に対する課税の場面においては、相続税や贈与税の課税の

場面を前提とする評価通達の前記の定めをそのまま用いることはできず、所得税法

の趣旨に則し、その差異に応じた取扱いがされるべきである。所得税基本通達５９

－６は、取引相場のない株式の評価につき、少数株主に該当するか否かの判断の前

提となる「同族株主」に該当するかどうかは株式を譲渡又は贈与した個人の当該譲

渡又は贈与直前の議決権の数により判定すること等を条件に、評価通達の例により

算定した価額とする旨を定めているところ、この定めは、上記のとおり、譲渡所得

に対する課税と相続税等との性質の差異に応じた取扱いをすることとし、少数株主

に該当するか否かについても当該株式を譲渡した株主について判断すべきことをい

う趣旨のものということができる。

 ところが、原審は、本件株式の譲受人であるＣが評価通達１８８の（３）の少数

株主に該当することを理由として、本件株式につき配当還元方式により算定した額

が本件株式譲渡の時における価額であるとしたものであり、この原審の判断には、

所得税法５９条１項の解釈適用を誤った違法がある。

６　以上によれば、原審の判断には判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。

論旨は理由があり、原判決中上告人敗訴部分は破棄を免れない。そして、本件株式譲渡の

時における本件株式の価額等について更に審理を尽くさせるため、上記部分につき本件を

原審に差し戻すこととする。

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。なお、裁判官宇賀克也、同

宮崎裕子の各補足意見がある。

 裁判官宇賀克也の補足意見は、次のとおりである。

 私は法廷意見に賛成するものであるが、原審の通達に関する判示について、一言述べて

おきたい。

 原審は、租税法規の解釈は原則として文理解釈によるべきであり、みだりに拡張解釈や

類推解釈を行うことは許されないとし、通達の意味内容についてもその文理に忠実に解釈

するのが相当であり、通達の文言を殊更に読み替えて異なる内容のものとして適用するこ

とは許されないという。原審のいう租税法規の文理解釈原則は、法規命令については、あ
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り得べき解釈方法の一つといえよう。しかし、通達は、法規命令ではなく、講学上の行政

規則であり、下級行政庁は原則としてこれに拘束されるものの、国民を拘束するものでも

裁判所を拘束するものでもない。確かに原審の指摘するとおり、通達は一般にも公開され

て納税者が具体的な取引等について検討する際の指針となっていることからすれば、課税

に関する納税者の信頼及び予測可能性を確保することは重要であり、通達の公表は、最高

裁昭和６０年（行ツ）第１２５号同６２年１０月３０日第三小法廷判決・裁判集民事１５

２号９３頁にいう「公的見解」の表示に当たり、それに反する課税処分は、場合によって

は、信義則違反の問題を生ぜしめるといえよう。しかし、そのことは、裁判所が通達に拘

束されることを意味するわけではない。さらに、所得税基本通達５９－６は、評価通達の

「例により」算定するものと定めているので、相続税と譲渡所得に関する課税の性質の相

違に応じた読替えをすることを想定しており、このような読替えをすることは、そもそ

も、所得税基本通達の文理にも反しているとはいえないと考える。

 もっとも、租税法律主義は課税要件明確主義も内容とするものであり、所得税法に基づ

く課税処分について、相続税法に関する通達の読替えを行うという方法が、国民にとって

分かりにくいことは否定できない。課税に関する予見可能性の点についての原審の判示及

び被上告人らの主張には首肯できる面があり、より理解しやすい仕組みへの改善がされる

ことが望ましいと思われる。

 裁判官宮崎裕子の補足意見は、次のとおりである。

 私は、法廷意見に賛成であるとともに、宇賀裁判官の補足意見に同調するものである

が、さらに以下の点を敷衍しておきたい。

 法廷意見で指摘しているとおり、所得税法に基づく譲渡所得に対する課税と相続税法に

基づく相続税、贈与税の課税とでは、課税根拠となる法律を異にし、それぞれの法律に定

められた課税を受けるべき主体、課税対象、課税標準の捉え方等の課税要件も異にすると

いう差異がある。その点を踏まえると、所得税法適用のための通達の作成に当たり、相続

税法適用のための通達を借用し、しかもその借用を具体的にどのように行うかを必ずしも

個別に明記しないという所得税基本通達５９－６で採られている通達作成手法には、通達

の内容を分かりにくいものにしているという点において問題があるといわざるを得ない。

本件は、そのような通達作成手法の問題点が顕在化した事案であったということができ

る。租税法の通達は課税庁の公的見解の表示として広く国民に受け入れられ、納税者の指

針とされていることを踏まえるならば、そのような通達作成手法については、分かりやす

さという観点から改善が望まれることはいうまでもない。

 さて、所得税基本通達５９－６には上記の問題があることが認められるものの、より重

要なことは、通達は、どのような手法で作られているかにかかわらず、課税庁の公的見解

の表示ではあっても法規命令ではないという点である。そうであるからこそ、ある通達に

従ったとされる取扱いが関連法令に適合するものであるか否か、すなわち適法であるか否

かの判断においては、そのような取扱いをすべきことが関連法令の解釈によって導かれる

か否かが判断されなければならない。税務訴訟においても、通達の文言がどのような意味

内容を有するかが問題とされることはあるが、これは、通達が租税法の法規命令と同様の

拘束力を有するからではなく、その通達が関連法令の趣旨目的及びその解釈によって導か

れる当該法令の内容に合致しているか否かを判断するために問題とされているからにすぎ

ない。そのような問題が生じた場合に、最も重要なことは、当該通達が法令の内容に合致

しているか否かを明らかにすることである。通達の文言をいかに文理解釈したとしても、

その通達が法令の内容に合致しないとなれば、通達の文理解釈に従った取扱いであること

を理由としてその取扱いを適法と認めることはできない。このことからも分かるように、

租税法の法令解釈において文理解釈が重要な解釈原則であるのと同じ意味で、文理解釈が

通達の重要な解釈原則であるとはいえないのである。

 これを本件についてみると、本件においては、所得税法５９条１項所定の「その時にお

ける価額」が争われているところ、同項は、譲渡所得について課税されることとなる譲渡

人の下で生じた増加益の額を算定することを目的とする規定である。そして、所得税基本

通達２３～２５共－９の（４）ニは、取引相場のない株式のうち売買実例のある株式等に

該当しないものの価額を「１株又は１口当たりの純資産価額等を参酌して通常取引される

と認められる価額」とし、さらに同通達５９－６は、その価額について、原則として、同

通達（１）～（４）によることを条件に評価通達の例により算定した価額とするとしてい

ることは、法廷意見のとおりである。そして、先に述べたように、通達に従った取扱い

は、当該通達が法令の内容に合致していない場合には、適法とはいえず、本件の場合、譲
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渡所得に対する所得税課税について相続税法に関する通達を借用した取扱いが適法となる

のは、そのような借用が所得税法に合致する限度に限られる。

 所得税基本通達５９－６は、取引相場のない株式に係る所得税法５９条１項所定の「そ

の時における価額」について、無限定に評価通達どおりに算定した額とするものとしてい

るわけではなく、評価通達の「例により」算定した価額としていることは、法廷意見が指

摘するとおりである。これは、同項の「その時における価額」の算定について評価通達を

借用するに当たっては、少なくとも、譲渡所得に対して課される所得税と評価通達が直接

対象としてきた相続税及び贈与税との差異から、所得税法の規定及びその趣旨目的に沿わ

ない部分については、これを同法５９条１項に合致するように適切な修正を加えて当ては

めるという意味を含んでいると理解することができ、このことは、所得税基本通達５９－

６に、個別具体的にどのような修正をすべきかが明記されているか否かに左右されるもの

ではない。このような理解を前提とする限り、所得税基本通達５９－６による評価通達の

借用は、所得税法５９条１項に適合しているということができる。因みに、同項の「その

時における価額」の算定においても評価通達の文言通りの取扱いをすべきとする根拠は、

同項にもその他の関連する法令にも存在しない。

 そして、所得税基本通達５９－６の（１）は、少数株主に該当するか否かの判断の前提

となる「同族株主」に該当するかどうかにつき株式を譲渡又は贈与した個人（すなわち、

株式を取得した者ではなく、株式の譲渡人）の当該譲渡又は贈与直前の議決権の数による

と明記していることは原審判決も摘示しているとおりであるが、これは所得税法５９条１

項が譲渡所得に対する課税に関する規定であるため、同項に合致するよう評価通達に適切

な修正を加える必要があるという理由から定められたものであることは明らかである。こ

の理由は、評価通達１８８の（３）の少数株主の議決権の割合に言及している部分につい

ても同様に当てはまる。なぜならば、譲渡人に課税される譲渡所得に対する所得税課税の

場合には、譲渡の時までに譲渡人に生じた増加益の額の算定が問題となるのであるから、

その額が、譲渡人が少数株主であったことによって影響を受けることはあり得るとして

も、当該譲渡によって当該株式を取得し、当該譲渡後に当該株式を保有することとなる者

が少数株主であるか否かによって影響を受けると解すべき理由はないからである。したが

って、所得税法５９条１項所定の「その時における価額」の算定に当たってなされる評価

通達１８８の（３）を借用して行う少数株主か否かの判断は、当該株式を取得した株主に

ついてではなく、当該株式を譲渡した株主について行うよう修正して同通達を当てはめる

のでなければ、法令（すなわち所得税法５９条１項）に適合する取扱いとはいえない。

（裁判長裁判官　林景一　裁判官　戸倉三郎　裁判官　宮崎裕子　裁判官　宇賀克也　裁判

官　林道晴）
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論 説 

消費税受還付罪に関する一考察 

 

国税庁総務課国税企画官 

脇 本 利 紀 

 

◆SUMMARY◆ 

 消費税の不正受還付については、消費税法上の受還付罪と刑法上の詐欺罪の構成要件が類

似していることから、いずれの罰則を適用するのか事実に基づき慎重に検討する必要がある

としている。本稿は、還付金受領の前提として提出された確定申告書の効力を切り口として、

受還付罪と詐欺罪のいずれが適用されるのかについて論じたものである。 

（税大ジャーナル編集部） 
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はじめに（本稿の目的） 

 消費税法上、不正な還付を受けた場合には、

国税通則法で規定されている重加算税等行政

罰が課されるほか、「偽りその他不正の行為」

による還付を受けた者に対しては、刑事罰に

よる制裁規定（以下、「消費税受還付罪」とい

う。）が科されることとなる（消費税法第64

条第１項第２号、以下、消費税法については

「同法」という。）。 

 一方、消費税の不正受還付は、国家からの

還付金の詐取という側面も有し、刑法第246

条で規定されている詐欺に該当する場合も考

えられる。 

 財物の詐取という観点から見ると消費税受

還付罪と詐欺罪とは構成要件に類似が見られ、

その適用関係については、従来より前提とな

る確定申告書が正当なものであれば消費税受

還付罪が成立し、正当でないもの、つまり納

税義務を有しない者の行った不正還付請求で

あれば詐欺罪が成立すると整理されている。 

 本稿での考察は、「実質経営者が合名会社５

社を設立し、実際には消費税課税事業者とし

ての事業を行っていないにもかかわらず架空

の仕入れを計上し、消費税及び地方消費税の

確定申告手続きを行い、消費税等の控除不足

額の還付名の下で還付金を詐取した事件」を

契機としたものである。本件は、詐欺罪で起

訴され、平成16年４月30日、青森地裁におい

て懲役３年（執行猶予３年）とする判決が下

されている1。 

 この事例では、実体のない法人を設立した

こと、したがって当該申告書は無効であるこ

と等が消費税受還付罪と詐欺罪を分けるポイ

ントとなったものと考えられるが、申告書が

無効か有効かは、公務員として捜査当局に告

発するにとどまるのか（詐欺罪の場合）、それ

とも質問検査権を行使し行政罰を課し、ある

いは国税犯則取締法に基づく調査を経て告発

するのか（消費税受還付罪の場合）の分岐点

となるものであり、その事実関係については

慎重に検討していく必要がある。 

 そこで、本稿では、還付金受領の前提とし
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て提出された確定申告書の効力を切り口とし

て消費税受還付罪と詐欺罪との適用関係につ

いて考察するものである。 

１．制度の概要 

 まず、本稿での考察に際して前提となる制

度や概念について整理することとする。 

⑴ 消費税の還付制度 

 わが国の消費税は、事業者が販売する商品

やサービス価格に含まれ、取引の都度、転嫁

され、最終的には当該商品を消費し、あるい

はサービスの提供を受ける消費者が負担する

ものである。生産、流通の各段階で二重、三

重に消費税が課税されることのないよう、課

税売上げに係る消費税額から課税仕入れに係

る消費税額を控除し、流通段階等において税

が累積しない仕組みが取られている。 

 一般に、確定申告書等の提出があった場合

で、その申告書に税額控除等の規定により控

除されるべき消費税額で、課税標準額に対す

る消費税額から控除しきれなかった消費税額

等があるときは、その額に相当する消費税額

を還付することとなっている（同法第52条第

１項）。つまり納付すべき消費税の計算の基礎

となる期間（「課税期間」）で課税仕入れに係

る消費税額が課税売上げに係るそれを上回る

場合には還付申告が行われるが、例えば、輸

出業者等の場合には、「本邦からの輸出として

行われる資産の譲渡又は貸付け（いわゆる輸

出取引）」等は免税とされる（同法第７条第１

項）ことから恒常的に還付申告が行われるこ

ととなる。 

 このようにわが国の消費税法は、「附加価値

税の性質をもつ多段階一般消費税」であり、

その特徴は、①原則としてすべての物品とサ

ービスの消費に課税されるものであること、

②税額の算定方式として仕入税額控除方式が

採用されていること（税の累積課税を避ける

ための消費税固有の制度であること）、にある。

しかも仕入税額控除にあたっては税額を別記

した書類（インボイス等）を交付する必要は

なく、帳簿上の記録に基づいて控除するとい

う簡素な方法を採用している。 

 納税者である事業者にとって消費税は最終

負担者である消費者からの預かり金的な性格

をもち、また、還付申告も大量かつ反復的に

発生し得ることから、還付に係る適正な執行

を担保していくことは消費税制度の根幹に関

わる事項であるとも言える。 

 

⑵ 消費税法で規定される消費税受還付罪 

 納税者の自主的な申告、納税が図られない

場合に備え、消費税法においても所得税法、

法人税法などと同様、税務職員に対して質問

検査を行う権限を付与し（同法第62条）、必要

に応じて、更正、決定処分を行うことができ、

更に国税通則法の行政罰のほかに消費税の脱

税行為に対して懲役刑、罰金刑という罰則規

定を設けている。 

 同法第64条第１項第１号において「偽りそ

の他不正の行為により、消費税を免れ、又は

保税地域から引き取られる課税貨物に対する

消費税を免れようとした者」に対して、同項

第２号において「偽りその他不正の行為によ

り第52条（仕入れに係る消費税額の控除不足

額の還付）第１項又は第53条（中間納付額の

控除不足額の還付）第１項若しくは第２項の

規定による還付を受けた者」に対して、「５年

以下の懲役若しくは５百万円以下の罰金に処

し、又はこれを併科する」とし、第１号で消

費税ほ脱罪について、第２号で消費税受還付

罪について、それぞれ規定している。 

 

⑶ 消費税受還付罪の特質 

 消費税における還付としては、「仕入れに係

る消費税額の控除不足額の還付」（同法第52

条）、「中間納付額の控除不足額の還付」（同法

第53条）、「確定申告等に係る更正による仕入

れに係る消費税額の控除不足額の還付」（同法

第54条）、「確定申告等に係る更正又は決定に
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よる中間納付額の控除不足額の還付」（同法第

55条）がある。 

 このうち「仕入れに係る消費税額の控除不

足額の還付」は、中間納付額や源泉徴収され

た所得税額の還付といった既に国庫に納付さ

れたものの還付と同様の、つまり既に納付さ

れた消費税を確定申告により清算するという

制度ではない。課税売上げの有無のいかんに

かかわらず課税仕入れ等があれば正当に還付

を受けることができるものである。 

 この控除不足額の還付制度は、生産、流通

の各段階で二重、三重に消費税が課税される

ことのないよう適用される消費税固有の性格

のものであることを鑑みると、消費税受還付

罪は消費税の累積を避けるための還付制度の

適正な運用を担保するための罰則であると言

えよう。しかも帳簿上の記録に基づき仕入税

額控除計算を行うという簡素な手続きを採用

していることから、不正受還付の誘惑性も否

定できず、罰則等により還付制度の適正な運

用を確保する法益も極めて大きいものがある

と言える。 

 

⑷ 刑法で規定される詐欺罪 

 刑法第246条では、第１項で「人を欺いて財

物を交付させた者は、10年以下の懲役に処す

る。」と規定し、第２項で「前項の方法により、

財産上不法の利益を得、又は他人にこれを得

させた者も、同項と同様とする。」としている。 

 刑法に規定されている詐欺罪が、国に対す

る場合に成立するか否かについては、詐欺罪

の成立を認める説と詐欺罪は「個人法益に向

けられている」ものであり国に対する詐欺罪

は成立しないとする説との対立が見られる。 

 これについて最高裁は、国有地払下げに当

たり自己の営農に役立てる意思がないにもか

かわらず国有地を騙取した事件について、「本

件行為が、農業政策という国家的法益の侵害

に向けられた側面を有するとしても（農地法

にはかかる行為を処罰する規定はない。）、そ

の故をもって当然に、刑法詐欺罪の成立が排

除されるものではなく、欺罔行為によって国

家的法益を侵害する場合でも、それが同時に

詐欺罪の保護法益である財産権を侵害するも

のである以上、当該行政刑罰法規が特別法と

して詐欺罪の適用を排除する趣旨のものと認

められない限り、詐欺罪の成立を認める」と

判示しており2、積極説を採用している。 

 しからば、欺罔的な手段を用いて脱税を行

った場合、詐欺罪の成立の余地はあるのか。 

 相続税に関して架空の事実に基づき減額更

正請求を行った事例について東京地裁は、「租

税債権の成立から徴収に至るまでの各段階に

おいて予想されるもろもろの違反行為につい

ても、これら税法において違反行為の態様ご

とに犯罪類型を定型化して立法されているも

のと考えられる。したがって、具体的な違反

行為が税法の予定する犯罪類型に該当するか

ぎり、税法の適用を優先すべきものであって、

軽々に一般法たる刑法の適用を論ずべきもの

でないことは多言を要しない」とし、また、

「申告等により納税額が確定した後、税の納

付を免れる目的で内容虚偽の更正請求を行う

などの不正行為を行い、正しい履行をしなか

った時にも、租税債権が侵害されたと認めら

れるのであって、租税法の体系上ほ脱犯とし

て処罰することが予定されている」旨判示し、

詐欺罪の適用を排除している3。 

 各税法では詐欺罪を排除する旨の明文の規

定はないが、刑法の詐欺罪と税法の脱税の罪

とは、いわば一般法と特別法の関係にあたり、

構成要件に重複があるとしても政策的に詐欺

罪の適用を排除し、税法の規定に沿った罰則

が優先的に科せられると考えられている4。 

 

⑸ 消費税受還付罪と詐欺罪 

 次に受還付の観点から詐欺罪との関係を整

理する。 

 所得税や法人税について、課税を見直すべ

き事情がないにもかかわらず不正受還付が行
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われた場合には、実質的には税を免れる行為

と評価できるものであり、租税債権が侵害さ

れた範囲内、つまり既納付額の範囲内ではほ

脱犯が成立し、既納付額を超えるものや全く

既納付額のない場合には詐欺罪が適用になる

ものと解されている5。 

 消費税の不正受還付の場合はどうか。これ

まで述べたように消費税法上、国に対する既

納付額（中間納付額）を超えて還付を受ける

ことや既納付額が全くない場合でも還付を受

けることが予定されている。同法第64条第１

項第２号では、「偽りその他不正の行為により

第52条第１項又は第53条第１項若しくは第２

項の規定による還付を受けた者」と規定され、

既納付額の範囲内であるか否かを問わず不正

に還付を受けた税額全てに消費税受還付罪が

成立することとなる。これは消費税の還付制

度が多段階課税による累積課税を回避するた

めの消費税固有の制度であり、制度の運用全

体を保護法益とすることから、その成立範囲

も本来の納付すべき消費税額に限定する必要

はないだろう。 

 ところで詐欺罪と消費税受還付罪とは、「人

を欺く」と「不正な行為」、「財物を交付され

る」と「還付金を受ける」という文脈で見る

と、構成要件が類似しているが、消費税法で

消費税受還付罪を規定する趣旨等は、まずは、

以下のとおり整理することができよう。 

① 消費税法では既納付額が全くなくても還

付を受けることが予定されていること。 

② 消費税受還付罪の規定は、消費税固有の

還付制度の適正な運用を保護法益とするもの

であること。 

③ したがって、正当な税額を超えた部分に

限定するものではなく、不正に還付を受けた

全額について消費税受還付罪が成立すること

（仮に正当な税額を超えて不正に還付を受け

た場合にあっても詐欺罪が成立することはな

い）。 

④ なお、消費税法上、詐欺罪の適用を排除

する規定ぶりとはなっておらず、通常の類型

の脱税（消費税の不正受還付）について政策

的に詐欺罪の適用を排除したものと考えられ

ること。 

 また、詐欺罪においては、「10年以下の懲役

（刑法第246条）」との罰則に対して、消費税

受還付罪においては、「５年以下の懲役若しく

は５百万円以下の罰金（同法第64条第１項本

文）」と詐欺罪に比して量刑の軽い罰則となっ

ているが、わざわざ消費税法に特別規定を設

けて詐欺罪より軽い法定刑を規定したのは、 

① 消費税の還付申告は大量反復的に生じ得

るものであるが、納税申告を通じて行われる

犯罪であり、一般の国民ではなくもっぱら専

門性を兼ね備えた行政機関である税務執行機

関に対してなされるものであること、 

② 不正な受還付による国家に対する損害に

ついては罰則のみならず重加算税等の行政罰

等の措置も予定されていること、 

③ 国家権力の発動により原状回復も比較的

容易であること（国税徴収法に基づく滞納処

分により徴収することができること）、 

等を背景としたものであると考えられている。 

 なお、最近、消費税法違反による告発件数

は増加しており6、また、輸出免税制度等を悪

用した消費税受還付犯も散見されているとこ

ろである。申告納税制度の根幹を揺るがせか

ねない危険性があることから、消費税受還付

罪等の法定刑の上限が現行水準で妥当かどう

かは、別途検討する必要があるだろう。 

２．消費税受還付罪の適用対象 

⑴ 消費税法第64条第１項第２号で規定され

た構成要件 

 一般に犯罪とは、構成要件に該当する違法

で有責の行為をいう。ここで違法とは行為が

法の見地から見て許されないという性質をい

い、有責とは当該行為について行為者が非難

に値することをいう。 

 消費税受還付罪とは、「納税義務者が偽りそ
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の他不正の行為により租税の還付を受けたこ

とを構成要件とする犯罪」であるが7、その構

成要件は、①主体、②不正の行為、③結果の

発生（既遂）、④因果関係及び⑤故意（犯意）

の各要素から成り立っている。同法第64条第

１項第２号に則して見ると構成要件は以下の

とおりとなる。 

 

【主体】 

 消費税法第52条（仕入れに係る消費税額の

控除不足額の還付）第１項又は第53条（中間

納付額の控除不足額の還付）第１項若しくは

第２項の規定による還付を受けた者であるこ

と。 

【不正の行為】 

 偽りその他不正の行為により（第52条（仕

入れに係る消費税額の控除不足額の還付）第

１項又は第53条（中間納付額の控除不足額の

還付）第１項若しくは第２項の規定による）

還付を受けること。 

【結果の発生（既遂）】 

 還付を受けたこと（還付金を受領した時点

で既遂となる。）。 

【因果関係】 

 不正の行為と結果の発生（受還付）との間

に因果関係があること。 

【故意（犯意）】 

 納税義務、偽りその他不正の行為及び租税

を免れること（ほ脱の結果）を認識している

こと8。 

 

 不正の行為、結果の発生、因果関係及び故

意（犯意）については、罰則適用に当たって

の重要な要件であり論点でもあるが、消費税

受還付罪に該当するかは、上記の主体に該当

するかがまずは分岐点となろう。いうまでも

なく主体に該当しないのであれば、消費税受

還付罪の適用は排除されるからである。そこ

で以下、主体の観点から議論を進めていく。 

⑵ 前提となる確定申告書の効力 

 還付金とは、「適法に納付または徴収が行わ

れたが、後に租税法の計算規定の適用によっ

て、国が保有する正当な理由がなくなったた

め、納税者に還付されるべき税額」をいう9。

すべての申告納税方式の国税に係る還付金に

ついては還付請求申告書等によって生じるこ

ととなるものであり、消費税についても還付

金を請求する権利は確定申告書の提出と同時

に成立するものであることから（同法第52条

第１項）、正当な還付請求申告書つまり確定申

告書の提出が請求権発生の前提となる。 

 同法第52条第１項において、「第45条（課税

資産の譲渡等についての確定申告）第１項又

は第46条（還付を受けるための申告）第１項

の規定による申告書の提出があつた場合にお

いて､これらの申告書に第45条第１項第５号

に掲げる不足額の記載があるときは、税務署

長は、これらの申告書を提出した者に対し、

当該不足額に相当する消費税を還付する。」と

規定している。 

 また、同法第53条第１項では、「中間申告書

を提出した者からその中間申告書に係る課税

期間の第45条第１項又は第46条第１項の規定

による申告書の提出があつた場合において、

これらの申告書に第45条第１項第７号に掲げ

る不足額の記載があるときは、税務署長は、

これらの申告書を提出した者に対し、当該不

足額に相当する中間納付額を還付する。」とし、

同条第２項では、「税務署長は、前項の規定に

よる還付金の還付をする場合において、同項

の中間申告書に係る中間納付額について納付

された延滞税があるときは、その額のうち、

同項の規定により還付される中間納付額に対

応するものとして政令で定めるところにより

計算した金額を併せて還付する。」と規定して

いる。 

 したがって、消費税受還付罪の【主体】た

る者である「第52条第１項又は第53条第１項

若しくは第２項の規定による還付を受けた
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者」とは、「第45条第１項又は第46条第１項の

規定による申告書」を適法に提出できる者で

あると解して差し支えないと考えられる。 

 それでは、ここでいう「第45条第１項又は

第46条第１項の規定による申告書」を適法に

提出できる者とは、どのように整理され得る

のか。 

 

イ 「事業者」から見た切り分け 

 同法第45条（課税資産の譲渡等についての

確定申告）、第46条（還付を受けるための申告）

の主語は、「事業者」と規定されている（第45

条では、「事業者は、（中略）申告書を税務署

長に提出しなければならない。」とし、第46

条では、「事業者は、（中略）申告書を税務署

長に提出することができる。」としている。）。

消費税法上、事業者とは「個人事業者及び法

人をいう。」（同法第２条第１項第４号）と規

定され、個人事業者とは「事業を行う個人を

いう。」（同項第３号）と規定されている。 

 文字通り解すると、同法第45条第１項又は

第46条第１項により還付申告を適法になし得

る者は事業者に限られ、少なくとも全く事業

を営んでいない個人が、事業者と偽り還付申

告を行い、還付金を詐取した場合には、申告

書を適法に提出できる者に当たらず、消費税

法の埒外となり、詐欺罪が成立するとも解し

得る（事業を全く行っていない個人は事業者

ではないことから、同法第５条第１項により

「納税義務者」ではないこととなる。）。そう

だとすれば、このような場合では更正処分を

行うことができず、詐欺罪で告発することと

なるとも考えられるが、この種の不正な申告

が頻繁に行われ得ること、当該個人が自らの

意思で申告行為に及ぶなど事業者としての外

観を自ら形成していること等を考慮すると、

申告に錯誤はなく、当該申告書は有効である

と考えられることから、この種の申告の瑕疵

は、更正処分により是正させることが効率的

でもあり適切であろう。このように考えると

「事業を行っていない個人」が行う不正受還

付は形式的に詐欺罪の対象とするとの整理は

妥当な結論とは言い難い（この点については

「ハ 平成16年９月29日大阪高裁判決」で検

討する。）。 

 一方、法人の場合は単に「法人」としか規

定されておらず現に事業を行っているか否か

は問われないことから、法人が不正行為によ

り還付金を詐取した場合は、消費税受還付罪

が成立することとなるが、実在しない法人が

還付金を詐取した場合はどうか。後述するよ

うに第三者名義、架空名義による申告により

還付金を詐取したケースと同様と評価できる

場合には、申告書そのものが無効と解され、

詐欺罪が成立するとも考えられる。法人の存

在、不存在が両罪を切り分けるポイントとな

るが、法人の代表者が実在する、設立登記も

適法に行われているなどの場合には、当該法

人が実在するとの外観が形成されており、無

効な申告書とは言いがたい。また、納税者か

らの法人格否認の主張を安易に認めてよいの

かという観点からの検討も必要であろう。 

 個人であろうと法人であろうと事業を行っ

ているか否かにかかわらず、当該事業者が自

らの意思で申告行為に及び、各種申請書、届

出書等を提出するなど事業者としての外観を

積極的に形成していることを考慮すると、申

告に関して錯誤がないにもかかわらず納税者

からの無効の主張を安易に認めることとなる

と、結果的に更正処分を行うこともできず、

問題が多いと考えられることから、形式的に

「事業者」に着目した判断は適切とは言えな

いだろう。以下に述べるように、申告書の効

力の観点から検討していくべきものと考える。 

 

ロ 申告書の効力から見た切り分け 

 国税通則法第24条で「税務署長は、納税申

告書の提出があつた場合において、その納税

申告書に記載された課税標準等又は税額等の

計算が国税に関する法律の規定に従つていな
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かつたとき、その他当該課税標準等又は税額

等がその調査したところと異なるときは、そ

の調査により、当該申告書に係る課税標準等

又は税額等を更正する。」と規定しているが、

無効な納税申告書は国税通則法24条でいう

「納税申告書」に該当せず、更正権限を行使

することはできない。 

 したがって、請求権が発生していないこと、

例えば請求権発生の基礎となる事由を欠く場

合など当該申告書が無効であった場合には、

還付金として還付されているとすれば、国税

債権と異なり、国は民事上の請求権を取得す

ることとなる10。この場合、消費税受還付罪

の適用は排除され、当該行為は刑法上の詐欺

罪に該当することとなる。 

 このように申告書が無効と判断される場合

は詐欺罪が成立する。無効な申告書を前提と

して更正・決定処分を行うことはできない。

要すれば更正等処分たる租税確定処分に瑕疵

があり無効と解せられるケースでは、当該租

税確定処分に手続上の瑕疵がある場合を除け

ば、前提となる申告書が無効であることとな

り、このようなカテゴリーでは消費税受還付

罪の適用が排除されるとも整理することがで

きる。 

 

 租税確定処分が争われた事例で申告書の効

力について言及のある主な判例としては、以

下のものがある。 

○ 第三者名義での申告は、外観上一見して

納税義務者本人の通称ないし別名と判断でき

るような場合でない限り、納税義務の確定と

いう公法上の効果は生じない（最判昭46.

３.30）11 

○ 錯誤が客観的に明白かつ重大であって、

税法の定めた方法以外にその是正を許さない

ならば、納税義務者の利益を著しく害すると

認められる特段の事情がある場合でなければ、

記載内容の錯誤を主張することは、許されな

い（最判昭39.10.22）12 

○ 徴税行政の安定とその円滑な運営の要請

を斟酌してもなお、不服申立期間の徒過によ

る不可争的効果の発生を理由として被課税者

に処分による不利益を甘受させることが、著

しく不当と認められるような例外的な事情の

ある場合には、過誤による瑕疵は、当該処分

を当然無効ならしめる（最判昭48.４.26）13 

 

 行政処分の無効、取消の区分については、

従来、瑕疵が重大な法規違反であり、かつそ

の存在が客観的に明白である場合に無効とな

り、それ以外は取り消し得べきとしているが
14、「租税確定処分は第三者の利害に影響する

ところが少なく、したがってそれを信頼する

第三者の保護を考慮する必要性が少ないこと、

および租税実体法上理由のない利得の保有を

国および地方団体に認めることは正義・公平

の観点から見て適切でないこと」から、「租税

確定処分は、課税要件に関する重大な瑕疵が

あれば、その瑕疵が明白でなくても無効と解

するべき」15とされている。原則として重大

な法規違反があった場合には無効と解すると

しても、修正申告や更正の請求といった是正

の手段がある上、「処分があった以上できるだ

け出訴期間内に取消訴訟を提起すべきである、

ということであると、重大以外にも、ケース

に即した利益衡量的要件の加重が考えられ

る」のであり、「その意味では、明白性の要件

は補充的加重要件の一つと考えるのが適切」

であろう16。 

 しからば、明白性についてはケースごとに

判断するとして、「課税要件に関する重大な瑕

疵」があるとは、どのような場合のことか。 

 課税要件とは、一般に租税法において定め

られている「納税義務の成立要件、すなわち、

それが充足されることによって納税義務の成

立という法律効果を生ずる法律要件」をいう
17。そして具体的には、①納税義務者（本来

の納税義務の主体、すなわち租税法律関係に

おいて租税債務を負担する者）、②課税物件
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（課税の対象とされる物・行為または事実の

ことで、納税義務が成立するための物的基礎

をなす。消費税法では課税の対象と呼ばれて

いる。）、③課税物件の帰属（納税義務は課税

物件がある者に帰属することによって成立し、

課税物件の帰属した者が納税義務者となる。）、

④課税標準（課税物件たる物、行為、事実を

金額、価額、数量等で表したもの）、⑤税率（課

税標準に対して適用される比率）の５つとさ

れている。 

 

ハ 平成16年９月29日大阪高裁判決 

 課税要件に関する重大な瑕疵を考えるに当

たっては、事業を行っていない個人が課税事

業者を装って確定申告書を提出し不正還付を

受けた事案に関する平成16年９月29日の大阪

高裁判決が整理の手がかりとなるだろう18。 

 本件は、①事業を行っていない者が、還付

申告の基礎となった輸出取引を行ったもので

はないにもかかわらず確定申告書を提出した

場合、当該申告者に対する更正処分は適法か、

また、②当該不正行為に対して重加算税の賦

課が行い得るか、が争点となったものである。 

 判決では、①について、自己が営業を営ん

だ事実がなかったにもかかわらず、「個人事業

の開廃業等の届出書」を作成、提出し、自己

が個人事業者であるかのように装ったこと、

「消費税課税事業者選択届出書」等を自ら押

印し提出したこと、還付金振込口座として自

己名義の普通預金口座を開設したこと、申告

書等の内容を了知した上、これらに押印し税

務署に提出したこと、など一連の行為が自ら

の意思で行われたものとの事実認定を踏まえ、

更に本件申告に係る輸出取引が他社に帰属す

ると認めたうえで、「本件輸出取引は、被控訴

人（当該申告書を提出した者のこと（著者注））

によるものではないのに、被控訴人が自己の

意思に基づき、本件還付申告をしたと認めら

れるから、本件更正処分は適法であるという

ものである」と判示している。 

 また、②について、「申告納税方式の場合、

一旦私人が自ら納税義務を負担するとして納

税申告をしたならば、実体上の課税要件の充

足を必要的な前提条件とすることなく、同申

告行為に租税債権関係に関する形成的効力が

与えられ、税額の確定された具体的納税義務

が成立すると解するべきであるから、納税申

告行為が無効ではなく、有効に成立している

以上、結果的に実体上の課税要件事実が発生

しなかったというだけで、形成された納税義

務者としての地位が否定されるものではない

と解される」と判示し、重加算税等の賦課要

件は充足していると判断している。 

 以下、本判決文を本稿の問題意識に即して

整理する。 

① 申告納税方式の場合、一旦私人が自ら納

税義務を負担するとして納税申告をしたなら

ば、実体上の課税要件の充足を必要的な前提

条件とすることなく、同申告行為に租税債権

関係に関する形成的効力が与えられ、税額の

確定された具体的納税義務が成立する。納税

申告行為が有効に成立している以上、結果的

に実体上の課税要件事実が発生しなかったと

いうだけで、形成された納税義務者としての

地位が否定されるものではない。 

② 当該個人（本件の被控訴人のこと）は、

本来消費税が免除されている小規模事業者で

あるが、自ら消費税課税事業者選択届出書を

提出したことによって、消費税の納税義務者

となったものであり、課税要件を満たす国内

取引があれば、現実に納付すべき消費税額が

発生する可能性がある反面、輸出等を行った

場合は、国内での仕入れに係る消費税額が免

除され、免除された消費税額の還付を受ける

ことができる地位を得た。 

③ 当該個人は、この地位を前提として控除

不足還付税額の還付を求めたものであるが、

本件輸出取引は当該個人によるものではない

のに、当該個人が自己の意思に基づき、本件

還付申告をしたと認められるから、本件還付
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申告は有効である。また、これに対する本件

更正処分も適法である。 

④ 本件還付申告の時点で、本件輸出取引に

ついて実体上の課税要件事実が発生していな

くても（本件還付申告の時点においては、本

件課税期間の消費税の課税要件を充足する者

（納税義務者）でなくとも）、還付申告により、

観念的・抽象的には、課税標準額に対する消

費税額（０円）、控除対象仕入税額及び控除不

足還付税額（218万5888円）の納税義務が成立

する。 

⑤ 還付金とは、その実質は不当利得である

が、国税の性質を有するものである。 

⑥ 当該個人は、本件還付申告の時点では、

具体的な納税義務はないものの、還付金の額

を確定する前提としての観念的・抽象的な納

税義務はあり、これが本件更正処分により還

付金が減少されたことにより、納税義務が具

体化したものというべきであるから、申告時

点においても当該個人は納税義務を負ってい

る、すなわち「納税者」であると解して差し

支えない。 

⑦ 当該個人により本件還付申告書が提出さ

れたこと、同申告書に係る課税標準等又は税

額等について本件更正処分がされ、これによ

り納付すべきこととなる税額があること、当

該個人は納税者であること、隠ぺい、仮装行

為があると認められることから、重加算税の

賦課要件を充足している。 

 

 本判例を先に述べた課税要件である①納税

義務者、②課税物件、③課税物件の帰属、④

課税標準、⑤税率に照らすと、還付申告の時

点では課税要件事実が発生しておらず（上記

要旨④）、少なくとも課税要件の①②③に疑義

があり、一見すると無効な申告書であるとも

解し得る（なお、本判決においては無効な申

告書とは何か判示していない。）。また、個人

事業者とは「事業を行う個人」（同法第２条第

１項第３号）であるとの規定を文字通り解す

ると、本判決と矛盾するとも見える。 

 この点については本判決文に直接の言及は

ないが、次のとおり整理しているものと考え

る。 

 まず、第一に当該個人が自らの意思で、消

費税課税事業者選択届出書や本件還付申告書

を、内容を了知の上、提出している点である。

自らの意思により課税事業者としての外観を

積極的に整えている以上、錯誤の余地はない。

申告者が申告書提出の主体であり、かつ、自

らの意思に基づくものであることが明らかで

ある場合は、有効な申告書と判断されること

となるだろう。 

 第二に「申告行為に租税債権関係に関する

形成的効力が与えられる」と示している点で

ある。その結果、「形成された納税義務者とし

ての地位が否定されるものではない」ことと

なるが、仮に本件のような事例に対して更正

処分や重加算税の賦課決定を行い得ないとす

ると「租税債権を可及的速やかに確定せしむ

べき国家財政上の要請に応ずる」19ことが困

難となることが指摘されよう。更に、「本件の

ような不正還付申告は、消費税、所得税等に

おいて頻発し得ることであるから、それらに

対して全て刑事手続によって処理することを

法が予定したとも考えられないし、また、そ

のように処理することは非現実的でもある」
20。 

 私人の公法行為である納税申告の行為に対

しては私法上の錯誤の適用について原則とし

て「否定」、例外として特段の事情のある場合

に「肯定」という判例の立場を鑑みると21、

この種の還付申告が大量反復的に生じる中に

あっては、明白性についてはケースごとに判

断するとしても、重大な瑕疵がある場合を除

き、当該申告は有効であり、納税申告の「形

成的効力」を前提として更正処分あるいは消

費税受還付罪の告発などの事後の判断を行う

ことは実務的に見ても妥当な結論と考えられ

る。 
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 このように本判決によれば、「消費税の課税

要件を満たさない者が、課税事業者を選択し

て、虚偽の還付申告をし、還付金を受領した

場合には、その者は租税債務関係の当事者と

しての納税義務者に当たる」22と解すること

となり、このような場合には消費税受還付罪

が成立することとなるだろう。 

 なお、本判決の事例では、問題となった輸

出取引が当該個人によるものではなく、当該

個人が勤務していた法人によるもの（訴外法

人に帰属するもの）であった。架空取引では

なく実際に行われた輸出取引であったことか

ら、当該個人と当該法人との関係上、当該個

人が外観上、全く事業を行っていないとも言

い切れない。問題となった輸出取引が全くの

架空取引であった場合には少なくとも事業実

体はないと認められるが、消費税法上、有効

な申告か否かは、当該個人が事業者としての

外観をどの程度積極的に整えているかにより

決せられることとなるだろう。 

３．消費税受還付罪適用にあたっての事実認

定の視座 

 私人が自ら納税義務を負担するとして納税

申告をしているかの見極めにあたっての事実

認定の視座は何か。これまでの検討にあるよ

うに、消費税受還付罪の主体たり得るか、つ

まり申告書が有効かの事実認定を経ることで、

消費税受還付罪と詐欺罪との区分を行うこと

となる。この場合、以下で述べるように申告

書の形式的要件の具備、法的実体、経済的実

体の３つの観点から事実認定を行い、それぞ

れのカテゴリーを総合勘案することにより評

価することになるだろう。 

 

⑴ 確定申告書の形式的要件が具備している

か 

 消費税法上、還付を受けるためには、「還付

を受けるための申告書」が、同法第45条第１

項、第46条第１項で規定されている課税標準

である金額の合計額、課税標準額に対する消

費税額、控除不足額、納税者名（法人の場合

は登記された法人の名称）、納税地、課税期間

といった形式上の要件を具備している必要が

ある。このような形式的要件を具備していな

い場合には、無効の申告と判断せざるを得な

いだろう。 

 

⑵ 納税者は実在する者か 

イ 第三者名義等の申告 

 第三者あるいは架空名義による申告により

還付を受けた場合には、外観上一見して納税

義務者本人の通称ないし別名と判断できるよ

うな場合でない限り、申告書そのものが無効

と解することができ、詐欺罪が成立すると考

えて問題はないであろう23。 

 

ロ 個人の場合 

 個人については、消費税法上、事業を行う

限り事業者となるものであり、形式的には非

事業者が事業者を装い不正に還付を受けた場

合には詐欺罪が成立するとも考えられる。消

費税課税事業者選択届出書を提出していたと

しても一義的には課税事業者か免税事業者か

を示すものであり、事業を行っているか否か

を決するものではない。 

 しかしながら、当該個人が自己の名義で虚

偽の申告を行い、自ら事業者としての外観を

積極的に形成している場合は、事業者でない

個人の行った還付申告であっても無効とは言

い切れない。なぜならば、自ら納税義務がな

いことを知りつつ申告したのであれば錯誤が

生じる余地はないし、また、先に引用した平

成16年９月29日大阪高裁判決にあるように

「一旦私人が自ら納税義務を負担するとして

納税申告をしたならば、実体上の課税要件の

充足を必要的な前提条件とすることなく、申

告行為に租税債権関係に関する形成的効力が

与えられ、税額の確定された具体的納税義務

が成立する」からである。この種の還付申告
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が大量反復的に生じる中にあっては重大な瑕

疵（もしくは重大かつ明白な瑕疵）がある場

合を除き、税務執行機関も納税申告の「形成

的効力」にまずは拘束されることとなるもの

であり、このような場合には消費税受還付罪

が成立すると考えられる。 

 

ハ 法人の場合 

 法人は事業者であり、原則として消費税受

還付罪が成立するが、例えばペーパーカンパ

ニーのように一応の法的実体を具備した法人

が還付申告を行ったなど、法人の実体に疑義

があるケースではどうか。 

 当該法人が適法に設立、登記されているが、

法人に物理的な実体がない場合などが典型例

であろう。①所在地に法人が存在しない、②

従業員がいない、③出資事実が確認できない、

といった事実が明白であれば、物理的な実体

はないと判断できる24。 

 しかしながら、法人の代表者が実在する、

設立登記も疑義があるにせよ適法に行われて

いるなどの場合には、当該法人が実在すると

の外観が形成されているとも認められ、また、

「会社という法的形態を利用した者は、たと

えこの形態をある経済目的達成のための手段

としたにすぎないとしても、この形態の背後

に存する経済的実体を強調して、会社という

法的形態に基づいて生ずる法律上の責任を免

れることは許されない」25と考えるべきであ

る。法的実体のみを具備した法人が行った不

正受還付であっても、事実認定いかんではあ

るが、原則として消費税受還付罪が成立する

と解すべきであろう26。 

 

⑶ 経済実体があるか（実質経営者が存在す

る場合） 

 法人の代表者も架空であり物理的な実体の

ない法人であるとしても、実質経営者が存在

するなど当該法人に経済的実体がある場合は

どうか。ペーパーカンパニーであったとして

も、また、法人設立の手続きの過程で不自然

さがあったとしても、経済的な実体がある法

人が提出する確定申告書は一義的には正当な

ものと考えるべきであろう。 

 事実認定の視座としては、①実質経営者が

存在し、当該実質経営者が、②法人の設立登

記を行っている、③当該法人の連絡先である、

④還付金受領の口座を開設している、⑤当該

還付金を自らの銀行口座に移し変える等の管

理を行っているなどの事実が判明し、更に⑥

当該実質経営者が確定申告書を作成し、同法

第45条第１項、第46条第１項に規定された課

税標準である金額の合計額など形式上の要件

を具備している場合には、実質経営者の下で

経済活動を行っていると解して差し支えない

であろう。 

 このような場合は、第三者が当該法人の意

思にかかわらず勝手に確定申告書を提出した

ケースとは異なり、無効な申告とは言いがた

い。ペーパーカンパニーであったとしても適

法な法的人格を備えた法人が、実質経営者の

支配の下で経済実体的に見ても稼働し、実質

経営者が消費税の還付申告に関与していると

判断できる状況では、基本的には消費税受還

付罪が成立すると考えるべきであろう27。そ

して、極めて例外的な状況、例えば、①消費

税を詐取する目的だけで法人を設立したこと、

②還付金詐取の基礎となる仕入税額控除の対

象となる架空取引が単発で行われていること、

等の事実を総合し、法人の実体が明白に不存

在であり消費税受還付罪が全く成立する余地

のないと判断できた場合を除き、国税当局と

しては消費税受還付罪で告発せざるを得ない

のではないかと考える。 

 しかも、繰り返しになるが、この種の不正

還付申告は大量反復的に発生し得るものであ

り、税務執行機関において悪質性を判断の上、

行政罰（重加算税等）と刑事罰（消費税受還

付罪）の適用を区分していくことは現実的で

あり、効率的でもあると言える。上述したよ
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うに原則としては消費税受還付罪が成立する

と考える方が、同罪を設置した趣旨に合致す

るとも言えよう。 

 新聞報道によれば、拙稿冒頭の事件につい

て、青森地裁判決は「ペーパー会社５社を使

い」としており、法人自体の存在に疑問を呈

している。この背景には、「架空の合名会社の

決算報告書を粉飾して、銀行から事業資金の

融資を受けようとした」事実があること、ま

た、粉飾の過程で生じる消費税及び地方消費

税の控除不足額相当の金員も手に入れようと

予め考え、その手段のひとつとして架空の合

名会社の設立手続を行ったと評価し得ること

から、当該合名会社設立そのものが還付金を

詐取するための手段であり、その事実も明白

と認定しているものと考えられる28。したが

って、一応の法的実体はあるものの不存在と

同等であり、また、稼働している状況には程

遠く、経済的な実体は全くないことから、詐

欺罪が適用されたものであろう。先に述べた

ように法人について消費税受還付罪の適用が

排除される例外的な事実関係であったと考え

られる。 

４．おわりに 

 以上の検討から、消費税受還付罪と詐欺罪

との関係については、以下のとおり整理され

よう。 

 まず、「錯誤が客観的に明白かつ重大であっ

て、税法の定めた方法以外にその是正を許さ

ないならば、納税義務者の利益を著しく害す

ると認められる特段の事情がある場合」29は

無効な申告書であり、詐欺罪が成立する。 

 「外観上一見して納税義務者本人の通称な

いし別名と判断できるような場合」30を除き、

第三者名義や架空名義による申告書は無効で

あり詐欺罪を構成するが、事業を行っていな

い個人が行った申告であっても納税義務者、

事業者であるとの外観を整えている場合には

有効な申告書と推認され、一義的には消費税

受還付罪の範疇と解される。 

 また、法人が行う申告による不正受還付で

は、原則として消費税受還付罪が成立するが、

申告書として外観上、要件を充たしている場

合であっても、重大な瑕疵等により法人が実

在しないなどが明らかであり、法人の経済実

体もないと評価されるなどの場合には、例外

的に詐欺罪が適用になると解すべきであろう。 

                              
1 当該事件の事実関係については、次の新聞記事

に基づいている。 

 「青森地検や関係者などによると、容疑者は、

02年８月、青森市で合名会社を設立。ほかにも東

京都などに、計４社の合名会社を次々と立ち上げ

た。この５社が別の会社から屋外電光広告機を仕

入れたとする取引を偽装し、売上高が仕入れ額よ

り少なかったとして、同年（02年）12月3日から03

年１月６日にかけて、消費税額を架空計上した確

定申告書を青森税務署などに提出し、約1,060万円

の不正還付を受けた疑いが持たれている。」（平成

16年３月４日付け朝日新聞） 

 「架空仕入れに基づき不正に消費税などの還付

を受けたとして、青森地検は23日、容疑者を詐欺

罪で青森地裁に起訴した。」（平成16年３月24日付

け陸奥新聞） 

 「仕入れに掛かる消費税の控除額を架空計上し

た虚偽の確定申告で、約千万円の税還付を受けて

いたとして、詐欺の罪に問われた被告の判決公判

が30日、青森地裁であった。裁判官は、同被告に

懲役３年、施行猶予３年（求刑懲役３年）を言い

渡した。 

 判決によると、被告は2002年12月３日から03年1

月6日までの5回、屋外電光広告機を仕入れたよう

に装い、確定申告の際に、控除される消費税額

1,057万709円を青森税務署など5税務署に不正に

請求。02年12月20日から03年２月４日までの５回

に分けて、控除額分と同額をだまし取った。 

 裁判官は、『架空の合名会社の決算報告書を粉飾

して、銀行から融資を得ようとした犯行は計画的

かつ巧妙で悪質』と指摘したが、『1,180万円を被

害弁済し、反省の態度を示している』と情状酌量

の理由を述べた。」（平成16年５月１日付け東奥日

報） 

 「架空取引で消費税約1千万円の不正還付を受け

たとして、詐欺罪に問われた被告に対し青森地裁

は４月30日、懲役３年、施行猶予３年（求刑懲役

３年）を言い渡した。 

 被告は、02年12月から03年１月にかけて、青森

市内や東京都内などに設立したペーパー会社５社

を使い、屋外電光広告機を仕入れたとする取引を
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偽装し、消費税額の架空計上で約１千万円の不正

還付を受けたとして起訴されていた。」（平成16年

５月２日付け朝日新聞） 

 なお、新聞報道によると本件調査に当たり国税

当局は検察当局と合同で捜査を行っているとのこ

とである（平成16年３月４日付け朝日新聞等）。当

初、消費税受還付罪での立件を行ったものと見込

まれるが、合同捜査もしくは検察捜査の結果、詐

欺罪で起訴されることとなったものと思われる。

詐欺罪か消費税受還付罪かは、構成要件に類似が

見られることから、罰則の適用に当たっては事実

関係を慎重に検討する必要がある。 
2 最判昭51.４.１刑集30巻３号425頁。なお、本判

決には、「本来の国家的法益に向けられた詐欺的行

為は、詐欺罪の構成要件の予想する犯罪定型の範

囲に属しないものといわなければならない」との

団藤重光裁判官の反対意見が付されている。 
3 東京地裁昭61.３.19税資155号387頁。 
4 前田教授は、「脱税のように「詐欺罪の適用を排

除する趣旨の刑罰法規」が存在するから、詐欺罪

の適用が排除されるのである。脱税は部分的には

詐欺罪を構成するが、その定型的処理の必要性や

「行為者にとっての誘惑性」等を考慮して、通常

の類型の脱税につき政策的に詐欺罪の適用を排除

し、罰金を重視した刑を科することが明示されて

いる。逆に、このような規定が存在しない場合に

は、詐欺行為に基づく財物騙取がある限り、被害

者が国であっても詐欺罪は成立する。」としている。

（前田雅英『刑法各論講義（第３版）』244頁（東

京大学出版会、1999）。） 
5 大審院時代の判例であるが、旧関税定率法違反

事件について、「同条ハ何等原料品ノ輸入ナク従テ

輸入税ヲ納付シタルコトナキニ拘ハラス恰モ輸入

税ヲ納付シ輸入シタルモノノ如ク装ヒ因テ其払戻

名義ノ下ニ金円ヲ騙取シ又ハ騙取セムトシタル場

合ニ適用アルヘキモノニ非ス斯ノ如キ行為ハ純然

タル詐欺罪ヲ構成スヘク刑法ノ罰条ニ問擬セラル

ヘキモノトス」と判示し、「輸入税」を納付してい

ないものを納付したかのごとく装い、その払戻し

名目の下に金員を騙取する行為は詐欺罪を構成す

るとしている（大審院大２.５．27大審院刑事判決

録19の631頁。なお、下線は著者が付したものであ

る。）。 

 また、旧関税法違反事件について、「関税法第七

十五条ニハ単ニ「関税ノ逋脱ヲ図リ又ハ関税ヲ逋

脱シタル者ハ……」トアレトモ詐欺ノ手段ヲ以テ

関税ヲ逋脱シタルトキハ犯人カ其結果トシテ自己

ノ財産上ニ不法ノ利益ヲ得ルハ当然ノコトナレハ

法律カ斯ル場合ヲモ予想シ之ヲ包括シテ一罪ト為

シ同法条ヲ以テ処罰スルノ趣旨ナルコト毫モ疑ヲ

容ルヘカラス」と判示し、詐欺の手段をもって関

                                         
税をほ脱した場合にはほ脱犯が成立し、詐欺罪は

成立しないとしている（大審院大４.10.28大審院

刑事判決録21の1745頁。なお、下線は著者が付し

たものである。）。 
6 国税庁（平成19年６月）「平成18年度における査

察の概要」（国税庁ホームページ）によると消費税

法違反の告発件数は、15年度３件、16年度６件、

17年度10件、18年度23件となっている。 
7 金子宏『租税法（第11版）』839頁（弘文堂、2006）。 
8 大阪高裁平４.４.８税資212号2869頁（「ほ脱犯

が成立するためには、納税義務の認識、偽りその

他不正の行為の認識及び租税を免れること（ほ脱

の結果）の認識が必要であるが、不正行為の認識

は不正行為に当たる事実を認識すれば足りると解

すべき」と判示している。）。 
9 金子・前掲注⑺637頁。 
10 無効な還付請求申告書の提出により還付金が支

払われた場合、その還付金の取戻しは不法行為に

よる損害賠償金債権（民法第709条）として、「国

の債権の管理等に関する法律」に基づいて歳入金

として徴収することとなる。 
11 「私法関係と異なり、法的安定性、法律関係の

明確性の要請が強く支配する租税法のもとにおい

て、納税申告がこのように納税義務の確定という

公法上の効果の発生をきたす要式行為であること

に思いを致せば、納税義務者本人が第三者名義で

その納税申告をすることは、法の全く予定してい

ないところであり、これが外観上一見して納税義

務者本人の通称ないし別名と判断できるような場

合でない限り、納税義務者本人の納税申告として、

その納税義務の確定という公法上の効果は生じな

いものと解するのが相当であり、この納税義務の

確定なくして有効な納付をなし得ないことは、論

をまたないところである。」（最判昭46.３.30刑集

25巻２号359頁。）。 
12 「所得税法が右のごとく、申告納税制度を採用

し、確定申告書記載事項の過誤の是正につき特別

の規定を設けた所以は、所得税の課税標準等の決

定については最もその間の事情に通じている納税

義務者自身の申告に基づくものとし、その過誤の

是正は法律が特に認めた場合に限る建前とするこ

とが、租税債務を可及的速かに確定せしむべき国

家財政上の要請に応ずるものであり、納税義務者

に対しても過当な不利益を強いる虞れがないと認

めたからにほかならない。従って、確定申告書の

記載内容の過誤の是正については、その錯誤が客

観的に明白且つ重大であって、前記所得税法の定

めた方法以外にその是正を許さないならば、納税

義務者の利益を著しく害すると認められる特段の

事情がある場合でなければ、所論のように法定の

方法によらないで記載内容の錯誤を主張すること
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は、許されないものといわなければならない。」（最

判昭39.10.22民集18巻８号1762頁。）。本判例につ

いて、可部恒雄「確定申告に関する錯誤の主張」

金子宏編『租税判例百選（第２版）』150頁以下（有

斐閣、1983）、藤浦照生「確定申告に関する錯誤の

主張」金子・水野・中里編『租税判例百選（第３

版）』150頁以下（有斐閣、1992）、伊藤剛志「確定

申告に関する錯誤の主張」水野・中里・佐藤・増

井編『租税判例百選（第４版）』194頁以下（有斐

閣、2005）を参照。 
13 「一般に、課税処分が課税庁と被課税者との間

にのみ存するもので、処分の存在を信頼する第三

者の保護を考慮する必要のないこと等を勘案すれ

ば、当該処分における内容上の過誤が課税要件の

根幹についてのそれであつて、徴税行政の安定と

その円滑な運営の要請を斟酌してもなお、不服申

立期間の徒過による不可争的効果の発生を理由と

して被課税者に右処分による不利益を甘受させる

ことが、著しく不当と認められるような例外的な

事情のある場合には、前記の過誤による瑕疵は、

当該処分を当然無効ならしめるものと解するのが

相当である。」（最判昭48.４.26税資69号1377頁。）。

本判例について、塩野宏「帰属を誤った課税処分

の効力」金子・水野・中里編『租税判例百選（第

３版）』156頁以下（有斐閣、1992）、中川丈久「帰

属を誤った課税処分の効力」水野・中里・佐藤・

増井編『租税判例百選（第４版）』200頁以下（有

斐閣、2005）を参照。 

 なお、本判決について塩野教授は「最高裁判所

は、外観上一見明白説に基本的には立っているが、

必ずしもこれを機械的に適用しているわけではな

い」と指摘している（塩野宏『行政法Ⅰ（第三版）

行政法総論』143頁（有斐閣、2003））。 
14 田中二郎『新版行政法上巻（全訂第二版）』138

頁以下（弘文堂、1974）。 
15 金子・前掲注⑺639頁。 
16 塩野・前掲注⒀ 144頁。 
17 金子・前掲注⑺147頁以下。 
18 大阪高裁平16.９.29判例タイムズ1185号176頁

（なお、第１審京都地裁判決については平15.

７.10判例タイムズ1185号183頁参照。）。 

 第1審京都地裁判決については、品川芳宣「事業

者を装って消費税の不正還付申告をした場合の重

加算税の賦課要件」ＴＫＣ税研情報51頁以下（2004.

４）を参照。 

 控訴審大阪高裁判決については、花角和男・小

林幹雄「消費税の課税事業者を装って不正還付申

告をした場合の重加算税の賦課決定の是非につい

て」税大ジャーナル第１号99頁以下（2005.4）、卯

西将之「消費税の課税要件を満たさない者のした

還付申告と重加算税の賦課の可否」ＪＴＲＩ税研

                                         
22巻２号86頁以下（2006.９）を参照。 

 なお、第一審京都地裁判決では、更正処分の適

法性（争点①）は認めたものの、重加算税の賦課

（争点②）については、 

○ 「還付申告による還付金が更正によって減少

した場合には、確かに、申告者の納税義務が増加

したことが判明したことを原因として不当利得関

係の調整が生じるときがあるけれども、それだけ

ではなく、申告者の納税義務には無関係に不当利

得関係を調整しなければならないときもあるもの

というべきで、そのようなときにおいては、還付

金の減額部分に対応する申告者側の納税義務は、

そもそもあり得ないことになる。」 

○ 「申告者の納税義務には無関係に不当利得関

係を調整しなければならないときにおいては、還

付金の減額部分に対応する申告者側の納税義務は、

そもそもいかなる意味でもあり得ない。」 

○ 「少なくとも、（国税通則）法65条１項の「当

該納税者」には、このようなときの還付申告者は、

そもそも予定されていないと解釈せざるを得ない

し、それこそが法２条５号の定義規定の内容にも

沿うものというべきである。」 

○ 「本件更正処分がされたことによって、還付

金全額が減少することになるけれども、この減少

は、還付申告をした原告について消費税の納税義

務が発生したり、増加したことが判明したことに

よるものではないことは明らかであり、原告（当

該申告書を提出した者のこと）は、法65条１項の

当該納税者ではないことは明らかであり、そもそ

も、原告に対し、過少申告加算税を課することは

できないといわざるを得ない。」 

○ 「仮装行為や隠ぺい行為は、納税申告の前に

存在しなければならず」、「この「納税者」も、納

税申告の前にすでに納税者であった者を意味する

もので、そのような納税者がすでに抽象的には負

っている納税義務について、その課税標準等又は

税額等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を

隠ぺい又は仮装したことが要件とされているもの

と解さざるを得ない関係で、原告にこれを課する

ことはできないと解さざるを得ないことになる。」 

と判示し、重加算税賦課決定処分は過少申告加算

税部分も含めて違法であるとした。しかし、納税

申告書の提出によって確定された「還付金」につ

いては、京都地裁判決にいう「申告者の納税義務

には無関係に不当利得関係を調整しなければなら

ないとき」自体が予定されていないと考えるべき

であろう（前掲、花角・小林論文99頁）。 
19 最判昭39.10.22（前掲注⑿参照）。 
20 品川・前掲注 ⒅57頁。詐欺罪の場合は国税当局

に調査権限はなく、公務員としての告発を行うに

とどまるのに対して、消費税受還付罪の場合には
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国税犯則取締法に基づき調査を行った上で告発す

ることとなり、効率的であるとともに一罰百戒的

な波及効果も期待できる。また、そもそも質問検

査権の行使により行政罰を課すことができ、更に、

国税徴収法に基づく徴収処分を行うこともできる。 
21 新井隆一「錯誤による私人の公法行為」成田頼

明編『ジュリスト行政法の争点』62頁以下(有斐閣、

1980）を参照。 
22 金子・前掲注⑺148頁、559頁。 
23 第三者名義による申告書が無効であることにつ

いては、前掲注⑾の最判昭46.３.30を参照。 
24 会社法上、設立無効の訴えを提起するまでもな

く設立が無効と解される場合など誰でも何時でも

無効を主張しうる会社の不存在と評価される場合

が含まれるであろう。もっとも申告が無効かは消

費税の還付制度の趣旨を踏まえ、慎重に検討する

必要がある。 
25 一人会社の代表者が他人名義の店舗の利益をす

べて得ている場合で、それらすべての所得が当該一

人会社に帰属するか等が争われた法人税法違反事

件について東京地裁は、「いわゆる法人格否認の法

理は相手方の利益保護のために認められたもので

あるから、会社という法的形態を利用した者が、相

手方の損失においてこれを自己の利益に援用する

ことは信義則上許されないものというべきである。

したがって、会社という法的形態を利用した者は、

たとえこの形態をある経済目的達成のための手段

としたにすぎないとしても、この形態の背後に存す

る経済的実体を強調して、会社という法的形態に基

づいて生ずる法律上の責任を免れることは許され

ないものというべきであり、この理は徴税の場合に

おいても妥当するものというべきである。」と判示

している（東京地裁昭47.８.２税資68号1003頁。同

旨、東京地裁昭48.３.26税資72号411頁。）。法人と

いう法的形態が用いられている場合には、まずは実

体があるとの推定が働くと考えるべきであろう。 

 法人格否認について岩﨑教授は「法人であれば、

それだけで、直ちに法人税の納税義務が発生する

というものではない。法人税の申告をする前提と

しては、納税者は、法人の設立に伴い、所轄税務

署長に対し、法人設立届出書、青色申告の承認申

請書、給与支払事務所等の開設届出書、たな卸資

産・有価証券の評価方法の届出書および減価償却

資産の償却方法の届出書を提出することとされ、

反面、税務署長は、右届出書に記載された事項に

ついて拘束されることになる。つまり、法人税の

申告制度は、納税者と課税庁との間の信頼関係の

上に成り立っているといえよう。」と述べた上で、

「納税者が法人格否認の法理を無制限に援用すれ

ば、課税庁との関係における信義則違反の問題だ

けでなく、所得税・法人税に係る現行租税制度や

                                         
企業会計原則を根底から揺るがすような問題が生

ずるように思われる。それゆえ、納税者による同

法理の援用にはあまりに多くの問題が含まれてお

り、現時点では、これを消極に解さざるをえない」

と指摘されている（岩﨑政明『ハイポセティカル・

スタディ租税法（第２版）』50頁以下（弘文堂、

2007））。もっとも岩﨑教授は、租税処罰の場面で

は当局は十分調査を行う権限を有していることか

ら「納税者からの法人格否認の主張を認める余地

があると解される」とも述べられている。 
26 免税事業者や休業法人が行った不正受還付につ

いても消費税受還付罪が成立すると考えるべきで

ある。免税事業者が課税事業者と誤信して申告書

を提出し不正に消費税の還付を受けた場合につい

て消費税受還付罪の成立を認めた事例として東京

地裁平10.３.27税資刑90号3047頁（東京高裁平10.

９.28同3037頁は棄却）を参照。 

 ところで同法第46条第１項は、還付を受けるた

めの申告書を提出できる者は事業者と規定し、「第

９条第１項本文の規定により消費税を納める義務

が免除される事業者を除く。」としている。免税事

業者は還付申告をすることはできず、このような

申告は無効であり、消費税受還付罪は成立しない

とも見える。しかし、本規定は、免税事業者の申

告義務を免除したにすぎず、消費税受還付罪の主

体となることを免除したものとは考えられないだ

ろう。免税事業者＝詐欺罪、課税事業者＝消費税

受還付罪と考えるのは不合理であるし、免税事業

者が提出した還付申告書も「同法第46条第１項の

規定による申告書」であることにかわりはない。

更に免税事業者か否かは事業者自身が一番よく知

っているものであり、仮に免税事業者と誤信した

としても重大な錯誤とは言いがたい。やはり免税

事業者が不正な還付請求を行った場合には原則と

して消費税受還付罪が成立すると解し得る。 
27 実在しない者や名義貸しの者が代表者であって

も、調査により把握した事実から実質経営者が法

人の経営に従事していると認定できた場合には、

法令上法人のみなし役員（法人税法施行令第７条

第１項）に該当することから、当該申告書は有効

なものと解することができる。 
28 本件で還付金詐取の手段として用いられたのは

合名会社であった。合名会社は、２人以上の社員

になろうとする者が定款を作成し、設立登記をす

ると成立するものであり、また、社員は無限責任

を負うなど一般の法人とは異なる特徴を有するも

のである。株式会社等と比べると比較的容易に会

社の不存在が推認できるといった事情が加味され

たとも考えられる。 
29 最判昭39.10.22（前掲注⑿参照）。 
30 最判昭46.３.30（前掲注⑾参照）。 
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